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重要: このエクスポートには未回答の質問は含まれません 
このドキュメントは、組織の CDP アンケート回答のエクスポートです。回答済みまたは進行中の質問のすべてのデータ ポイントが含まれています。提供を要求された質問またはデータ ポイントが、現在

未回答のためこのドキュメントに含まれていない場合があります。提出前にアンケート回答が完了していることを確認するのはお客様の責任です。CDP は、回答が完了していない場合の責任を負いませ

ん。 
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C1. イントロダクション 
(1.1) どの言語で回答を提出しますか。 

選択: 

☑ 日本語 

(1.2) 回答全体を通じて財務情報の開示に使用する通貨を選択してください。 

選択: 

☑ JPY 

(1.3) 貴組織の概要および説明を記載してください。 

(1.3.2) 組織の種類 

選択: 

☑ 上場組織  

(1.3.3) 組織の詳細 

アサヒグループホールディングスは、アサヒビールを前身とし、1889年創立、本社所在地は東京である。酒類、飲料、食品をさまざまなブランド名の下、日本国

内外で製造販売している。主な事業分野は、酒類、飲料、食品、国際である。国際事業の製造、販売は、オセアニア、東南アジア、そしてヨーロッパを主要市場と

している。2022年度から、「日本」、「欧州」、「オセアニア」、「東南アジア」としていたが、2025年度より「日本・東アジア」、「欧州」、「アジアパシフ

ィック」と変更している。 

[固定行] 

 

(1.4) データの報告年の終了日を入力してください。排出量データについて、過去の報告年における排出量データを提供す

るか否かを明記してください。  
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(1.4.1) 報告年の終了日 

12/31/2025 

(1.4.2) 本報告期間と財務情報の報告期間は一致していますか 

選択: 

☑ はい 

(1.4.3) 過去の報告年の排出量データを回答しますか 

選択: 

☑ はい 

(1.4.4) スコープ 1 排出量データについて回答する過去の報告年数 

選択: 

☑ 1 年 

(1.4.5) スコープ 2 排出量データについて回答する過去の報告年数 

選択: 

☑ 1 年 

(1.4.6) スコープ 3 排出量データについて回答する過去の報告年数 

選択: 

☑ 1 年 

[固定行] 

 

(1.4.1) 報告対象期間における貴組織の年間売上はいくらですか。 
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2894676000000 

(1.5) 貴組織の報告バウンダリ（境界）の詳細を回答してください。 

 

CDP 回答に使用する報告バウンダリは財務諸表で使用されているバウンダリと同

じですか。 

 選択: 

☑ はい 

[固定行] 

(1.6) 貴組織は ISIN コードまたは別の固有の識別 ID (たとえば、ティッカー、CUSIP 等) をお持ちですか。  

ISIN コード – 債券 

(1.6.1) 貴組織はこの固有の識別 ID を使用していますか。 

選択: 

☑ いいえ 

ISIN コード – 株式 

(1.6.1) 貴組織はこの固有の識別 ID を使用していますか。 

選択: 

☑ はい 

(1.6.2) 組織固有の識別 ID を提示してください。 
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JP3116000005 

CUSIP 番号 

(1.6.1) 貴組織はこの固有の識別 ID を使用していますか。 

選択: 

☑ いいえ 

ティッカーシンボル 

(1.6.1) 貴組織はこの固有の識別 ID を使用していますか。 

選択: 

☑ いいえ 

SEDOL コード 

(1.6.1) 貴組織はこの固有の識別 ID を使用していますか。 

選択: 

☑ いいえ 

LEI 番号 

(1.6.1) 貴組織はこの固有の識別 ID を使用していますか。 

選択: 

☑ はい 

(1.6.2) 組織固有の識別 ID を提示してください。 
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353800KAJ02XNHLCJW79 

D-U-N-S 番号 

(1.6.1) 貴組織はこの固有の識別 ID を使用していますか。 

選択: 

☑ はい 

(1.6.2) 組織固有の識別 ID を提示してください。 

690535869 

その他の固有の識別 ID 

(1.6.1) 貴組織はこの固有の識別 ID を使用していますか。 

選択: 

☑ いいえ 

[行を追加] 

 

(1.7) 貴組織が事業を運営する国/地域を選択してください。  

該当するすべてを選択 

☑ 日本 ☑ ハンガリー 

☑ 英国 ☑ マレーシア 

☑ チェコ ☑ ポーランド 

☑ イタリア ☑ ルーマニア 

☑ オランダ ☑ スロバキア 

☑ インドネシア  

☑ シンガポール  
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☑ オーストラリア  

☑ ニュージーランド  

☑ アメリカ合衆国（米国）  

(1.11) 生産、加工/製造、流通活動、または製品の消費に起因する温室効果ガスの排出や水関連のインパクトは、今回の

CDP への情報開示に関連していますか。 

生産 

(1.11.1) 排出量や水関連のインパクトの関連性 

選択: 

☑ 所有している土地のみ 

加工/製造 

(1.11.1) 排出量や水関連のインパクトの関連性 

選択: 

☑ 直接操業と、バリューチェーンの上流/下流の両方 

流通 

(1.11.1) 排出量や水関連のインパクトの関連性 

選択: 

☑ 直接操業と、バリューチェーンの上流/下流の両方 

消費 

(1.11.1) 排出量や水関連のインパクトの関連性 
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選択: 

☑ はい 

[固定行] 

 

(1.23) 貴組織が生産または調達している次の農業コモディティのうち、事業の売上にとって最も重要なものはどれです

か。 

畜牛品 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

カカオ 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

コーヒー 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

綿 
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(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

乳製品・卵製品 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

養殖水産物/水産養殖 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

果物 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

トウモロコシ  

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 
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☑ いいえ 

ナッツ 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

その他穀物 (例: 大麦、オーツ麦)  

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ 調達 

(1.23.2) この農業コモディティに依存する売上の割合  

選択: 

☑ 61-70% 

(1.23.3) このコモディティは貴組織の売上において重要性が高いと考えられますか。  

選択: 

☑ はい 

(1.23.4) 説明してください 

アサヒグループの売上収益の約 60%は国内外のビール類などによるものです。ビール類の主原料である麦芽を仕入れています。 

その他油用種子類 (例: 菜種油)  
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(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

パーム油 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

鶏肉・豚肉 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

米 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

天然ゴム 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 
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☑ いいえ 

大豆 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

砂糖 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

茶 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

木材製品 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

タバコ 
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(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

野菜  

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

小麦  

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

天然由来の水産物 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 

☑ いいえ 

その他コモディティ 

(1.23.1) 生産および／または調達  

選択: 
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☑ いいえ 

[固定行] 

 

(1.24) 貴組織はバリューチェーンをマッピングしていますか。  

(1.24.1) バリューチェーンのマッピング 

選択: 

☑ はい、バリューチェーンのマッピングが完了している、または現在マッピングしている最中です 

(1.24.2) マッピング対象となるバリューチェーン上の段階 

該当するすべてを選択 

☑ バリューチェーン上流 

☑ バリューチェーン下流 

(1.24.3) マッピングされた最上位のサプライヤー層 

選択: 

☑ 4 次以上のサプライヤー 

(1.24.4) 既知であるが、マッピングされていない最上位のサプライヤー層 

選択: 

☑ 4 次以上のサプライヤー 

(1.24.7) マッピングプロセスと対象範囲の詳細 

アサヒグループの事業は、サプライチェーン全体を通じて気候・自然に依存・影響しており、それぞれのサプライチェーン上の接点において、対応策を実施するこ

とが必要だと考えています。また、サステナビリティ戦略の重点方針で謳っている通り、バリューチェーン全体のリスク軽減と機会獲得に取り組み、商品・サービ

スで事業インパクト・社会インパクトを生み出すことを目指しています。研究開発、調達、生産・物流、マーケティング・販売の各段階においてどのような活動が
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あるのかを把握したうえで、環境負荷低減に向けた取組を実施しています。 

[固定行] 

 

(1.24.1) 直接操業またはバリューチェーンのどこでプラスチックが生産、商品化、使用、または廃棄されているかについ

てマッピングしましたか。  

 

プラスチックのマッピング 
マッピング対象となるバリューチェ

ーン上の段階 

 選択: 

☑ はい、バリューチェーンにおけるプラスチックのマッピングが完了している、ま

たは現在、マッピングしている最中です 

該当するすべてを選択 

☑ 直接操業 

☑ バリューチェーン上流 

☑ バリューチェーン下流 

[固定行] 
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C2. 依存、インパクト、リスク、機会の特定、評価、管理 
(2.1) 貴組織は、貴組織の環境上の依存、インパクト、リスク、機会の特定、評価、管理に関連した短期、中期、長期の時

間軸をどのように定義していますか。 

短期  

(2.1.1) 開始(年) 

0 

(2.1.3) 終了(年) 

3 

(2.1.4) この時間軸が戦略計画や財務計画にどのように関連付けられていますか。  

リスクや機会の特定・評価をする際の当社グループの規定の時間軸である。なお、3年以内を短期と設定している。 

中期 

(2.1.1) 開始(年) 

3 

(2.1.3) 終了(年) 

5 

(2.1.4) この時間軸が戦略計画や財務計画にどのように関連付けられていますか。  
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リスクや機会の特定・評価をする際の当社グループの規定の時間軸である。なお、2030年までを中期と設定している。 

長期 

(2.1.1) 開始(年) 

5 

(2.1.2) 期間の定めのない長期の時間軸を設けていますか 

選択: 

☑ いいえ 

(2.1.3) 終了(年) 

15 

(2.1.4) この時間軸が戦略計画や財務計画にどのように関連付けられていますか。  

リスクや機会の特定・評価をする際の当社グループの規定の時間軸である。なお、2040年までを長期と設定している。 

[固定行] 

 

(2.2) 貴組織には、環境への依存やインパクトを特定、評価、管理するプロセスがありますか。 

 

プロセスの有無 このプロセスで評価された依存やインパクト 

 選択: 選択: 
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プロセスの有無 このプロセスで評価された依存やインパクト 

☑ はい ☑ 依存とインパクトの両方 

[固定行] 

(2.2.1) 貴組織には、環境リスクや機会を特定、評価、管理するプロセスがありますか。 

 

プロセスの有無 
このプロセスで評価されたリスクや機

会 

このプロセスでは、依存やインパクト

の評価プロセスの結果を考慮していま

すか 

 選択: 

☑ はい 

選択: 

☑ リスクと機会の両方 

選択: 

☑ はい 

[固定行] 

(2.2.2) 環境への依存、インパクト、リスク、機会を特定、評価、管理する貴組織のプロセスの詳細を回答してください。 

Row 1 

(2.2.2.1) 環境課題 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動 

(2.2.2.2) この環境課題と関連したプロセスでは、依存、インパクト、リスク、機会のどれを対象としていますか 
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該当するすべてを選択 

☑ 依存 

☑ インパクト 

☑ リスク 

☑ 機会 

(2.2.2.3) 対象となるバリューチェーン上の段階 

該当するすべてを選択 

☑ 直接操業 

☑ バリューチェーン上流 

☑ バリューチェーン下流 

(2.2.2.4) 対象範囲 

選択: 

☑ 全部 

(2.2.2.5) 対象となるサプライヤー層 

該当するすべてを選択 

☑ 4 次以上のサプライヤー 

(2.2.2.7) 評価の種類 

選択: 

☑ 定性、定量評価の両方 

(2.2.2.8) 評価の頻度 

選択: 
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☑ 年に複数回 

(2.2.2.9) 対象となる時間軸 

該当するすべてを選択 

☑ 短期 

☑ 中期 

☑ 長期 

(2.2.2.10) リスク管理プロセスの統合 

選択: 

☑ 部門横断的かつ全社的なリスク管理プロセスへの統合 

(2.2.2.11) 使用した地域固有性 

該当するすべてを選択 

☑ 国 

(2.2.2.12) 使用したツールや手法 

市販/公開されているツール 

☑ ENCORE 

☑ IBAT – Integrated Biodiversity Assessment Tool 

☑ LEAP (Locate, Evaluate, Assess and Prepare) アプローチ、TNFD 

☑ その他の市販/公開されているツールがある場合は、具体的にお答えください :Aqueduct 

 

国際的な方法論や基準 

☑ IPCC 気候変動予測 

☑ ISO 14001 環境マネジメントシステム 
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その他 

☑ シナリオ分析 

 

(2.2.2.15) 考慮されたリスクの種類と基準 

急性の物理的リスク 

☑ 洪水 (沿岸、河川、多雨、地下水) 

☑ 豪雨(雨、霰・雹、雪/氷) 

 

慢性の物理的リスク 

☑ 降水パターンと種類の変化(雨、霰・雹、雪/氷) 

☑ 温度の変化 (大気、淡水、海水) 

☑ 水ストレス 

 

政策 

☑ カーボンプライシングメカニズム 

☑ 国内法の変更 

 

市場リスク 

☑ 顧客行動の変化 

 

評判リスク 

☑ パートナーおよびステークホルダーからの懸念の高まりまたは否定的なフィードバックの増加 

 

技術リスク 

☑ 低排出技術および製品への移行 

 

賠償責任リスク 

☑ 制裁措置や訴訟問題 
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(2.2.2.16) 考慮されたパートナーやステークホルダー 

該当するすべてを選択 

☑ 顧客 ☑ 地域コミュニティ 

☑ 従業員  

☑ 投資家  

☑ 先住民  

☑ サプライヤー  

(2.2.2.17) 報告年の前年以来、このプロセスに変更はありましたか。 

選択: 

☑ いいえ 

(2.2.2.18) プロセスに関する詳細情報 

アサヒグループは、グループ理念「Asahi Group Philosophy（AGP）」のもと、事業を通じた持続可能な社会への貢献を目指しており、その実現に向けてサステナ

ビリティと経営の統合を進めています。アサヒグループではビールを中心とした事業の持続的成長のため、主力ブランドを核としたプレミアム戦略とグローバルブ

ランドによる成長を推進していますが、気候変動・自然劣化に起因する自然災害は年々深刻さを増し、社会の持続性、さらに事業ポートフォリオの構築にも大きな

影響を及ぼしています。このような影響を考える際、気候変動・自然劣化がどのようにアサヒグループに影響するのかという観点だけでなく、アサヒグループの事

業が気候・自然にどのように影響を与えているかという観点は重要です。 したがって、アサヒグループのバリューチェーン上で事業がどのように気候・自然に依

存・影響しているのかを特定するためには、TCFD・TNFDのフレームワークを活用することが最善の方法であると認識し、2023年から TCFD・TNFDを統合した

アプローチを取り、2025年も継続して、共通のシナリオをもとに、事業、社会（気候・自然）という観点から分析し、自然資本への依存・影響との相互作用によ

って発生するリスクを特定、事業・自然へのインパクトを可視化し、相乗効果も期待できる機会、対応策を特定しています。 具体的な手法として、アサヒグループ

では、グループ全体を対象に、エンタープライズリスクマネジメント（ERM）を導入しています。この取り組みの中で、AGPの具現化、ならびに「中長期経営方

針」の戦略遂行及び目標達成を阻害しうる重大リスクを、戦略、オペレーション、財務、コンプライアンスなどすべての領域から特定及び評価し、対応計画を策

定、その実行及びモニタリングを継続的に実施することで、効果的かつ効率的にアサヒグループのリスク総量をコントロールしています。ERMを推進するにあた

り、取締役 兼 代表執行役社長 Group CEO、業務執行取締役、Group CxO及び委員長が指名する Functionの Headで構成される、「リスクマネジメント委員会」

を設置しています。ERMはグループ全体を対象とし、「リスクマネジメント委員会」の委員長である取締役 兼 代表執行役社長 Group CEOが実行責任を負い、ア

サヒグループ各社は、事業単位ごとに ERMを実施し、リスクマネジメント委員会に取り組み内容を報告します。同委員会はそれらをモニタリングするとともに、

委員自らがグループ全体の重大リスクを特定、評価、対応計画を策定、その実行及びモニタリングを実施します。これらの取り組みは取締役会に報告され、取締役

会はこれらをモニタリングすることで、ERMの実効性を確認します。また、リスクマネジメント委員会・取締役会における一連の流れは監査委員会から独立して
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行われており、監査委員会による監査の対象となっています。 「リスクマネジメント委員会」は年４回開催され、社内規定に従い、気候関連問題をはじめとする

様々なリスクや機会について、短期（3年）、中期（2030年）、長期（2040年）のそれぞれ時間軸とバリューチェーンのすべての段階における、リスク・機会の

影響度、発生可能性、現状の対策状況を特定・評価し、対策の優先度を明確にするほか、必要に応じてリスクマネジメントの包括的な見直しを行っています。 リス

ク・機会評価は、四半期に１回以上実施し、長期的なものも含めて評価を実施しています。 アサヒグループは、地球温暖化の進行、プラスチック問題、異常気象に

伴う農産物原料の収量への影響、水資源の枯渇といった事業継続ならびに社会へ影響を及ぼす可能性がある課題をリスクと捉えています。これらのリスクは、グル

ープ全体で実施しているエンタープライズリスクマネジメント（ERM）体制下において、気候変動及び容器包装に係るリスクを取締役 兼 代表執行役社長 Group 

CEOが委員長を務める「リスクマネジメント委員会」が管理すべき主要リスクと位置付け、リスク評価、対応計画の策定・実行・モニタリングを継続的に実施し

ています。 「リスクマネジメント委員会」で挙げられた気候変動に関する依存・影響やリスク・機会とその対応策については「グローバルサステナビリティ委員

会」でモニタリングしています。この「グローバルサステナビリティ委員会」は取締役会の下位組織である「経営戦略会議」の下に位置しています。さらに、気候

変動に関するリスクへの対応ができるように「グローバルサステナビリティ委員会」の下位組織にはアサヒグループのサステナビリティ部門長を委員長とする「サ

ステナビリティ実行会議」を設置しています。「サステナビリティ実行会議」では気候変動への対応をどのように各エリアの「実行」に落とし込むかについてさら

に検討され、そこで具体的な対応策が作られます。 そして、気候変動への対応をはじめとした環境に関するマテリアリティごとに、実行推進とマネジメントを行う

体制として「環境タスクフォース」を立ち上げて、2ヶ月に一回、マテリアリティごとの対応策及び進捗を検討、管理しています。 「リスクマネジメント委員会」

にて特定および評価した気候変動に関する依存・影響、リスクや機会への対応が、「グローバルサステナビリティ委員会」および「サステナビリティ実行会議」を

通してアサヒグループの各事業レベルまで落としこめる管理体制になっています。 

Row 2 

(2.2.2.1) 環境課題 

該当するすべてを選択 

☑ 水セキュリティ 

(2.2.2.2) この環境課題と関連したプロセスでは、依存、インパクト、リスク、機会のどれを対象としていますか 

該当するすべてを選択 

☑ 依存 

☑ インパクト 

☑ リスク 

☑ 機会 

(2.2.2.3) 対象となるバリューチェーン上の段階 
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該当するすべてを選択 

☑ 直接操業 

☑ バリューチェーン上流 

☑ バリューチェーン下流 

(2.2.2.4) 対象範囲 

選択: 

☑ 全部 

(2.2.2.5) 対象となるサプライヤー層 

該当するすべてを選択 

☑ 4 次以上のサプライヤー 

(2.2.2.7) 評価の種類 

選択: 

☑ 定性、定量評価の両方 

(2.2.2.8) 評価の頻度 

選択: 

☑ 年に複数回 

(2.2.2.9) 対象となる時間軸 

該当するすべてを選択 

☑ 短期 

☑ 中期 

☑ 長期 
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(2.2.2.10) リスク管理プロセスの統合 

選択: 

☑ 部門横断的かつ全社的なリスク管理プロセスへの統合 

(2.2.2.11) 使用した地域固有性 

該当するすべてを選択 

☑ 国 

(2.2.2.12) 使用したツールや手法 

市販/公開されているツール 

☑ ENCORE 

☑ IBAT – Integrated Biodiversity Assessment Tool 

☑ LEAP (Locate, Evaluate, Assess and Prepare) アプローチ、TNFD 

☑ WRI Aqueduct 
 

国際的な方法論や基準 

☑ IPCC 気候変動予測 

☑ ISO 14001 環境マネジメントシステム 

 

その他 

☑ シナリオ分析 

 

(2.2.2.15) 考慮されたリスクの種類と基準 

急性の物理的リスク 

☑ 干ばつ 

☑ 洪水 (沿岸、河川、多雨、地下水) 
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☑ 豪雨(雨、霰・雹、雪/氷) 
 

慢性の物理的リスク 

☑ 土地/淡水/海洋の利用変化 

☑ 降水パターンと種類の変化(雨、霰・雹、雪/氷) 

☑ 生態系サービスの低下  

☑ 水ストレス 

 

政策 

☑ 水道料金の値上がり 

☑ 排水の水質/水量の規制 

 

市場リスク 

☑ 原材料が利用不可またはコスト増 

 

評判リスク 

☑ 流域／集水域レベルでの水資源をめぐるステークホルダーの対立 

 

技術リスク 

☑ 水利用効率性が高く、水量原単位の低い技術および製品への移行 

 

賠償責任リスク 

☑ 制裁措置や訴訟問題 

☑ 規制および法令への不遵守 

 

(2.2.2.16) 考慮されたパートナーやステークホルダー 

該当するすべてを選択 

☑ 顧客 ☑ 地域コミュニティ 

☑ 従業員  

☑ 投資家  
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☑ 先住民  

☑ サプライヤー  

(2.2.2.17) 報告年の前年以来、このプロセスに変更はありましたか。 

選択: 

☑ いいえ 

(2.2.2.18) プロセスに関する詳細情報 

アサヒグループは、グループ理念「Asahi Group Philosophy（AGP）」のもと、事業を通じた持続可能な社会への貢献を目指しており、その実現に向けてサステナ

ビリティと経営の統合を進めています。アサヒグループではビールを中心とした事業の持続的成長のため、主力ブランドを核としたプレミアム戦略とグローバルブ

ランドによる成長を推進していますが、気候変動・自然劣化に起因する自然災害は年々深刻さを増し、社会の持続性、さらに事業ポートフォリオの構築にも大きな

影響を及ぼしています。このような影響を考える際、気候変動・自然劣化がどのようにアサヒグループに影響するのかという観点だけでなく、アサヒグループの事

業が気候・自然にどのように影響を与えているかという観点は重要です。 したがって、アサヒグループのバリューチェーン上で事業がどのように気候・自然に依

存・影響しているのかを特定するためには、TCFD・TNFDのフレームワークを活用することが最善の方法であると認識し、2023年から TCFD・TNFDを統合した

アプローチを取り、2025年も継続して、共通のシナリオをもとに、事業、社会（気候・自然）という観点から分析し、自然資本への依存・影響との相互作用によ

って発生するリスクを特定、事業・自然へのインパクトを可視化し、相乗効果も期待できる機会、対応策を特定しています。 具体的な手法として、アサヒグループ

では、グループ全体を対象に、エンタープライズリスクマネジメント（ERM）を導入しています。この取り組みの中で、AGPの具現化、ならびに「中長期経営方

針」の戦略遂行及び目標達成を阻害しうる重大リスクを、戦略、オペレーション、財務、コンプライアンスなどすべての領域から特定及び評価し、対応計画を策

定、その実行及びモニタリングを継続的に実施することで、効果的かつ効率的にアサヒグループのリスク総量をコントロールしています。ERMを推進するにあた

り、取締役 兼 代表執行役社長 Group CEO、業務執行取締役、Group CxO及び委員長が指名する Functionの Headで構成される、「リスクマネジメント委員会」

を設置しています。ERMはグループ全体を対象とし、「リスクマネジメント委員会」の委員長である取締役 兼 代表執行役社長 Group CEOが実行責任を負い、ア

サヒグループ各社は、事業単位ごとに ERMを実施し、リスクマネジメント委員会に取り組み内容を報告します。同委員会はそれらをモニタリングするとともに、

委員自らがグループ全体の重大リスクを特定、評価、対応計画を策定、その実行及びモニタリングを実施します。これらの取り組みは取締役会に報告され、取締役

会はこれらをモニタリングすることで、ERMの実効性を確認します。また、リスクマネジメント委員会・取締役会における一連の流れは監査委員会から独立して

行われており、監査委員会による監査の対象となっています。 「リスクマネジメント委員会」は年４回開催され、社内規定に従い、気候関連問題をはじめとする

様々なリスクや機会について、短期（3年）、中期（2030年）、長期（2040年）のそれぞれ時間軸とバリューチェーンのすべての段階における、リスク・機会の

影響度、発生可能性、現状の対策状況を特定・評価し、対策の優先度を明確にするほか、必要に応じてリスクマネジメントの包括的な見直しを行っています。 リス

ク・機会評価は、四半期に１回以上実施し、長期的なものも含めて評価を実施しています。 アサヒグループは、地球温暖化の進行、プラスチック問題、異常気象に

伴う農産物原料の収量への影響、水資源の枯渇といった事業継続ならびに社会へ影響を及ぼす可能性がある課題をリスクと捉えています。これらのリスクは、グル

ープ全体で実施しているエンタープライズリスクマネジメント（ERM）体制下において、気候変動及び容器包装に係るリスクを取締役 兼 代表執行役社長 Group 

CEOが委員長を務める「リスクマネジメント委員会」が管理すべき主要リスクと位置付け、リスク評価、対応計画の策定・実行・モニタリングを継続的に実施し
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ています。 「リスクマネジメント委員会」で挙げられた気候変動に関する依存・影響やリスク・機会とその対応策については「グローバルサステナビリティ委員

会」でモニタリングしています。この「グローバルサステナビリティ委員会」は取締役会の下位組織である「経営戦略会議」の下に位置しています。さらに、気候

変動に関するリスクへの対応ができるように「グローバルサステナビリティ委員会」の下位組織にはアサヒグループのサステナビリティ部門長を委員長とする「サ

ステナビリティ実行会議」を設置しています。「サステナビリティ実行会議」では気候変動への対応をどのように各エリアの「実行」に落とし込むかについてさら

に検討され、そこで具体的な対応策が作られます。 そして、気候変動への対応をはじめとした環境に関するマテリアリティごとに、実行推進とマネジメントを行う

体制として「環境タスクフォース」を立ち上げて、2ヶ月に一回、マテリアリティごとの対応策及び進捗を検討、管理しています。 「リスクマネジメント委員会」

にて特定および評価した気候変動に関する依存・影響、リスクや機会への対応が、「グローバルサステナビリティ委員会」および「サステナビリティ実行会議」を

通してアサヒグループの各事業レベルまで落としこめる管理体制になっています。 

[行を追加] 

 

(2.2.7) 環境への依存、インパクト、リスク、機会間の相互関係を評価していますか。 

(2.2.7.1) 環境への依存、インパクト、リスク、機会間の相互関係の評価の有無 

選択: 

☑ はい 

(2.2.7.2) 相互関係の評価方法についての説明 

アサヒグループは、グループ理念「Asahi Group Philosophy（AGP）」のもと、事業を通じて持続可能な社会への貢献を目指しており、その実現のためにサステナ

ビリティと経営の統合を進めています。特に、気候変動や自然劣化が事業に与える影響、および事業が気候・自然に与える影響の両面を重視しています。ビールを

中心とした主力ブランドによるプレミアム戦略とグローバルブランドによる成長を推進する中で、気候変動・自然劣化に起因する自然災害の深刻化が、社会の持続

性だけでなく、事業ポートフォリオの構築にも大きな影響を及ぼすと認識しています。 気候変動と自然劣化は相互に関連しており、気温上昇は水不足や土壌品質の

低下など、世界的に被害を加速させています。事業を営む上では、気候変動による災害激化や自然のレジリエンス低下によって物理リスクが増大する一方で、気候

変動対策や自然保全の推進による規制強化などの移行リスクも考慮する必要があります。これらの複雑な課題に対し、アサヒグループは包括的に対応するため、

2023年から TCFDと TNFDを統合したアプローチを採用しています。 このアプローチでは、共通のシナリオに基づき、事業と社会（気候・自然）の観点から分析

を行い、自然資本への依存・影響から生じるリスクを特定し、事業・自然へのインパクトを可視化しています。分析の結果、最大の財務影響を持つリスクは炭素税

（移行リスク）であり、事業戦略上不可欠な原料の気候・自然への依存・影響から生じるリスクは異常気象による農産物収量の変動（物理リスク）であることを確

認しました。これらのリスクは、気候変動だけでなく、より広範な自然劣化にも関連しており、多くのリスクが気候・自然の両側面で重なり合っていることが判明

しています。 また、アサヒグループは、「アサヒグループ環境ビジョン 2050」で掲げる「プラネットポジティブ」の実現に向け、気候変動・自然劣化への対応策

を以下の 4つの戦略の柱に落とし込んでいます。 ・気候変動：Beyondカーボンニュートラル ・容器包装：容器包装廃棄物のない社会 ・農産物原料：命を育む持

続可能な農産物原料 ・水資源：人と自然のための健全な水環境 多くのリスクが気候・自然の両側面に関連しているため、これら 4つの柱を相互に連携させて対策
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を実施する必要があると考えています。 これらを踏まえ、アサヒグループは気候変動と自然劣化それぞれに関する取り組みが相互に影響を及ぼす可能性があると考

え、2024年にトレードオフ分析を実施しました。その結果、お互いに影響を及ぼすリスクは限定的であることを確認しました。 

[固定行] 

 

(2.3) バリューチェーン内の優先地域を特定しましたか。 

(2.3.1) 優先地域の特定 

選択: 

☑ はい、優先地域を特定しました 

(2.3.2) 優先地域が特定されたバリューチェーンの段階 

該当するすべてを選択 

☑ 直接操業 

☑ バリューチェーン上流 

☑ バリューチェーン下流 

(2.3.3) 特定された優先地域の種類 

要注意地域 

☑ 生物多様性にとって重要な地域 

☑ 生態系の十全性が高い地域 

☑ 生態系の十全性が急速に低下している地域 

☑ 水の利用可能性が低い、洪水による影響が高い、または水質が劣悪な地域 

☑ 生態系サービスの提供にとって重要な地域 

 

重大な依存、インパクト、リスク、または機会がある地域 

☑ 森林に関連する重大な依存、インパクト、リスク、または機会がある地域 

☑ 水に関連する重大な依存、インパクト、リスク、または機会がある地域  
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☑ 生物多様性に関連する重大な依存、インパクト、リスク、または機会がある地域 

 

(2.3.4) 優先地域を特定したプロセスの説明 

アサヒグループでは、自然資本（バリューチェーンにおける農産物生産）における優先地域の特定にあたり、TNFDの LEAPアプローチを適用しています。加え

て、農産物原料の生産が自然に与える影響に関する独自の分析を実施しています。外部ツール「ENCORE」等を用いて依存・影響を特定した上で、各原料の生産段

階における単位面積当たりの自然への圧力（淡水・土壌・森林）を見積もり、将来、自然が劣化する可能性がある地域かどうかも重ねて評価しています。また、水

資源については、優先流域の生産拠点を水リスク評価ツール（Aqueduct, Water Risk Filter, Integrated Biodiversity Assessment Tool (IBAT)）の結果および各生産拠

点で行っている水リスク詳細調査に基づき選定しています（対象：9生産拠点）。なお、水リスクの高い地域は水量、水質、Water, Sanitation and Hygiene

（WASH）などに関するリスクのある流域または世界的に認知されている流域としており、例えば CEO Water Mandate priority basins を加味し、選定しています

（対象：7生産拠点）。 

(2.3.5) 優先地域のリスト/地図を開示しますか 

選択: 

☑ いいえ、優先地域のリストまたは地図はありますが、開示しません 

[固定行] 

 

(2.4) 貴組織は、組織に対する重大な影響をどのように定義していますか。 

リスク 

(2.4.1) 定義の種類 

該当するすべてを選択 

☑ 定性的  

☑ 定量的  

(2.4.2) 重大な影響を定義するための指標 
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選択: 

☑ 売上  

(2.4.3) 指標の変化 

選択: 

☑ 低下率  

(2.4.4) 指標の変化率  

選択: 

☑ 1～10 

(2.4.6) 定義する際に考慮する尺度  

該当するすべてを選択 

☑ 影響が発生する時間軸  

(2.4.7) 定義の適用  

アサヒグループは、環境関連の依存・影響・リスクおよび機会が当社にもたらす重大な影響を定量的および定性的な基準の双方から定義し、シナリオ分析や TNFD

の LEAPアプローチにおいて評価しています。 ＜定量的な基準＞ 当社グループは「アサヒグループリスク評価基準」に基づき、財務的な事業影響を事業利益に占

める割合で段階的に評価しています。具体的には当社グループ事業利益に対して 5％以上が想定されるものを重大な財務的影響があると定義しています。 ＜定性的

な基準＞ 財務的な影響の算出が困難なリスク・機会についても、事業運営や戦略への影響範囲の広さに基づき段階的に評価しています。具体的には、当社グループ

全体に影響を及ぼすものを重大な影響があると定義しています。 

機会 

(2.4.1) 定義の種類 

該当するすべてを選択 

☑ 定性的  
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☑ 定量的  

(2.4.2) 重大な影響を定義するための指標 

選択: 

☑ 売上  

(2.4.3) 指標の変化 

選択: 

☑ 上昇率  

(2.4.4) 指標の変化率  

選択: 

☑ 1～10 

(2.4.6) 定義する際に考慮する尺度  

該当するすべてを選択 

☑ 影響が発生する時間軸  

(2.4.7) 定義の適用  

アサヒグループは、環境関連の依存・影響・リスクおよび機会が当社にもたらす重大な影響を定量的および定性的な基準の双方から定義し、シナリオ分析や TNFD

の LEAPアプローチにおいて評価しています。 ＜定量的な基準＞ 当社グループは「アサヒグループリスク評価基準」に基づき、財務的な事業影響を事業利益に占

める割合で段階的に評価しています。具体的には当社グループ事業利益に対して 5％以上が想定されるものを「重大な財務的影響がある」と定義しています。 ＜定

性的な基準＞ 財務的な影響の算出が困難なリスク・機会についても、事業運営や戦略への影響範囲の広さに基づき段階的に評価しています。具体的には、当社グル

ープ全体に影響を及ぼすものを「重大な影響がある」と定義しています。 

[行を追加] 

 



 

38 

(2.5) 貴組織では、事業活動に関連し、水の生態系や人間の健康に有害となりうる潜在的水質汚染物質を、どのように特

定、分類していますか。 

  

(2.5.1) 潜在的な水質汚染物質の特定と分類 

選択: 

☑ はい、潜在的な水質汚染物質を特定・分類しています 

(2.5.2) 潜在的な水質汚染物質を特定および分類するために整備されている方針およびプロセスの詳細 

【特定・分類方法及び遵守している基準について】 アサヒグループでは「アサヒグループ環境基本方針」の一つとして「地球環境への取り組み強化」を設定してお

り、水を含めた資源の汚染防止や持続可能な利用に努めています。取り組みの一つとして、水質汚濁物質の特定・分類を行っています。 全社的に順守している環境

関連法規としては、水質汚濁防止法、下水道法、浄化槽法などがあり、これらの法規で指定されている有害物質を把握すべき潜在的な水質汚濁物質と捉えていま

す。アサヒグループの各工場では、環境関連法規の遵守はもちろん、排水処理やボイラー設備などの環境設備に関しても法定基準よりも厳格な自主基準を設定する

などの環境管理に努めており、自主基準に抵触するか否かで潜在的な水汚染を特定することとしています。 この分類基準を用いて、当社グループでは外部と内部の

両方から監査を実施しています。外部監査は、企業の環境マネジメントに対する規格である「ISO 14001」、「エコアクション 21」を取り扱う外部認証機関による

ものを行っています。加えて、日本の各事業場内の内部監査チームによる内部環境監査を定期的に実施するとともに、各社本社の監査部門が定期的に内部監査を実

施し、各拠点における環境活動の妥当性を監視しています。 【物質を特定するため用いる指標】 水質汚濁防止法に基づき有害物質として分類される汚濁物質の特

定には、pH検査と工場ごとの管理システムを導入し、各国で定める有害物質の標準的な排水の基準別水質を毎日測定し遵守しています。例えば、マレーシアにあ

る工場の具体的な測定指標は、国で定めている各々の数値にあわせて、「カドミウム：0.003％」「シアン化物：0.07％」「クロム：0.05％」等を超えた際は「汚

染されている」と認識するようにしています。安全性の高い品質管理と環境保全のため、今後もこの取り組みを継続していきます。 

[固定行] 

 

(2.5.1) 水の生態系や人間の健康に悪影響を及ぼす、事業活動に伴う潜在的な水質汚染物質について、貴組織ではどのよう

にその影響を最小限に抑えているか説明してください。 

Row 1 

(2.5.1.1) 水質汚染物質カテゴリ 
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選択: 

☑ 硝酸塩 

(2.5.1.2) 水質汚染物質と潜在的影響の説明 

高濃度の場合、皮膚が青みがかったり灰色になったり、脱力感、心拍数の増加、疲労感、めまいといった、より深刻な健康被害を引き起こすことがあります。ま

た、大腸がん、膀胱がん、乳がん、甲状腺疾患のリスクもあるとされています。 

(2.5.1.3) バリューチェーンの段階 

該当するすべてを選択 

☑ 直接操業 

(2.5.1.4) 悪影響を最小限に抑えるための行動と手順 

該当するすべてを選択 

☑ 排水処理プロセス/処理能力の改善 

☑ 手順を開発中/研究開発中 

(2.5.1.5) 手順の成功度を測定および評価するための指標 

該当するすべてを選択 

☑ 排出許可/規制基準の順守 

☑ ベースラインに対する汚染物質濃度または負荷量の削減 

(2.5.1.6) 説明してください 

【有害な影響を最小化するための措置および手順】 アサヒグループでは、環境マネジメントシステム（EMS）「ISO 14001」の認証取得を推進しております。一部

地域で ISO 14001のグループ統合認証を取得するなど、グループ全体の環境マネジメントレベルの向上を図るとともに、継続的な改善に取り組んでいます。また、

内部環境監査年間計画に基づき、各事業所を訪問して環境法令の順守状況や実施計画の進捗状況などを検証しています。ガバナンス体制としては、代表取締役社長

兼 Group CEOを最高責任者とし、サステナビリティ戦略、パフォーマンス管理、環境リスクの監督を担う「グローバルサステナビリティ委員会」を設置していま

す。同組織は、各リージョナル本社・本社、各統括本部・支社・工場・研究開発本部・子会社の各サイトと連携しています。グローバルサステナビリティ委員会等
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を通じて、環境マネジメントシステムや水質汚濁防止に関する審議・決裁を行い、環境目的および目標の決定、実施状況の確認を行っています。 日々の管理につい

ては、水質汚濁防止法に基づき有害物質として分類される汚濁物質の特定のため、pH検査と工場ごとの管理システムを導入し、各国で定める有害物質の標準的な

排水の基準別水質を毎日測定し遵守しています。 【手順が成功した評価基準】 生産拠点を管理する重要な方針として、ISO 14001の認証システムを採用していま

す。ISO 14001のマネジメントシステムには排水量の実績確認も含まれており、pH検査と工場ごとの管理システムを導入し、標準的な排水の基準別水質を処理さ

れた排水が生産拠点の現地で要求される基準の範囲内であることを毎日測定し確認しています。 日本国内の生産拠点においては、水質汚濁防止法で定められている

アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び硝酸化合物の許容限度である 100mg/L以内であることを基準とし確認し、処理排水を行っています。 各拠点

の測定値が各国で定められている基準、または当社の自主基準を超えていなければ、アサヒグループの管理手続きは成功していると考えています。 

[行を追加] 
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C3. リスクおよび機会の開示 
(3.1) 報告年の間に貴組織に重大な影響を及ぼした、あるいは将来的に重大な影響を及ぼすと考えられる何らかの環境リス

クを特定していますか。 

気候変動 

(3.1.1)  環境リスクの特定  

選択: 

☑ はい、直接操業とバリューチェーン上流／下流の両方において特定 

水セキュリティ 

(3.1.1)  環境リスクの特定  

選択: 

☑ はい、直接操業とバリューチェーン上流／下流の両方において特定 

プラスチック 

(3.1.1)  環境リスクの特定  

選択: 

☑ いいえ 

(3.1.2)  貴組織が直接操業やバリューチェーン上流/下流に環境リスクがないと判断した主な理由 

選択: 
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☑ 評価中  

(3.1.3)  説明してください  

アサヒグループでは、容器包装などのプラスチックに関するリスクは特定していますが、現状は気候に関するリスクに包含した整理としています。 

[固定行] 

 

(3.1.1) 報告年の間に貴組織にを重大な影響を及ぼした、あるいは将来的に重大な影響を及ぼすことが見込まれると特定さ

れた環境リスクの詳細を記載してください。 

気候変動 

(3.1.1.1) リスク識別 ID  

選択: 

☑ Risk1 

(3.1.1.3) リスクの種類と主な環境リスク要因 

政策 

☑ カーボンプライシングメカニズム 

 

(3.1.1.4) リスクが発生するバリューチェン上の段階 

選択: 

☑ 直接操業  

(3.1.1.6)  リスクが発生する国/地域 

該当するすべてを選択 
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☑ 日本 ☑ ハンガリー 

☑ 英国 ☑ マレーシア 

☑ チェコ ☑ ポーランド 

☑ イタリア ☑ ルーマニア 

☑ オランダ ☑ スロバキア 

☑ インドネシア  

☑ オーストラリア  

☑ ニュージーランド  

(3.1.1.9)  リスクに関する組織固有の詳細  

アサヒグループが事業活動において購入している化石燃料及び電力に対する税負担の増加により、オペレーションコストが増大するリスクがあります。アサヒグル

ープは日本・東アジア、欧州、アジアパシフィックを中心に、世界各地で飲料事業などを展開しており、2024年の GHG排出量（Scope1,2）の合計は約 633千ト

ンであることから、炭素税の導入による財務的影響は大きいと想定しています。 

(3.1.1.11) リスクの主な財務的影響  

選択: 

☑ 間接的 OPEX の増加  

(3.1.1.12) このリスクが組織に重大な影響を及ぼすと考えられる時間軸  

該当するすべてを選択 

☑ 長期 

(3.1.1.13) 想定される時間軸でこのリスクが影響を及ぼす可能性  

選択: 

☑ ほぼ確実 

(3.1.1.14)  影響の程度 
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選択: 

☑ 高い 

(3.1.1.16) 選択した将来的な時間軸において、当該リスクが組織の財務状況、業績およびキャッシュフローに及ぼすことが

考えられる影響 

炭素税が導入された際の、2040年の酒類カテゴリ（日本、欧州、オセアニア）、飲料カテゴリ（日本、オセアニア、東南アジア）、食品カテゴリ（日本）におけ

る生産に関わる GHG排出量（Scope1,2）に対する財務影響額を算出しました。分析結果から、現時点の GHG排出量の規模が 2040年まで継続した場合、2040年

に 164億円の炭素税が課されるリスクがある見通しとなりました。 

(3.1.1.17) リスクの財務的影響を定量化することができますか。 

選択: 

☑ はい 

(3.1.1.23) 長期的に見込まれる財務上の影響額ー最小 (通貨)  

16400000000 

(3.1.1.24) 長期的に見込まれる財務上の影響額ー最大 (通貨) 

16400000000 

(3.1.1.25) 財務上の影響額の説明 

炭素税が導入された際の、2040年の酒類カテゴリ（日本、欧州、オセアニア）、飲料カテゴリ（日本、オセアニア、東南アジア）、食品カテゴリ（日本）におけ

る生産に関わる GHG排出量（Scope1,2）に対する財務影響額を算出しました。 

(3.1.1.26) リスクへの主な対応 

インフラ、テクノロジー、支出  

☑ 環境関連の資本支出を増加  
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(3.1.1.27) リスク対応費用  

26000000 

(3.1.1.28) 費用計算の説明  

【費用の計算方法/内訳】 アサヒビール茨城工場と吹田工場における PPAモデルによる太陽光発電設備の費用は、合計で 2,600万円です。内訳は、茨城工場が

1,300万円、吹田工場が 1,300万円となっています。 

(3.1.1.29) 対応の詳細  

【状況】 2015年のパリ協定策定に伴い、国際的にカーボンニュートラルの取り組みが推進されています。このような事業環境において炭素税が導入された場合、

国内外で飲料事業を展開する当社は、操業コストが増加するリスクに直面します。 2030年の酒類カテゴリー（日本、欧州、オセアニア）、飲料カテゴリー（日

本、オセアニア、東南アジア）、食品カテゴリー（日本）における生産に関わる Scope1,2排出量は、「アサヒカーボンゼロ」の中間目標である CO2排出量 70%

削減に取り組まなかった場合、排出量が約 800千トンに達すると想定されます。この場合、IEA NZEシナリオの予測価格で炭素税が導入されると、コスト増加額は

2040年におよそ 164億円に上ると試算されています。 【課題】 Scope1,2排出量に課税された場合、生産に関わるオペレーションコストが増大するリスクがある

ため、このリスクを低減するための取り組みが求められています。 【行動】 アサヒグループは、2040年までに GHG排出量ネットゼロを目指す野心的な中長期目

標「アサヒカーボンゼロ」を設定し、エネルギーの低炭素化を図っています。また、当社グループは、改訂した 2040年ネットゼロ目標が、パリ協定で示された

1.5ºC目標と科学的に整合する目標であることを保証するために SBTネットゼロ認定を取得しています。当社グループでは、Scope1,2の GHG排出量削減に向け、

生産拠点における省エネルギー化や再生可能エネルギーの導入を推進しています。Scope1では、太陽熱による温水供給やバイオマス由来の温水供給、バイオガス

発電の導入・試運転を進めています。Scope2では、アサヒグループジャパン（株）をはじめ、欧州・豪州の主要拠点において、購入電力の再生可能エネルギーへ

の切り替えを進め、2025年には各地域で全拠点または全醸造所等の購入電力を再生可能エネルギーに切り替えました。 今後も「RE100」「アサヒカーボンゼロ」

の達成に向け、物流拠点や営業所を含めた全購入電力の再生可能エネルギー化を目指します。 

水セキュリティ 

(3.1.1.1) リスク識別 ID  

選択: 

☑ Risk2 

(3.1.1.3) リスクの種類と主な環境リスク要因 
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急性の物理的リスク 

☑ 洪水 (沿岸、河川の多雨、地下水)  
 

(3.1.1.4) リスクが発生するバリューチェン上の段階 

選択: 

☑ 直接操業  

(3.1.1.6)  リスクが発生する国/地域 

該当するすべてを選択 

☑ オーストラリア 

☑ イタリア 

☑ 日本 

☑ ルーマニア 

(3.1.1.7)  リスクが発生する河川流域  

該当するすべてを選択 

☑ 選択した国または地域内のすべての河川流域 

(3.1.1.9)  リスクに関する組織固有の詳細  

アサヒグループは日本・東アジア、欧州、アジアパシフィックを中心に、世界各地で飲料事業などを展開していますが、世界的な気候変動に伴う激甚化した異常気

象（集中豪雨や洪水）により、被災拠点の操業停止をリスクとして想定しています。WRIのツール「Aqueduct Floods Hazard Maps（ver.2）」を利用し、2040年

時点の「気候変動・自然劣化への対策がとられる世界（シナリオ①）」、「気候変動・自然劣化への対策がとられない世界（シナリオ②）」の 2つのシナリオに

おいて、100年に一度の規模の洪水が発生した際に浸水リスクがある（0cmより高い）拠点を導出しました。シナリオ①、②いずれの場合においても、集中豪雨

や洪水の発生によって拠点が操業停止することで、最大で 107億円の機会損失が発生する可能性がある、という結果となりました。 

(3.1.1.11) リスクの主な財務的影響  
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選択: 

☑ 生産能力低下による減収  

(3.1.1.12) このリスクが組織に重大な影響を及ぼすと考えられる時間軸  

該当するすべてを選択 

☑ 長期 

(3.1.1.13) 想定される時間軸でこのリスクが影響を及ぼす可能性  

選択: 

☑ 可能性がおよそ 5 割  

(3.1.1.14)  影響の程度 

選択: 

☑ 中程度～低い  

(3.1.1.16) 選択した将来的な時間軸において、当該リスクが組織の財務状況、業績およびキャッシュフローに及ぼすことが

考えられる影響 

集中豪雨や洪水の発生によって拠点が操業停止することで、最大 107億円の機会損失が発生する可能性があります。 

(3.1.1.17) リスクの財務的影響を定量化することができますか。 

選択: 

☑ はい 

(3.1.1.23) 長期的に見込まれる財務上の影響額ー最小 (通貨)  

2500000000 
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(3.1.1.24) 長期的に見込まれる財務上の影響額ー最大 (通貨) 

10700000000 

(3.1.1.25) 財務上の影響額の説明 

WRIのツール「Aqueduct Floods Hazard Maps（ver.2）」を利用し、2040年時点の「気候変動・自然劣化への対策がとられる世界」、「気候変動・自然劣化への

対策がとられない世界」の 2つのシナリオにおいて、100年に一度の規模の洪水が発生した際に浸水リスクがある（0cmより高い）拠点を導出しました。また、

2040年時点の浸水リスクは、同ツールの 2030年時点と 2050年時点のデータを活用して、試算しました。そして、国土交通省の「治水経済調査マニュアル

（案）」を参考にし、各拠点での操業停止日数と操業停滞日数と売上貢献金額を用い、発生する可能性がある機会損失の財務影響額を試算しました。その結果、日

本では 51億円、欧州では 25億円、オセアニアでは 107億円の機会損失が想定されます。 

(3.1.1.26) リスクへの主な対応 

インフラ、テクノロジー、支出  

☑ 施設の地理的多様性を増大 

 

(3.1.1.27) リスク対応費用  

7700000 

(3.1.1.28) 費用計算の説明  

【費用の計算方法/内訳】 これまで、自然災害リスクへの対策として輸送の効率化（約 700百万円）や、物流拠点の対策強化（約 70百万円）の計 770百万円を実

施しております。 

(3.1.1.29) 対応の詳細  

【状況】 アサヒグループは国内外で飲料事業などを手掛けていますが、気候変動によって異常気象（豪雨）がもたらされ、洪水や土砂災害の頻度が高くなると、生

産拠点において水害による操業停止となるほか、商品の流通網に甚大な被害を与える恐れがあります。異常気象によって物流が機能不全に陥れば、商品の供給がで

きなくなり、売上が減少するリスクが生じる可能性があります。 【課題】 近年頻発している異常気象や自然災害により被害を受ける可能性が高まっています。被

害が発生すると、サプライチェーンの寸断や売上の減少につながる可能性があるため、このリスクを回避するために、各製造拠点の生産能力や物流を見直す必要が
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あります。 【行動】 当社の国内売上に占める構成比の高い飲料事業において、製造拠点の配置見直しによるブロック内生産能力の増強や、物流拠点の整備などの

施策を実施しました。これらの施策への投資額は、輸送の効率化に約 700百万円、物流拠点の強化に 70百万円を投じ、合計で 770百万円です。 【結果】 これら

の施策により、ブロック外転送回数の削減や協力工場の製造数量増加による原価低減などの施策効果が見込めます。こうした取り組みによって、異常気象や自然災

害による被害を低減できると考えています。 

気候変動 

(3.1.1.1) リスク識別 ID  

選択: 

☑ Risk2 

(3.1.1.3) リスクの種類と主な環境リスク要因 

急性の物理的リスク 

☑ 洪水 (沿岸、河川の多雨、地下水)  
 

(3.1.1.4) リスクが発生するバリューチェン上の段階 

選択: 

☑ 直接操業  

(3.1.1.6)  リスクが発生する国/地域 

該当するすべてを選択 

☑ オーストラリア 

☑ イタリア 

☑ 日本 

☑ ルーマニア 

(3.1.1.9)  リスクに関する組織固有の詳細  
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アサヒグループは日本・東アジア、欧州、アジアパシフィックを中心に、世界各地で飲料事業などを展開していますが、世界的な気候変動に伴う激甚化した異常気

象（集中豪雨や洪水）により、被災拠点の操業停止をリスクとして想定しています。WRIのツール「Aqueduct Floods Hazard Maps（ver.2）」を利用し、2040年

時点の「気候変動・自然劣化への対策がとられる世界（シナリオ①）」、「気候変動・自然劣化への対策がとられない世界（シナリオ②）」の 2つのシナリオに

おいて、100年に一度の規模の洪水が発生した際に浸水リスクがある（0cmより高い）拠点を導出しました。シナリオ①、②いずれの場合においても、集中豪雨

や洪水の発生によって拠点が操業停止することで、最大で 107億円の機会損失が発生する可能性がある、という結果となりました。 

(3.1.1.11) リスクの主な財務的影響  

選択: 

☑ 生産能力低下による減収  

(3.1.1.12) このリスクが組織に重大な影響を及ぼすと考えられる時間軸  

該当するすべてを選択 

☑ 長期 

(3.1.1.13) 想定される時間軸でこのリスクが影響を及ぼす可能性  

選択: 

☑ 可能性がおよそ 5 割  

(3.1.1.14)  影響の程度 

選択: 

☑ 中程度～低い  

(3.1.1.16) 選択した将来的な時間軸において、当該リスクが組織の財務状況、業績およびキャッシュフローに及ぼすことが

考えられる影響 

集中豪雨や洪水の発生によって拠点が操業停止することで、最大 107億円の機会損失が発生する可能性があります。 

(3.1.1.17) リスクの財務的影響を定量化することができますか。 
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選択: 

☑ はい 

(3.1.1.23) 長期的に見込まれる財務上の影響額ー最小 (通貨)  

2500000000 

(3.1.1.24) 長期的に見込まれる財務上の影響額ー最大 (通貨) 

10700000000 

(3.1.1.25) 財務上の影響額の説明 

WRIのツール「Aqueduct Floods Hazard Maps（ver.2）」を利用し、2040年時点の「気候変動・自然劣化への対策がとられる世界」、「気候変動・自然劣化への

対策がとられない世界」の 2つのシナリオにおいて、100年に一度の規模の洪水が発生した際に浸水リスクがある（0cmより高い）拠点を導出しました。また、

2040年時点の浸水リスクは、同ツールの 2030年時点と 2050年時点のデータを活用して、試算しました。そして、国土交通省の「治水経済調査マニュアル

（案）」を参考にし、各拠点での操業停止日数と操業停滞日数と売上貢献金額を用い、発生する可能性がある機会損失の財務影響額を試算しました。その結果、日

本では 51億円、欧州では 25億円、オセアニアでは 107億円の機会損失が想定されます。 

(3.1.1.26) リスクへの主な対応 

インフラ、テクノロジー、支出  

☑ 施設の地理的多様性を増大 

 

(3.1.1.27) リスク対応費用  

7700000 

(3.1.1.28) 費用計算の説明  

【費用の計算方法/内訳】 これまで、自然災害リスクへの対策として輸送の効率化（約 700百万円）や、物流拠点の対策強化（約 70百万円）の計 770百万円を実

施しております。 
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(3.1.1.29) 対応の詳細  

【状況】 アサヒグループは国内外で飲料事業などを手掛けていますが、気候変動によって異常気象（豪雨）がもたらされ、洪水や土砂災害の頻度が高くなると、生

産拠点において水害による操業停止となるほか、商品の流通網に甚大な被害を与える恐れがあります。異常気象によって物流が機能不全に陥れば、商品の供給がで

きなくなり、売上が減少するリスクが生じる可能性があります。 【課題】 近年頻発している異常気象や自然災害により被害を受ける可能性が高まっています。被

害が発生すると、サプライチェーンの寸断や売上の減少につながる可能性があるため、このリスクを回避するために、各製造拠点の生産能力や物流を見直す必要が

あります。 【行動】 当社の国内売上に占める構成比の高い飲料事業において、製造拠点の配置見直しによるブロック内生産能力の増強や、物流拠点の整備などの

施策を実施しました。これらの施策への投資額は、輸送の効率化に約 700百万円、物流拠点の強化に 70百万円を投じ、合計で 770百万円です。 【結果】 これら

の施策により、ブロック外転送回数の削減や協力工場の製造数量増加による原価低減などの施策効果が見込めます。こうした取り組みによって、異常気象や自然災

害による被害を低減できると考えています。 

気候変動 

(3.1.1.1) リスク識別 ID  

選択: 

☑ Risk3 

(3.1.1.3) リスクの種類と主な環境リスク要因 

急性の物理的リスク 

☑ 熱波 

 

(3.1.1.4) リスクが発生するバリューチェン上の段階 

選択: 

☑ バリューチェーン上流  

(3.1.1.6)  リスクが発生する国/地域 

該当するすべてを選択 
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☑ 中国 ☑ ブラジル 

☑ 日本 ☑ フランス 

☑ カナダ ☑ イタリア 

☑ チェコ ☑ トルキエ 

☑ ドイツ ☑ ベトナム 

☑ コロンビア ☑ スロバキア 

☑ エチオピア ☑ オーストリア 

☑ グアテマラ ☑ ホンジュラス 

☑ ハンガリー ☑ インドネシア 

☑ リトアニア ☑ オーストラリア 

☑ アメリカ合衆国（米国） ☑ デンマーク 

☑オランダ ☑ニュージーランド 

☑ニカラグア ☑ポーランド 

☑ルーマニア ☑タイ 

☑ タンザニア (タンザニア連合共和国)  

(3.1.1.9)  リスクに関する組織固有の詳細  

アサヒグループは、ビールや飲料等の製造販売を主力事業としており、その主要原料である大麦、トウモロコシ、サトウキビ、コーヒー等の農産物は、上流サプラ

イチェーンにおける生産地の健全な水循環や気候条件に深く依存しています。 地球温暖化の進行に伴い、熱波、干ばつ、サイクロンなどの気候・水関連の自然災害

の発生頻度が高まり、その被害が深刻化することを前提とした場合、これら主要農産物原料の産地における突発的な不作や収量減少を招き、調達価格が一時的に急

騰する急性物理リスクを認識しています。 最新の統合シナリオ分析（2040年対象）に基づき、各災害が農産物原料価格にもたらす財務影響を評価した結果、大

麦、トウモロコシ、サトウキビ、コーヒーなどの主要原料で深刻なコスト上昇が発生するリスクを特定しました。 

(3.1.1.11) リスクの主な財務的影響  

選択: 

☑ 生産費用の増加  

(3.1.1.12) このリスクが組織に重大な影響を及ぼすと考えられる時間軸  
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該当するすべてを選択 

☑ 長期 

(3.1.1.13) 想定される時間軸でこのリスクが影響を及ぼす可能性  

選択: 

☑ 可能性がおよそ 5 割  

(3.1.1.14)  影響の程度 

選択: 

☑ やや高い 

(3.1.1.16) 選択した将来的な時間軸において、当該リスクが組織の財務状況、業績およびキャッシュフローに及ぼすことが

考えられる影響 

熱波の発生によって各農産物原料の価格上昇が起こった場合、最大 388億円の追加コストが発生する可能性があります。 

(3.1.1.17) リスクの財務的影響を定量化することができますか。 

選択: 

☑ はい 

(3.1.1.23) 長期的に見込まれる財務上の影響額ー最小 (通貨)  

3900000000 

(3.1.1.24) 長期的に見込まれる財務上の影響額ー最大 (通貨) 

38800000000 

(3.1.1.25) 財務上の影響額の説明 
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過去 20年間で災害の被害が大きかったと想定される年を特定しました。コスト上昇率については、各年の原料価格を直前 3年間の平均価格と比較し、その中で最

大となる上昇率を用いました。この推定した上昇率に各農産物原料の調達コストを乗じることで、財務影響を算出しました。また、農産物原料の価格上昇をもたら

す異常気象が発生した場合、その災害規模は「気候変動・自然劣化への対策がとられる世界」、「気候変動・自然劣化への対策がとられない世界」の 2つのシナリ

オの間で大きな差は生じないと仮定しています。このため、両シナリオにおいて同一の前提条件を用いて、財務影響を算出しています。 

(3.1.1.26) リスクへの主な対応 

エンゲージメント 

☑ サプライヤーとの協働 

 

(3.1.1.27) リスク対応費用  

0 

(3.1.1.28) 費用計算の説明  

【費用の計算方法/内訳】 対応費用については外部に公表していないため、「0」とします。 

(3.1.1.29) 対応の詳細  

【状況】アサヒグループは、ビールや飲料等の製造販売を主力事業としており、その主要原料である大麦、トウモロコシ、サトウキビ、コーヒー等の農産物は、上

流サプライチェーンにおける生産地の健全な水循環や気候条件に深く依存しています。 地球温暖化の進行に伴い、熱波、干ばつ、サイクロンなどの気候・水関連の

自然災害の発生頻度が高まり、その被害が深刻化することを前提とした場合、これら主要農産物原料の産地における突発的な不作や収量減少を招き、調達価格が一

時的に急騰する急性物理リスクを認識しています。 【課題】自然災害が発生した場合でも、安定的な製造・製品供給を継続できる体制を整える必要があります。

【行動】気候変動や水ストレス等のリスクが高い特定の産地への依存を低減するため、調達国・サプライヤーの分散調達を進めております。 

水セキュリティ 

(3.1.1.1) リスク識別 ID  

選択: 

☑ Risk4 
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(3.1.1.3) リスクの種類と主な環境リスク要因 

急性の物理的リスク 

☑ 干ばつ  
 

(3.1.1.4) リスクが発生するバリューチェン上の段階 

選択: 

☑ バリューチェーン上流  

(3.1.1.6)  リスクが発生する国/地域 

該当するすべてを選択 

☑ 中国 ☑ ドイツ 

☑ 日本 ☑ ブラジル 

☑ タイ ☑ フランス 

☑ カナダ ☑ イタリア 

☑ チェコ ☑ オランダ 

☑ トルキエ ☑ グアテマラ 

☑ ベトナム ☑ ハンガリー 

☑ コロンビア ☑ リトアニア 

☑ デンマーク ☑ ニカラグア 

☑ エチオピア ☑ ポーランド 

☑ ルーマニア ☑ オーストラリア 

☑ スロバキア ☑ ニュージーランド 

☑ オーストリア ☑ アメリカ合衆国（米国） 

☑ ホンジュラス ☑ タンザニア (タンザニア連合共和国) 

☑ インドネシア  
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(3.1.1.7)  リスクが発生する河川流域  

該当するすべてを選択 

☑ 選択した国または地域内のすべての河川流域 

(3.1.1.9)  リスクに関する組織固有の詳細  

アサヒグループは、ビールや飲料等の製造販売を主力事業としており、その主要原料である大麦、トウモロコシ、サトウキビ、コーヒー等の農産物は、上流サプラ

イチェーンにおける生産地の健全な水循環や気候条件に深く依存しています。 地球温暖化の進行に伴い、熱波、干ばつ、サイクロンなどの気候・水関連の自然災害

の発生頻度が高まり、その被害が深刻化することを前提とした場合、これら主要農産物原料の産地における突発的な不作や収量減少を招き、調達価格が一時的に急

騰する急性物理リスクを認識しています。 最新の統合シナリオ分析（2040年対象）に基づき、各災害が農産物原料価格にもたらす財務影響を評価した結果、大

麦、トウモロコシ、サトウキビ、コーヒーなどの主要原料で深刻なコスト上昇が発生するリスクを特定しました。 

(3.1.1.11) リスクの主な財務的影響  

選択: 

☑ 生産費用の増加  

(3.1.1.12) このリスクが組織に重大な影響を及ぼすと考えられる時間軸  

該当するすべてを選択 

☑ 長期 

(3.1.1.13) 想定される時間軸でこのリスクが影響を及ぼす可能性  

選択: 

☑ 可能性がおよそ 5 割  

(3.1.1.14)  影響の程度 

選択: 

☑ やや高い 
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(3.1.1.16) 選択した将来的な時間軸において、当該リスクが組織の財務状況、業績およびキャッシュフローに及ぼすことが

考えられる影響 

干ばつの発生によって各農産物原料の価格上昇が起こった場合、最大 159億円の追加コストが発生する可能性があります。 

(3.1.1.17) リスクの財務的影響を定量化することができますか。 

選択: 

☑ はい 

(3.1.1.23) 長期的に見込まれる財務上の影響額ー最小 (通貨)  

5000000000 

(3.1.1.24) 長期的に見込まれる財務上の影響額ー最大 (通貨) 

15900000000 

(3.1.1.25) 財務上の影響額の説明 

過去 20年間で災害の被害が大きかったと想定される年を特定しました。コスト上昇率については、各年の原料価格を直前 3年間の平均価格と比較し、その中で最

大となる上昇率を用いました。この推定した上昇率に各農産物原料の調達コストを乗じることで、財務影響を算出しました。また、農産物原料の価格上昇をもたら

す異常気象が発生した場合、その災害規模は「気候変動・自然劣化への対策がとられる世界」、「気候変動・自然劣化への対策がとられない世界」の 2つのシナリ

オの間で大きな差は生じないと仮定しています。このため、両シナリオにおいて同一の前提条件を用いて、財務影響を算出しています。 

(3.1.1.26) リスクへの主な対応 

エンゲージメント 

☑ サプライヤーとの協働 

 

(3.1.1.27) リスク対応費用  
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0 

(3.1.1.28) 費用計算の説明  

【費用の計算方法/内訳】 対応費用については外部に公表していないため、「0」とします。 

(3.1.1.29) 対応の詳細  

【状況】アサヒグループは、ビールや飲料等の製造販売を主力事業としており、その主要原料である大麦、トウモロコシ、サトウキビ、コーヒー等の農産物は、上

流サプライチェーンにおける生産地の健全な水循環や気候条件に深く依存しています。 地球温暖化の進行に伴い、熱波、干ばつ、サイクロンなどの気候・水関連の

自然災害の発生頻度が高まり、その被害が深刻化することを前提とした場合、これら主要農産物原料の産地における突発的な不作や収量減少を招き、調達価格が一

時的に急騰する急性物理リスクを認識しています。 【課題】自然災害が発生した場合でも、安定的な製造・製品供給を継続できる体制を整える必要があります。

【行動】気候変動や水ストレス等のリスクが高い特定の産地への依存を低減するため、調達国・サプライヤーの分散調達を進めております。 

[行を追加] 

 

(3.1.2) 報告年における環境リスクがもたらす重大な影響に脆弱な財務指標の額と割合を記入してください。 

気候変動 

(3.1.2.1)  財務指標  

選択: 

☑ OPEX 

(3.1.2.4)  この環境課題に対する物理的リスクに脆弱な財務指標の額 (質問 1.2 で選択したものと同じ通貨単位で)  

0 

(3.1.2.5)  この環境課題に対する物理的リスクに脆弱な財務指標の全体に対する割合 (%) 

選択: 

☑ 1%未満  
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(3.1.2.7)  財務数値の説明 

当社グループの 2025年における操業費用に占める燃料やエネルギー関連の費用が該当しますが、具体的な金額や割合は開示していません。 

水セキュリティ 

(3.1.2.1)  財務指標  

選択: 

☑ 売上  

(3.1.2.2) この環境課題に対する移行リスクに脆弱な財務指標の額 (質問 1.2 で選択したものと同じ通貨単位で) 

0 

(3.1.2.3) この環境課題に対する移行リスクに脆弱な財務指標の全体に対する割合 (%) 

選択: 

☑ 1%未満 

(3.1.2.7)  財務数値の説明 

当社グループの 2025年の売上収益に占める洪水リスクのある拠点（オセアニア）からの売上収益が該当しますが、具体的な金額や割合は開示していません。 

[行を追加] 

 

(3.2) 各河川流域には、水関連リスクの重大な影響にさらされている施設はいくつありますか。これは施設総数のどれぐら

いの割合を占めていますか。 

Row 1 

(3.2.1) 国/地域および河川流域 
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イタリア 

☑ その他、具体的にお答えください :Bradano River 
 

(3.2.2) この河川流域でリスクにさらされている施設が特定されたバリューチェーンの段階  

該当するすべてを選択 

☑ 直接操業  

(3.2.3) 貴組織の直接操業内のこの河川流域における水関連リスクにさらされている施設の数  

1 

(3.2.4) 貴組織の直接操業内の総施設数に占める、この河川流域における水関連リスクにさらされている施設の割合 (%)  

選択: 

☑ 1-25% 

(3.2.10) 貴組織のグローバルな総売上のうち、影響を受ける可能性のある売上の割合 (%) 

選択: 

☑ 1%未満 

(3.2.11) 説明してください 

アサヒグループホールディングスでは、当社グループの生産拠点・流域の水リスク評価として、世界資源研究所（WRI）、世界自然保護基金（WWF）が提供して

いる水リスクを示した世界地図・情報「WRI Aqueduct」「WWF Water Risk Filter」や、生物多様性のリスクを評価する「Integrated Biodiversity Assessment Tool

（IBAT）」を活用し、水量、水質、Water, Sanitation and Hygiene（WASH）などに関するリスクのある流域を特定した上で、各生産拠点における詳細な水リスク

調査を実施して評価しています。 尚、本回答においては、アサヒグループホールディングスの全操業拠点を対象に、WRI Aqueductを用いた水ストレス分析の結果

を用いて報告しています。 分析の結果、イタリアの Bari工場は、水ストレスの高い Extremely high riskの地域に立地しています。 

[行を追加] 
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(3.3) 報告年の間に、貴組織は水関連の規制違反を理由として罰金、行政指導等、その他の処罰を科されましたか。 

 

水関連規制に関する違反 コメント 

  選択: 

☑ いいえ 

当社グループにおいて、2025年は水質や有害化学物質などに関する環境に影響する重大な事故や違反は発

生していません。また、日本国内事業会社において 2025年は環境関連の罰金・違約金は発生していませ

ん。 

[固定行] 

(3.5) 貴組織の事業や活動はカーボンプライシング制度 (ETS、キャップ・アンド・トレード、炭素税) による規制を受けて

いますか。 

選択: 

☑ いいえ、今後 3 年以内に規制されるとは見込んでいない 

(3.6) 報告年の間に貴組織に大きな影響を与えた、あるいは将来的に貴組織に大きな影響を与えることが見込まれる何らか

の環境上の機会を特定していますか。 

 

特定された環境上の機会 

気候変動 選択: 

☑ はい、機会を特定しており、その一部/すべてが実現されつつあります 
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特定された環境上の機会 

水セキュリティ 選択: 

☑ はい、機会を特定しており、その一部/すべてが実現されつつあります 

[固定行] 

(3.6.1) 報告年の間に貴組織に大きな影響を与えた、あるいは将来的に貴組織に大きな影響を与えることが見込まれる特定

された環境上の機会の詳細を記載してください。 

気候変動 

(3.6.1.1) 機会 ID 

選択: 

☑ Opp1 

(3.6.1.3) 機会の種類と主な環境機会要因 

リソースの効率 

☑ 経費削減  

 

(3.6.1.4) 機会が発現するバリューチェーン上の段階 

選択: 

☑ 直接操業 
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(3.6.1.5) 機会が発現する国/エリア 

該当するすべてを選択 

☑ 日本 ☑ ハンガリー 

☑ 英国 ☑ マレーシア 

☑ チェコ ☑ ポーランド 

☑ イタリア ☑ ルーマニア 

☑ オランダ ☑ スロバキア 

☑ インドネシア  

☑ オーストラリア  

☑ ニュージーランド  

(3.6.1.8) 組織固有の詳細 

アサヒグループは脱炭素社会の実現のため、2040年までに GHG排出量“ネットゼロ”を目指す「アサヒカーボンゼロ」を設定しています。また、バリューチェーン

を超えて社会全体の GHG排出量削減に貢献できるよう「Beyond カーボンニュートラル」の目標を掲げています。GHG排出量の削減は、脱炭素社会への貢献だけ

でなく、将来的な炭素税導入による追加コストの増加を抑えることにもつながります。 基準年である 2019年の GHG排出量（Scope1,2）の合計は約 916千トンで

すが、アサヒカーボンゼロを計画通りに達成した場合（Scope1を 90％削減して約 49千トンに抑制、Scope2を 100％削減）、2040年時点に残存する GHG排出量

（Scope1）に対する炭素税を約 14.5億円に抑えることができます。したがって、2024年の GHG排出量の合計は約 633千トンであることから （2040年の試算課

税額：約 164億円）と比較して、差し引き約 150億円の炭素税を回避・低減できると考えております。 

(3.6.1.9) 当該機会の主な財務的影響 

選択: 

☑ 間接的 OPEX の減少  

(3.6.1.10) 当該機会が組織に大きな影響を与えると見込まれる時間軸 

該当するすべてを選択 

☑ 長期 
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(3.6.1.11) 想定される時間軸の間に当該機会が影響を与える可能性 

選択: 

☑ ほぼ確実 (99～100%) 

(3.6.1.12) 影響の程度 

選択: 

☑ 高い 

(3.6.1.14) 選択した将来的な時間軸において、当該機会が組織の財務状況、業績およびキャッシュフローに与えることが見

込まれる影響 

炭素税は燃料やエネルギー価格に上乗せされることが想定されていることから、操業費用の増加を低減することにつながります。 

(3.6.1.15) 当該機会の財務上の影響を定量化することができますか。 

選択: 

☑ はい 

(3.6.1.21) 長期的に見込まれる財務上の影響額 - 最小 (通貨) 

15000000000 

(3.6.1.22) 長期的に見込まれる財務上の影響額ー最大 (通貨) 

15000000000 

(3.6.1.23) 財務上の影響額の説明 

炭素税が導入された際の、2040年の酒類カテゴリ（日本、欧州、オセアニア）、飲料カテゴリ（日本、オセアニア、東南アジア）、食品カテゴリ（日本）におけ

る生産に関わる GHG排出量（Scope1,2）に対する炭素税額と、アサヒカーボンゼロを達成した際の炭素税額の差分を財務影響額としています。 （164億円-14.5
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億円≒150億円） 

(3.6.1.24) 機会を実現するための費用 

0 

(3.6.1.25) 費用計算の説明 

【費用の計算方法/内訳】 対応費用については外部に公表していないため、「0」とします。 

(3.6.1.26) 機会を実現するための戦略 

【状況】 アサヒグループは、2040年までにバリューチェーン全体（Scope1,2,3）で GHG排出量ネットゼロを目指す「アサヒカーボンゼロ」を目標としていま

す。その一環として、グリーン熱の利用により CO2排出量削減を進めています。現在、年間 80万 Nm³以上のバイオメタンガスを供給しており、これは約 700世

帯のガス需要に相当します。これにより、2040年に炭素税が導入された際の財務的インパクトを低減できると考えています。 【課題】 年間 100万 Nm³以上のバイ

オメタンガス供給に成功していますが、さらなるバイオガスのバイオメタンガスへの転換を進めることで、周辺地域の CO2排出量を削減し、自社への財務的イン

パクトをさらに減らす必要があります。 【行動】 この課題を解決するため、アサヒグループの主力製品であるビール製造における CO2排出量の削減に積極的に取

り組んでいます。 Koninklijke Grolsch N.V.は、カーボンニュートラルな醸造所の実現に取り組んでいます。その取り組みの一環として、Twence Holdings B.V.と協

働し、グリーン熱を使用した地域のエネルギーネットワークの構築とグリーンガス供給における地域連携へと取り組みを進めています。具体的には、バイオマスか

ら生成した高温の温水を Koninklijke Grolsch N.V.の醸造所に供給するために、ヒートパイプラインなどの設備を新設しました。この温水の熱は持続可能なエネルギ

ーとして Grolsh醸造所で製造や建物の暖房などに使用され、再利用水は近隣地域のエンスヘーデ市内の住宅の暖房にも活用されます。この循環型のグリーン熱の

利用によって、GHG排出量を年間約 85%（2019年の 15,000tから 2024年の 1,980tへ）削減することができました。同社は新たにバイオガス精製装置を設置し、

バイオガスをバイオメタンガス（グリーンガス）に転換し、近隣地域の天然ガス配管網を通じて供給しました。これにより、2024年には約 500世帯のガス需要に

相当する約 800,000Nm3のグリーンガスを供給しました。 【結果】 これらの取り組みの結果、年間の熱需要の 85%にあたる 4,603トンの CO2排出量を削減でき

ました。IEAレポートの 2030年における先進国への炭素税（140ドル/t-CO2）と 2024年の期中平均為替レート（1ドル=151.69円）で試算すると、この削減量は

約 9,775万円の炭素税削減効果に相当します。 アサヒヨーロッパ＆インターナショナルは、2025年までにすべての醸造所の電力を再生可能エネルギーに切り替え

ることを目指しており、バイオマスを活用した取り組みによって、この目標に大きく近づくことができると考えています。引き続き再生可能エネルギーへの転換を

進めることで、炭素税にかかる間接費用をさらに削減できると考えています。 

水セキュリティ 

(3.6.1.1) 機会 ID 
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選択: 

☑ Opp4 

(3.6.1.3) 機会の種類と主な環境機会要因 

リソースの効率 

☑ 経費削減  
 

(3.6.1.4) 機会が発現するバリューチェーン上の段階 

選択: 

☑ 直接操業 

(3.6.1.5) 機会が発現する国/エリア 

該当するすべてを選択 

☑ 日本 ☑ ハンガリー 

☑ 英国 ☑ マレーシア 

☑ チェコ ☑ ポーランド 

☑ イタリア ☑ ルーマニア 

☑ オランダ ☑ スロバキア 

☑ インドネシア  

☑ オーストラリア  

☑ ニュージーランド  

(3.6.1.6) 機会が発現する河川流域 

該当するすべてを選択 

☑ 選択した国または地域内のすべての河川流域 
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(3.6.1.8) 組織固有の詳細 

アサヒグループホールディングスは総合酒類飲料メーカーであり、多量の水を取水・使用しています。2025年は国内外を合わせて約 37,125千㎥もの水を使用（取

水）しており、これらの水資源を効率的に利用し経費削減に努めることで、利益増大の機会を獲得できると考えています。 当社グループは、「アサヒグループ環境

ビジョン 2050」の 4つの柱の一つとして「水資源」を設定しており、この機会獲得に向けて水使用量の原単位を KPIとしています。グループ全体のグローバル目

標は、2030年までに水使用量の原単位を 3.2m³/kl以下とすることです。各製造拠点では、この目標を達成するために、製造所内の水使用量を前年比で削減するこ

とを目指し、毎月の水使用量のモニタリングや対策を行っています。 具体的な水使用量削減の施策として、水資源のカスケード利用を取り入れた再利用を行ってい

ます。カスケード水利用とは、一度使用された水を、より低い水質で問題ない用途に再度利用する方法を繰り返すことで、効率的な資源利用を可能にするもので

す。例えば、飲料容器の殺菌・洗浄に使用した水を、用水処理設備でろ過した後に再び同じ殺菌作業に使用したり、カスケード利用としてビンを入れるケースの洗

浄や茶粕・コーヒー粕の搬送に利用しています。 

(3.6.1.9) 当該機会の主な財務的影響 

選択: 

☑ 間接的 OPEX の減少  

(3.6.1.10) 当該機会が組織に大きな影響を与えると見込まれる時間軸 

該当するすべてを選択 

☑ 短期 

(3.6.1.11) 想定される時間軸の間に当該機会が影響を与える可能性 

選択: 

☑ 可能性が高い (66～100%)  

(3.6.1.12) 影響の程度 

選択: 

☑ 中程度 

(3.6.1.14) 選択した将来的な時間軸において、当該機会が組織の財務状況、業績およびキャッシュフローに与えることが見
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込まれる影響 

水使用に関する費用の低減は、操業費用の増加を低減することにつながります。 

(3.6.1.15) 当該機会の財務上の影響を定量化することができますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(3.6.1.24) 機会を実現するための費用 

0 

(3.6.1.25) 費用計算の説明 

【費用の計算方法/内訳】 対応費用については外部に公表していないため、「0」とします。 

(3.6.1.26) 機会を実現するための戦略 

世界人口の増加や開発途上国の経済成長、気候変動などにより、世界規模での水資源問題が発生しています。世界の水需要は年々増加し、今後、さらに水不足の状

態となるエリアが拡大するだけでなく、降水量の変動により洪水や干ばつが増加する恐れがあります。水は、地球環境にとってかけがえのない大切な資源であると

ともに、「自然の恵み」を享受して事業を行うアサヒグループにとっても欠かすことのできない大切な資源です。 アサヒグループは、大切な「自然の恵み」を次世

代につなげるため、持続可能な水資源利用を実現しなくてはいけません。 アサヒグループは、人と自然のための健全な水環境実現のため、「水使用量の削減」「水

リスクのある生産拠点流域における課題改善への貢献」というグループ目標を掲げ、取り組んでいます。水使用量の削減では、酒類・飲料を製造するグループ自社

生産拠点での水使用量原単位をグローバル平均 3.2m³/kl以下、優先流域の主要な生産拠点では平均 2.7m³/kl以下にすることを目指し、水使用量の削減のためにさま

ざまな取り組みを実施しています。 水を扱うすべての拠点で、製造設備の洗浄工程における水使用の適正化や、用途に応じて同じ水を多段的に再利用するカスケー

ド利用などを通じて、取水や排水に伴う環境への負荷をできる最小限に抑えるため、適切な対応・管理に努めています。また、対象事業会社の 46ヵ所の生産拠点

では、水管理計画を策定し、水使用量の削減に取り組んでいます。 一例として、アサヒビール（株）では、工場のタンク・配管などを洗浄・殺菌する水の使用量削

減や、工程からの回収水・膜処理水の有効利用により、水の使用効率化・水使用量の削減を進めています。 また、Asahi Beverage（Australia）の Yatala工場で

は、高品質な再生水を生産しています。この再生水を蒸気発電機や製造タンクの洗浄、加熱殺菌用の蒸気など製造のさまざまな場面（製品に触れる工程を除く）で

活用することで、貴重な資源である水の取水量を削減しています。また、製造製品の切り替え時における洗浄などの主要工程や、生産ライン・配管の洗浄間隔の最

適化などにより、水使用量の削減にも取り組んでいます。 
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気候変動 

(3.6.1.1) 機会 ID 

選択: 

☑ Opp2 

(3.6.1.3) 機会の種類と主な環境機会要因 

エネルギー源 

☑ 再生可能エネルギー源の活用 

 

(3.6.1.4) 機会が発現するバリューチェーン上の段階 

選択: 

☑ バリューチェーン下流 

(3.6.1.5) 機会が発現する国/エリア 

該当するすべてを選択 

☑ 日本 ☑ ハンガリー 

☑ 英国 ☑ マレーシア 

☑ チェコ ☑ ポーランド 

☑ イタリア ☑ ルーマニア 

☑ オランダ ☑ スロバキア 

☑ インドネシア  

☑ オーストラリア  

☑ ニュージーランド  

(3.6.1.8) 組織固有の詳細 



 

71 

アサヒグループは、ビール製造時に発生する排水や有機副産物を有効活用したクリーンエネルギー生成・供給技術の確立を進めています。この取り組みは自社生産

拠点でのエネルギー消費の脱炭素化にとどまらず、将来的には生成したクリーンエネルギーや発生した熱を地域社会や外部パートナーへ提供する新規ビジネスの創

出機会と認識しています。自社のバリューチェーンの枠を超えて、社会全体の温室効果ガス削減に貢献すると同時に、気候移行期における先進的な環境ソリューシ

ョンプロバイダーとしてのブランド価値向上と、新たな収益機会の獲得を目指しています。 

(3.6.1.9) 当該機会の主な財務的影響 

選択: 

☑ 新市場と新興市場への参入を通じた売上増加  

(3.6.1.10) 当該機会が組織に大きな影響を与えると見込まれる時間軸 

該当するすべてを選択 

☑ 長期 

(3.6.1.11) 想定される時間軸の間に当該機会が影響を与える可能性 

選択: 

☑ 5 割を超える確率で (50～100%)  

(3.6.1.12) 影響の程度 

選択: 

☑ 中程度 

(3.6.1.14) 選択した将来的な時間軸において、当該機会が組織の財務状況、業績およびキャッシュフローに与えることが見

込まれる影響 

初期実証フェーズにつき、関連支出は通常の設備投資および研究開発費の範囲内にとどまります。一方で、バイオガスの自家消費や熱供給等の稼働により、外部エ

ネルギーの追加購入抑制という実質的な効果をもたらしています。中長期的には、クリーンエネルギーパートナーとしての評価確立を通じ、新たな売上収益の獲得

にも貢献すると考えております。 



 

72 

(3.6.1.15) 当該機会の財務上の影響を定量化することができますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(3.6.1.24) 機会を実現するための費用 

0 

(3.6.1.25) 費用計算の説明 

【費用の計算方法/内訳】 対応費用については外部に公表していないため、「0」とします。 

(3.6.1.26) 機会を実現するための戦略 

アサヒグループは、バリューチェーンを超えて社会全体の GHG排出量削減に貢献する「Beyond カーボンニュートラル」を目指す姿に掲げ、自社資産を活かした

低炭素エネルギー供給技術の開発と実用化を推進しています。日本国内の取り組みとして、ビール工場においてビール製造時の嫌気性排水処理設備から得られるバ

イオガスを精製し、先進技術であるバイオメタンガス燃料電池発電システムを導入して電力に変換する発電プロセスの試運転を重ねることで、自給自足可能なクリ

ーンエネルギーシステムの実証を進めています。欧州地域における取り組みとして、オランダの醸造所において、協力会社と協働してバイオマスから生成された高

温の温水を醸造所に供給するためのヒートパイプライン等の熱エネルギー供給インフラ設備を新設し、地域のクリーンなエネルギー循環に寄与する実証を行ってい

ます。これらの独自のエネルギーイノベーション技術やモデルの確立を通じて、将来的には自社設備にとどまらず、地域コミュニティや近隣の事業者に対して低炭

素エネルギーソリューションを安定供給するビジネススキームの構築を視野に入れ、戦略的に展開を加速しています。 

気候変動 

(3.6.1.1) 機会 ID 

選択: 

☑ Opp3 

(3.6.1.3) 機会の種類と主な環境機会要因 

キャッシュフローおよび資金調達  
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☑ ブルーボンド、グリーンボンド、ならびに自然債務スワップへのアクセス 

 

(3.6.1.4) 機会が発現するバリューチェーン上の段階 

選択: 

☑ 直接操業 

(3.6.1.5) 機会が発現する国/エリア 

該当するすべてを選択 

☑ 日本 

(3.6.1.8) 組織固有の詳細 

脱炭素化への社会的要請が高まる中、未来世代へ自然の恵みを繋いでいくことが、企業の責任として求められています。そのためには、環境課題への取り組みを積

極的に推進していく必要があります。 アサヒグループは、全社的な環境経営を推進するため、グリーンボンドを発行しています。グリーンボンドの発行によって集

められた資金を環境経営に投入することで、環境経営の拡充を図ると同時に、これに関わる費用の削減も可能になると考えています。 国内市場においては、2020

年 10月に公募形式によるグリーンボンド（第 14回無担保社債）を、2023年 3月には同形式のグリーンボンド（第 20回無担保社債）を発行しました。第 14回無

担保社債の発行で調達した資金は、主にリサイクル PETやバイオマスプラスチックの調達、再生可能エネルギーの購入、そして社有林「アサヒの森」の維持など

に充当しました。 第 20回無担保社債の発行で調達した資金は、主に 2029年から操業開始を予定している「アサヒビール鳥栖工場」における設備投資、使用エネ

ルギーの再生可能エネルギー化の推進、CO2回収への取り組み、およびグループ全体でのリサイクル PETやバイオマスプラスチックの調達、再生可能エネルギー

電力の購入に充当しました。これらの取り組みに 250億円を充当したため、同等の環境経営に関わる費用を削減できたと考えています。 

(3.6.1.9) 当該機会の主な財務的影響 

選択: 

☑ より低い/より有利な利率の資本へのアクセス向上  

(3.6.1.10) 当該機会が組織に大きな影響を与えると見込まれる時間軸 

該当するすべてを選択 

☑ 中期 
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(3.6.1.11) 想定される時間軸の間に当該機会が影響を与える可能性 

選択: 

☑ 5 割を超える確率で (50～100%)  

(3.6.1.12) 影響の程度 

選択: 

☑ 中程度 

(3.6.1.14) 選択した将来的な時間軸において、当該機会が組織の財務状況、業績およびキャッシュフローに与えることが見

込まれる影響 

グリーンボンドにより 25,000百万円の充当を行うことで、同等の環境経営に関わる費用の捻出の他、事業成長とともに持続可能な社会の実現に向けた取り組みを

より一層加速させることができています。 

(3.6.1.15) 当該機会の財務上の影響を定量化することができますか。 

選択: 

☑ はい 

(3.6.1.19) 中期的に見込まれる財務上の影響額 - 最小 (通貨) 

25000000000 

(3.6.1.20) 中期的に見込まれる財務上の影響額 - 最大 (通貨) 

25000000000 

(3.6.1.23) 財務上の影響額の説明 

グリーンボンドの取り組みにより、2023年 3月から 2024年 9月までの脱炭素化に向けた支出に対し、25,000百万円を充当することができました。これにより事
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業成長とともに持続可能な社会の実現に向けた取り組みをより一層加速させることができました。 

(3.6.1.24) 機会を実現するための費用 

25000000000 

(3.6.1.25) 費用計算の説明 

グリーンボンドの発行により調達する資金は、2029年に操業開始を予定している「アサヒビール鳥栖工場」における設備投資や使用するエネルギーの再生可能エ

ネルギー化の推進、CO2回収への取り組み、およびグループ全体でのリサイクル PETやバイオマスプラスチックの調達、再生可能エネルギー電力の購入に充当し

ます。 グリーンボンドの取り組みにより、2023年 3月から 2024年 9月までの脱炭素化に向けた支出に対し、25,000百万円を充当しています。 

(3.6.1.26) 機会を実現するための戦略 

【状況/課題】 脱炭素化への社会的要請が高まる中、未来世代へ自然の恵みを繋いでいくことが企業の責任として求められています。アサヒグループは、脱炭素社

会の形成のため、これまで「アサヒカーボンゼロ」の取り組みとして、再生可能エネルギー由来の電力購入やヒートポンプ自販機の導入、リサイクル PET・バイオ

マスプラスチックなどの環境配慮素材の導入、そして社有林「アサヒの森」の維持といった取り組みを推進してきました。 今後も脱炭素社会の形成に向けた環境活

動を拡充し、取り組みを継続していくためには、これらにかかる費用を安定的に確保していく必要があります。 【行動】 脱炭素化に向けた取り組み費用を安定的

に供給し、今後もこうした活動を推進するため、2023年 3月に公募形式のグリーンボンドを発行しました。この資金は、「アサヒカーボンゼロ」の取り組みや、

持続可能な容器包装・水資源に関する取り組みに充当しています。 また、アサヒグループは、グリーンボンド発行における自社の基準を明確にするため、国際資本

市場協会（ICMA）の「グリーンボンド原則 2021」および環境省の「グリーンボンドガイドライン 2022年版」に定められた 4つの要素（1. 調達資金の使途、2. プ

ロジェクトの評価と選定のプロセス、3. 調達資金の管理、4. レポーティング）に関する方針を記載したグリーンボンドフレームワークを策定しました。 このフレ

ームワークの「グリーンボンド原則 2021」および「グリーンボンドガイドライン 2022年版」への適合性を確保し、透明性を高めるため、株式会社日本格付研究所

より第三者評価であるセカンドパーティ・オピニオンを取得しました。 2024年に、グループ全体でのリサイクル PETやバイオマスプラスチックの調達、再生可能

エネルギー電力の購入に資金を充当し、「アサヒグループ環境ビジョン 2050」の推進に貢献しました。 上記の取り組みに加え、今後は 2029年から操業開始を予

定している「アサヒビール鳥栖工場」における設備投資や使用するエネルギーの再生可能エネルギー化の推進、CO2回収への取り組みにも資金を充当し、脱炭素化

の取り組みを促進していきます。 【結果】 グリーンボンドの取り組みにより、2023年 3月から 2024年 9月までの支出に対し、25,000百万円を充当することがで

きました。 今後も「アサヒグループ環境ビジョン 2050」で掲げる「容器包装廃棄物のない社会」の実現に向けて、2050年までに当社グループの全ての容器包装

（三次包装まで）の資源を循環させて、容器包装廃棄物をゼロにすることを目指します。 

水セキュリティ 

(3.6.1.1) 機会 ID 
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選択: 

☑ Opp5 

(3.6.1.3) 機会の種類と主な環境機会要因 

リソースの効率 

☑ 経費削減  
 

(3.6.1.4) 機会が発現するバリューチェーン上の段階 

選択: 

☑ 直接操業 

(3.6.1.5) 機会が発現する国/エリア 

該当するすべてを選択 

☑ 日本 ☑ ハンガリー 

☑ 英国 ☑ マレーシア 

☑ チェコ ☑ ポーランド 

☑ イタリア ☑ ルーマニア 

☑ オランダ ☑ スロバキア 

☑ インドネシア  

☑ オーストラリア  

☑ ニュージーランド  

(3.6.1.6) 機会が発現する河川流域 

該当するすべてを選択 

☑ 選択した国または地域内のすべての河川流域 
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(3.6.1.8) 組織固有の詳細 

有限な水資源の保全を目的に、ドイツでは事業者への地下水課税が導入されており、水道水を含む水使用全体へ課税を拡大する地域も出ています。将来的にこうし

た取水税・水使用税がアサヒグループの事業地域全体に拡大した場合、対策を講じない場合の財務インパクトは最大で約 20億円に達する可能性があります。持続

可能な水使用を実現するため、当社グループは「アサヒグループ環境ビジョン 2050」の柱として「水資源」を掲げています。具体的には、2030年までに水使用量

原単位を 3.2m³/kl以下とするグローバル目標を設定し、各製造拠点で毎月のモニタリングと削減対策を推進しています。この原単位目標を計画通り達成すること

で、流域の各課題改善に貢献するとともに、将来的な水関連課税による財務影響を低減することもできると考えております。 

(3.6.1.9) 当該機会の主な財務的影響 

選択: 

☑ 間接的 OPEX の減少  

(3.6.1.10) 当該機会が組織に大きな影響を与えると見込まれる時間軸 

該当するすべてを選択 

☑ 中期 

(3.6.1.11) 想定される時間軸の間に当該機会が影響を与える可能性 

選択: 

☑ 可能性が高い (66～100%)  

(3.6.1.12) 影響の程度 

選択: 

☑ 低い 

(3.6.1.14) 選択した将来的な時間軸において、当該機会が組織の財務状況、業績およびキャッシュフローに与えることが見

込まれる影響 

水関連課税は水使用に関する費用に上乗せされることが想定されていることから、操業費用の増加を低減することにつながります。 
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(3.6.1.15) 当該機会の財務上の影響を定量化することができますか。 

選択: 

☑ はい 

(3.6.1.19) 中期的に見込まれる財務上の影響額 - 最小 (通貨) 

100000000 

(3.6.1.20) 中期的に見込まれる財務上の影響額 - 最大 (通貨) 

100000000 

(3.6.1.23) 財務上の影響額の説明 

各地域への水課税規制導入（310ユーロ/1,000m³想定）による最大約 20億円の潜在リスクに対し、総製造量が 2024年と同等（約 1,068万 kl）と仮定した場合、

2024年実績（原単位 3.4m³/kl）から年間約 214万 m³の水使用量を節減することになります。これにより、2030年時点で年間約 1億円の課税コストを回避・抑制で

きるものと考えています。 

(3.6.1.24) 機会を実現するための費用 

0 

(3.6.1.25) 費用計算の説明 

【費用の計算方法/内訳】 対応費用については外部に公表していないため、「0」とします。 

(3.6.1.26) 機会を実現するための戦略 

世界人口の増加や開発途上国の経済成長、気候変動などにより、世界規模での水資源問題が発生しています。世界の水需要は年々増加し、今後、さらに水不足の状

態となるエリアが拡大するだけでなく、降水量の変動により洪水や干ばつが増加する恐れがあります。水は、地球環境にとってかけがえのない大切な資源であると

ともに、「自然の恵み」を享受して事業を行うアサヒグループにとっても欠かすことのできない大切な資源です。 アサヒグループは、大切な「自然の恵み」を次世

代につなげるため、持続可能な水資源利用を実現しなくてはいけません。 アサヒグループは、人と自然のための健全な水環境実現のため、「水使用量の削減」「水
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リスクのある生産拠点流域における課題改善への貢献」というグループ目標を掲げ、取り組んでいます。水使用量の削減では、酒類・飲料を製造するグループ自社

生産拠点での水使用量原単位をグローバル平均 3.2m³/kl以下、優先流域の主要な生産拠点では平均 2.7m³/kl以下にすることを目指し、水使用量の削減のためにさま

ざまな取り組みを実施しています。 水を扱うすべての拠点で、製造設備の洗浄工程における水使用の適正化や、用途に応じて同じ水を多段的に再利用するカスケー

ド利用などを通じて、取水や排水に伴う環境への負荷をできる最小限に抑えるため、適切な対応・管理に努めています。また、対象事業会社の 46ヵ所の生産拠点

では、水管理計画を策定し、水使用量の削減に取り組んでいます。 一例として、アサヒビール（株）では、工場のタンク・配管などを洗浄・殺菌する水の使用量削

減や、工程からの回収水・膜処理水の有効利用により、水の使用効率化・水使用量の削減を進めています。 また、Asahi Beverage（Australia）の Yatala工場で

は、高品質な再生水を生産しています。この再生水を蒸気発電機や製造タンクの洗浄、加熱殺菌用の蒸気など製造のさまざまな場面（製品に触れる工程を除く）で

活用することで、貴重な資源である水の取水量を削減しています。また、製造製品の切り替え時における洗浄などの主要工程や、生産ライン・配管の洗浄間隔の最

適化などにより、水使用量の削減にも取り組んでいます。 

[行を追加] 

 

(3.6.2) 報告年の間の、環境上の機会がもたらす大きな影響と整合する財務指標の額と比率を記入してください。 

 

財務指標 財務数値の説明 

気候変動 選択: 

☑ 売上 

当社グループの 2025年における操業費用に占める燃料やエネルギー関連の費用が該当し

ますが、具体的な金額や割合は開示していません。 

水セキュリティ 選択: 

☑ OPEX 

当社グループの操業費用に占める日本国内における水購入費用から割合を算出しています

が、具体的な金額や割合までは開示していません。 

[行を追加] 
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C4. ガバナンス 
(4.1) 貴組織は取締役会もしくは同等の管理機関を有していますか。 

(4.1.1) 取締役会または同等の管理機関 

選択: 

☑ はい 

(4.1.2) 取締役会または同等の機関が開催される頻度 

選択: 

☑ 四半期に 1 回以上の頻度で  

(4.1.3) 取締役会または同等の機関の構成メンバー (取締役) の種類 

該当するすべてを選択 

☑ 非常勤取締役またはそれに準ずる者  

☑ 独立社外取締役またはそれに準ずる者  

(4.1.4) 取締役会のダイバーシティ＆インクルージョンに関する方針 

選択: 

☑ はい、公開された方針があります。  

(4.1.5) 当該方針の対象範囲を簡潔に記載してください。 

当社の取締役会は、企業価値向上を実現する強力な執行体制と、その強力な執行を監督する高い実効性を持つコーポレート・ガバナンスの両輪の観点から適切な人

数とし、その過半数を独立社外取締役で構成することとしております。また、『AGP』の実践による持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現するため、長期

戦略、財務・会計、リスクマネジメント・危機管理・内部統制、サステナビリティ、人材・文化、業務プロセス等の「取締役会スキルマトリックス」に基づいて、



 

81 

取締役会全体として期待するスキルがバランスよく発揮される人材構成とすることとしております。各取締役は、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価

値向上を実現するために取締役会に求められる監督機能を全体としてバランスよく発揮し得る経験・スキル・多様性を有する人物を指名することとしております。

なお、独立社外取締役は、性別・国籍・職務経験等において多様なバックグラウンドを有する人物とすることとしております。取締役会議長は、独立した立場から

の客観的な視点による監督機能を担保するため、原則として社外取締役が担うこととしています。 

[固定行] 

 

(4.1.1) 貴組織では、取締役会レベルで環境課題を監督していますか。 

 

この環境課題に対する取締役会レベルの監督 

気候変動 選択: 

☑ はい 

水セキュリティ 選択: 

☑ はい 

生物多様性 選択: 

☑ はい 

[固定行] 

(4.1.2) 環境課題に対する説明責任を負う取締役会のメンバーの役職 (ただし個人名は含めないこと) または委員会を特定

し、環境課題を取締役会がどのように監督しているかについての詳細を記入してください。 

気候変動 

(4.1.2.1) この環境課題に説明責任を負う個人の役職または委員会 

該当するすべてを選択 
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☑ 最高経営責任者(CEO) 

(4.1.2.2) この環境課題に対する各役職の説明責任は取締役会を対象とする方針の中で規定されています 

選択: 

☑ はい 

(4.1.2.3) この環境課題に対する当該役職の説明責任を規定する方針類 

該当するすべてを選択 

☑ 個々の取締役の職務記述書 

(4.1.2.4) この環境課題が議題に予定されている頻度 

選択: 

☑ 全ての取締役会で予定されている議題 (常設議題) 

(4.1.2.5) この環境課題が組み込まれたガバナンスメカニズム 

該当するすべてを選択 

☑ 企業目標設定の監督 ☑ 気候移行計画策定の監督と指導 

☑ 年間予算の審議と指導 ☑ 開示、監査、検証プロセスの監督 

☑ シナリオ分析の監督と指導 ☑ 全社方針やコミットメントの承認 

☑ 事業戦略策定の監督と指導 ☑ 気候移行計画実行のモニタリング 

☑ 事業戦略実行のモニタリング ☑ 大規模な資本的支出の監督と指導 

☑ 政策エンゲージメントの監督と指導 ☑ 技術革新/研究開発の優先事項の審議と指導 

☑ 買収/合併/事業売却の監督と指導 ☑ 依存、インパクト、リスク、機会の評価プロセスの審議と指導 

☑ 従業員インセンティブの承認と監督 ☑ 全社的な方針やコミットメントに対する遵守状況のモニタリング 

☑ 企業目標に向けての進捗状況のモニタリング ☑ 組織の定める要件に対するサプライヤーの遵守状況のモニタリング 

☑ バリューチェーン協働の監督およびガイド   
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(4.1.2.7) 説明してください 

アサヒグループの取締役会における気候関連問題に関する責任者は、アサヒグループホールディングス（株）の取締役 兼 代表執行役社長 Group CEOです。当社事

業は自然の恵みを享受して成り立っており、気候変動問題は事業の持続可能性およびポートフォリオ構築に対して極めて深刻な影響を及ぼす可能性があることを認

識しています。この認識のもと、経営における最高責任者であり、取締役会のメンバーでもある代表執行役社長 Group CEOが、気候変動に関連する執行の最終責

任を負っています。取締役会は、グループ理念「Asahi Group Philosophy」や「中長期経営方針」に基づき、気候変動への対応（アサヒカーボンゼロの達成状況

等）を含めたグループ全体のサステナビリティ戦略をモニタリングし、実効性の高い監督を行っています。さらに、代表執行役社長 Group CEOは、執行側の最高

意思決定機関である「Corporate Management Board」および「グローバルサステナビリティ委員会」を自ら主導して具体的な気候変動対策を推進するとともに、

取締役会の諮問機関である「サステナビリティアドバイザリー委員会」の委員長も務めることで、監督と執行の両輪において気候変動対策への強固なコミットメン

トと進捗管理を担保しています。 

水セキュリティ 

(4.1.2.1) この環境課題に説明責任を負う個人の役職または委員会 

該当するすべてを選択 

☑ 最高経営責任者(CEO) 

(4.1.2.2) この環境課題に対する各役職の説明責任は取締役会を対象とする方針の中で規定されています 

選択: 

☑ はい 

(4.1.2.3) この環境課題に対する当該役職の説明責任を規定する方針類 

該当するすべてを選択 

☑ 個々の取締役の職務記述書 

(4.1.2.4) この環境課題が議題に予定されている頻度 

選択: 

☑ 全ての取締役会で予定されている議題 (常設議題) 
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(4.1.2.5) この環境課題が組み込まれたガバナンスメカニズム 

該当するすべてを選択 

☑ 企業目標設定の監督 ☑ 気候移行計画策定の監督と指導 

☑ 年間予算の審議と指導 ☑ 開示、監査、検証プロセスの監督 

☑ シナリオ分析の監督と指導 ☑ 全社方針やコミットメントの承認 

☑ 事業戦略策定の監督と指導 ☑ 気候移行計画実行のモニタリング 

☑ 事業戦略実行のモニタリング ☑ 大規模な資本的支出の監督と指導 

☑ 政策エンゲージメントの監督と指導 ☑ 技術革新/研究開発の優先事項の審議と指導 

☑ 買収/合併/事業売却の監督と指導 ☑ 依存、インパクト、リスク、機会の評価プロセスの審議と指導 

☑ 従業員インセンティブの承認と監督 ☑ 全社的な方針やコミットメントに対する遵守状況のモニタリング 

☑ 企業目標に向けての進捗状況のモニタリング ☑ 組織の定める要件に対するサプライヤーの遵守状況のモニタリング 

☑ バリューチェーン協働の監督およびガイド   

(4.1.2.7) 説明してください 

アサヒグループの取締役会における水関連問題に関する責任者は、アサヒグループホールディングス（株）の取締役 兼 代表執行役社長 Group CEOです。当社事業

は自然の恵みを享受して成り立っており、水関連問題は事業の持続可能性およびポートフォリオ構築に対して極めて深刻な影響を及ぼす可能性があることを認識し

ています。この認識のもと、経営における最高責任者であり、取締役会のメンバーでもある代表執行役社長 Group CEOが、水関連問題に関連する執行の最終責任

を負っています。取締役会は、グループ理念「Asahi Group Philosophy」や「中長期経営方針」に基づき、水関連問題への対応（水使用原単位の削減や水源涵養の

達成状況等）を含めたグループ全体のサステナビリティ戦略をモニタリングし、実効性の高い監督を行っています。さらに、代表執行役社長 Group CEOは、執行

側の最高意思決定機関である「Corporate Management Board」および「グローバルサステナビリティ委員会」を自ら主導して具体的な水関連問題対策を推進する

とともに、取締役会の諮問機関である「サステナビリティアドバイザリー委員会」の委員長も務めることで、監督と執行の両輪において水関連問題対策への強固な

コミットメントと進捗管理を担保しています。 

生物多様性 

(4.1.2.1) この環境課題に説明責任を負う個人の役職または委員会 

該当するすべてを選択 

☑ 最高経営責任者(CEO) 



 

85 

(4.1.2.2) この環境課題に対する各役職の説明責任は取締役会を対象とする方針の中で規定されています 

選択: 

☑ はい 

(4.1.2.3) この環境課題に対する当該役職の説明責任を規定する方針類 

該当するすべてを選択 

☑ 個々の取締役の職務記述書 

(4.1.2.4) この環境課題が議題に予定されている頻度 

選択: 

☑ 全ての取締役会で予定されている議題 (常設議題) 

(4.1.2.5) この環境課題が組み込まれたガバナンスメカニズム 

該当するすべてを選択 

☑ 企業目標設定の監督 ☑ 気候移行計画策定の監督と指導 

☑ 年間予算の審議と指導 ☑ 開示、監査、検証プロセスの監督 

☑ シナリオ分析の監督と指導 ☑ 全社方針やコミットメントの承認 

☑ 事業戦略策定の監督と指導 ☑ 気候移行計画実行のモニタリング 

☑ 事業戦略実行のモニタリング ☑ 大規模な資本的支出の監督と指導 

☑ 政策エンゲージメントの監督と指導 ☑ 技術革新/研究開発の優先事項の審議と指導 

☑ 買収/合併/事業売却の監督と指導 ☑ 依存、インパクト、リスク、機会の評価プロセスの審議と指導 

☑ 従業員インセンティブの承認と監督 ☑ 全社的な方針やコミットメントに対する遵守状況のモニタリング 

☑ 企業目標に向けての進捗状況のモニタリング ☑ 組織の定める要件に対するサプライヤーの遵守状況のモニタリング 

☑ バリューチェーン協働の監督およびガイド   

(4.1.2.7) 説明してください 
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アサヒグループの取締役会における生物多様性関連問題に関する責任者は、アサヒグループホールディングス（株）の取締役 兼 代表執行役社長 Group CEOです。

当社事業は自然の恵みを享受して成り立っており、生物多様性関連問題は事業の持続可能性およびポートフォリオ構築に対して極めて深刻な影響を及ぼす可能性が

あることを認識しています。この認識のもと、経営における最高責任者であり、取締役会のメンバーでもある代表執行役社長 Group CEOが、生物多様性関連問題

に関連する執行の最終責任を負っています。取締役会は、グループ理念「Asahi Group Philosophy」や「中長期経営方針」に基づき、生物多様性関連問題への対応

（持続可能な調達や森林減少ゼロの達成状況等）を含めたグループ全体のサステナビリティ戦略をモニタリングし、実効性の高い監督を行っています。さらに、代

表執行役社長 Group CEOは、執行側の最高意思決定機関である「Corporate Management Board」および「グローバルサステナビリティ委員会」を自ら主導して具

体的な生物多様性対策を推進するとともに、取締役会の諮問機関である「サステナビリティアドバイザリー委員会」の委員長も務めることで、監督と執行の両輪に

おいて生物多様性対策への強固なコミットメントと進捗管理を担保しています。 

[固定行] 

 

(4.2) 貴組織の取締役会は、環境課題に対する能力を有していますか。  

気候変動 

(4.2.1) この環境課題に対する取締役会レベルの能力 

選択: 

☑ はい 

(4.2.2) 取締役会が環境課題に関する能力を維持するためのメカニズム 

該当するすべてを選択 

☑ 社内の専門家による常設ワーキンググループに定期的に助言を求めています。 

☑ 環境課題に関し、組織外のステークホルダーや専門家と定期的にエンゲージメントを行っています。  

☑ 環境課題に関する知識を、取締役の指名プロセスに組み込んでいます。 

☑ 取締役向けに、環境課題や業界のベストプラクティス、基準 (TCFD、SBTi 等) に関する定期的な研修を行っています。  

☑ この環境課題に関して専門的知見を有する取締役会メンバーが少なくとも 1 人います。 

(4.2.3) 取締役会メンバーの環境関連の専門知識 

経験 



 

87 

☑ 環境課題に重点を置いた職務における役員レベルの経験 

☑ 環境課題に重点を置いた職務における管理職レベルの経験 

☑ 環境課題に重点を置いた職務におけるスタッフレベルの経験 

 

水セキュリティ 

(4.2.1) この環境課題に対する取締役会レベルの能力 

選択: 

☑ はい 

(4.2.2) 取締役会が環境課題に関する能力を維持するためのメカニズム 

該当するすべてを選択 

☑ 社内の専門家による常設ワーキンググループに定期的に助言を求めています。 

☑ 環境課題に関し、組織外のステークホルダーや専門家と定期的にエンゲージメントを行っています。  

☑ 環境課題に関する知識を、取締役の指名プロセスに組み込んでいます。 

☑ 取締役向けに、環境課題や業界のベストプラクティス、基準 (TCFD、SBTi 等) に関する定期的な研修を行っています。  

☑ この環境課題に関して専門的知見を有する取締役会メンバーが少なくとも 1 人います。 

(4.2.3) 取締役会メンバーの環境関連の専門知識 

経験 

☑ 環境課題に重点を置いた職務における役員レベルの経験 

☑ 環境課題に重点を置いた職務における管理職レベルの経験 

☑ 環境課題に重点を置いた職務におけるスタッフレベルの経験 

 

[固定行] 
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(4.3) 貴組織では、経営レベルで環境課題に責任を負っていますか。 

 

この環境課題に対する経営レベルの責任 

気候変動 選択: 

☑ はい 

 水セキュリティ 選択: 

☑ はい 

 生物多様性 選択: 

☑ はい 

[固定行] 

(4.3.1) 環境課題に責任を負う経営層で最上位の役職または委員会を記入してください (個人の名前は含めないでくださ

い) 。 

気候変動 

(4.3.1.1) 責任を有する個人の役職/委員会 

役員レベル 

☑ 最高経営責任者(CEO) 
 

(4.3.1.2) この役職が負う環境関連の責任 

依存、インパクト、リスクおよび機会 
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☑ 環境への依存、インパクト、リスクおよび機会の評価  

☑ 環境への依存、インパクト、リスクおよび機会に関する今後のトレンドに関する評価  

☑ 環境への依存、インパクト、リスクおよび機会の管理  
 

エンゲージメント  

☑ ランドスケープ/管轄区域におけるエンゲージメントの管理 

☑ 環境課題に関する政策エンゲージメントの管理 

☑ 環境関連の要求事項に対するサプライヤーのコンプライアンス管理 

☑ 環境課題に関連したバリューチェーン・エンゲージメントの管理 

 

方針、コミットメントおよび目標  

☑ 全社の環境方針および/またはコミットメントに対する遵守状況のモニタリング 

☑ 全社的な環境目標に向けた進捗の測定 

☑ 環境関連の科学に基づく目標に向けた進捗の測定 

☑ 全社的な環境方針および/またはコミットメントの策定 

☑ 全社的な環境目標の設定 

 

戦略と財務計画 

☑ 気候移行計画の作成 ☑ 環境課題に関連した年次予算の管理 

☑ 気候移行計画の実行 ☑ 環境関連の開示、監査、検証プロセスの管理 

☑  環境関連のシナリオ分析の実施 ☑ 環境課題に関連した企業買収、合併、事業売却の管理 

☑ 環境課題を考慮した事業戦略の策定 ☑ 環境課題に関連した主要な資本支出および/または OPEX の管理 

☑ 環境課題に関連した事業戦略の実行 ☑ イノベーション/低環境負荷製品またはサービス (R&D を含む) に関連した優

先事項の管理 

 

その他 

☑ 環境実績に関連した従業員インセンティブの提供 

 

(4.3.1.4) 報告系統（レポーティングライン） 
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選択: 

☑ 取締役会に直接報告 

(4.3.1.5) 環境課題に関して取締役会に報告が行われる頻度 

選択: 

☑ 四半期に 1 回以上の頻度で 

(4.3.1.6) 説明してください 

アサヒグループホールディングスの Group CEOは、当社における経営の最高責任者であり、取締役会のメンバーでもあります。また、サステナビリティの推進を

重要な経営課題と捉えており、取締役 兼 代表執行役社長 Group CEOが委員長を務める「グローバルサステナビリティ委員会」を設置し、サステナビリティ推進を

包括したコーポレートガバナンス体制を構築しています。この委員会で決定した内容は、「グローバルサステナビリティリーダーズ会議」や「サステナビリティタ

スクフォース」を通じてグループ全体の戦略・アクションプランとして落とし込む仕組みになっており、グループ一体となってサステナビリティを推進する体制を

構築しています。「グローバルサステナビリティ委員会」で議論された戦略や目標値の進捗は、取締役会の執行側における最上位の意思決定機関である

「Corporate Management Board」で審議され、最終的には取締役会に報告されてモニタリングを受ける仕組みとなっています。サステナビリティに関する目標の

達成・進捗状況を把握し、グループ全体の経営に効果的に統合・反映させるため、経営の最高責任者である取締役 兼 代表執行役社長 Group CEOが執行の最終責任

を負っています。 

水セキュリティ 

(4.3.1.1) 責任を有する個人の役職/委員会 

役員レベル 

☑ 最高経営責任者(CEO) 

 

(4.3.1.2) この役職が負う環境関連の責任 

依存、インパクト、リスクおよび機会 

☑ 環境への依存、インパクト、リスクおよび機会の評価  

☑ 環境への依存、インパクト、リスクおよび機会に関する今後のトレンドに関する評価  



 

91 

☑ 環境への依存、インパクト、リスクおよび機会の管理  
 

エンゲージメント  

☑ ランドスケープ/管轄区域におけるエンゲージメントの管理 

☑ 環境課題に関する政策エンゲージメントの管理 

☑ 環境関連の要求事項に対するサプライヤーのコンプライアンス管理 

☑ 環境課題に関連したバリューチェーン・エンゲージメントの管理 

 

方針、コミットメントおよび目標  

☑ 全社の環境方針および/またはコミットメントに対する遵守状況のモニタリング 

☑ 全社的な環境目標に向けた進捗の測定 

☑ 環境関連の科学に基づく目標に向けた進捗の測定 

☑ 全社的な環境方針および/またはコミットメントの策定 

☑ 全社的な環境目標の設定 

 

戦略と財務計画 

☑ 気候移行計画の作成 ☑ 環境課題に関連した年次予算の管理 

☑ 気候移行計画の実行 ☑ 環境関連の開示、監査、検証プロセスの管理 

☑  環境関連のシナリオ分析の実施 ☑ 環境課題に関連した企業買収、合併、事業売却の管理 

☑ 環境課題を考慮した事業戦略の策定 ☑ 環境課題に関連した主要な資本支出および/または OPEX の管理 

☑ 環境課題に関連した事業戦略の実行 ☑ イノベーション/低環境負荷製品またはサービス (R&D を含む) に関連した優

先事項の管理 

 

その他 

☑ 環境実績に関連した従業員インセンティブの提供 

 

(4.3.1.4) 報告系統（レポーティングライン） 

選択: 

☑ 取締役会に直接報告 
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(4.3.1.5) 環境課題に関して取締役会に報告が行われる頻度 

選択: 

☑ 四半期に 1 回以上の頻度で 

(4.3.1.6) 説明してください 

アサヒグループホールディングスの Group CEOは、当社における経営の最高責任者であり、取締役会のメンバーでもあります。また、サステナビリティの推進を

重要な経営課題と捉えており、取締役 兼 代表執行役社長 Group CEOが委員長を務める「グローバルサステナビリティ委員会」を設置し、サステナビリティ推進を

包括したコーポレートガバナンス体制を構築しています。この委員会で決定した内容は、「グローバルサステナビリティリーダーズ会議」や「サステナビリティタ

スクフォース」を通じてグループ全体の戦略・アクションプランとして落とし込む仕組みになっており、グループ一体となってサステナビリティを推進する体制を

構築しています。「グローバルサステナビリティ委員会」で議論された戦略や目標値の進捗は、取締役会の執行側における最上位の意思決定機関である

「Corporate Management Board」で審議され、最終的には取締役会に報告されてモニタリングを受ける仕組みとなっています。サステナビリティに関する目標の

達成・進捗状況を把握し、グループ全体の経営に効果的に統合・反映させるため、経営の最高責任者である取締役 兼 代表執行役社長 Group CEOが執行の最終責任

を負っています。 

生物多様性 

(4.3.1.1) 責任を有する個人の役職/委員会 

役員レベル 

☑ 最高経営責任者(CEO) 

 

(4.3.1.2) この役職が負う環境関連の責任 

依存、インパクト、リスクおよび機会 

☑ 環境への依存、インパクト、リスクおよび機会の評価  

☑ 環境への依存、インパクト、リスクおよび機会に関する今後のトレンドに関する評価  

☑ 環境への依存、インパクト、リスクおよび機会の管理  

 

エンゲージメント  
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☑ ランドスケープ/管轄区域におけるエンゲージメントの管理 

☑ 環境課題に関する政策エンゲージメントの管理 

☑ 環境関連の要求事項に対するサプライヤーのコンプライアンス管理 

☑ 環境課題に関連したバリューチェーン・エンゲージメントの管理 

 

方針、コミットメントおよび目標  

☑ 全社の環境方針および/またはコミットメントに対する遵守状況のモニタリング 

☑ 全社的な環境目標に向けた進捗の測定 

☑ 環境関連の科学に基づく目標に向けた進捗の測定 

☑ 全社的な環境方針および/またはコミットメントの策定 

☑ 全社的な環境目標の設定 

 

戦略と財務計画 

☑ 気候移行計画の作成 ☑ 環境課題に関連した年次予算の管理 

☑ 気候移行計画の実行 ☑ 環境関連の開示、監査、検証プロセスの管理 

☑  環境関連のシナリオ分析の実施 ☑ 環境課題に関連した企業買収、合併、事業売却の管理 

☑ 環境課題を考慮した事業戦略の策定 ☑ 環境課題に関連した主要な資本支出および/または OPEX の管理 

☑ 環境課題に関連した事業戦略の実行 ☑ イノベーション/低環境負荷製品またはサービス (R&D を含む) に関連した優

先事項の管理 

 

その他 

☑ 環境実績に関連した従業員インセンティブの提供 

 

(4.3.1.4) 報告系統（レポーティングライン） 

選択: 

☑ 取締役会に直接報告 

(4.3.1.5) 環境課題に関して取締役会に報告が行われる頻度 
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選択: 

☑ 四半期に 1 回以上の頻度で 

(4.3.1.6) 説明してください 

アサヒグループホールディングスの Group CEOは、当社における経営の最高責任者であり、取締役会のメンバーでもあります。また、サステナビリティの推進を

重要な経営課題と捉えており、取締役 兼 代表執行役社長 Group CEOが委員長を務める「グローバルサステナビリティ委員会」を設置し、サステナビリティ推進を

包括したコーポレートガバナンス体制を構築しています。この委員会で決定した内容は、「グローバルサステナビリティリーダーズ会議」や「サステナビリティタ

スクフォース」を通じてグループ全体の戦略・アクションプランとして落とし込む仕組みになっており、グループ一体となってサステナビリティを推進する体制を

構築しています。「グローバルサステナビリティ委員会」で議論された戦略や目標値の進捗は、取締役会の執行側における最上位の意思決定機関である

「Corporate Management Board」で審議され、最終的には取締役会に報告されてモニタリングを受ける仕組みとなっています。サステナビリティに関する目標の

達成・進捗状況を把握し、グループ全体の経営に効果的に統合・反映させるため、経営の最高責任者である取締役 兼 代表執行役社長 Group CEOが執行の最終責任

を負っています。 

[行を追加] 

 

(4.5) 目標達成を含め、環境課題の管理に対して金銭的インセンティブを提供していますか。 

気候変動 

(4.5.1) この環境課題に関連した金銭的インセンティブの提供 

選択: 

☑ はい 

(4.5.2) この環境課題の管理に関連した役員および取締役会レベルの金銭的インセンティブが全体に占める比率 (%) 

20 

(4.5.3) 説明してください 

アサヒグループホールディングス（株）は、役員報酬を AGPの実践及び同社の持続的な成長と中長期の企業価値向上の実現、サステナビリティと経営の統合を図

るための重要な手段として位置付けています。 社内取締役(執行役兼務)・執行役の報酬は、基本報酬、年次賞与、株式報酬で構成し、社外取締役・社内取締役(監査
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委員)は基本報酬のみとしています。透明性・公正性を確保するため、過半数を独立社外取締役が占める報酬委員会の決議により、報酬内容を決定しています。ま

た、審議の客観性を維持するため、外部専門機関の報酬ベンチマークや先行プラクティス等も参照しています。 株式報酬は、当社の経営陣が経済的価値と社会的価

値の両立を目指し、中長期的視点での経営および社会的責任を果たすこと、また株主との利益・リスクの共有を目的とし、評価対象期間である３年間の業績評価に

応じて当社株式を交付する業績連動型株式ユニット制度を導入しています。 サステナビリティと経営の統合を目指し、株式報酬の業績評価のうち 20%を社会的価

値指標の比重として設定し、当社のサステナビリティ戦略および事業・社会への影響を踏まえ、2025年は GHG排出量（Scope1および 2）の削減率をグループ共

通の評価指標として選定しています。当制度は、財務・非財務双方の側面から当社の中長期的な企業価値向上を促すものであり、目標達成時には 100%を支給し、

その達成度に応じて 0～200%の範囲で株式報酬の支給率が変動します。 

水セキュリティ 

(4.5.1) この環境課題に関連した金銭的インセンティブの提供 

選択: 

☑ いいえ、今後 2 年以内に導入予定もない 

(4.5.3) 説明してください 

アサヒグループホールディングス（株）は、役員報酬を AGPの実践及び同社の持続的な成長と中長期の企業価値向上の実現、サステナビリティと経営の統合を図

るための重要な手段として位置付けています。 社内取締役(執行役兼務)・執行役の報酬は、基本報酬、年次賞与、株式報酬で構成し、社外取締役・社内取締役(監査

委員)は基本報酬のみとしています。透明性・公正性を確保するため、過半数を独立社外取締役が占める報酬委員会の決議により、報酬内容を決定しています。ま

た、審議の客観性を維持するため、外部専門機関の報酬ベンチマークや先行プラクティス等も参照しています。 株式報酬は、当社の経営陣が経済的価値と社会的価

値の両立を目指し、中長期的視点での経営および社会的責任を果たすこと、また株主との利益・リスクの共有を目的とし、評価対象期間である３年間の業績評価に

応じて当社株式を交付する業績連動型株式ユニット制度を導入しています。 サステナビリティと経営の統合を目指し、株式報酬の業績評価のうち 20%を社会的価

値指標の比重として設定し、当社のサステナビリティ戦略および事業・社会への影響を踏まえ、2025年は GHG排出量（Scope1および 2）の削減率をグループ共

通の評価指標として選定しています。水資源に関する評価指標を用いた役員報酬については、戦略的な優先度等の関係から設定はありませんでした。 

[固定行] 

 

(4.5.1) 環境課題の管理に対して提供される金銭的インセンティブについて具体的にお答えください (ただし個人の名前は

含めないでください) 。 

気候変動 
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(4.5.1.1) 金銭的インセンティブの対象となる役職 

取締役会または役員レベル 

☑ 最高経営責任者(CEO) 
 

(4.5.1.2) インセンティブ 

該当するすべてを選択 

☑ ボーナス – 一定金額 

☑ 株式 

(4.5.1.3) 実績指標 

目標 

☑ 環境目標達成に向けた進捗  

☑ ネットゼロ目標に則った排出量総量の削減  
 

排出量削減 

☑ 総量削減  

 

(4.5.1.4) 当該インセンティブが紐づけられているインセンティブプラン 

選択: 

☑ 長期インセンティブプランまたは同等のもののみ (契約による複数年ボーナス等) 

(4.5.1.5) インセンティブに関する追加情報 

社内取締役(執行役兼務)・執行役の報酬は、基本報酬、年次賞与、株式報酬で構成し、社外取締役・社内取締役(監査委員)は基本報酬のみとしています。透明性・

公正性を確保するため、過半数を独立社外取締役が占める報酬委員会の決議により、報酬内容を決定しています。また、審議の客観性を維持するため、外部専門機

関の報酬ベンチマークや先行プラクティス等も参照しています。 株式報酬は、当社の経営陣が経済的価値と社会的価値の両立を目指し、中長期的視点での経営およ
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び社会的責任を果たすこと、また株主との利益・リスクの共有を目的とし、評価対象期間である３年間の業績評価に応じて当社株式を交付する業績連動型株式ユニ

ット制度を導入しています。 サステナビリティと経営の統合を目指し、株式報酬の業績評価のうち 20%を社会的価値指標の比重として設定し、当社のサステナビ

リティ戦略および事業・社会への影響を踏まえ、2025年は GHG排出量（Scope1および 2）の削減率をグループ共通の評価指標として選定しています。当制度

は、財務・非財務双方の側面から当社の中長期的な企業価値向上を促すものであり、目標達成時には 100%を支給し、その達成度に応じて 0～200%の範囲で株式報

酬の支給率が変動します。 

(4.5.1.6) 当該の役職に対するインセンティブは、どのような形で貴組織の環境関連のコミットメントおよび/または気候関

連の移行計画達成に寄与していますか。 

アサヒグループホールディングス（株）は、役員報酬を AGPの実践及び同社の持続的な成長と中長期の企業価値向上の実現、サステナビリティと経営の統合を図

るための重要な手段として位置付けています。2025年は GHG排出量（Scope1および 2）の削減率をグループ共通の評価指標として選定していることから、当社

の気候移行計画である「アサヒカーボンゼロ」（2040年までにバリューチェーン全体で GHG排出量ネットゼロを目指す目標）の達成に寄与するものとなっていま

す。評価指標に紐づく 2025年の具体的な取組みとして、アサヒグループジャパン（株）の営業拠点などを含む全ての購入電力を再生可能エネルギーに切り替える

などを実施しました。その結果、「アサヒカーボンゼロ」の基準年である 2019年における Scope1,2の GHG排出量は 975千 t-CO2eでしたが、2025年時点では

500千 t-CO2eとなり、約 50%削減しました。これに伴い、当社グループの 2025年目標（Scope1,2における GHG排出量の 40%削減）を達成しました。 

[行を追加] 

 

(4.6) 貴組織は、環境課題に対処する環境方針を有していますか。 

 

貴組織は環境方針を有していますか。 

 選択: 

☑ はい 

[固定行] 

(4.6.1) 貴組織の環境方針の詳細を記載してください。 
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Row 1 

(4.6.1.1) 対象となる環境課題 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動 

☑ 水セキュリティ 

☑ 生物多様性 

(4.6.1.2) 対象範囲のレベル 

選択: 

☑ 組織全体 

(4.6.1.3) 対象となるバリューチェーン上の段階 

該当するすべてを選択 

☑ 直接操業  

☑ バリューチェーン上流  

☑ バリューチェーン下流  

(4.6.1.4) 対象範囲について説明してください 

私たちアサヒグループは、全従業員が環境問題に積極的に取り組むための指針として本方針を遵守し、ステークホルダーの皆様とともに「アサヒグループ環境ビジ

ョン 2050」で描くプラネット・ポジティブの実現を目指していきます。 アサヒグループは、水や農作物といった「自然の恵み」を享受して事業活動を行ってお

り、全社方針である「アサヒグループ環境ビジョン 2050」において、取り組むべき 4つの柱の一つに掲げる「水資源」に関する諸課題は、環境をはじめとするサ

ステナビリティにおいて非常に重要な課題です。また、水は人々が健やかに暮らすために不可欠な資源であり、水に関連する問題は、従業員やお客様といったステ

ークホルダーにとって、保健衛生などの確保という人権問題と直結するものと認識しています。 こうした認識のもと、当社グループは水に関する方針を環境方針に

組み込んでいます。この方針では、当社グループの直接的な事業活動における水関連の取り組みについて、法規制の遵守を前提として、アサヒグループとしての水

関連のパフォーマンス基準、調達基準などを設定しています。また、国際規格である ISO14001に対応したマネジメントシステムを構築しています。 法規制の遵守

にとどまらない取り組み、ステークホルダーの意識向上と教育、水管理へのコミットメント、そして国際基準や公共政策との整合性を常に図っていくことを念頭に

置き、関連する取り組みとして、次の 2点を実施しています。 〈Water Project（ウォータープロジェクト）への参画〉 アサヒグループは、環境省と大手飲料企業
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などが連携し、健全な水循環と日本の水環境保全の推進を国民に広く啓発する官民一体のプロジェクト「Water Project」に参画しています。 〈出前授業の実施と

水関連イノベーションへの取り組み〉 アサヒ飲料では、未来を担う子どもたちに「水の大切さ」や「地球環境保全に取り組むことの大切さ」を伝えることを目的

に、プログラム内容を一新した出前授業を展開しています。この中で、国連が定めた SDGs（持続可能な開発目標）を身近な事例をもとに学び、「自分たちででき

ること」を考えることで、環境問題解決への意欲を育んでいます。 これに加え、こうした環境方針を体現する取り組みとして、水関連イノベーションへの取り組み

も進めています。アサヒ飲料は、工場での水使用量を削減する施策の一つとして、ボトル洗浄時の節水に努めています。飲料の製造工程では、飲料の充填前にボト

ルとキャップを水で洗浄しますが、特にボトルリンサー（洗浄）設備で大量の水を使うため、節水に向けて「エアーインダクションノズル」を開発しました。これ

により、水と空気を混合して噴射させることで、従来よりも洗浄力を向上させながら、水の使用量を 60%から 75%削減しています。現在、自社工場のお茶や水製

造ラインのほぼ全てで、このノズルを使用したボトルリンサーを導入しています。 

(4.6.1.5) 環境方針の内容 

環境に関するコミットメント 

☑ 規制および遵守が必須な基準の遵守に対するコミットメント  

☑ 環境課題に関するステークホルダーとの連携およびキャパシティビルディングに対するコミットメント  
 

気候に特化したコミットメント 

☑ 再生可能エネルギー100%に対するコミットメント 

☑ ネットゼロ排出に対するコミットメント 

 

水セキュリティに特化したコミットメント 

☑ 水質汚染の管理/削減/根絶に対するコミットメント 

☑ 水消費量削減に対するコミットメント 

☑ 取水量削減に対するコミットメント  

☑ 地元コミュニティにおける安全に管理された水衛生 (WASH) に対するコミットメント  

☑ ウォータースチュワードシップおよび/または協調的アクションに対するコミットメント  
 

追加的言及/詳細 

☑ 水と衛生に関する人権の存在の認識  

 

 

(4.6.1.6) 貴組織の環境方針がグローバルな環境関連条約または政策ゴールに整合したものであるかどうかを記載してくだ
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さい。 

該当するすべてを選択 

☑ はい、パリ協定に整合しています。  

☑ はい、持続可能な開発目標のゴール 6[安全な水とトイレを世界中に]に整合しています。 

(4.6.1.7) 公開の有無 

選択: 

☑ 公開されている 

(4.6.1.8) 方針を添付してください。 

サステナビリティレポート_P26-31「環境」.pdf 

[行を追加] 

 

(4.10) 貴組織は、何らかの環境関連の協働的な枠組みまたはイニチアチブの署名者またはメンバーですか。  

(4.10.1) 貴組織は、何らかの環境関連の協働的な枠組みまたはイニチアチブの署名者またはメンバーですか。 

選択: 

☑ はい 

(4.10.2) 協働的な枠組みまたはイニシアチブ  

該当するすべてを選択 

☑ RE100  ☑ 日本気候リーダーズ・パートナーシップ(JCLP) 

☑ 国連グローバル・コンパクト ☑ 気候関連財務情報開示タスクフォース(TCFD)  

☑ CEO Water Mandate ☑ Task Force on Nature-related Financial Disclosures (TNFD) 

☑ We Mean Business   
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☑ 気候変動イニシアティブ (JCI)   

(4.10.3) 各枠組みまたはイニシアチブにおける貴組織の役割をお答えください。 

TCFD：アサヒグループは、気候変動によるリスクと機会に関連する事業インパクトの評価及び対応策の立案が、持続可能な社会の実現及び事業の持続可能性に不

可欠であると認識し、「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」提言への賛同を表明した。 TNFD：2022年 4月、TNFDフォーラムに加入した。その

後、自然に関するリスクと機会を管理・開示するフレームワークに則った分析を開始し、現在はアサヒグループホールディングス（株）が「TNFD Early Adopter」

として登録され、TNFDが提言する LEAPアプローチ（Locate、Evaluate、Assess、Prepare）を適用している。生物多様性のみならず、気候変動や資源循環のリ

スクと機会を多角的な視点で捉え、対応策を講じることで、投資家との対話を進め、社会の持続性と企業価値の向上につなげていきたいと考えている。また、

TNFDフレームワークに沿った分析の経緯を TNFDへ報告し、国際枠組みの構築に積極的に協力している。 RE100：2020年 10月に日本国内の飲料業界としては

初となる RE100に加盟した。2040年までに使用電力すべてを再生可能エネルギーにすることを目指す。 国連グローバル・コンパクト：2002年 6月に日本企業と

して 3番目に「国連グローバル・コンパクト」の支持を表明し、グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンにおいて組織されている分科会活動に参加し、

日本の先進企業とともに 10原則の実現に取り組んでいる。 Business Ambition for 1.5℃：2021年、国連グローバル･コンパクト、We Mean Business、SBT

（Science Based Targets）イニシアチブ 4が主導する温暖化による世界の気温上昇を 1.5℃に抑える目標づくりを呼び掛ける「Business Ambition for 1.5℃」に署名

した。 JCLP：持続可能な脱炭素社会の実現を目指す企業グループである JCLPに 2021年 3月に加盟した。 We Mean Business：We Mean Businessが 2021年 9

月 30日に G20各国政府に向けて発信した、温室効果ガスの国別削減目標強化を求める共同書簡に賛同した。 The CEO Water Mandate：アサヒグループは、水の

持続可能性や水資源問題に関する課題に対する取り組みを強化することを目的に 2023年 4月に国連グローバル・コンパクトの「The CEO Water Mandate」に署名

した。 JCI：、2024年 7月には JCI加盟企業として、1.5ºC目標と整合する野心的な 2035年目標の設定を日本政府に求めるメッセージに賛同した。 

[固定行] 

 

(4.11) 報告年の間に、貴組織は、環境に (ポジティブにまたはネガティブに) 影響を与え得る政策、法律または規制に直接

的または間接的に影響を及ぼす可能性のある活動を行いましたか。 

(4.11.1) 環境に影響を与え得る政策、法律、規制に直接的または間接的に影響を及ぼす可能性のある外部とのエンゲージ

メント活動 

はい 

☑ はい、当組織は、その活動が政策、法律または規制に影響を与え得る業界団体または仲介組織を通じて、および/またはそれらの団体に資金提供または現

物支援を行うことで、間接的にエンゲージメントを行っています。 
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(4.11.2) 貴組織が、グローバルな環境関連の条約または政策ゴールに整合してエンゲージメント活動を行うという公開さ

れたコミットメントまたはポジションステートメントを有しているかどうかを回答してください。 

選択: 

☑ はい、私たちにはグローバルな環境関連の条約や政策ゴールに沿った公開のコミットメントや立場表明があります  

(4.11.3) 公開のコミットメントや立場表明が沿っているグローバルな環境関連の条約や政策ゴール 

該当するすべてを選択 

☑ パリ協定  

☑ 昆明・モントリオール世界生物多様性枠組み  

☑ 持続可能な開発目標のゴール 6[安全な水とトイレを世界中に]  

(4.11.4) コミットメントまたはポジションステートメントを添付してください。 

サステナビリティレポート_P10-14「マテリアリティ」「ステークホルダー・エンゲージメント」.pdf 

(4.11.5) 貴組織が透明性登録簿に登録されているかどうかを回答してください。 

選択: 

☑ はい、当組織が関与している仲介組織は登録されています。 

(4.11.6) 貴組織が登録されている透明性登録簿の種類 

該当するすべてを選択 

☑ 政府によるものではない透明性登録簿 

(4.11.7) 貴組織が登録している透明性登録簿と、当該登録簿における貴組織の ID 番号を開示してください。 

当社は経団連の参加企業として記載されています。 



 

103 

(4.11.8) 外部とのエンゲージメント活動が貴組織の環境関連のコミットメントおよび/または移行計画と矛盾しないように

貴組織で講じているプロセスを説明してください。 

アサヒグループにとって、気候変動による異常気象や災害の多発、水資源や農産物への影響は、事業に大きなリスクをもたらします。事業活動に伴う CO2排出量

を削減し、気候変動に対応することは喫緊の課題です。 そのため、アサヒグループは、CO2排出量“ゼロ”を目指す「アサヒカーボンゼロ」を、パリ協定や国連の持

続可能な開発目標を踏まえ、2018年に設定しました。その後、目標を上方修正し、現在は 2040年までにバリューチェーン全体（Scope1,2,3）で GHG排出量ネッ

トゼロ（排出量の削減が 90%以上、炭素除去は最大 10%）を達成することを目標としています。あわせて、2030年までに Scope1,2において GHG排出量を 70%

削減、Scope3において 30%削減する目標（いずれも 2019年比）を設定し、SBTイニシアチブから認定を取得しています。また、「アサヒカーボンゼロ」がパリ

協定で示された 1.5℃目標と科学的に整合していることを検証するため、SBTネットゼロ認定を取得しており、さらに農産物原料などの土地利用で発生する GHG

排出量を対象とした FLAG排出量を含む短期・長期目標においても、日本企業として初めて SBT認定を取得しました。 Scope1,2だけでなく、バリューチェーンの

あらゆる段階でステークホルダーの皆様と協力しながら、様々な取り組みを推進しています。その一環として、以下のような活動を行っています。 ・業界団体・非

営利組織等への参加：食品・消費財大手や小売大手が加盟するコンシューマーグッズフォーラムや、非営利組織である We Mean Business、日本気候リーダーズ・

パートナーシップ（JCLP）、気候変動イニシアティブ（JCI）、Beverage Industry Environmental Roundtable（BIER）など、パリ協定の 1.5℃目標の実現に向けた

活動を行っている組織を通じて、国内外の政府に対し、CO2削減目標設定に関する意見表明などのエンゲージメント活動を実施しています。これらの組織への参加

は、各組織の戦略とアサヒグループの戦略が一致していることを確認した上で、社内承認を経て行っています。 ・社内での周知とモニタリング：グループ戦略は、

気候変動に関する協働活動を計画・実施する際に、事業部や地域を問わず全従業員が確認できるよう、社内イントラネットへの掲載や社内報での周知を行っていま

す。また、実施されている活動がグループ戦略に沿った内容になっているかを確認するため、サステナビリティ部門が中心となり、定期的にモニタリングを実施し

ています。 ・日本政府への要請：2024年 7月には、JCI加盟企業として、日本の 2035年排出削減目標を「1.5℃目標と整合する野心的なもの」にするよう日本政

府に求めるメッセージに賛同し、気候変動対策の強化を要請しました。さらに 2025年 11月には、JCI加盟企業として、1.5℃目標の達成に向け、2030年以降もそ

の未来をつないでいくため、気候危機の克服に挑戦し続けることを約束する「気候変動アクション日本サミット 2025宣言」に賛同しました。これは、自社の科学

的根拠に基づく目標（SBT）と矛盾する政策が採用されることを防ぎ、整合性を確保するための明確なプロセスであると認識しています。 

[固定行] 

 

(4.11.2) 報告年の間に、業界団体またはその他の仲介団体/個人を通じた、環境に対して (ポジティブまたはネガティブな形

で) 影響を与え得る政策、法律、規制に関する貴組織の間接的なエンゲージメントの詳細について記載してください。 

Row 1 

(4.11.2.1) 間接的なエンゲージメントの種類 

選択: 
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☑ 業界団体を通じた間接的なエンゲージメント 

(4.11.2.4) 業界団体 

アジア太平洋 

☑ 日本経済団体連合会(経団連) 

 

(4.11.2.5) 当該組織または個人がある考え方に立つ政策、法律、規制に関連する環境課題 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動 

☑ 水セキュリティ 

(4.11.2.6) 貴組織の考え方は、貴組織がエンゲージメントを行う組織または個人の考え方と一致しているかどうかを回答し

てください。 

選択: 

☑ 一貫性を有している 

(4.11.2.7) 報告年の間に、貴組織が当該組織または個人の考え方に影響を与えようとしたかどうかを回答してください。 

選択: 

☑ はい、当社は業界団体の現在の立場を公に推奨しています 

(4.11.2.8) 貴組織の考え方は当該組織または個人の考え方とどのような形で一致しているのか、それとも異なっているの

か、そして当該組織または個人の考え方に影響を及ぼすための行動を取ったかについて記載してください。 

食品・消費財大手や小売大手が加盟する国際的な業界団体コンシューマー・グッズ・フォーラム（CGF）は、国連の「Race to Zero Accelerator」としても活動する

など、気候変動に対して積極的に取り組みを進めています。この点は、気候変動に対する当社の立場と一致しています。 また、CGFの会員企業として活動するこ

とで、ベストプラクティスを共有したり、気候変動への取り組みを通じた業界全体のポジティブな変化を促進したりするため、資金提供も行っています。 
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(4.11.2.9) 報告年の間にこの組織または個人に貴組織が提供した資金額 (通貨) 

0 

(4.11.2.11) 貴組織のエンゲージメントが、グローバルな環境関連の条約または政策ゴールと整合しているかどうかについ

て評価を行っているかを回答してください。 

選択: 

☑ はい、評価しました。整合しています 

(4.11.2.12) 政策、法律、規制に対する貴組織のエンゲージメント活動と整合する世界的な環境条約または政策ゴール 

該当するすべてを選択 

☑ パリ協定  

☑ 昆明・モントリオール世界生物多様性枠組み  

☑ 持続可能な開発目標のゴール 6[安全な水とトイレを世界中に]  

Row 2 

(4.11.2.1) 間接的なエンゲージメントの種類 

選択: 

☑ その他の仲介組織または個人を通じた間接的なエンゲージメント 

(4.11.2.2) 組織または個人の種類 

選択: 

☑ 非政府組織(NGO)またはチャリティ団体 

(4.11.2.3) 当該組織または個人の考え方を説明してください。 

日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP） 
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(4.11.2.5) 当該組織または個人がある考え方に立つ政策、法律、規制に関連する環境課題 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動 

(4.11.2.6) 貴組織の考え方は、貴組織がエンゲージメントを行う組織または個人の考え方と一致しているかどうかを回答し

てください。 

選択: 

☑ 一貫性を有している 

(4.11.2.7) 報告年の間に、貴組織が当該組織または個人の考え方に影響を与えようとしたかどうかを回答してください。 

選択: 

☑ はい、当社は業界団体の現在の立場を公に推奨しています 

(4.11.2.8) 貴組織の考え方は当該組織または個人の考え方とどのような形で一致しているのか、それとも異なっているの

か、そして当該組織または個人の考え方に影響を及ぼすための行動を取ったかについて記載してください。 

日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）は、持続可能な脱炭素社会の実現には産業界が健全な危機感を持ち、積極的な行動を開始すべきであるという認

識のもと、2009年に発足した日本独自の企業グループです。脱炭素社会への移行を先導することで、社会から求められる企業になることを目指しています。 アサ

ヒグループは、JCLPに資金提供を行うことで、加盟企業の 1社として、日本政府に対して意見書や提言を発表し、脱炭素社会の実現に貢献することを目的として

います。 過去には、日本政府に対し、日本の温室効果ガス排出削減の中期目標（NDC）に対する意見書（2019年度）や、「2030年再エネ比率 50％」の目標設定

を求める提言（2020年度）などを行ってきました。その後、日本政府が 2050年温室効果ガス排出実質ゼロ目標を表明していることから、当社は気候関連の法律や

規制に関して一定の影響力を持っていると考えています。 

(4.11.2.9) 報告年の間にこの組織または個人に貴組織が提供した資金額 (通貨) 

0 

(4.11.2.11) 貴組織のエンゲージメントが、グローバルな環境関連の条約または政策ゴールと整合しているかどうかについ
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て評価を行っているかを回答してください。 

選択: 

☑ はい、評価しました。整合しています 

(4.11.2.12) 政策、法律、規制に対する貴組織のエンゲージメント活動と整合する世界的な環境条約または政策ゴール 

該当するすべてを選択 

☑ パリ協定  

Row 3 

(4.11.2.1) 間接的なエンゲージメントの種類 

選択: 

☑ 業界団体を通じた間接的なエンゲージメント 

(4.11.2.4) 業界団体 

アジア太平洋 

☑ アジア太平洋のその他の業界団体。具体的にお答えください。 :ビール酒造組合・全国清涼飲料連合会 

 

(4.11.2.5) 当該組織または個人がある考え方に立つ政策、法律、規制に関連する環境課題 

該当するすべてを選択 

☑ 水セキュリティ 

(4.11.2.6) 貴組織の考え方は、貴組織がエンゲージメントを行う組織または個人の考え方と一致しているかどうかを回答し

てください。 

選択: 
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☑ 一貫性を有している 

(4.11.2.7) 報告年の間に、貴組織が当該組織または個人の考え方に影響を与えようとしたかどうかを回答してください。 

選択: 

☑ はい、当社は業界団体の現在の立場を公に推奨しています 

(4.11.2.8) 貴組織の考え方は当該組織または個人の考え方とどのような形で一致しているのか、それとも異なっているの

か、そして当該組織または個人の考え方に影響を及ぼすための行動を取ったかについて記載してください。 

アサヒビール社長はビール酒造組合に参加している。また、アサヒ飲料常務取締役は全国清涼飲料連合会の常任理事職に就いている。全国清涼飲料連合会のホーム

ページには「用水削減」、「水源涵養」、「水質保全」などの水資源保全活動に取り組んでいる内容が記述されている。このように、経営層が業界団体に参画して

いる現状において、彼らは水戦略策定にも主導的に関与しているので必然的に業界団体戦略と当グループ戦略は一致する仕組みが構築されている。また、業界団体

への参加については、業界団体戦略とグループ戦略が一致していることを確認の上、社内承認を経て参加している。こういった業界団体は、水関連の政策・法規制

をはじめとする環境政策等に対して意見表明を行うことで、公共政策に一定の影響力を有している。そのため、業界団体に経営幹部が参画しているアサヒグループ

は、業界団体を通じて、自社の取り組みが公共政策と整合するよう図ることが可能となっている。 なお、アサヒグループはこの業界団体の役職に就いているため、

業界団体との方針と不整合はそもそも発生しないものと考えられるため、当該団体を通じて公共政策との不整合も生じる可能性は非常に低い。万が一、公共政策と

当社グループの戦略との間に不整合が確認された場合は、基本的に当該政策に整合するよう戦略の見直しを図るとともに、政策当局との話し合いの場を適宜設ける

ことにより、当社グループとしての当該政策に対する意見表明も行っていく予定である。 

(4.11.2.9) 報告年の間にこの組織または個人に貴組織が提供した資金額 (通貨) 

0 

(4.11.2.11) 貴組織のエンゲージメントが、グローバルな環境関連の条約または政策ゴールと整合しているかどうかについ

て評価を行っているかを回答してください。 

選択: 

☑ はい、評価しました。整合しています 

(4.11.2.12) 政策、法律、規制に対する貴組織のエンゲージメント活動と整合する世界的な環境条約または政策ゴール 
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該当するすべてを選択 

☑ 持続可能な開発目標のゴール 6[安全な水とトイレを世界中に]  

Row 4 

(4.11.2.1) 間接的なエンゲージメントの種類 

選択: 

☑ その他の仲介組織または個人を通じた間接的なエンゲージメント 

(4.11.2.2) 組織または個人の種類 

選択: 

☑ 非政府組織(NGO)またはチャリティ団体 

(4.11.2.3) 当該組織または個人の考え方を説明してください。 

Japan Climate Initiative（JCI） 

(4.11.2.5) 当該組織または個人がある考え方に立つ政策、法律、規制に関連する環境課題 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動 

(4.11.2.6) 貴組織の考え方は、貴組織がエンゲージメントを行う組織または個人の考え方と一致しているかどうかを回答し

てください。 

選択: 

☑ 一貫性を有している 

(4.11.2.7) 報告年の間に、貴組織が当該組織または個人の考え方に影響を与えようとしたかどうかを回答してください。 
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選択: 

☑ はい、当社は業界団体の現在の立場を公に推奨しています 

(4.11.2.8) 貴組織の考え方は当該組織または個人の考え方とどのような形で一致しているのか、それとも異なっているの

か、そして当該組織または個人の考え方に影響を及ぼすための行動を取ったかについて記載してください。 

アサヒグループは、サステナビリティを経営のコア戦略と位置づけ、気候変動対策に力を入れています。 2040年のネットゼロを目指す「アサヒカーボンゼロ」を

掲げており、この目標は SBTi（Science Based Targetsイニシアチブ）から科学的に整合していると認定されています。2030年目標である Scope1と 2の排出量

70%削減（2019年比）に対し、2025年時点ですでに約 50%の削減を達成しました。 また、自社の取り組みに加え、気候変動イニシアティブ（JCI）にも加盟して

います。2024年 7月には、JCI加盟企業として、1.5℃目標と整合する野心的な 2035年目標の設定を日本政府に要請するなど、社会全体の脱炭素化に向けた政策提

言にも積極的に関与しています。 

(4.11.2.9) 報告年の間にこの組織または個人に貴組織が提供した資金額 (通貨) 

0 

(4.11.2.11) 貴組織のエンゲージメントが、グローバルな環境関連の条約または政策ゴールと整合しているかどうかについ

て評価を行っているかを回答してください。 

選択: 

☑ はい、評価しました。整合しています 

(4.11.2.12) 政策、法律、規制に対する貴組織のエンゲージメント活動と整合する世界的な環境条約または政策ゴール 

該当するすべてを選択 

☑ パリ協定  

[行を追加] 

 

(4.12) 報告年の間に、CDP への回答以外で、貴組織の環境課題に対する対応に関する情報を公開していますか。 

選択: 
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☑ はい 

(4.12.1) CDP への回答以外で報告年の間の環境課題に対する貴組織の対応に関する情報についての詳細を記載してくださ

い。当該文書を添付してください。 

Row 1 

(4.12.1.1) 公開 

選択: 

☑ メインストリームレポート 

(4.12.1.2) 当該出版物は基準または枠組みに整合していますか。 

選択: 

☑ はい 

(4.12.1.3) 当該出版物が整合している基準または枠組み 

該当するすべてを選択 

☑ TCFD 

☑ TNFD 

(4.12.1.4) 文書中で対象となっている環境課題 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動 

☑ 水セキュリティ 

☑ 生物多様性 

(4.12.1.5) 作成状況 
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選択: 

☑ 完成 

(4.12.1.6) 内容 

該当するすべてを選択 

☑ 戦略 ☑ 依存およびインパクト  

☑ ガバナンス ☑ バリューチェーン上のエンゲージメント（協働） 

☑ 環境方針の内容  

☑ 気候関連目標   

☑ リスクおよび機会  

(4.12.1.7) ページ/章 

『第 102期 有価証券報告書』 2【サステナビリティに関する考え方及び取組】：P21~P37 

(4.12.1.8)  関連する文書を添付してください。 

securities2025_4q.pdf 

(4.12.1.9) コメント  

補足事項はありません。 

[行を追加] 
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C5. 事業戦略 
(5.1) 貴組織では、環境関連の結果を特定するためにシナリオ分析を用いていますか。 

気候変動 

(5.1.1)  シナリオ分析の使用 

選択: 

☑ はい 

(5.1.2)  分析の頻度  

選択: 

☑ 年 1 回 

水セキュリティ 

(5.1.1)  シナリオ分析の使用 

選択: 

☑ はい 

(5.1.2)  分析の頻度  

選択: 

☑ 年 1 回 

[固定行] 
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(5.1.1) 貴組織のシナリオ分析で用いているシナリオの詳細を記載してください。  

気候変動 

(5.1.1.1) 用いたシナリオ 

気候移行シナリオ 

☑ IEA NZE 2050 

 

(5.1.1.3) シナリオに対するアプローチ 

選択: 

☑ 定性、定量評価の両方 

(5.1.1.4) シナリオの対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体  

(5.1.1.5)  シナリオで検討したリスクの種類  

該当するすべてを選択 

☑ 政策 

☑ 市場リスク 

☑ 評判リスク 

☑ 技術リスク 

☑ 賠償責任リスク 

(5.1.1.6) シナリオの温度整合性  
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選択: 

☑ 1.5ºC 以下  

(5.1.1.7) 基準年 

2025 

(5.1.1.8) 対象となる時間軸 

該当するすべてを選択 

☑ 2030 

☑ 2040 

☑ 2050 

(5.1.1.9)  シナリオにおけるドライビング・フォース 

ステークホルダーや顧客の要求 

☑ 消費者感情 

 

規制機関、法的・政治的体制  

☑ グローバルな規制 

 

(5.1.1.10)  シナリオの前提、不確実性および制約  

アサヒグループは、気候変動によるリスクと機会に関連した事業への影響を評価し、対応策を立てることが、持続可能な社会の実現と事業の持続可能性に必要であ

ると認識しています。そのため、2019年 5月に「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」の提言に賛同しました。 【検討した分野】 経営戦略会議や取

締役会で議論を重ね、2025年は、農産物原料の生産国情報を更新するとともに、より長期的な視点で気候・自然関連リスクを捉えるため、分析期間を 2030年から

2040年へ延長し、リスクと機会の再評価および財務影響額の再算定を行いました。 【使用したシナリオ】 TCFDが要請している、社会全体が最も脱炭素化へ移行

する 1.5℃シナリオ（IEA NZE 2050）と、原材料への影響を測るため、気候変動が最も激甚化する社会を仮定した 4℃シナリオ（RCP8.5）を特定しました。 【検

討した時間軸】 原材料への影響把握と「アサヒグループ環境ビジョン 2050」を掲げていることから、時間軸は 2030年、2040年、2050年に設定しています。特

に、各リスクによる財務影響額を試算する対象年については、当社グループのネットゼロ目標の対象年である 2040年に変更しました。 【シナリオ分析の手法】 気

候変動をサステナビリティの重要課題と捉え、CEOが委員長を務める「グローバルサステナビリティ委員会」において戦略を構築するとともに、取締役会に報告
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し、取締役会の監督のもとで PDCA（計画・実行・評価・改善）の強化を図っています。 気候や自然に関するリスクと機会は多様で、環境の変化によって大きく変

動します。そのため、アサヒグループは 2024年に、TCFDと TNFDを統合したアプローチを取り、2025年もこのアプローチを継続しています。共通のシナリオを

もとに、事業や社会（気候・自然）という観点から分析し、相互作用によって発生するリスクを特定しました。これにより、事業と自然へのインパクトを可視化

し、相乗効果も期待できる機会や対応策を特定しています。 気候や自然への依存・影響を分析した結果、最大の財務影響を持つリスクは炭素税（移行リスク）であ

り、事業戦略上不可欠な原料の気候・自然への依存・影響から生じるリスクは、異常気象による農産物の収量変動（物理リスク）であることが確認できました。こ

れらはこれまで TCFDフレームワークを活用し、気候変動の事業影響として認識してきたリスクですが、気候変動はより大きな自然の劣化にも関連しています。農

産物の収量についてリスクが発生し得る地域は、気候変動と自然の両方の観点で分析した際に、気候変動リスクと自然リスクの多くが重なっていることを確認しま

した。 

(5.1.1.11)  シナリオ選択の根拠 

将来の様々な可能性を分析するシナリオ分析には、不確実性が存在するため、複数の仮定を置いて分析を実施しています。 そのうちの一つが IEA（国際エネルギー

機関）が提示する「NZE 2050（Net Zero Emissions by 2050）」であり、これは社会全体が最も脱炭素化へ移行した場合を仮定したものです。 

水セキュリティ 

(5.1.1.1) 用いたシナリオ 

水シナリオ 

☑ WRI Aqueduct 
 

(5.1.1.3) シナリオに対するアプローチ 

選択: 

☑ 定性、定量評価の両方 

(5.1.1.4) シナリオの対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体  

(5.1.1.5)  シナリオで検討したリスクの種類  
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該当するすべてを選択 

☑ 政策 ☑ 急性の物理的リスク 

☑ 市場リスク ☑ 慢性の物理的リスク 

☑ 評判リスク  

☑ 技術リスク  

☑ 賠償責任リスク  

(5.1.1.7) 基準年 

2025 

(5.1.1.8) 対象となる時間軸 

該当するすべてを選択 

☑ 2030 

☑ 2040 

☑ 2050 

(5.1.1.9)  シナリオにおけるドライビング・フォース 

地域の生態系資産の相互作用、依存、インパクト  

☑ 自然の状態の変化 

☑ 気候変動 (自然の変化の 5 つの要員のうちの 1 つ)  
 

ステークホルダーや顧客の要求 

☑ インパクトに対する消費者の関心 

 

規制機関、法的・政治的体制  

☑ グローバルな規制 

 

(5.1.1.10)  シナリオの前提、不確実性および制約  



 

118 

アサヒグループにとって重要な社会経済要因である生物多様性および資源循環を分析の軸に加え、シナリオを設定しました。 その上で、各シナリオについて、中長

期的な視野での外部環境の変化（法規制、市場、技術などのイノベーション、プレイヤー、エンドユーザー、自然環境）を想定し、自社の事業や戦略への影響を分

析し、気候変動リスクとの関連性を整理しました。分析の結果、物理的な水被害によるリスクが多いと特定しました。 【降水パターンの変化による影響】 WRIの

ツール「Aqueduct Water Risk Atlas」を利用して、2040年時点、4℃/1.5℃シナリオにおいて水リスクが高い拠点を導き出しました。 アサヒグループが原料として

水を調達している各地域において、水リスクが高い拠点として日本で 20拠点、海外で 26拠点が判明しました。これらの拠点で水資源の枯渇により水道料金の値上

げが生じた場合、年間で約 5億円のコスト増加が発生するという結果になりました。 【異常気象による自然災害の影響】 農産物の生産地について、水量リスク

（水ストレス、季節変動、地下水位低下など、生育に必要な水の確保が困難になるリスク）、自然災害リスク（洪水・干ばつリスク）、規制リスク（流域に暮らす

人々の社会、文化、人権などに深く関わる評判リスク）を分析し、評価を行いました。 その結果、現在および将来の水ストレスは中国やアメリカで極めて高く、灌

漑用水を利用している場合はリスクが大きくなることが判明しました。また、大豆・トウモロコシの生産地であるアメリカ・ミシガン州は、将来の水ストレスによ

る事業への影響が極めて高くなります。イリノイ州は、将来の水ストレスと評判リスクによる事業への影響が極めて高くなると想定されます。大麦の生産地である

チェコでは、洪水リスクが極めて高く、洪水などによって農地、貯蔵施設、輸送手段に影響が生じた際の事業への影響が懸念されます。さらに、干ばつリスクおよ

び評判リスクも高い結果となりました。 

(5.1.1.11)  シナリオ選択の根拠 

「アサヒグループ環境ビジョン 2050」（以下、環境ビジョン）で定義した、事業による環境負荷をゼロにし、循環を通じて地球環境への価値を最大化する「プラ

ネット・ポジティブ」を達成するには、戦略、取り組み、目標をタイムラインで示したロードマップの策定が不可欠です。そこで、環境ビジョンの改定を踏まえ、

既存の戦略やマイルストーンを見直し、「気候変動」「容器包装」「農産物原料」「水資源」のロードマップを策定しました。これら相互に関連する 4つの柱に取

り組むことで、事業と社会にインパクトを生み出し、事業と関連の深い生態系サービスの減少を回避・軽減し、ひいては生物多様性の保全・回復に貢献していきま

す。 【ロードマップ策定のアプローチ】 ロードマップの策定にあたり、私たちは科学的な根拠やデータに基づくアプローチと、各柱の相互関連性に重点を置きま

した。 【科学的根拠に基づくアプローチ】 例えば、気候変動における 2040年ネットゼロという目標が科学的根拠に基づくものであることを確認するため、SBT

イニシアチブにネットゼロの目標設定申請を行いました（2024年 6月時点）。また、水リスクが高い地域の特定については、水リスクに関するグローバル基準と

なっている評価ツール（Aqueductなど）と、第三者による現地水リスク評価結果を組み合わせ、対応が必要な生産拠点の特定に役立てました。 さらに、TCFD・

TNFDのフレームワークを活用し、分析を通じて明らかになった気候変動・自然劣化の課題への対応策を 4つの柱の戦略に落とし込み、各柱の目標やロードマップ

と統合しました。 【相互関連性】 私たちは包括的なアプローチを可能な限り検討し、複数の環境・社会課題に貢献できる取り組みを目指しています。たとえば、

持続可能な農産物原料の調達を強化することは、サプライチェーンにおける CO2排出量とウォーターフットプリントの削減につながります。さらに、持続可能な

農産物原料の取り組みでは、環境負荷の低減だけでなく、人権リスクを軽減する取り組みも進めます。水資源の取り組みでは、多くのお客様やステークホルダーの

皆様とともに学び、ベストプラクティスを共有しながら、野心的な目標に挑戦していきます。 【水資源における取り組み】 水資源については、全生産拠点に対

し、グローバルで使用されている水リスク評価ツール（Aqueduct、Water RiskFilter、IBAT）でのリスク評価結果と、これまでに実施してきた水に関する様々な調

査とを組み合わせて、水量・水質・生物多様性・WASH（衛生）の観点から、水リスクのある生産拠点や、優先して対応すべき工場を特定しました。 

気候変動 
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(5.1.1.1) 用いたシナリオ 

気候関連の物理的シナリオ 

☑ RCP 8.5 

 

(5.1.1.2) シナリオと併用した SSP  

選択: 

☑ SSP2 

(5.1.1.3) シナリオに対するアプローチ 

選択: 

☑ 定性、定量評価の両方 

(5.1.1.4) シナリオの対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体  

(5.1.1.5)  シナリオで検討したリスクの種類  

該当するすべてを選択 

☑ 急性の物理的リスク 

☑ 慢性の物理的リスク 

(5.1.1.6) シナリオの温度整合性  

選択: 

☑ 4.0ºC 以上  
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(5.1.1.7) 基準年 

2025 

(5.1.1.8) 対象となる時間軸 

該当するすべてを選択 

☑ 2030 

☑ 2040 

☑ 2050 

(5.1.1.9)  シナリオにおけるドライビング・フォース 

地域の生態系資産の相互作用、依存、インパクト  

☑ 自然の状態の変化 

☑ 気候変動 (自然の変化の 5 つの要員のうちの 1 つ)  

 

(5.1.1.10)  シナリオの前提、不確実性および制約  

アサヒグループは、気候変動によるリスクと機会に関連した事業への影響を評価し、対応策を立てることが、持続可能な社会の実現と事業の持続可能性に必要であ

ると認識しています。そのため、2019年 5月に「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」の提言に賛同しました。 【検討した分野】 経営戦略会議や取

締役会で議論を重ね、2025年は、農産物原料の生産国情報を更新するとともに、より長期的な視点で気候・自然関連リスクを捉えるため、分析期間を 2030年から

2040年へ延長し、リスクと機会の再評価および財務影響額の再算定を行いました。 【使用したシナリオ】 TCFDが要請している、社会全体が最も脱炭素化へ移行

する 1.5℃シナリオ（IEA NZE 2050）と、原材料への影響を測るため、気候変動が最も激甚化する社会を仮定した 4℃シナリオ（RCP8.5）を特定しました。 【検

討した時間軸】 原材料への影響把握と「アサヒグループ環境ビジョン 2050」を掲げていることから、時間軸は 2030年、2040年、2050年に設定しています。特

に、各リスクによる財務影響額を試算する対象年については、当社グループのネットゼロ目標の対象年である 2040年に変更しました。 【シナリオ分析の手法】 気

候変動をサステナビリティの重要課題と捉え、CEOが委員長を務める「グローバルサステナビリティ委員会」において戦略を構築するとともに、取締役会に報告

し、取締役会の監督のもとで PDCA（計画・実行・評価・改善）の強化を図っています。 気候や自然に関するリスクと機会は多様で、環境の変化によって大きく変

動します。そのため、アサヒグループは 2024年に、TCFDと TNFDを統合したアプローチを取り、2025年もこのアプローチを継続しています。共通のシナリオを

もとに、事業や社会（気候・自然）という観点から分析し、相互作用によって発生するリスクを特定しました。これにより、事業と自然へのインパクトを可視化

し、相乗効果も期待できる機会や対応策を特定しています。 気候や自然への依存・影響を分析した結果、最大の財務影響を持つリスクは炭素税（移行リスク）であ

り、事業戦略上不可欠な原料の気候・自然への依存・影響から生じるリスクは、異常気象による農産物の収量変動（物理リスク）であることが確認できました。こ
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れらはこれまで TCFDフレームワークを活用し、気候変動の事業影響として認識してきたリスクですが、気候変動はより大きな自然の劣化にも関連しています。農

産物の収量についてリスクが発生し得る地域は、気候変動と自然の両方の観点で分析した際に、気候変動リスクと自然リスクの多くが重なっていることを確認しま

した。 

(5.1.1.11)  シナリオ選択の根拠 

原材料への影響を図るための 4℃シナリオとして、RCP8.5を使用しています。 気候や自然に関するリスクと機会は多様であり、環境の変化によって大きく変動し

ます。そのため、複数のシナリオを TCFDと TNFDのベースシナリオと関連付けて統合シナリオを作成し、リスクと機会の分析に活用しています。 ・TCFDのベ

ースシナリオ: RCPシナリオ ・TNFDのベースシナリオ: SSPシナリオ 

水セキュリティ 

(5.1.1.1) 用いたシナリオ 

水シナリオ 

☑ WWF 水リスクフィルター 

 

(5.1.1.3) シナリオに対するアプローチ 

選択: 

☑ 定性、定量評価の両方 

(5.1.1.4) シナリオの対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体  

(5.1.1.5)  シナリオで検討したリスクの種類  

該当するすべてを選択 

☑ 政策 ☑ 急性の物理的リスク 
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☑ 市場リスク ☑ 慢性の物理的リスク 

☑ 評判リスク  

☑ 技術リスク  

☑ 賠償責任リスク  

(5.1.1.7) 基準年 

2025 

(5.1.1.8) 対象となる時間軸 

該当するすべてを選択 

☑ 2030 

☑ 2040 

☑ 2050 

(5.1.1.9)  シナリオにおけるドライビング・フォース 

地域の生態系資産の相互作用、依存、インパクト  

☑ 自然の状態の変化 

☑ 気候変動 (自然の変化の 5 つの要員のうちの 1 つ)  

 

ステークホルダーや顧客の要求 

☑ インパクトに対する消費者の関心 

 

規制機関、法的・政治的体制  

☑ グローバルな規制 

 

(5.1.1.10)  シナリオの前提、不確実性および制約  

アサヒグループにとって重要な社会経済要因である生物多様性および資源循環を分析の軸に加え、シナリオを設定しました。 その上で、各シナリオについて、中長
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期的な視野での外部環境の変化（法規制、市場、技術などのイノベーション、プレイヤー、エンドユーザー、自然環境）を想定し、自社の事業や戦略への影響を分

析し、気候変動リスクとの関連性を整理しました。分析の結果、物理的な水被害によるリスクが多いと特定しました。 【降水パターンの変化による影響】 WRIの

ツール「Aqueduct Water Risk Atlas」を利用して、2040年時点、4℃/1.5℃シナリオにおいて水リスクが高い拠点を導き出しました。 アサヒグループが原料として

水を調達している各地域において、水リスクが高い拠点として日本で 20拠点、海外で 26拠点が判明しました。これらの拠点で水資源の枯渇により水道料金の値上

げが生じた場合、年間で約 5億円のコスト増加が発生するという結果になりました。 【異常気象による自然災害の影響】 農産物の生産地について、水量リスク

（水ストレス、季節変動、地下水位低下など、生育に必要な水の確保が困難になるリスク）、自然災害リスク（洪水・干ばつリスク）、規制リスク（流域に暮らす

人々の社会、文化、人権などに深く関わる評判リスク）を分析し、評価を行いました。 その結果、現在および将来の水ストレスは中国やアメリカで極めて高く、灌

漑用水を利用している場合はリスクが大きくなることが判明しました。また、大豆・トウモロコシの生産地であるアメリカ・ミシガン州は、将来の水ストレスによ

る事業への影響が極めて高くなります。イリノイ州は、将来の水ストレスと評判リスクによる事業への影響が極めて高くなると想定されます。大麦の生産地である

チェコでは、洪水リスクが極めて高く、洪水などによって農地、貯蔵施設、輸送手段に影響が生じた際の事業への影響が懸念されます。さらに、干ばつリスクおよ

び評判リスクも高い結果となりました。 

(5.1.1.11)  シナリオ選択の根拠 

「アサヒグループ環境ビジョン 2050」（以下、環境ビジョン）で定義した、事業による環境負荷をゼロにし、循環を通じて地球環境への価値を最大化する「プラ

ネット・ポジティブ」を達成するには、戦略、取り組み、目標をタイムラインで示したロードマップの策定が不可欠です。そこで、環境ビジョンの改定を踏まえ、

既存の戦略やマイルストーンを見直し、「気候変動」「容器包装」「農産物原料」「水資源」のロードマップを策定しました。これら相互に関連する 4つの柱に取

り組むことで、事業と社会にインパクトを生み出し、事業と関連の深い生態系サービスの減少を回避・軽減し、ひいては生物多様性の保全・回復に貢献していきま

す。 【ロードマップ策定のアプローチ】 ロードマップの策定にあたり、私たちは科学的な根拠やデータに基づくアプローチと、各柱の相互関連性に重点を置きま

した。 【科学的根拠に基づくアプローチ】 例えば、気候変動における 2040年ネットゼロという目標が科学的根拠に基づくものであることを確認するため、SBT

イニシアチブにネットゼロの目標設定申請を行いました（2024年 6月時点）。また、水リスクが高い地域の特定については、水リスクに関するグローバル基準と

なっている評価ツール（Aqueductなど）と、第三者による現地水リスク評価結果を組み合わせ、対応が必要な生産拠点の特定に役立てました。 さらに、TCFD・

TNFDのフレームワークを活用し、分析を通じて明らかになった気候変動・自然劣化の課題への対応策を 4つの柱の戦略に落とし込み、各柱の目標やロードマップ

と統合しました。 【相互関連性】 私たちは包括的なアプローチを可能な限り検討し、複数の環境・社会課題に貢献できる取り組みを目指しています。たとえば、

持続可能な農産物原料の調達を強化することは、サプライチェーンにおける CO2排出量とウォーターフットプリントの削減につながります。さらに、持続可能な

農産物原料の取り組みでは、環境負荷の低減だけでなく、人権リスクを軽減する取り組みも進めます。水資源の取り組みでは、多くのお客様やステークホルダーの

皆様とともに学び、ベストプラクティスを共有しながら、野心的な目標に挑戦していきます。 【水資源における取り組み】 水資源については、全生産拠点に対

し、グローバルで使用されている水リスク評価ツール（Aqueduct、Water RiskFilter、IBAT）でのリスク評価結果と、これまでに実施してきた水に関する様々な調

査とを組み合わせて、水量・水質・生物多様性・WASH（衛生）の観点から、水リスクのある生産拠点や、優先して対応すべき工場を特定しました。 

気候変動 

(5.1.1.1) 用いたシナリオ 
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気候関連の物理的シナリオ 

☑ RCP 4.5 

 

(5.1.1.2) シナリオと併用した SSP  

選択: 

☑ SSP2 

(5.1.1.3) シナリオに対するアプローチ 

選択: 

☑ 定性、定量評価の両方 

(5.1.1.4) シナリオの対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体  

(5.1.1.5)  シナリオで検討したリスクの種類  

該当するすべてを選択 

☑ 急性の物理的リスク 

☑ 慢性の物理的リスク 

(5.1.1.6) シナリオの温度整合性  

選択: 

☑ 2.0 ºC-2.4 ºC 

(5.1.1.7) 基準年 
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2025 

(5.1.1.8) 対象となる時間軸 

該当するすべてを選択 

☑ 2030 

☑ 2040 

☑ 2050 

(5.1.1.9)  シナリオにおけるドライビング・フォース 

地域の生態系資産の相互作用、依存、インパクト  

☑ 自然の状態の変化 

☑ 気候変動 (自然の変化の 5 つの要員のうちの 1 つ)  
 

(5.1.1.10)  シナリオの前提、不確実性および制約  

アサヒグループは、気候変動によるリスクと機会に関連した事業への影響を評価し、対応策を立てることが、持続可能な社会の実現と事業の持続可能性に必要であ

ると認識しています。そのため、2019年 5月に「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」の提言に賛同しました。 【検討した分野】 経営戦略会議や取

締役会で議論を重ね、2025年は、農産物原料の生産国情報を更新するとともに、より長期的な視点で気候・自然関連リスクを捉えるため、分析期間を 2030年から

2040年へ延長し、リスクと機会の再評価および財務影響額の再算定を行いました。 【使用したシナリオ】 TCFDが要請している、社会全体が最も脱炭素化へ移行

する 1.5℃シナリオ（IEA NZE 2050）と、原材料への影響を測るため、気候変動が最も激甚化する社会を仮定した 4℃シナリオ（RCP8.5）を特定しました。 【検

討した時間軸】 原材料への影響把握と「アサヒグループ環境ビジョン 2050」を掲げていることから、時間軸は 2030年、2040年、2050年に設定しています。特

に、各リスクによる財務影響額を試算する対象年については、当社グループのネットゼロ目標の対象年である 2040年に変更しました。 【シナリオ分析の手法】 気

候変動をサステナビリティの重要課題と捉え、CEOが委員長を務める「グローバルサステナビリティ委員会」において戦略を構築するとともに、取締役会に報告

し、取締役会の監督のもとで PDCA（計画・実行・評価・改善）の強化を図っています。 気候や自然に関するリスクと機会は多様で、環境の変化によって大きく変

動します。そのため、アサヒグループは 2024年に、TCFDと TNFDを統合したアプローチを取り、2025年もこのアプローチを継続しています。共通のシナリオを

もとに、事業や社会（気候・自然）という観点から分析し、相互作用によって発生するリスクを特定しました。これにより、事業と自然へのインパクトを可視化

し、相乗効果も期待できる機会や対応策を特定しています。 気候や自然への依存・影響を分析した結果、最大の財務影響を持つリスクは炭素税（移行リスク）であ

り、事業戦略上不可欠な原料の気候・自然への依存・影響から生じるリスクは、異常気象による農産物の収量変動（物理リスク）であることが確認できました。こ

れらはこれまで TCFDフレームワークを活用し、気候変動の事業影響として認識してきたリスクですが、気候変動はより大きな自然の劣化にも関連しています。農

産物の収量についてリスクが発生し得る地域は、気候変動と自然の両方の観点で分析した際に、気候変動リスクと自然リスクの多くが重なっていることを確認しま
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した。 

(5.1.1.11)  シナリオ選択の根拠 

原材料への影響を図るための RCP4.5を使用しています。 気候や自然に関するリスクと機会は多様であり、環境の変化によって大きく変動します。そのため、複数

のシナリオを TCFDと TNFDのベースシナリオと関連付けて統合シナリオを作成し、リスクと機会の分析に活用しています。 ・TCFDのベースシナリオ: RCPシ

ナリオ ・TNFDのベースシナリオ: SSPシナリオ 

[行を追加] 

 

(5.1.2) 貴組織のシナリオ分析の結果の詳細を記載してください。  

気候変動 

(5.1.2.1) 報告されたシナリオの分析結果により影響を受けたビジネスプロセス  

該当するすべてを選択 

☑ リスクと機会の特定・評価・管理  

☑ 戦略と財務計画 

☑ ビジネスモデルと戦略のレジリエンス 

☑ キャパシティビルディング  

☑ 目標策定と移行計画 

(5.1.2.2)  分析の対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体 

(5.1.2.3) 選択した事業プロセスへのシナリオ分析の影響を要約してください。 

【状況/課題】 地球温暖化による気候変動は、干ばつや洪水といった異常気象を激化させ、世界中の人々の生活や多様な生態系に大きな影響を与えています。気候

変動による生態系への被害は年々激化しており、社会全体の脱炭素化の実現が求められています。そのため、「自然の恵み」を享受して事業を行うアサヒグループ
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にとって、気候変動問題への対策は重要な課題だと認識しています。 アサヒグループは、2040年までに GHG排出量ネットゼロを目指す野心的な中長期目標「ア

サヒカーボンゼロ」を設定しています。また、社会（バリューチェーン外）のカーボン排出量削減にも貢献できるよう、「Beyondカーボンニュートラル」という

目標を掲げています。 この 2つの目標を実現するため、第三者保証を活用した科学的根拠に基づくモニタリングや情報開示を継続し、費用対効果を考慮した実効性

のある脱炭素移行計画の策定・実行に重点を置いて、取り組みを進めています。 さらに、TCFDや TNFDの分析を通じて、気候変動や脱炭素社会に向けた当社グル

ープと自然へのリスクと機会を評価しています。これらの認識をもとに、自社だけでなく持続可能な社会の実現を目指し、恒常的な市場・企業成長のための対策を

講じています。 【行動】 この 2つの目標を実現するため、第三者保証を活用した科学的根拠に基づくモニタリングや情報開示を継続し、費用対効果を考慮した実

効性のある脱炭素移行計画の策定・実行に重点を置いて、取り組みを進めています。 さらに、TCFDや TNFDの分析を通じて、気候変動や脱炭素社会に向けた当社

グループと自然へのリスクと機会を評価しています。これらの認識をもとに、自社だけでなく持続可能な社会の実現を目指し、恒常的な市場・企業成長のための対

策を講じています。 当社グループは、改訂した 2040年ネットゼロ目標が、パリ協定で示された 1.5℃目標と科学的に整合するものであることを証明するため、

2024年 6月に SBTネットゼロ認定を取得しました。また、農産物原料などの土地利用で発生する GHG排出量を対象とした FLAG（Forest, Land and Agriculture）

排出量を含めた短期・長期目標においても、日本の企業として初めて SBT認定を取得しました。 Scope2排出量の削減においては、Asahi Beverages Pty Ltd.で

は、2025年末までに購入電力の 100%を再生可能エネルギーから調達、または供給することを目指し、再生可能エネルギーを購入する電力購入契約（PPA）を締結

しており、2024年 7月に Asahi Beverages Pty Ltd.は、ニューサウスウェールズ州最大の太陽光発電プロジェクトで、豪州の National Electricity Market（NEM）と

同規模のプロジェクトである New England Solarからエネルギーを調達し、オフセットするフローパワーにおける 3件目の PPAを発表しました。AHAは、この新

たな契約に基づき、年間 3万 MWhを購入する予定であり、Scope2排出量の削減を推進していきます。 目標達成に向けた取り組みをさらに推進させるため、2023

年 3月にグリーンボンドを発行しました。このグリーンボンドは、「アサヒカーボンゼロ」の取り組み、持続可能な容器包装に関する取り組み、持続可能な水資源

を推進するための費用に充当しています。 グリーンボンドを活用し、2024年 9月までに Scope3の GHG排出量削減に向けた、容器包装の軽量化やリサイクル素

材の活用を推進することを目的とし、グループ全体でのリサイクル PETやバイオマスプラスチックの調達、再生可能エネルギー電力の購入に充当しています。ま

た、2029年から操業を開始する予定の「アサヒビール鳥栖工場」における設備投資や使用するエネルギーの再生可能エネルギー化の推進、CO2回収への取り組み

にも資金を充当し、脱炭素化を促進していきます。 

水セキュリティ 

(5.1.2.1) 報告されたシナリオの分析結果により影響を受けたビジネスプロセス  

該当するすべてを選択 

☑ リスクと機会の特定・評価・管理  

☑ 戦略と財務計画 

☑ ビジネスモデルと戦略のレジリエンス 

☑ キャパシティビルディング  

☑ 目標策定と移行計画 
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(5.1.2.2)  分析の対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体 

(5.1.2.3) 選択した事業プロセスへのシナリオ分析の影響を要約してください。 

【状況/課題】 世界人口の増加や開発途上国の経済成長、気候変動などにより、世界規模での水資源問題が発生しています。世界の水需要は年々増加しており、今

後、水不足のエリアがさらに拡大するだけでなく、降水量の変動によって洪水や干ばつが増加する恐れがあります。水は、地球環境にとってかけがえのない大切な

資源であるとともに、「自然の恵み」を享受して事業を行うアサヒグループにとっても欠かすことのできない大切な資源です。当社グループは、大切な「自然の恵

み」を次世代につなげるため、持続可能な水資源利用を実現しなければなりません。当社グループは、主要原料の生産地域について、事業への影響が大きいサプラ

イヤーや生産地を特定し、干ばつリスク、洪水リスク、評判リスクなどをそれぞれ特定しています。また、TCFD・TNFDを統合した分析アプローチを採用し、水

に関連する気候変動、自然劣化による財務インパクトを算出しており、水害による生産拠点の操業停止をリスクとして想定し、2040年時点で浸水リスクがある生

産拠点を 8拠点特定した上で、機会損失額を 1拠点あたり 0.1億円から 107億円と試算しました（地域別の最大値は日本 51億円、欧州 25億円、オセアニア 107

億円）。 これらを踏まえ、アサヒグループは人と自然のための健全な水環境の実現のため、グローバル共通で「水使用量の削減」「水リスクのある生産拠点流域に

おける課題改善への貢献」という目標を掲げ、取り組みを行っています。 【行動】 上記の課題認識のもと、当社は取締役会およびグローバルサステナビリティ委

員会での審議を経て、水資源に関する新たなグローバル定量目標を設定するという意思決定を行いました。この決定は「アサヒグループ環境ビジョン 2050」のロ

ードマップにも組み込まれています。 具体的には、以下の 2つの目標を策定しました。 ・水使用量原単位の削減目標: 2030年までに、水使用量の原単位をグロー

バル平均で 3.2m³/kl以下、特にリスクが高い優先流域の生産拠点では平均 2.7m³/kl以下にします。 ・流域保全への貢献目標: 2030年までに、水リスクの高い地域

に位置するすべての生産拠点（100%）において、それぞれの流域が抱える課題の改善に貢献する取り組みを実施します。 目標達成に向けた取り組みとして、アサ

ヒグループの全ての主要生産拠点において、容器洗浄に使用した水を、汚れ具合に応じて他工程でも多段的に使用するカスケード利用を導入するなど、利用の効率

性向上を追求しています。また、取水・排水においては環境への負荷をできる限り小さくできるよう適切な対応・管理に努めています。日本のアサヒ飲料（株）の

各工場では、缶や PETボトルなどの容器を殺菌・洗浄するために使用した水をきれいにして、別の用途で再利用しています。 PETボトルやキャップの洗浄に使用

する「エアインダクションノズル」の形や水を出すスピードを工夫することで、使用する水の量を減らしながら高い洗浄力を実現しています。これらの工夫をする

前と比べ、水の使用量を 70%減らすことができました。 イタリアの Birra Peroni S.r.l. の操業拠点においては、2024年度にリサイクル水の利用や冷温に必要な水使

用の改善等に関する設備投資を実施したことで、約 24MLの水使用量の削減に貢献しています。 他、Asahi UKの操業拠点である Griffin Breweryにおいては、同

2024年度において水利用の効率改善を目的とした洗浄工程における設備更新を実施したことで、約 2.2MLの水使用量の削減に成功しています。 さらに 2025年に

は、チェコの Plzeňský Prazdroj, a.s.の Velké Popovice醸造所において、ろ過工程における Clean-in-place（CIP）工程の最適化により年間最大 87,000hlの水使用

量削減を達成し、一部の CIP工程では 1回当たりの水使用量を 79hlから 33～42hlに削減しました。スロバキアの Šariš Breweryでは、麦芽製造工程における自動

エアスプレー循環システムの導入や大麦の浸漬工程の最適化などにより、毎月約 572m³の水使用量削減と、排水にかかる所要時間の 25%削減を実現しました。イ

ンドネシアの製造拠点では、CIP工程における中間洗浄工程の見直しやすすぎ工程の常温水への切り替えなどにより、年間消費水量の約 3%に相当する節水効果を

達成しています。 

[固定行] 
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(5.2) 貴組織の戦略には気候移行計画が含まれていますか。  

  

(5.2.1) 移行計画  

選択: 

☑ はい、世界の気温上昇を 1.5 度以下に抑えるための気候移行計画があります 

(5.2.3) 公表されている気候移行計画  

選択: 

☑ はい 

(5.2.4) 化石燃料拡大に寄与する活動に対するあらゆる支出やそこからの売上を放棄するというコミットメントを明示した

計画  

選択: 

☑ はい 

(5.2.5) コミットメントに含まれる活動およびコミットメントの実行についての詳細  

アサヒグループは脱炭素社会の実現のため、2040年までに GHG排出量“ネットゼロ”を目指す「アサヒカーボンゼロ」を設定しています。また、バリューチェーン

を超えて社会全体の GHG排出量削減に貢献できるよう「Beyondカーボンニュートラル」の目標を掲げています。その達成に向け、ステークホルダーの皆様と協

働しながらさまざまな取り組みを推進しています。「アサヒカーボンゼロ」は、2040年に Scope1,2および Scope3にて GHG排出量“ネットゼロ”を目指すもので

あり、2030年に Scope1,2において 70%削減、Scope3において 30%削減を目標とするものです。アサヒグループは、自社の脱炭素目標達成に向けて、再生可能エ

ネルギーの早期導入完了や製造工程における燃料の脱炭素化、GHG排出量の削減・吸収・回収に関連する技術の開発と展開など、サプライヤーやパートナーと協

力し、バリューチェーン全体の GHG削減と生態系保全を目指します。 

(5.2.10) 貴組織の気候移行計画に関して株主からフィードバックが収集される仕組み  
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選択: 

☑ 実施している別のフィードバックの仕組みがあります  

(5.2.11) フィードバックの仕組みの説明  

当社では、アナリスト・投資家向け ESG説明会を開催し、フィードバックを収集しています。GHG排出量削減に向けた取り組みや、サステナビリティ活動を実施

する上での課題感について質疑応答を行っています。 また、投資家の皆様との面談も定期的に実施しており、1.5℃の世界に向けた移行計画をはじめとするサステ

ナビリティ全般についてフィードバックをいただくことで、当社の取り組み推進に役立てています。 

(5.2.12) フィードバック収集の頻度  

選択: 

☑ 年 1 回  

(5.2.13) 移行計画が前提としている主な仮定および依存関係の詳細  

シナリオ分析と同様に、移行計画についても、今後脱炭素社会へ移行していく中で事業運営にどのような影響があるかを認識しながら策定しています。 アサヒグル

ープは、科学的根拠に基づいた脱炭素目標設定の重要性を認識しており、気候変動への中長期目標「アサヒカーボンゼロ」を設定しています。これは、2040年に

Scope1, 2および Scope3で GHG排出量“ネットゼロ”を目指すものであり、2030年には Scope1と 2で 70%削減、Scope3で 30%削減を目標とするものです。ま

た、2024年 6月には、改訂した 2040年ネットゼロ目標が、パリ協定で示された 1.5℃目標と科学的に整合する目標であることを保証するために SBTネットゼロ認

定を取得しています。 

(5.2.14) 現報告期間または前報告期間で開示した移行計画に対する進捗の詳細 

【気候変動への対応】 「アサヒカーボンゼロ」目標達成に向けた取り組みが大きく前進しました。2024年には、2040年ネットゼロ目標が SBTiより「1.5℃目標」

として認定されています。これは農産物原料などの土地利用に由来する排出（FLAG排出量）を含む目標としては、日本企業で初の認定となりました。具体的な

GHG排出削減量としては、2025年において基準年（2019年）比で Scope1と 2を 53%、Scope3を 15%削減しました。また、再生可能エネルギーの導入も加速

しており、アサヒグループジャパン（株）では、2023年に全醸造所の購入電力を再生可能エネルギーに切り替えたことに加え、2025年には営業拠点などを含む全

ての購入電力を再生可能エネルギーに切り替えました。同様に、Asahi Europe and International Ltd.では 2025年に全醸造所の購入電力を、Asahi Beverages

（Australia）では 2025年に全醸造所・営業拠点などの購入電力の 100%を、それぞれ再生可能エネルギーに切り替えました。 【持続可能な水資源】 持続可能な水

資源の分野でも、定量目標の達成に向けて着実に成果を上げています。特に水リスクが高い優先流域における水使用量原単位については、2030年目標であった

「平均 2.7m³/kl以下」を 6年前倒しとなる 2024年に達成しました。グローバル平均でも 3.4m³/klとなり、2030年目標（3.2m³/kl以下）達成に向け削減が進んでい

ます。さらに、水リスクの高い 7つの生産拠点のうち 1拠点である Koninklijke Grolsch N.V.（オランダ）では、2030年までに Twente地域の水不足解決を目指す地
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域イニシアチブ「De Twentse Golf」において 2025年も主導的な役割を継続し、2025年時点で 700名を超えるメンバーが参加するまでに発展しました。 これらの

進捗は、サステナビリティと経営の統合を推進する当社グループのコミットメントを示すものです。 

(5.2.16) 貴組織の気候移行計画で検討されたその他の環境課題  

該当するすべてを選択 

☑ 水セキュリティ  

☑ 生物多様性  

(5.2.17) 貴組織の気候移行計画において、その他の環境課題がどのように検討されたのかを説明してください。 

アサヒグループでは、気候変動や水、生物多様性などはそれぞれが独立しているのではなく相互に関連していると認識しています。したがって、移行計画について

も気候変動だけでなく、水資源や生物多様性に関連のあるものとして捉えています。 アサヒグループは、グループ理念「Asahi Group Philosophy（AGP）」のも

と、事業を通じた持続可能な社会への貢献を目指し、サステナビリティと経営の統合を進めています。アサヒグループは、ビールを中心とした事業の持続的成長の

ために、主力ブランドを核としたプレミアム戦略とグローバルブランドによる成長を推進していますが、気候変動や自然劣化に起因する自然災害は年々深刻さを増

し、社会の持続性、さらには事業ポートフォリオの構築にも大きな影響を及ぼしています。 このような影響を考える際には、気候変動・自然劣化がアサヒグループ

にどのように影響するのかという観点だけでなく、アサヒグループの事業が気候や自然にどのように影響を与えているかという観点も重要です。 したがって、アサ

ヒグループのバリューチェーン上で事業が気候や自然にどのように依存・影響しているかを特定するためには、TCFDと TNFDのフレームワークを活用することが

最善の方法だと認識しています。2024年には、TCFDと TNFDを統合したアプローチを実施し、共通のシナリオをもとに、事業や社会（気候・自然）という観点

から分析しました。これにより、自然資本への依存や影響との相互作用によって発生するリスクを特定し、事業・自然へのインパクトを可視化することで、相乗効

果も期待できる機会や対応策を特定しています。 

(5.2.18) 気候移行計画に含まれる適応に特化した目標  

選択: 

☑ いいえ 

[固定行] 

 

(5.3) 環境上のリスクと機会は、貴組織の戦略および/または財務計画に影響を与えてきましたか。 

(5.3.1) 環境上のリスクと機会は、貴組織の戦略および/または財務計画に影響を与えました。 
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選択: 

☑ はい、戦略と財務計画の両方に対して。 

(5.3.2) 環境上のリスクおよび/または機会が貴組織の戦略に影響を及ぼしてきた事業領域 

該当するすべてを選択 

☑ 製品およびサービス 

☑ バリューチェーン上流/下流 

☑ 研究開発への投資 

☑ 操業 

[固定行] 

 

(5.3.1) 環境上のリスクと機会が貴組織の戦略のどのような領域に対し、またどのような形で影響を与えたかを記載してく

ださい。 

製品およびサービス 

(5.3.1.1) 影響の種類 

該当するすべてを選択 

☑ 移行リスク 

☑ 機会 

(5.3.1.2) この領域において、貴組織の戦略に影響を与えてきたリスクおよび/または機会に関連する環境課題 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動 

☑ 水セキュリティ 

(5.3.1.3) この領域において、環境上のリスクおよび/または機会が貴組織の戦略にどのように影響を及ぼしてきたかを記載
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してください。 

気候変動の進行や海洋プラスチック問題などにより、お客様の環境意識が高まり、今後、低炭素製品のような環境に配慮した製品の需要拡大が想定されます。アサ

ヒグループはこれを事業機会ととらえ、CO2排出量や廃棄物削減といった環境負荷低減の取り組みを強化する必要があると考えています。 アサヒグループは、グ

ループ全体で達成すべき具体的な目標を定めた「3R Innovation」を設定し、持続可能な容器包装の実現に向けた活動を推進しています。 アサヒ飲料株式会社で

は、「2030年までに、PETボトルを 100%環境配慮素材（リサイクル PETまたはバイオマス PET）に切り替える」ことを目指しています。 豪州のアサヒビバレッ

ジズ社が展開するミネラルウォーターブランド「Cool Ridge」は、リサイクル PET樹脂 100％を利用したボトルへの移行を開始しています。また、同社が異業種や

競合他社と協業して建設したリサイクル PETボトル原料製造工場も稼働させています。 アサヒ飲料株式会社は、一部の大型ペットボトルに、ケミカルリサイクル

で再生された樹脂を 100%使用する取り組みを開始しました。これにより、大型 PETボトルの年間生産量の約 40％に再生 PET樹脂を使用することになり、ボトル

に使用する CO2排出量は従来比で約 47％削減され、年間で約 18,400tの CO2が削減される見込みです。 アサヒビバレッジズ社では、上記のリサイクル PETボト

ル原料製造工場に加え、最先端の選別・洗浄・汚染除去技術を使用した新工場の建設を進めています。今後、年間約 10億本相当の PETボトルを処理し、20,000t

以上の再生 PETボトルや食品パッケージを生産できる規模となる予定です。 

バリューチェーン上流/下流 

(5.3.1.1) 影響の種類 

該当するすべてを選択 

☑ 物理的リスク 

☑ 機会 

(5.3.1.2) この領域において、貴組織の戦略に影響を与えてきたリスクおよび/または機会に関連する環境課題 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動 

☑ 水セキュリティ 

(5.3.1.3) この領域において、環境上のリスクおよび/または機会が貴組織の戦略にどのように影響を及ぼしてきたかを記載

してください。 

サプライチェーンにおいては、上流の調達段階で、異常気象の激甚化による主要原材料（大麦、ホップ等）の収量・品質変動や調達価格高騰のリスクがあります。

TCFD・TNFD分析では、急性物理リスクにより原料調達額が増加する可能性や、炭素税導入による原材料価格上昇の可能性も確認しています。また、下流の物流
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段階では、風水害による物流網の寸断リスクを認識しています。これらのリスクに対し、上流ではサプライヤーとの連携を強化し、欧州でのホップ・大麦生産者へ

の気候変動適応支援などを通じて、持続可能な原料調達とサプライチェーンのレジリエンス向上を目指しています。下流では、他社との共同配送やモーダルシフ

ト、燃料電池トラックの実証実験などを通じて、輸送の効率化と脱炭素化を推進し、コスト削減と GHG排出量削減を実現しています。急性の物理的リスクの一例

として、気候変動の深刻化により異常気象（豪雨、台風など）が発生しやすくなり、それらによる洪水や土砂災害が発生した場合、商品の流通網に甚大な被害を与

える恐れがあります。アサヒグループでは、特に日本国内市場においてカテゴリーナンバーワンである「アサヒスーパードライ」や「三ツ矢サイダー」などの輸送

に重大な影響があった場合を具体的なリスク事例として想定しています。現に、令和元年に発生した台風 19号の際には、サプライチェーンの寸断により小売店か

ら商品が一時的になくなるという事例がありました。このように、異常気象によって物流が機能不全に陥れば、商品の供給ができず、売上が減少するリスクが生じ

る可能性があります。このリスクを回避するためには、私たちの工場だけでなく、協力工場などサプライチェーンを含めた各製造拠点の生産能力や物流をはじめ、

バリューチェーン全体を見直す必要があります。当社は 2021年に、気候変動による異常気象に耐えうるよう、各製造拠点の生産能力の増強と物流拠点の強化を戦

略として掲げました。この戦略に基づき、私たちは製造拠点の配置を見直すことによるブロック内生産能力の増強や、物流拠点の整備といった施策を実際に実行し

ました。さらに、アサヒビール名古屋工場に PETボトル容器商品製造ラインや物流倉庫が新設されることで、特定の地域に集中していた生産・物流体制の平準化

や、トラック輸送距離の短縮によるサプライチェーン寸断のリスクが低減されることが見込まれます。これらの対応によって、異常気象による商品の流通網への影

響が最小限に抑えられることが期待されます。 

研究開発への投資 

(5.3.1.1) 影響の種類 

該当するすべてを選択 

☑ 移行リスク 

☑ 機会 

(5.3.1.2) この領域において、貴組織の戦略に影響を与えてきたリスクおよび/または機会に関連する環境課題 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動 

☑ 水セキュリティ 

(5.3.1.3) この領域において、環境上のリスクおよび/または機会が貴組織の戦略にどのように影響を及ぼしてきたかを記載

してください。 

技術革新による新たなビジネスモデルの出現は、対応が遅れた場合に競争力低下のリスクとなる一方、アサヒグループがイノベーションを先導することで市場での
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優位性を獲得する機会となると認識しています。この認識に基づき、気候変動への対応を研究開発の重点領域の一つである「サステナビリティ」に位置づけ、2025

年度にはグループ全体で約 205億円の研究開発投資を行いました。具体的な先端研究としては、GHGの分離回収や資源循環モデルの構築、工場の嫌気性排水処理

から得られる精製バイオガスを活用した「バイオメタンガス燃料電池発電システム」の稼働、使い捨て容器を使用しない強炭酸サーバー『EXTRA BURST』の展開

といったサステナビリティ技術開発に注力しました。また、気候変動への対応として 2024年 2月にグループ全体の中長期目標を更新し、2040年までにバリューチ

ェーン全体で GHG排出量ネットゼロを目指しており、グリーンエネルギー技術や製造副産物（ビール酵母細胞壁等）の有効利用技術の開発にも注力し、今後も環

境負荷低減の実効性向上を強力に目指します。 

操業 

(5.3.1.1) 影響の種類 

該当するすべてを選択 

☑ 物理的リスク 

☑ 機会 

(5.3.1.2) この領域において、貴組織の戦略に影響を与えてきたリスクおよび/または機会に関連する環境課題 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動 

☑ 水セキュリティ 

(5.3.1.3) この領域において、環境上のリスクおよび/または機会が貴組織の戦略にどのように影響を及ぼしてきたかを記載

してください。 

操業面では、洪水や干ばつといった異常気象による国内外の生産拠点での操業停止という物理的リスク（TCFD・TNFD分析では水害による機会損失額を 36億円と

試算）と、炭素税導入による操業コストの上昇という移行リスクを認識しています。 これらのリスクに対応するため、2040年ネットゼロ目標達成に向けた再生可

能エネルギーへの投資を加速しています。日本では国内全生産拠点で 100%再エネ電力化を達成し、欧州・オセアニアでも 2025年末までの 100%化を目指していま

す。これにより、操業コストの安定化と GHG排出量削減の両立を図っています。 加えて、全生産拠点において省エネルギー設備の導入や、製造工程でのカスケー

ド利用による水使用量の削減を徹底し、環境負荷の低減と製造コストの効率化を推進しています。 

[行を追加] 
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(5.3.2) 環境上のリスクと機会が貴組織の財務計画のどのような領域に対し、またどのような形で影響を与えたかを記載し

てください。 

Row 1 

(5.3.2.1) 影響を受けた財務計画の項目 

該当するすべてを選択 

☑ 資本支出 

(5.3.2.2) 影響の種類 

該当するすべてを選択 

☑ 移行リスク 

☑ 機会 

(5.3.2.3) これらの財務計画の項目に影響を与えてきたリスクおよび/または機会に関連する環境課題 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動 

☑ 水セキュリティ 

(5.3.2.4) 環境上のリスクおよび/または機会が、これらの財務計画の項目にどのように影響を与えてきたかを記載してくだ

さい。 

【状況/課題】 脱炭素化への社会的要請が高まる中、未来世代へ自然の恵みを繋いでいくことが企業の責任として求められています。アサヒグループは、脱炭素社

会の形成のため、これまで「アサヒカーボンゼロ」の取り組みとして、再生可能エネルギー由来の電力購入やヒートポンプ自販機の導入、リサイクル PET・バイオ

マスプラスチックなどの環境配慮素材の導入、そして社有林「アサヒの森」の維持といった取り組みを推進してきました。 今後も脱炭素社会の形成に向けた環境活

動を拡充し、取り組みを継続していくためには、これらにかかる費用を安定的に確保していく必要があります。 【行動】 脱炭素化に向けた取り組み費用を安定的

に供給し、今後もこうした活動を推進するため、2023年 3月に公募形式のグリーンボンドを発行しました。この資金は、「アサヒカーボンゼロ」の取り組みや、

持続可能な容器包装・水資源に関する取り組みに充当しています。 また、アサヒグループは、グリーンボンド発行における自社の基準を明確にするため、国際資本
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市場協会（ICMA）の「グリーンボンド原則 2021」および環境省の「グリーンボンドガイドライン 2022年版」に定められた 4つの要素（1. 調達資金の使途、2. プ

ロジェクトの評価と選定のプロセス、3. 調達資金の管理、4. レポーティング）に関する方針を記載したグリーンボンドフレームワークを策定しました。 このフレ

ームワークの「グリーンボンド原則 2021」および「グリーンボンドガイドライン 2022年版」への適合性を確保し、透明性を高めるため、株式会社日本格付研究所

より第三者評価であるセカンドパーティ・オピニオンを取得しました。 2024年に、グループ全体でのリサイクル PETやバイオマスプラスチックの調達、再生可能

エネルギー電力の購入に資金を充当し、「アサヒグループ環境ビジョン 2050」の推進に貢献しました。 上記の取り組みに加え、今後は 2029年から操業開始を予

定している「アサヒビール鳥栖工場」における設備投資や使用するエネルギーの再生可能エネルギー化の推進、CO2回収への取り組みにも資金を充当し、脱炭素化

の取り組みを促進していきます。 

[行を追加] 

 

(5.4) 貴組織の財務会計において、貴組織の気候移行計画と整合した支出/売上を特定していますか。 

 

組織の気候移行計画と整合している支出/売上項目の

明確化 

貴組織の気候移行計画との整合性を評価するために用

いた手法または枠組み 

  選択: 

☑ はい 

該当するすべてを選択 

☑ その他の手法または枠組み 

[固定行] 

(5.4.1) 気候移行計画に整合する支出/売上の額と割合を定量的に示してください。 

Row 1 

(5.4.1.1) 整合性を評価するために用いた手法または枠組み 

選択: 

☑ その他、具体的にお答えください :ICMA 

(5.4.1.5) 財務指標 
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選択: 

☑ CAPEX 

(5.4.1.6) 選択した財務指標において報告年で整合している額 (通貨) 

1247000000 

(5.4.1.7) 選択した財務指標おいて報告年で整合している割合(%) 

1 

(5.4.1.8) 選択した財務指標において 2030 年に整合している予定の割合(%) 

1 

(5.4.1.9) 選択した財務指標において 2035 年に整合している予定の割合  

1 

(5.4.1.12) 貴組織の気候移行計画との整合性を評価するために用いた手法または枠組みの詳細 

アサヒグループは、脱炭素社会に向けた取り組みを推進するための費用を安定的に供給し、今後もこうした活動を続けるため、2023年 3月に公募形式のグリーン

ボンドを発行しました。このグリーンボンドの資金は、「アサヒカーボンゼロ」の取り組み、持続可能な容器包装、そして持続可能な水資源を推進するための費用

に充てています。 グリーンボンドの発行にあたり、当社は自社の基準を明確にするため、国際資本市場協会（ICMA）の「グリーンボンド原則 2021」および環境省

の「グリーンボンドガイドライン 2022年版」に定められた 4つの要素に関する方針を記載したグリーンボンドフレームワークを策定しました。 また、これらのガ

イドラインへの適合性と透明性を確保し、投資家の皆様にアピールするため、第三者評価として株式会社日本格付研究所よりセカンドパーティ・オピニオンを取得

しました。 2024年度は、グループ全体でのリサイクル PETやバイオマスプラスチックの調達、再生可能エネルギー電力の購入に資金を充当し、「アサヒグループ

環境ビジョン 2050」の推進に貢献しました。 上記の取り組みに加え、今後は 2029年から操業開始を予定している「アサヒビール鳥栖工場」における設備投資や

使用するエネルギーの再生可能エネルギー化の推進、CO2回収への取り組みにも資金を充当し、脱炭素化の取り組みを促進していきます。 グリーンボンドの取り

組みにより、2023年 3月から 2024年 9月までの支出に対し、250百万円を充当し、再生可能エネルギー由来の電力購入量の拡大、およびリサイクル PET・バイオ

マスプラスチックなどの素材の使用量拡大などに大きく寄与する結果となりました。 今後も「アサヒグループ環境ビジョン 2050」で掲げる「容器包装廃棄物のな

い社会」の実現に向けて、2050年までに当社グループの全ての容器包装（三次包装まで）の資源を循環させて、容器包装廃棄物をゼロにすることを目指します。 

[行を追加] 
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(5.10) 貴組織は環境外部性に対するインターナル・プライスを使用していますか。 

カーボン 

(5.10.1) この環境外部性に対するインターナル・プライシングの使用 

選択: 

☑ はい 

ウォーター 

(5.10.1) この環境外部性に対するインターナル・プライシングの使用 

選択: 

☑ いいえ、そして今後 2 年以内に行う予定はありません 

(5.10.2) この環境外部性に価格付けを行っていない主な理由 

選択: 

☑ 当面の戦略的優先事項ではない 

(5.10.3) この環境外部性に価格付けを行っていない理由を説明してください 

アサヒグループは、人と自然のための健全な水環境実現のため、「水使用量の削減」「水リスクのある生産拠点流域における課題改善への貢献」というグループ目

標を掲げ、取り組んでいます。水を扱う全ての拠点で、水使用効率の向上に取り組んでいます。具体的には、製造設備の洗浄工程での水使用の適正化や、用途に応

じて同じ水を多段的に再利用するカスケード利用などを通じて、取水や排水に伴う環境への負荷を最小限に抑えるため、適切な対応・管理に努めています。また、

主要事業会社の生産拠点 46カ所では水管理計画を策定し、水使用量の削減を推進しています。前述の取り組みを優先していることから、社内の水価格の設定は行

っていません。 

その他 

(5.10.1) この環境外部性に対するインターナル・プライシングの使用 
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選択: 

☑ いいえ、そして今後 2 年以内に行う予定はありません 

[固定行] 

 

(5.10.1) 貴組織のインターナル・カーボンプライスについて詳細を記入してください。 

Row 1 

(5.10.1.1) 価格付け制度の種類 

選択: 

☑ シャドウプライス(潜在価格) 

(5.10.1.2) インターナル・プライスを導入する目的 

該当するすべてを選択 

☑ 低炭素投資の推進 

☑ 規制への備え 

(5.10.1.3) 価格を決定する際に考慮される要素 

該当するすべてを選択 

☑ 炭素税の価格との整合性 

☑ シナリオ分析 

(5.10.1.4) 価格決定における計算方法と前提条件 

IEA World Energy Outlook 2023で想定されている 2040年の炭素税価格から、現在の課税額を差し引いた金額を用いて試算しています。なお、実際に ICPとして使

用している価格については開示していないため、ICP設定のベースとなる金額を開示します。なお、ベースとしている炭素価格は、先進国で 205ドル/t、新興国で

160ドル/tです。1ドル＝151.45円で計算しています。（2025年期中平均レート） 
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(5.10.1.5) 対象となるスコープ 

該当するすべてを選択 

☑ スコープ 1 

☑ スコープ 2 

(5.10.1.6) 使用した価格設定アプローチ - 地域ごとに異なる価格設定 

選択: 

☑ 単一の価格設定 

(5.10.1.8) 使用した価格設定アプローチ - 経時的変動 

選択: 

☑ 固定型(時間軸上) 

(5.10.1.10) 使用される実際の最低価格(通貨、CO2 換算トン) 

24232 

(5.10.1.11) 用いられる実際の最高価格(通貨、CO2 換算トンあたり) 

31047 

(5.10.1.12) 本インターナル・プライスが適用される事業意思決定プロセス 

該当するすべてを選択 

☑ リスク管理 

☑ 機会管理 

(5.10.1.13) インターナル・プライスは事業の意思決定プロセスにおいて適用必須 
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選択: 

☑ はい、いくつかの意思決定プロセスにおいて(具体的にお答えください) :リスクや機会の分析に用いている 

(5.10.1.14) 報告年における選択されたスコープの総排出量のうち、本インターナル・プライスの対象となる排出量の割合

(%) 

100 

(5.10.1.15) 価格設定アプローチは目標を達成するためにモニタリングおよび評価されている 

選択: 

☑ はい 

(5.10.1.16) 目的を達成するための価格設定アプローチのモニタリングおよび評価方法の詳細 

IEA World Energy Outlook 2023で想定され ている 2040年の炭素税価格から、現在の課税額を差し引いた金額を用いて試算を行っています。当社グループの 2040

年ネットゼロ目標を計画通りに達成した場合、当社グループの炭素税影響は 158億円まで削減される見込みです。 

[行を追加] 

 

(5.11) 環境課題について、貴組織のバリューチェーンと協働していますか。  

 

 環境課題について、このステークホルダーと協働し

ている  
 対象となる環境課題  

サプライヤー 選択: 

☑ はい 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動  

☑ 水セキュリティ  
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 環境課題について、このステークホルダーと協働し

ている  
 対象となる環境課題  

顧客 選択: 

☑ はい 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動  

投資家と株主  選択: 

☑ はい 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動  

☑ 水セキュリティ  

その他のバリューチェーンのステークホルダー 選択: 

☑ はい 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動  

☑ 水セキュリティ  

[固定行] 

(5.11.1) 貴組織は、サプライヤーを環境への依存および/またはインパクトによって評価および分類していますか。 

気候変動 

(5.11.1.1)  サプライヤーの環境への依存および/またはインパクトの評価  

選択: 

☑ はい、サプライヤーの依存および/またはインパクトの評価を行っています  

(5.11.1.2)  サプライヤーの環境への依存および/またはインパクトを評価するための基準 

該当するすべてを選択 

☑ サプライヤー関連スコープ 3 排出量への貢献 
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(5.11.1.3)  評価した 1 次サプライヤーの割合(%) 

選択: 

☑ 100% 

(5.11.1.4) 環境への重大な依存および/またはインパクトがあるサプライヤーとして分類する閾値の定義 

アサヒグループでは、サプライヤーの皆様による CSRへの取り組み状況を把握し、課題解決に向けた取り組みを実行するため、「サプライヤーCSR質問表」を実

施しています。この質問表を通じて、Scope3の排出量を基準として、排出量の 40%を占めるような環境への影響度が高い原料・資材などを特定しています。この

基準に該当するサプライヤーや事業活動を削減のターゲットとし、より詳細な分析を進めています。また、アルミ缶やガラスのリサイクル率向上・軽量化、リサイ

クル素材やバイオ由来の素材を使用した PETなどを推進し、GHG排出量削減への取り組みを加速していきます。さらに、製品が全体に与える影響を理解するため

にライフサイクルアセスメントを行い、サプライヤーやお客様と積極的に協力しながら、包装・輸送・販売中のビールの冷却といった分野でも GHG排出量の削減

を加速させていきます。 

(5.11.1.5)  環境への重大な依存および/またはインパクトの閾値に達している 1 次サプライヤーの割合(%)  

選択: 

☑ 26-50% 

(5.11.1.6)  環境への重大な依存および/またはインパクトの閾値を達している 1 次サプライヤーの数  

95 

水セキュリティ 

(5.11.1.1)  サプライヤーの環境への依存および/またはインパクトの評価  

選択: 

☑ いいえ、現時点ではサプライヤーの依存および/またはインパクトの評価を行っていませんが、今後 2 年以内に行う予定です 

[固定行] 

 

(5.11.2) 貴組織は、環境課題について協働する上で、どのサプライヤーを優先していますか。 
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気候変動 

(5.11.2.1)  この環境課題に関するサプライヤーエンゲージメントの優先順位付け  

選択: 

☑ はい、この環境課題について協働するサプライヤーの優先順位をつけています 

(5.11.2.2) この環境課題についてどのサプライヤーとのエンゲージメントを優先するかの判断基準  

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動に関連した重大な依存および/またはインパクトがあるサプライヤーとして分類するために使用される基準に従って 

(5.11.2.4)  説明してください 

アサヒグループでは、Scope3に占める割合のうち 40%を基準として優先順位をつけています。この基準から鑑みると、容器包装が該当することから、当社では容

器包装から優先的に削減することとしています。 

水セキュリティ 

(5.11.2.1)  この環境課題に関するサプライヤーエンゲージメントの優先順位付け  

選択: 

☑ はい、この環境課題について協働するサプライヤーの優先順位をつけています 

(5.11.2.2) この環境課題についてどのサプライヤーとのエンゲージメントを優先するかの判断基準  

該当するすべてを選択 

☑ サプライヤーの物理的リスクに対するエクスポージャーまたは脆弱性 

(5.11.2.4)  説明してください 

当社グループは、サプライヤーの皆様との強固な信頼関係と長期的な協力関係を築くことで、環境・社会に配慮した調達活動を推進していきます。 その一環とし
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て、当社ではサプライヤーへの水リスク調査を実施しています。水リスク調査の結果、現場で確認する必要があると認識したため、2017年からは、サプライヤー

の品質監査を実施する際に水リスクに関する状況について、以下の質問項目でヒアリングを行っています。 ①5年前に比べ水道料金は何%変化していますか。 ②

水不足により原料調達に支障をきたしていますか。Yesの場合、どのような対応をとられていますか。 ③水不足により工場稼働に支障をきたしていますか。Yes

の場合、どのような対応をとられていますか。 【監査結果】 2017年から 2024年までに延べ 195工場に品質監査を実施し、以下の回答を得ました。 ①水道料金の

変化：値上がり: 32工場/ 変わらず: 59工場/ 値下がり: 18工場/ 無回答: 86工場 ※無回答の工場からは、「製造工程で水を使用しない」や「井戸水を使用している

ため料金の変動はない」といった補足コメントがありました。 ②水不足による原料調達への支障：なし: 193工場/ あり: 2工場 「あり」と回答した 2工場では、い

ずれも過去に深刻な干ばつが発生し、農産物が不作になったとのことです。その対応として、一方の工場では農作物生産者が複数の水源を確保して備えています。

また、当社の調達部門では、リスク対応として調達先の産地分散を行いました。もう一方の工場では、サプライヤーが農作物原料の調達先の複数化を検討していま

す。 ③水不足による工場稼働への支障：なし: 195工場 今後、水リスクの存在が明確になった場合には、その内容や社会状況に応じて適切な対策を講じていきま

す。 

[固定行] 

 

(5.11.5) 貴組織のサプライヤーは、貴組織の購買プロセスの一環として、環境関連の要求事項を満たす必要があります

か。 

 

サプライヤーは、購買プロセスの一環として、この環境課題に関連す

る特定の環境関連の要求事項を満たす必要があります 

サプライヤーの不遵守に対処するため

の方針 
コメント 

気候変動 選択: 

☑ はい、この環境課題に関連する環境関連の要求事項はサプラ

イヤー契約に含まれています 

選択: 

☑ はい、不遵守に対処するための

方針があります 

補足事項はありません。 

水セキュリティ  選択: 

☑ はい、この環境課題に関連する環境関連の要求事項はサプラ

イヤー契約に含まれています 

選択: 

☑ はい、不遵守に対処するための

方針があります 

補足事項はありません。 

[固定行] 
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(5.11.6) 貴組織の購買プロセスの一環としてサプライヤーが満たす必要がある環境関連の要求事項の詳細と、遵守のため

に実施する措置を具体的にお答えください。 

気候変動 

(5.11.6.1) 環境関連の要求事項 

選択: 

☑ 排出削減イニシアチブの実施 

(5.11.6.2) この環境関連の要求事項の遵守をモニタリングするための仕組み 

該当するすべてを選択 

☑ サプライヤーの自己評価  

(5.11.6.3) この環境関連の要求事項を遵守することが求められている 1 次サプライヤーの調達支出における割合(%) 

選択: 

☑ 100% 

(5.11.6.4) この環境関連の要求事項を遵守している 1 次サプライヤーの調達支出における割合(%) 

選択: 

☑ 100% 

(5.11.6.7) この環境関連の要求事項を遵守することが求められているサプライヤーに起因する、1 次サプライヤー関連スコ

ープ 3 排出量の割合(%) 

選択: 

☑ 100% 
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(5.11.6.8) この環境関連の要求事項を遵守しているサプライヤーに起因する、1 次サプライヤー関連スコープ 3 排出量の割

合(%) 

選択: 

☑ 100% 

(5.11.6.9) この環境関連の要求事項に遵守していないサプライヤーへの対応 

選択: 

☑ 維持して協働する 

(5.11.6.10) エンゲージメントした不遵守サプライヤーの割合(%) 

選択: 

☑ 報告期間中、すべてのサプライヤーが遵守 

(5.11.6.12) コメント 

アサヒグループでは、サプライヤーの皆様との強固な信頼関係と長期的な協力関係を築き、双方の価値向上につながる持続的な共創関係を構築するため、サプライ

ヤーから購入する資材・サービスに関する基本的な事項を定めた「アサヒグループ持続可能な調達基本方針」を掲げています。 この方針のもと、サプライヤーの皆

様には「アサヒグループグローバルサプライヤー行動規範」の遵守をお願いしており、サプライヤーと一体となった環境への取り組みや、資材・サービスの持続可

能性の追求を進めています。 また、サプライチェーンにおける労働者や地域社会の人々の人権を尊重し、自然環境を保護するという目標を実現するため、新たに

「アサヒグループ責任ある調達方針」を策定しました。これらの方針への理解と遵守を促進するため、「アサヒグループ責任ある調達：サプライヤーガイドライ

ン」も作成しています。 万が一、持続可能性の評価において課題が発見された場合には、サプライヤーと協力して課題解決に取り組んでいきます。 さらに、サプ

ライヤーの皆様の ESG（環境・社会・ガバナンス）に関する取り組みを把握し、リスクを評価して課題を解決することを目的とした「サプライヤーCSR質問表」

を実施しています。この質問表では、環境への取り組みに対する基本姿勢や GHG排出量削減、資源（エネルギー、水、原材料など）の持続可能で効率的な利用な

どについて把握しています。この質問表は、国内外ともに継続的な取引のあるすべての直接材サプライヤーを対象としています。 

水セキュリティ 

(5.11.6.1) 環境関連の要求事項 
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選択: 

☑ 総取水量の削減 

(5.11.6.2) この環境関連の要求事項の遵守をモニタリングするための仕組み 

該当するすべてを選択 

☑ サプライヤーの自己評価  

(5.11.6.3) この環境関連の要求事項を遵守することが求められている 1 次サプライヤーの調達支出における割合(%) 

選択: 

☑ 100% 

(5.11.6.4) この環境関連の要求事項を遵守している 1 次サプライヤーの調達支出における割合(%) 

選択: 

☑ 100% 

(5.11.6.9) この環境関連の要求事項に遵守していないサプライヤーへの対応 

選択: 

☑ 維持して協働する 

(5.11.6.10) エンゲージメントした不遵守サプライヤーの割合(%) 

選択: 

☑ 報告期間中、すべてのサプライヤーが遵守 

(5.11.6.12) コメント 

アサヒグループでは、サプライヤーの皆様との強固な信頼関係と長期的な協力関係を築き、双方の価値向上につながる持続的な共創関係を構築するため、サプライ

ヤーから購入する資材・サービスに関する基本的な事項を定めた「アサヒグループ持続可能な調達基本方針」を掲げています。 この方針のもと、サプライヤーの皆
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様には「アサヒグループグローバルサプライヤー行動規範」の遵守をお願いしており、サプライヤーと一体となった環境への取り組みや、資材・サービスの持続可

能性の追求を進めています。 また、サプライチェーンにおける労働者や地域社会の人々の人権を尊重し、自然環境を保護するという目標を実現するため、新たに

「アサヒグループ責任ある調達方針」を策定しました。これらの方針への理解と遵守を促進するため、「アサヒグループ責任ある調達：サプライヤーガイドライ

ン」も作成しています。 万が一、持続可能性の評価において課題が発見された場合には、サプライヤーと協力して課題解決に取り組んでいきます。 さらに、サプ

ライヤーの皆様の ESG（環境・社会・ガバナンス）に関する取り組みを把握し、リスクを評価して課題を解決することを目的とした「サプライヤーCSR質問表」

を実施しています。この質問表では、環境への取り組みに対する基本姿勢や GHG排出量削減、資源（エネルギー、水、原材料など）の持続可能で効率的な利用な

どについて把握しています。この質問表は、国内外ともに継続的な取引のあるすべての直接材サプライヤーを対象としています。 

気候変動 

(5.11.6.1) 環境関連の要求事項 

選択: 

☑ 科学に基づく排出量削減目標の設定 

(5.11.6.2) この環境関連の要求事項の遵守をモニタリングするための仕組み 

該当するすべてを選択 

☑ 認証 

(5.11.6.3) この環境関連の要求事項を遵守することが求められている 1 次サプライヤーの調達支出における割合(%) 

選択: 

☑ 100% 

(5.11.6.4) この環境関連の要求事項を遵守している 1 次サプライヤーの調達支出における割合(%) 

選択: 

☑ 不明 

(5.11.6.7) この環境関連の要求事項を遵守することが求められているサプライヤーに起因する、1 次サプライヤー関連スコ

ープ 3 排出量の割合(%) 



 

151 

選択: 

☑ 100% 

(5.11.6.8) この環境関連の要求事項を遵守しているサプライヤーに起因する、1 次サプライヤー関連スコープ 3 排出量の割

合(%) 

選択: 

☑ 不明 

(5.11.6.9) この環境関連の要求事項に遵守していないサプライヤーへの対応 

選択: 

☑ 維持して協働する 

(5.11.6.10) エンゲージメントした不遵守サプライヤーの割合(%) 

選択: 

☑ 不明 

(5.11.6.12) コメント 

アサヒグループでは、サプライヤーの皆様との強固な信頼関係と長期的な協力関係を築き、双方の価値向上につながる持続的な共創関係を構築するため、サプライ

ヤーから購入する資材・サービスに関する基本的な事項を定めた「アサヒグループ持続可能な調達基本方針」を掲げています。 この方針のもと、サプライヤーの皆

様には「アサヒグループグローバルサプライヤー行動規範」の遵守をお願いしており、サプライヤーと一体となった環境への取り組みや、資材・サービスの持続可

能性の追求を進めています。 また、サプライチェーンにおける労働者や地域社会の人々の人権を尊重し、自然環境を保護するという目標を実現するため、新たに

「アサヒグループ責任ある調達方針」を策定しました。これらの方針への理解と遵守を促進するため、「アサヒグループ責任ある調達：サプライヤーガイドライ

ン」も作成しています。 万が一、持続可能性の評価において課題が発見された場合には、サプライヤーと協力して課題解決に取り組んでいきます。 さらに、サプ

ライヤーの皆様の ESG（環境・社会・ガバナンス）に関する取り組みを把握し、リスクを評価して課題を解決することを目的とした「サプライヤーCSR質問表」

を実施しています。この質問表では、環境への取り組みに対する基本姿勢や GHG排出量削減、資源（エネルギー、水、原材料など）の持続可能で効率的な利用な

どについて把握しています。この質問表は、国内外ともに継続的な取引のあるすべての直接材サプライヤーを対象としています。 

[行を追加] 
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(5.11.7) 貴組織の環境課題に関するサプライヤーエンゲージメントの詳細を記入してください。 

気候変動 

(5.11.7.2) サプライヤーエンゲージメントによって推進される行動 

選択: 

☑ 排出量削減 

(5.11.7.3) エンゲージメントの種類と詳細 

技術革新と協業 

☑ サプライヤーが統一された気候移行アプローチを採用するように促進 

 

(5.11.7.4) バリューチェーン上流の対象 

該当するすべてを選択 

☑ １次サプライヤー 

(5.11.7.5) エンゲージメント対象 1 次サプライヤーからの調達額の割合 (%) 

選択: 

☑ 76-99% 

(5.11.7.6) エンゲージメントの対象となる 1 次サプライヤー関連スコープ 3 排出量の割合 (%) 

選択: 

☑ 76-99% 

(5.11.7.9) エンゲージメントについて説明し、選択した環境行動に対するエンゲージメントの効果を説明してください 
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【エンゲージメント内容】 「アサヒカーボンゼロ」の達成に向け、サプライチェーンにおける Scope3排出量削減を目的としたサプライヤーエンゲージメントを実

施しています。エンゲージメントは主に 2つのアプローチで行いました。 ①直接的な対話とデータ収集：サプライヤーの皆様に対して、脱炭素化に向けた施策を

提案するとともに、各社の具体的な削減目標に関する調査を行いました。合わせて、Scope3排出量算定の精度を高めるため、サプライヤーから直接的な一次デー

タの収集を拡大するよう働きかけました。 ②ソリューションの提供：当社のビール製造工程で発生する副産物「ビール酵母細胞壁」から生まれた農業資材を、サ

プライヤーである農業生産者の皆様に展開し、低炭素な農法の実践を支援しました。 【エンゲージメントの効果】 これらのエンゲージメントは、サプライチェー

ンの脱炭素化という環境行動に対して具体的な効果を上げています。 サプライヤーへの調査や一次データ収集の強化により、サプライチェーンにおける排出量の可

視性が向上しました。これにより、排出量の多いホットスポットを特定し、より的を絞った削減策をサプライヤーと共同で立案・実行するための強固な基盤が構築

されました。 また、農業資材の展開という技術的なエンゲージメントでは、米の栽培におけるライフサイクル GHG排出量を約 65%削減できるという定量的な効果

が確認されました。この結果は、サプライヤーにソリューションを提供することが、サプライチェーンにおける具体的な排出量削減を実現する上で非常に有効であ

ることを示しています。 

(5.11.7.10) エンゲージメントは 1 次サプライヤーがこの環境課題に関連する環境要件を満たすのに役立ちます 

選択: 

☑ はい、環境要件を具体的にお答えください :アサヒグループ責任ある調達方針 

(5.11.7.11) エンゲージメントは、選択した行動について、貴組織の 1 次サプライヤーがさらにそのサプライヤーと協働す

ることを促します 

選択: 

☑ はい 

水セキュリティ 

(5.11.7.2) サプライヤーエンゲージメントによって推進される行動 

選択: 

☑ 総取水量の削減 

(5.11.7.3) エンゲージメントの種類と詳細 

情報収集 
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☑ 少なくとも年 1 回、サプライヤーから水質に関する情報を収集する(例： 排水の品質、汚染事故、有害物質) 
 

技術革新と協業 

☑ 製品やサービスで環境影響を軽減するための技術革新に関してサプライヤーと協力する 

 

(5.11.7.4) バリューチェーン上流の対象 

該当するすべてを選択 

☑ １次サプライヤー 

(5.11.7.5) エンゲージメント対象 1 次サプライヤーからの調達額の割合 (%) 

選択: 

☑ 76-99% 

(5.11.7.9) エンゲージメントについて説明し、選択した環境行動に対するエンゲージメントの効果を説明してください 

【エンゲージメント内容】 原料の安定調達に不可欠な、農業サプライチェーンにおける水リスクの低減を目的としたエンゲージメントを実施しています。 サプラ

イヤーの水資源に資する情報の共有として、TCFD・TNFDフレームワークを用いて実施した水リスク評価の結果に基づき、特に重要度の高い農産物原料のサプラ

イヤーを特定し、水リスクに関する分析結果やその影響について情報共有を進めました。 特に水リスクが高いと特定された地域において、サプライヤー（農業生産

者）と直接協働しています。具体例として、欧州（チェコ）のホップ生産者とともに再生農業の試験的プロジェクトを開始し、水利用の効率化や気候変動へのレジ

リエンス（回復力）向上に共同で取り組んでいます。 【エンゲージメントの効果】 これらの水に関するエンゲージメントは、サプライチェーンの持続可能性向上

に大きく貢献しています。 リスクに関する情報共有は、サプライヤーの水問題に対する意識を向上させ、対策の必要性についての共通認識を醸成する効果がありま

した。これは、今後の具体的な削減活動に向けた重要な第一歩となります。 欧州での協働プロジェクトは、生産者に対して水管理手法を直接的に改善する支援とな

っており、サプライチェーンのレジリエンス強化に直結しています。この取り組みにより、水ストレスや気候変動がもたらす物理的リスクに対する原料調達の安定

性が高まり、当社の事業継続性の向上にもつながっています。 

(5.11.7.10) エンゲージメントは 1 次サプライヤーがこの環境課題に関連する環境要件を満たすのに役立ちます 

選択: 

☑ はい、環境要件を具体的にお答えください :アサヒグループ責任ある調達方針 
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(5.11.7.11) エンゲージメントは、選択した行動について、貴組織の 1 次サプライヤーがさらにそのサプライヤーと協働す

ることを促します 

選択: 

☑ はい 

[行を追加] 

 

(5.11.9) バリューチェーンのその他のステークホルダーとの環境エンゲージメント活動の詳細を記入してください。 

気候変動 

(5.11.9.1) ステークホルダーの種類 

選択: 

☑ その他のバリューチェーン上のステークホルダー、具体的にお答えください :パートナー企業 

(5.11.9.2) エンゲージメントの種類と詳細 

技術革新と協業 

☑ 製品やサービスで環境インパクトを軽減するための技術革新に関してステークホルダーと協力する 

 

(5.11.9.3) エンゲージメントをしたステークホルダーの種類の割合(%) 

選択: 

☑ 不明 

(5.11.9.4) ステークホルダー関連スコープ 3 排出量の割合(%) 

選択: 

☑ なし 
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(5.11.9.5) これらのステークホルダーと協働する根拠、およびエンゲージメントの範囲 

当社の気候変動移行計画における重要な施策として、製造拠点での脱炭素化を革新的な技術開発によって推進する必要があります。 具体的には、ビール工場の排水

処理設備から得られるバイオガスをクリーンエネルギーとして有効活用するにあたり、不純物除去によるガスの高純度化と、低コストな燃料電池発電システムの構

築という高度な技術的課題がありました。この課題を解決するために、固体酸化物形燃料電池（SOFC）の分野で国内有数の専門知識と研究基盤を持つ九州大学を

パートナーとして選定し、共同で技術開発を行っています。 エンゲージメントの範囲は、バイオメタンガス精製プロセスの構築から、それを燃料とする高効率な燃

料電池発電システムの開発、そしてその実用化に向けた一連の研究開発活動すべてにわたります。 

(5.11.9.6) エンゲージメントの効果と成功を測る指標 

アサヒグループでは、ビール工場の嫌気性排水処理設備から得られたバイオガスに含まれる不純物を除去するための精製プロセスを構築し、高純度かつ低コストで

導入可能なシステムを開発しました。 この発電は、当社グループと九州大学が共同で開発した試験用 SOFC発電装置で実験したもので、2019年に実験室で 10,000

時間の連続発電に成功しています。 この結果を受けて、環境省の補助事業に採択され、アサヒビール（株）茨城工場にバイオメタン設備および燃料電池を建設しま

した。2020年には、テスト運転を開始し、バイオメタンガス燃料電池発電に成功しました。2021年秋より連続稼働を継続しています。 

水セキュリティ 

(5.11.9.1) ステークホルダーの種類 

選択: 

☑ 投資家と株主 

(5.11.9.2) エンゲージメントの種類と詳細 

教育/情報の共有 

☑ 環境イニシアチブ、その進捗および達成状況に関する情報を共有 

 

(5.11.9.3) エンゲージメントをしたステークホルダーの種類の割合(%) 

選択: 

☑ 100% 
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(5.11.9.5) これらのステークホルダーと協働する根拠、およびエンゲージメントの範囲 

アサヒグループは、事業活動で多量の水を使用しています。2022年には「アサヒグループ環境ビジョン 2050」を改定し、4つの取り組みの柱の一つに「水資源」

を設定し、人と自然のための健全な水環境の実現を目指しています。 その取り組みとして、「流域連携による協働の仕組み構築」と「適切な水質・水量の維持によ

る生態系の保全」を掲げ、80年以上にわたり広島県にある「アサヒの森」の管理を続けています。「アサヒの森」で地下水になる水の量（水涵養量）を、森の多

面的な機能を考慮に入れて「地下水として安定的に供給され、地域の人や動植物が活用できる水の量」として新たに定義し、専門家の意見も踏まえた上で、定義に

基づく水涵養量を検証しています。2021年には、国内ビール工場で使用する水以上の水涵養を達成することができました。 また、FSC認証（森林認証）を取得

し、持続可能な森林管理を続けてきた社有林「アサヒの森」を中心に、水涵養能力（森林が水を育み蓄える能力）の強化にも取り組んできました。 これらの取り組

みを投資家および株主の皆様に知っていただき、ご支援いただくことで、アサヒグループの強みを活かした価値創造によるサステナビリティの向上と、安定した事

業の継続ができると考えています。 

(5.11.9.6) エンゲージメントの効果と成功を測る指標 

「アサヒの森」は、全山が森林法に基づく「水源涵養保安林」の指定区域となっており、水を育むことで水資源の保護に貢献しています。 「アサヒの森」から育ま

れ、地下水になる水の量（水涵養量）を「地下水として安定的に供給され、地域の人や動植物が活用できる水の量」として新たに定義し、専門家の意見を踏まえ検

証しました。管理面積を拡大させたことにより、「アサヒの森」における水涵養量は年間 1,101万 m³となり、ウォーター・スチュワードシップ（水資源の適切な

管理・保全）の取り組みとして地域環境の保全に貢献しています。 今後も工場での水使用の効率化を推進するとともに、「アサヒの森」の適切な森林管理による水

涵養を継続することで、持続可能な水資源の確保に取り組みます。 

気候変動 

(5.11.9.1) ステークホルダーの種類 

選択: 

☑ 顧客 

(5.11.9.2) エンゲージメントの種類と詳細 

技術革新と協業 

☑ 製品やサービスで環境インパクトを軽減するための技術革新に関してステークホルダーと協力する 

 

(5.11.9.3) エンゲージメントをしたステークホルダーの種類の割合(%) 
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選択: 

☑ 100% 

(5.11.9.4) ステークホルダー関連スコープ 3 排出量の割合(%) 

選択: 

☑ 26-50% 

(5.11.9.5) これらのステークホルダーと協働する根拠、およびエンゲージメントの範囲 

不適切に廃棄されたプラスチック製の容器包装による海洋汚染や、河川・海に生息する動植物がプラスチックを取り込んでしまうといった悪影響が、喫緊の社会課

題となっています。また、化石燃料やバージン材（新品の素材だけを使って製造した材料）から作られた容器包装に起因する CO2排出量は、Scope3において大き

な割合を占めています。 アサヒグループは、「アサヒグループ環境ビジョン 2050」において、容器包装分野における 2050年の理想的な世界を「容器包装廃棄物

のない社会」と定義しました。これは「使用される容器包装の資源利用を最小化し、使用後の容器包装の再利用を促す循環型社会の構築に貢献することで、海洋生

態系が保全された世界」を目指すものです。 2050年までに、アサヒグループのすべての容器包装（三次包装まで）の資源循環を完成させることを目指し、容器包

装サプライヤー各社や消費者の皆様とともに、環境負荷の低い容器包装への転換や、リサイクル・リユースを起点とした消費につながるよう、取り組みを推進して

いきます。 具体的には、Scope3の主要な排出源である容器包装を削減するため、すべての消費者の皆様を対象に、日本でラベルレス商品の拡大を目指します。

「ラベルレスボトル」商品とは、「人にやさしく、地球にやさしい」をコンセプトに、PETボトルに貼付しているラベルをなくしたものを指します。これは、廃棄

物量の削減による環境負荷の低減と、ラベルを剥がす手間を省くことで使いやすさに配慮した、ケース販売専用の商品です。 

(5.11.9.6) エンゲージメントの効果と成功を測る指標 

このエンゲージメント活動の成果については、「ラベルレス商品」の普及・拡大状況を指標の一つとして捉えています。当社では、ラベルレス商品のさらなる普及

に向けて、継続的な取り組みを進めており、容器包装の削減に対する理解や共感を広げてきました。現状、ラベルレス商品の普及が着実に進んでいることから、本

エンゲージメント活動は一定の成果を上げており、ラベルレス商品の拡大にもつながっていると考えています。 今後も、こうした取り組みを通じて容器包装の削減

を推進するとともに、バリューチェーン全体での環境負荷低減と脱炭素化の実現に取り組んでいきます。 

気候変動 

(5.11.9.1) ステークホルダーの種類 

選択: 

☑ 投資家と株主 
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(5.11.9.2) エンゲージメントの種類と詳細 

教育/情報の共有 

☑ 環境イニシアチブ、その進捗および達成状況に関する情報を共有 

 

(5.11.9.3) エンゲージメントをしたステークホルダーの種類の割合(%) 

選択: 

☑ 100% 

(5.11.9.4) ステークホルダー関連スコープ 3 排出量の割合(%) 

選択: 

☑ 100% 

(5.11.9.5) これらのステークホルダーと協働する根拠、およびエンゲージメントの範囲 

当社の気候変動移行計画、特に「アサヒカーボンゼロ」の達成には、大規模かつ長期的な設備投資が不可欠です。投資家および株主の皆様は、この移行計画の実現

を支える最も重要なステークホルダーの一人であると認識しています。この認識から、当社は主要なエンゲージメント対象として投資家・株主を選定しました。 こ

のエンゲージメントの目的は、ESG説明会や統合報告書、個別対話といった多様な接点を通じて、当社の気候変動戦略、TCFD・TNFD分析に基づくリスクと機

会、そして役員報酬と連動したサステナビリティ指標などのガバナンス体制を共有することにあります。 これにより、投資家・株主の皆様からの深いご理解と信頼

を醸成し、長期的な視点での支持を確保することが、気候変動移行計画を着実に実行する上で不可欠であると判断しています。 

(5.11.9.6) エンゲージメントの効果と成功を測る指標 

このエンゲージメント活動の具体的な効果として、当社の気候変動への取り組みに対する投資家の皆様からの強い支持が、グリーンボンドの発行に結実した点が挙

げられます。 この調達資金は、再生可能エネルギーの導入や持続可能な容器包装の開発といった、気候変動移行計画に不可欠なプロジェクトに直接充当されてお

り、エンゲージメントが具体的な気候変動対策の原動力となっています。グリーンボンドの発行により、事業成長とともに持続可能な社会の実現に向けた取り組み

をより一層加速させていきます。 

水セキュリティ 
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(5.11.9.1) ステークホルダーの種類 

選択: 

☑ その他のバリューチェーン上のステークホルダー、具体的にお答えください :自治体 

(5.11.9.2) エンゲージメントの種類と詳細 

技術革新と協業 

☑ 製品やサービスで環境インパクトを軽減するための技術革新に関してステークホルダーと協力する 

 

(5.11.9.3) エンゲージメントをしたステークホルダーの種類の割合(%) 

選択: 

☑ 1-25% 

(5.11.9.5) これらのステークホルダーと協働する根拠、およびエンゲージメントの範囲 

アサヒグループは、人と自然のための健全な水環境の実現に向けて、「水使用量の削減」「水リスクが大きい流域における課題改善への貢献」という目標を掲げ、

取り組みを行っており、バリューチェーン上のステークホルダーとも協働しています。 Koninklijke Grolsch N.V.（オランダ）は、水不足の影響を受けやすいエリア

に位置しています。そのため、水資源の保護や醸造工程における効率的な利用、処理済みの排水再利用の可能性に関する調査に積極的に取り組んでいます。 そこ

で、最も重要なテーマとして、「水使用量の削減」「地域連携」「醸造所の排水浄化と再利用」を掲げ、持続可能な水管理を推進しています。特に、「De 

Twentse Golf」という安全な水の供給を目指す共同事業を通じて、自治体の水道事業者や地域の水管理事務所、他の団体とともに Twente地方の水不足解決に取り

組んでいます。 「De Twentse Golf」は、産官学、水処理技術企業、金融機関などからすでに 500人以上が参加している官民共同の取り組みです。この取り組みの

目標は、Twente地方の水不足を解決することです。2030年までに Twente地方の水不足を解決するために、モニタリング、学習の共有、水の供給と需要の調整、

さらなるソリューションとイノベーションの開発を行い、それらをテスト・導入しています。 

(5.11.9.6) エンゲージメントの効果と成功を測る指標 

Koninklijke Grolsch N.V.では、Twente地方における水不足への対応と長期的な水資源の安定性向上を目指し、マルチステークホルダー・イニシアチブ「De 

Twentse Golf」の設立を支援しました。この取り組みでは、水道事業者や地域関係者との連携を通じて保水能力向上や地下水涵養などを推進しており、Twente地

方の水不足解消と持続可能な水利用の実現に寄与する予定です。 

[行を追加] 
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C6. 環境パフォーマンス - 連結アプローチ 
(6.1) 環境パフォーマンスデータの計算に関して、選択した連結アプローチを具体的にお答えください。 

 

使用した連結アプローチ 
連結アプローチを選択した根拠を具体的にお答えくだ

さい 

気候変動 選択: 

☑ 業務管理 

経営支配力基準での範囲を対象としています。 

水セキュリティ 選択: 

☑ 業務管理 

経営支配力基準での範囲を対象としています。 

プラスチック 選択: 

☑ 業務管理 

経営支配力基準での範囲を対象としています。 

生物多様性 選択: 

☑ 業務管理 

経営支配力基準での範囲を対象としています。 

[固定行] 
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C7. 環境実績 - 気候変動 
(7.1) 今回が CDP に排出量データを報告する最初の年になりますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(7.1.1) 貴組織は報告年に構造的変化を経験しましたか。 あるいは過去の構造的変化がこの排出量データの情報開示に含ま

れていますか。 

 

構造的変化がありましたか。 

  該当するすべてを選択 

☑ いいえ 

[固定行] 

(7.1.2) 貴組織の排出量算定方法、バウンダリ、および/または報告年の定義は報告年に変更されましたか。 

 

算定方法、バウンダリ(境界)や報告年の定義に変

更点はありますか。 

算定方法、バウンダリ(境界)、および/または報告年の定義の変更点

の詳細 

  該当するすべてを選択 オクトピ・ブルーイング社の Scope1,2排出量を算定対象としま
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算定方法、バウンダリ(境界)や報告年の定義に変

更点はありますか。 

算定方法、バウンダリ(境界)、および/または報告年の定義の変更点

の詳細 

☑ はい、バウンダリ(境界)の変更 した。 

[固定行] 

(7.1.3) 7.1.1 および/または 7.1.2 で報告した変更または誤りの結果として、貴組織の基準年排出量および過去の排出量に

ついて再計算が行われましたか。 

  

(7.1.3.1) 基準年再計算 

選択: 

☑ はい 

(7.1.3.2) 再計算されたスコープ 

該当するすべてを選択 

☑ スコープ 1 

☑ スコープ 2、ロケーション基準 

☑ スコープ 2、マーケット基準 

(7.1.3.4) 重大性の閾値を含む、基準年排出量再計算の方針 

基準年総排出量に 5%以上の変化が生じる場合やその他の状況に応じて再計算を実施しています。 

(7.1.3.5) 過去の排出量の再計算 
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選択: 

☑ いいえ 

[固定行] 

 

(7.2) 活動データの収集や排出量の計算に使用した基準、プロトコル、または方法の名称を選択してください。 

該当するすべてを選択 

☑ オーストラリア - 国家温室効果ガスおよびエネルギー報告法 

☑ 欧州連合排出権商取引システム(EU ETS):モニタリングおよび報告規則 (MRR) - 設備向け一般ガイダンス 

☑ 2006 年版 IPCC 国家温室効果ガスインベントリガイドラインの 2019 年改訂版 

☑ 地球温暖化対策推進法（2005 年改訂、日本） 

☑ ニュージーランド - 自発的、企業温室効果ガス報告に関するガイダンス 

(7.3) スコープ 2 排出量を報告するための貴組織のアプローチを説明してください。 

 

 スコープ 2、ロケーション基準  スコープ 2、マーケット基準  コメント 

  選択: 

☑ スコープ 2、ロケーション基準を報告し

ています 

選択: 

☑ スコープ 2、マーケット基準の値を報告し

ています 

補足事項はありません。 

[固定行] 

(7.4) スコープ 1、スコープ 2 またはスコープ 3 排出量のうち、選択した報告バウンダリ内で、気候関連データの開示から

除外している排出源(例: 施設、特定の温室効果ガス、活動、地理的範囲など)はありますか。 

選択: 
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☑ はい 

(7.4.1) 開示に含まれていないスコープ 1、スコープ 2 またはスコープ 3 排出源の詳細を記入してください。 

Row 1 

(7.4.1.1) 除外する排出源 

国内外一部関連会社 

(7.4.1.2) スコープまたはスコープ 3 カテゴリ 

該当するすべてを選択 

☑ スコープ 1 

☑ スコープ 2(ロケーション基準) 

☑ スコープ 2(マーケット基準) 

(7.4.1.3) 除外する排出源のスコープ 1 との関連性について 

選択: 

☑ 排出量に関連性はない 

(7.4.1.4) 除外する排出源のスコープ 2(ロケーション基準)との関連性について 

選択: 

☑ 排出量に関連性はない 

(7.4.1.5) 除外する排出源のマーケット基準スコープ 2 排出量の関連性 

選択: 

☑ 排出量に関連性はない 
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(7.4.1.8) 除外された排出源に相当するスコープ 1+2 の総排出量の推定割合 

2.4 

(7.4.1.10) この発生源が除外される理由を説明します 

アサヒグループの Scope3 GHG排出量の算定範囲は、事業のグローバル展開に合わせて段階的に拡大してきた。2019年まではアサヒビール株式会社とアサヒ飲料

株式会社のみが対象であったが、2020年からは Asahi Europe and International Ltd.と Asahi Holdings (Australia) Pty Ltd.を、2021年からは Asahi Holdings 

Southeast Asia Sdn. Bhd.を、さらに 2023年からはアサヒグループ食品株式会社を追加している。また、報告の正確性を高めるため、2024年の排出量算定時には

サプライヤーの一次データ更新や、算出方法の見直し・精緻化・共通化を行い、これに伴って過去データ（2019年～2023年）も遡って更新した。なお、本報告の

数値には、グリーン電力証書による GHG排出削減貢献量は反映されていない 。 

(7.4.1.11) 除外された排出源に相当する排出量の割合をどのように推定したかを説明ください 

日本および豪州（CUB除く）の Scope1,2総排出量におけるオフィス等からの排出割合は約 6％であり、欧州、東南アジアも同様の割合であると仮定した。当社の

CO2削減目標基準年である 2019年度の全事業における Scope1,2総量に対し、欧州、東南アジアの合計排出量の割合が約 26%であることから、これらの数値を基

にオフィス等からの排出量を推定している。 Scope3排出量の算定範囲は、2020年の欧州・豪州事業を皮切りに、2023年のアサヒグループ食品（株）まで段階的

に拡大されてきた 。この継続的な範囲拡大に伴い、全カテゴリにおいて一次データを網羅することが困難な場合があるため、主要な排出源の直接算定と、その他カ

テゴリの推定を組み合わせたアプローチを採用している。 具体的には、総排出量の大部分（2024年実績で Scope3のうち 58%）を占める「カテゴリ 1：購入した

物品・サービス」など、重要性の高い排出源の算定を優先する。一方で、算定範囲に追加されたばかりの事業体でデータ収集体制が発展途上にある「カテゴリ 6：

出張」や「カテゴリ 7：従業員の通勤」といった排出割合が僅かなカテゴリについては、既存事業の実績や業界平均値などを用いて排出量を推定している 。この手

法により、算定範囲の拡大を進めつつ、報告の網羅性と正確性のバランスを確保している。 

[行を追加] 

 

(7.5) 基準年と基準年排出量を記入してください。 

スコープ 1 

(7.5.1) 基準年終了 

12/31/2019 
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(7.5.2) 基準年排出量(CO2 換算トン) 

558750.872 

(7.5.3) 方法論の詳細 

燃料使用量と排出係数をかけ合わせて算出。2019年以降に当社グループ傘下に加わった企業については、基準年である 2019年時点の GHG排出量を算定した数値

を加算して、現在の排出量と比較し、削減の進捗を測定。 

スコープ 2(ロケーション基準)  

(7.5.1) 基準年終了 

12/31/2019 

(7.5.2) 基準年排出量(CO2 換算トン) 

493777.329 

(7.5.3) 方法論の詳細 

エネルギー使用量と排出係数を掛け合わせて算出。2019年以降に当社グループ傘下に加わった企業については、基準年である 2019年時点の GHG排出量を算定し

た数値を加算して、現在の排出量と比較し、削減の進捗を測定。 

スコープ 2(マーケット基準)  

(7.5.1) 基準年終了 

12/31/2019 

(7.5.2) 基準年排出量(CO2 換算トン) 

510944.419 
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(7.5.3) 方法論の詳細 

エネルギー使用量と排出係数を掛け合わせて算出。2019年以降に当社グループ傘下に加わった企業については、基準年である 2019年時点の GHG排出量を算定し

た数値を加算して、現在の排出量と比較し、削減の進捗を測定。 

スコープ 3 カテゴリ 1:購入した製品およびサービス 

(7.5.1) 基準年終了 

12/31/2019 

(7.5.2) 基準年排出量(CO2 換算トン) 

4899782.284 

(7.5.3) 方法論の詳細 

欧州事業会社では原材料の一部データにサプライヤーからのデータを基にした排出原単位から算出した CO2排出量を算定している。 Scope3の GHG排出量算定に

ついて、過去データ（2019年～2023年）に遡り、サプライヤー1次データの更新、算出方法の見直し・精緻化・共通化を実施したため、過去の排出量数値を更

新。 

スコープ 3 カテゴリ 2:資本財 

(7.5.1) 基準年終了 

12/31/2019 

(7.5.2) 基準年排出量(CO2 換算トン) 

89343.055 

(7.5.3) 方法論の詳細 
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固定資産台帳金額（自社所有の建物や工場設備等の建設・製造の費用）に各種データベース等の排出係数、原単位を利用。 Scope3の GHG排出量算定について、

過去データ（2019年～2023年）に遡り、サプライヤー1次データの更新、算出方法の見直し・精緻化・共通化を実施したため、過去の排出量数値を更新。 

スコープ 3 カテゴリ 3:燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1 または 2 に含まれない) 

(7.5.1) 基準年終了 

12/31/2019 

(7.5.2) 基準年排出量(CO2 換算トン) 

210483.257 

(7.5.3) 方法論の詳細 

燃料・電気・熱等の使用量等の活動量に排出係数、原単位を利用。購入した燃料種別の製造過程（採取・生産・輸送）における排出係数を各種データベースから算

定。 Scope3の GHG排出量算定について、過去データ（2019年～2023年）に遡り、サプライヤー1次データの更新、算出方法の見直し・精緻化・共通化を実施し

たため、過去の排出量数値を更新。 

スコープ 3 カテゴリ 4:上流の輸送および物流 

(7.5.1) 基準年終了 

12/31/2019 

(7.5.2) 基準年排出量(CO2 換算トン) 

681757.745 

(7.5.3) 方法論の詳細 

自社荷主、自社物流および物流委託における輸送量・輸送距離・輸送手段等の活動量に排出係数、原単位を利用（トンキロ法）。 Scope3の GHG排出量算定につ

いて、過去データ（2019年～2023年）に遡り、サプライヤー1次データの更新、算出方法の見直し・精緻化・共通化を実施したため、過去の排出量数値を更新。 
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スコープ 3 カテゴリ 5:事業から出る廃棄物 

(7.5.1) 基準年終了 

12/31/2019 

(7.5.2) 基準年排出量(CO2 換算トン) 

12559.743 

(7.5.3) 方法論の詳細 

自社（自社工場や事業所）で発生した廃棄物量と輸送距離および処理方法が把握できるものについては廃棄物の種類処理方法別の排出係数を利用。把握出来ない場

合は、廃棄物種類ごとに標準的なシナリオに基づく排出係数を利用。 Scope3の GHG排出量算定について、過去データ（2019年～2023年）に遡り、サプライヤ

ー1次データの更新、算出方法の見直し・精緻化・共通化を実施したため、過去の排出量数値を更新。 

スコープ 3 カテゴリ 6:出張 

(7.5.1) 基準年終了 

12/31/2019 

(7.5.2) 基準年排出量(CO2 換算トン) 

14448.753 

(7.5.3) 方法論の詳細 

従業員数等に各交通手段における各種データベースの排出係数、原単位を利用。Scope3の GHG排出量算定について、過去データ（2019年～2023年）に遡り、サ

プライヤー1次データの更新、算出方法の見直し・精緻化・共通化を実施したため、過去の排出量数値を更新。 

スコープ 3 カテゴリ 7:雇用者の通勤 
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(7.5.1) 基準年終了 

12/31/2019 

(7.5.2) 基準年排出量(CO2 換算トン) 

11598.09 

(7.5.3) 方法論の詳細 

通勤費支給額、ガソリン単価等に各種データベースの排出係数、原単位を利用。 Scope3の GHG排出量算定について、過去データ（2019年～2023年）に遡り、

サプライヤー1次データの更新、算出方法の見直し・精緻化・共通化を実施したため、過去の排出量数値を更新。 

スコープ 3 カテゴリ 9:下流の輸送および物流 

(7.5.1) 基準年終了 

12/31/2019 

(7.5.2) 基準年排出量(CO2 換算トン) 

1711362.18 

(7.5.3) 方法論の詳細 

他社荷主による輸送量・輸送距離等の活動量に排出係数、原単位を利用。トンキロ法排出原単位、燃料法排出原単位など各種原単位を利用して算出。 Scope3の

GHG排出量算定について、過去データ（2019年～2023年）に遡り、サプライヤー1次データの更新、算出方法の見直し・精緻化・共通化を実施したため、過去の

排出量数値を更新。 

スコープ 3 カテゴリ 13:下流のリース資産 

(7.5.1) 基準年終了 
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12/31/2019 

(7.5.2) 基準年排出量(CO2 換算トン) 

640274.745 

(7.5.3) 方法論の詳細 

リースの自販機やビールサーバー消費電力にデータベース排出係数を乗じて算出。 Scope3の GHG排出量算定について、過去データ（2019年～2023年）に遡

り、サプライヤー1次データの更新、算出方法の見直し・精緻化・共通化を実施したため、過去の排出量数値を更新。 

[固定行] 

 

(7.6) 貴組織のスコープ 1 全世界総排出量を教えてください (単位: CO2 換算トン)。 

 

スコープ 1 世界合計総排出量(CO2 換算

トン) 
終了日 方法論の詳細 

報告年 477290.861 🔒  燃料使用量と排出係数をかけ合わせて算

出。 

過年度 1年目  509235.35 12/31/2024 燃料使用量と排出係数をかけ合わせて算

出。 

[固定行] 

(7.7) 貴組織のスコープ 2 全世界総排出量を教えてください (単位: CO2 換算トン)。 

報告年 

(7.7.1) スコープ 2、ロケーション基準全世界総排出量 (CO2 換算トン) 
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392097.841 

(7.7.2) スコープ 2、マーケット基準全世界総排出量 (CO2 換算トン) 

22228.662 

(7.7.4) 方法論の詳細 

エネルギー使用量と排出係数を掛け合わせて算出。 

過年度 1 年目  

(7.7.1) スコープ 2、ロケーション基準全世界総排出量 (CO2 換算トン) 

405264.668 

(7.7.2) スコープ 2、マーケット基準全世界総排出量 (CO2 換算トン) 

213962.503 

(7.7.3) 終了日 

12/31/2024 

(7.7.4) 方法論の詳細 

エネルギー使用量と排出係数を掛け合わせて算出。 

[固定行] 

 

(7.8) 貴組織のスコープ 3 全世界総排出量を示すとともに、除外項目について開示および説明してください。 

購入した製品およびサービス 
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(7.8.1) 評価状況 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.8.2) 報告年の排出量(CO2 換算トン) 

4102826.037 

(7.8.3) 排出量計算方法 

該当するすべてを選択 

☑ サプライヤー固有の手法 

(7.8.4) サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

14 

(7.8.6) 説明してください 

欧州事業会社では原材料の一部データにサプライヤーからのデータを基にした排出原単位から算出した CO2排出量を算定している。 

資本財 

(7.8.1) 評価状況 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.8.2) 報告年の排出量(CO2 換算トン) 

125822.052 
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(7.8.3) 排出量計算方法 

該当するすべてを選択 

☑ 平均支出に基づいた手法 

(7.8.4) サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

0 

(7.8.6) 説明してください 

固定資産台帳金額（自社所有の建物や工場設備等の建設・製造の費用）に各種データベース等の排出係数、原単位を利用。 

燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1 または 2 に含まれない) 

(7.8.1) 評価状況 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.8.2) 報告年の排出量(CO2 換算トン) 

213214.348 

(7.8.3) 排出量計算方法 

該当するすべてを選択 

☑ 平均データ手法 

(7.8.4) サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

0 
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(7.8.6) 説明してください 

燃料・電気・熱等の使用量等の活動量に排出係数、原単位を利用。購入した燃料種別の製造過程（採取・生産・輸送）における排出係数を各種データベースから算

定。 

上流の輸送および物流 

(7.8.1) 評価状況 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.8.2) 報告年の排出量(CO2 換算トン) 

669181.274 

(7.8.3) 排出量計算方法 

該当するすべてを選択 

☑ 距離に基づいた手法 

(7.8.4) サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

0 

(7.8.6) 説明してください 

自社荷主、自社物流および物流委託における輸送量・輸送距離・輸送手段等の活動量に排出係数、原単位を利用（トンキロ法）。 

事業から出る廃棄物 

(7.8.1) 評価状況 
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選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.8.2) 報告年の排出量(CO2 換算トン) 

11224.959 

(7.8.3) 排出量計算方法 

該当するすべてを選択 

☑ 廃棄物の種類特有の手法 

(7.8.4) サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

0 

(7.8.6) 説明してください 

自社（自社工場や事業所）で発生した廃棄物量と輸送距離および処理方法が把握できるものについては廃棄物の種類処理方法別の排出係数を利用。把握出来ない場

合は、廃棄物種類ごとに標準的なシナリオに基づく排出係数を利用。 

出張 

(7.8.1) 評価状況 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.8.2) 報告年の排出量(CO2 換算トン) 

11905.153 

(7.8.3) 排出量計算方法 
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該当するすべてを選択 

☑ 距離に基づいた手法 

☑ その他、具体的にお答えください :従業員数に基づいた手法 

(7.8.4) サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

0 

(7.8.6) 説明してください 

従業員数等に各交通手段における各種データベースの排出係数、原単位を利用。 

雇用者の通勤 

(7.8.1) 評価状況 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.8.2) 報告年の排出量(CO2 換算トン) 

10744.566 

(7.8.3) 排出量計算方法 

該当するすべてを選択 

☑ 平均データ手法 

(7.8.4) サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

0 
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(7.8.6) 説明してください 

通勤費支給額、ガソリン単価等に各種データベースの排出係数、原単位を利用。 

上流のリース資産 

(7.8.1) 評価状況 

選択: 

☑ 関連性がない、理由の説明 

(7.8.5) このカテゴリが該当しない理由 

選択: 

☑ スコープ 1 またはスコープ 2 で算定済みの排出量 

(7.8.6) 説明してください 

グループ内賃貸であり、スコープ 1,2に含まれて算出しているため、想定されない。 

下流の輸送および物流 

(7.8.1) 評価状況 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.8.2) 報告年の排出量(CO2 換算トン) 

1449700.628 

(7.8.3) 排出量計算方法 
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該当するすべてを選択 

☑ 距離に基づいた手法 

☑ 燃料に基づいた手法 

(7.8.4) サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

0 

(7.8.6) 説明してください 

他社荷主による輸送量・輸送距離等の活動量に排出係数、原単位を利用。トンキロ法排出原単位、燃料法排出原単位など各種原単位を利用して算出 

販売製品の加工 

(7.8.1) 評価状況 

選択: 

☑ 関連性がない、理由の説明 

(7.8.5) このカテゴリが該当しない理由 

選択: 

☑ 当組織の事業活動には該当しない 

(7.8.6) 説明してください 

アサヒグループの製品は最終製品として販売しており、基本的に中間製品は想定されない。 

販売製品の使用 

(7.8.1) 評価状況 
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選択: 

☑ 関連性がない、理由の説明 

(7.8.5) このカテゴリが該当しない理由 

選択: 

☑ 当組織の事業活動には該当しない 

(7.8.6) 説明してください 

アサヒグループは飲食物を取り扱っており、販売製品の使用による直接排出は想定されないため、関連性がないとした。 

販売製品の廃棄 

(7.8.1) 評価状況 

選択: 

☑ 関連性がない、理由の説明 

(7.8.5) このカテゴリが該当しない理由 

選択: 

☑ 他のスコープ 3 カテゴリで算定済みの排出量（具体的に記載してください) :カテゴリー１ 

(7.8.6) 説明してください 

当社は製品の自社回収・処分を行っているため、廃棄による排出をカテゴリー１に計上していることから、関連性がないと判断した。 

下流のリース資産 

(7.8.1) 評価状況 
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選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.8.2) 報告年の排出量(CO2 換算トン) 

440576.946 

(7.8.3) 排出量計算方法 

該当するすべてを選択 

☑ 資産特有の手法 

(7.8.4) サプライヤーまたはバリューチェーン・パートナーから得たデータを用いて計算された排出量の割合 

0 

(7.8.6) 説明してください 

リースの自販機やビールサーバー消費電力にデータベース排出係数を乗じて算出。 

フランチャイズ 

(7.8.1) 評価状況 

選択: 

☑ 関連性がない、理由の説明 

(7.8.5) このカテゴリが該当しない理由 

選択: 

☑ 当組織の事業活動には該当しない 
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(7.8.6) 説明してください 

フランチャイズはアサヒグループの本業対象外であるため、関連性がない。 

投資 

(7.8.1) 評価状況 

選択: 

☑ 関連性がない、理由の説明 

(7.8.5) このカテゴリが該当しない理由 

選択: 

☑ 当組織の事業活動には該当しない 

(7.8.6) 説明してください 

投資はアサヒグループの本業対象外であるため、関連性がない。 

[固定行] 

 

(7.8.1) 過去年の貴組織のスコープ 3 排出量データを開示するか、または再記入してください。 

過年度 1 年目 

(7.8.1.1) 終了日 

12/31/2024 

(7.8.1.2) スコープ 3:購入した製品・サービス(CO2 換算トン) 



 

185 

4311908.576 

(7.8.1.3) スコープ 3:資本財(CO2 換算トン) 

108267.089 

(7.8.1.4) スコープ 3:燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1, 2 に含まれない)(CO2 換算トン) 

219223.638 

(7.8.1.5) スコープ 3:上流の物流(CO2 換算トン) 

710271.994 

(7.8.1.6) スコープ 3:事業から出る廃棄物(CO2 換算トン) 

9725.675 

(7.8.1.7) スコープ 3:出張(CO2 換算トン) 

14530.56 

(7.8.1.8) スコープ 3:従業員の通勤(CO2 換算トン) 

11817.629 

(7.8.1.10) スコープ 3:下流の物流(CO2 換算トン) 

1564379.18 

(7.8.1.14) スコープ 3:下流のリース資産(CO2 換算トン) 

485204.213 

[固定行] 
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(7.9) 報告した排出量に対する検証/保証の状況を回答してください。 

 

検証/保証状況 

スコープ 1 選択: 

☑ 第三者検証/保証を実施中 

スコープ 2(ロケーション基準またはマーケット基準) 選択: 

☑ 第三者検証/保証を実施中 

スコープ 3 選択: 

☑ 第三者検証/保証を実施中 

[固定行] 

(7.9.1) スコープ 1 排出量に対して実施した検証/保証の詳細を記入し、関連する報告書を添付してください。 

Row 1 

(7.9.1.1) 検証/保証の実施サイクル 

選択: 

☑ 年 1 回のプロセス 

(7.9.1.2) 報告年における検証/保証取得状況 

選択: 

☑ 完了 
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(7.9.1.3) 検証/保証の種別  

選択: 

☑ 限定的保証 

(7.9.1.4) 声明書を添付 

AS_AsahiHD2025_JP_Full_Fixed20260813 1 .pdf,ACEES_Limited_Assurance_Report_GHG.pdf,FY25 AHA Annual Report FINAL signed.pdf 

(7.9.1.5) ページ/章 

LRQA独立保証声明書, アサヒグループホールディングス株式会社の 2025 年環境データに関する保証, P1~P3 

(7.9.1.6) 関連する検証基準 

該当するすべてを選択 

☑ ISO14064-3 

(7.9.1.7) 検証された報告排出量の割合(%) 

100 

[行を追加] 

 

(7.9.2) スコープ 2 排出量に対して実施した検証/保証の詳細を記入し、関連する報告書を添付してください。 

Row 1 

(7.9.2.1) スコープ 2 の手法 

選択: 

☑ スコープ 2 マーケット基準 
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(7.9.2.2) 検証/保証の実施サイクル 

選択: 

☑ 年 1 回のプロセス 

(7.9.2.3) 報告年における検証/保証取得状況 

選択: 

☑ 完了 

(7.9.2.4) 検証/保証の種別  

選択: 

☑ 限定的保証 

(7.9.2.5) 声明書を添付 

AS_AsahiHD2025_JP_Full_Fixed20260813 1 .pdf,ACEES_Limited_Assurance_Report_GHG.pdf,FY25 AHA Annual Report FINAL signed.pdf 

(7.9.2.6) ページ/章 

LRQA独立保証声明書, アサヒグループホールディングス株式会社の 2025 年環境データに関する保証, P1~P3 

(7.9.2.7) 関連する検証基準 

該当するすべてを選択 

☑ ISO14064-3 

(7.9.2.8) 検証された報告排出量の割合(%) 

100 

[行を追加] 
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(7.9.3) スコープ 3 排出量に対して実施した検証/保証の詳細を記入し、関連する報告書を添付してください。 

Row 1 

(7.9.3.1) スコープ 3 カテゴリ 

該当するすべてを選択 

☑ スコープ 3:出張 ☑ スコープ 3:上流の輸送および物流 

☑ スコープ 3:資本財 ☑ スコープ 3:下流の輸送および物流 

☑ スコープ 3:雇用者の通勤 ☑ スコープ 3:購入した製品およびサービス 

☑ スコープ 3:下流のリース資産 ☑ スコープ 3:燃料およびエネルギー関連活動(スコープ 1 または 2 に含まれな

い) 

☑ スコープ 3:事業から出る廃棄物  

(7.9.3.2) 検証/保証の実施サイクル 

選択: 

☑ 年 1 回のプロセス 

(7.9.3.3) 報告年における検証/保証取得状況 

選択: 

☑ 完了 

(7.9.3.4) 検証/保証の種別 

選択: 

☑ 限定的保証 

(7.9.3.5) 声明書を添付 
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AS_AsahiHD2019-2024 Scope3_JP_Full_Fixed20260813 1.pdf,AS_AsahiHD2025_JP_Full_Fixed20260813 1 .pdf 

(7.9.3.6) ページ/章 

LRQA独立保証声明書, アサヒグループホールディングス株式会社の 2025 年環境データに関する保証, P1~P3 

(7.9.3.7) 関連する検証基準 

該当するすべてを選択 

☑ ISO14064-3 

(7.9.3.8) 選択した排出量カテゴリのうち検証済みの割合（%） 

100 

(7.9.3.9) 報告対象のスコープ 3 排出量全体のうち検証済みの割合（%） 

100 

[行を追加] 

 

(7.10) 報告年における排出量総量 (スコープ 1+2 合計) は前年と比較してどのように変化しましたか。 

選択: 

☑ 減少 

(7.10.1) 全世界総排出量 (スコープ 1 と 2 の合計) の変化の理由を特定し、理由ごとに前年と比較して排出量がどのように

変化したかを示してください。 

再生可能エネルギー消費の変化 

(7.10.1.1) 排出量の変化(CO2 換算トン) 
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191733.84 

(7.10.1.2) 排出量変化の増減 

選択: 

☑ 減少 

(7.10.1.3) 排出量（割合） 

26.5 

(7.10.1.4) 計算を説明してください 

太陽光発電の導入等による再エネ電力の調達により、前年比で約 191,733t-CO2の削減に成功している。これは前年 Scope1,2排出量の 26.5%に相当する。 

その他の排出量削減活動 

(7.10.1.1) 排出量の変化(CO2 換算トン) 

31944.489 

(7.10.1.2) 排出量変化の増減 

選択: 

☑ 減少 

(7.10.1.3) 排出量（割合） 

4.4 

(7.10.1.4) 計算を説明してください 

エネルギー使用の効率化やヒートポンプなどの設備投入により、前年比で約 32千 t-CO2の削減に成功している。これは前年 Scope1,2排出量の 4.4%に相当する。 
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[固定行] 

 

(7.10.2) 7.10 および 7.10.1 の排出量実績計算は、ロケーション基準のスコープ 2 排出量値もしくはマーケット基準のスコ

ープ 2 排出量値のどちらに基づいていますか。 

選択: 

☑ マーケット基準 

(7.12) 貴組織の事業またはバリューチェーンにおいて、土地セクター活動の重要性はありますか。 

 

 農業、林業またはその他の土地セクター活動 
 これらの活動が森林地または生産を目的としない非

森林地のみに関連する場合は示してください。 

 選択: 

☑ はい、当組織の直接操業および上流/下流バリューチェーンの双

方において該当します。 

選択: 

☑ いいえ、これらの活動には農地に関連する活

動が含まれます。 

[固定行] 

(7.12.1) 報告年度において、以下の土地セクター算定サブカテゴリのうち、どれが貴組織に関連しますか。 

土地利用変化排出量  

(7.12.1.1)  スコープ 1 

選択: 

☑ 関連性がない、理由の説明 
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(7.12.1.3) スコープ 3 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.12.1.4)  説明してください 

農産物原料などの土地利用で発生する温室効果ガス排出量を対象とした FLAG排出量を含めた短期・長期目標において SBTの認定を取得しています。また、従来

からアサヒグループは、FLAG排出量の削減に向けて具体的な活動を行っています。 

土地管理に伴う生物起源ネット CO2 排出量  

(7.12.1.1)  スコープ 1 

選択: 

☑ 関連性がない、理由の説明 

(7.12.1.3) スコープ 3 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.12.1.4)  説明してください 

農産物原料などの土地利用で発生する温室効果ガス排出量を対象とした FLAG排出量を含めた短期・長期目標において SBTの認定を取得しています。また、従来

からアサヒグループは、FLAG排出量の削減に向けて具体的な活動を行っています。 

土地管理に伴う生産排出量  

(7.12.1.1)  スコープ 1 

選択: 
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☑ 関連性がない、理由の説明 

(7.12.1.3) スコープ 3 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.12.1.4)  説明してください 

農産物原料などの土地利用で発生する温室効果ガス排出量を対象とした FLAG排出量を含めた短期・長期目標において SBTの認定を取得しています。また、従来

からアサヒグループは、FLAG排出量の削減に向けて具体的な活動を行っています。 

生物起源製品排出量  

(7.12.1.1)  スコープ 1 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.12.1.2)  スコープ 2 

選択: 

☑ 関連性がない、理由の説明 

(7.12.1.3) スコープ 3 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.12.1.4)  説明してください 

農産物原料などの土地利用で発生する温室効果ガス排出量を対象とした FLAG排出量を含めた短期・長期目標において SBTの認定を取得しています。また、従来
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からアサヒグループは、FLAG排出量の削減に向けて具体的な活動を行っています。 

土地管理による CO2 除去量  

(7.12.1.1)  スコープ 1 

選択: 

☑ 関連性がない、理由の説明 

(7.12.1.3) スコープ 3 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.12.1.4)  説明してください 

農産物原料などの土地利用で発生する温室効果ガス排出量を対象とした FLAG排出量を含めた短期・長期目標において SBTの認定を取得しています。また、従来

からアサヒグループは、FLAG排出量の削減に向けて具体的な活動を行っています。 

土地占有 

(7.12.1.1)  スコープ 1 

選択: 

☑ 関連性がない、理由の説明 

(7.12.1.3) スコープ 3 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.12.1.4)  説明してください 



 

196 

農産物原料などの土地利用で発生する温室効果ガス排出量を対象とした FLAG排出量を含めた短期・長期目標において SBTの認定を取得しています。また、従来

からアサヒグループは、FLAG排出量の削減に向けて具体的な活動を行っています。 

土地炭素リーケージ 

(7.12.1.1)  スコープ 1 

選択: 

☑ 関連性がない、理由の説明 

(7.12.1.3) スコープ 3 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.12.1.4)  説明してください 

農産物原料などの土地利用で発生する温室効果ガス排出量を対象とした FLAG排出量を含めた短期・長期目標において SBTの認定を取得しています。また、従来

からアサヒグループは、FLAG排出量の削減に向けて具体的な活動を行っています。 

生物起源製品 CO2 排出量 (総 CO2 フラックスとして) 

(7.12.1.1)  スコープ 1 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.12.1.3) スコープ 3 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 
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(7.12.1.4)  説明してください 

農産物原料などの土地利用で発生する温室効果ガス排出量を対象とした FLAG排出量を含めた短期・長期目標において SBTの認定を取得しています。また、従来

からアサヒグループは、FLAG排出量の削減に向けて具体的な活動を行っています。 

土地管理による CO2 除去量のリバーサル 

(7.12.1.1)  スコープ 1 

選択: 

☑ 関連性がない、理由の説明 

(7.12.1.3) スコープ 3 

選択: 

☑ 関連性あり、算定済み 

(7.12.1.4)  説明してください 

農産物原料などの土地利用で発生する温室効果ガス排出量を対象とした FLAG排出量を含めた短期・長期目標において SBTの認定を取得しています。また、従来

からアサヒグループは、FLAG排出量の削減に向けて具体的な活動を行っています。 

[固定行] 

 

(7.12.3) 直接操業に関する生物起源炭素データについて説明し、除外項目があればそれを答えてください。 
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説明してください 

土地利用管理からの CO2 排出量 実際の排出量については開示をしておりません。 

土地利用管理による CO2 除去量 実際の排出量については開示をしておりません。 

土地利用変化中の隔離 実際の排出量については開示をしておりません。 

バイオ燃料燃焼(土木機械)による CO2排出量 実際の排出量については開示をしておりません。 

バイオ燃料燃焼(加工/製造機械)による CO2排出量 実際の排出量については開示をしておりません。 

バイオ燃料燃焼(その他)による CO2 排出量 実際の排出量については開示をしておりません。 

[固定行] 

(7.13) 貴組織は、技術的 CO2 除去または地中貯留を伴う CO2 回収について算定および報告を行いますか。または過年度

に行いましたか。 

 

 報告年度における技術的 CO2 除去また

は地中貯留を伴う CO2 回収 

 報告年度に技術的 CO2 除去または地中貯留

を伴う CO2 回収がない理由を記載してくだ

さい 

過年度に技術的 CO2 除去または地中貯

留を伴う CO2 回収を算定および報告し

た 

 選択: 

☑ いいえ (説明を記載済み)。 

選択: 

☑ 関連する活動は特定されていませ

ん。 

選択: 

☑ いいえ 

[固定行] 
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(7.14) 貴組織の事業にとって重要であると報告した農業コモディティごとに温室効果ガス排出量を計算していますか。 

その他穀物 (例: 大麦、オーツ麦) 

(7.14.1) このコモディティに対して算定した GHG （温室効果ガス） 排出量 

選択: 

☑ はい 

(7.14.2) 排出量の報告 

選択: 

☑ 総計 

(7.14.3) 排出量(CO2 換算トン) 

327954 

(7.14.5) 前報告年からの変更点 

選択: 

☑ 少ない 

(7.14.6) 説明してください 

前年度は 359,984t-CO2であったが、生産量等の減少やサプライヤーの排出削減努力等により、関連排出量は減少した。 

[固定行] 

 

(7.15) 貴組織は、スコープ 1 またはスコープ 2 排出量を温室効果ガスの種類別に内訳していますか。 

(7.15.1) 温室効果ガスの種類別排出量内訳 
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選択: 

☑ はい、スコープ 1 排出量のみ 

[固定行] 

 

(7.15.1) 総グローバルのスコープ 1 およびスコープ 2 総排出量を温室効果ガスの種類別に内訳し、使用した各地球温暖化

係数 (GWP) の出典を記載してください。 

Row 1 

(7.15.1.1) GHG 

選択: 

☑ CO2 

(7.15.1.2) スコープ 1 排出量 (選択した温室効果ガスの排出量 (t)) 

472435.193 

(7.15.1.3) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

472435.193 

(7.15.1.8) GWP 参照 

選択: 

☑ IPCC 第 5 次評価報告書(AR5 – 100 年値) 

Row 2 

(7.15.1.1) GHG 
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選択: 

☑ CH4 

(7.15.1.3) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

603.8 

(7.15.1.8) GWP 参照 

選択: 

☑ IPCC 第 5 次評価報告書(AR5 – 100 年値) 

Row 3 

(7.15.1.1) GHG 

選択: 

☑ N2O 

(7.15.1.3) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

64.242 

(7.15.1.8) GWP 参照 

選択: 

☑ IPCC 第 5 次評価報告書(AR5 – 100 年値) 

Row 4 

(7.15.1.1) GHG 

選択: 
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☑ HFCs 

(7.15.1.3) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

4187.625 

(7.15.1.8) GWP 参照 

選択: 

☑ IPCC 第 5 次評価報告書(AR5 – 100 年値) 

[行を追加] 

 

(7.16) スコープ 1 および 2 の排出量の内訳を国/地域別で回答してください。 

オーストラリア 

(7.16.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

48909.748 

(7.16.2) スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

99348.784 

(7.16.3) スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算トン) 

0 

チェコ 

(7.16.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 
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28704.641 

(7.16.2) スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

59321.605 

(7.16.3) スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算トン) 

3269.376 

ハンガリー 

(7.16.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

11905.224 

(7.16.2) スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

2655.765 

(7.16.3) スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算トン) 

0 

インドネシア 

(7.16.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

2481.626 

(7.16.2) スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

2548.098 
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(7.16.3) スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算トン) 

2548.098 

イタリア 

(7.16.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

21652.075 

(7.16.2) スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

10916.086 

(7.16.3) スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算トン) 

22.611 

日本 

(7.16.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

257057.849 

(7.16.2) スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

117561.982 

(7.16.3) スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算トン) 

5627.377 

マレーシア 
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(7.16.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

26520.149 

(7.16.2) スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

24049.314 

(7.16.3) スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算トン) 

0 

オランダ 

(7.16.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

4777.188 

(7.16.2) スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

9021.775 

(7.16.3) スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算トン) 

414.698 

ニュージーランド 

(7.16.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

3273.963 

(7.16.2) スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換算トン) 
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569.433 

(7.16.3) スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算トン) 

0 

ポーランド 

(7.16.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

28994.193 

(7.16.2) スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

46768.719 

(7.16.3) スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算トン) 

2272.635 

ルーマニア 

(7.16.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

21823.396 

(7.16.2) スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

10227.099 

(7.16.3) スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算トン) 

376.385 
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シンガポール 

(7.16.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

0 

(7.16.2) スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

20.204 

(7.16.3) スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算トン) 

0 

スロバキア 

(7.16.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

8644.529 

(7.16.2) スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

867.115 

(7.16.3) スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算トン) 

209.278 

英国 

(7.16.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

3284.57 
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(7.16.2) スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

816.945 

(7.16.3) スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算トン) 

80.942 

アメリカ合衆国（米国） 

(7.16.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

9261.711 

(7.16.2) スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

7404.918 

(7.16.3) スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算トン) 

7407.262 

[固定行] 

 

(7.17) スコープ 1 全世界総排出量の内訳のうちのどれを記入できるか示してください。 

該当するすべてを選択 

☑ 事業部門別 

(7.17.1) 事業部門別にスコープ 1 全世界総排出量の内訳をお答えください。 
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事業部門 スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

Row 1 日本 257057.849 

Row 2 オセアニア 52183.711 

Row 3 欧州 139047.526 

Row 4 東南アジア 29001.775 

[行を追加] 

(7.18) スコープ 1 世界総排出量の一部として、貴組織の直接的な事業の活動に関連する排出量を含めていますか。 

選択: 

☑ はい 

(7.18.1) 農業/林業排出量を報告するフォームを選択します。 

選択: 

☑ カテゴリ別に分類された排出量(GHG プロトコルで推奨) 

(7.18.2) 貴組織の事業活動に関連するスコープ 1 排出量を報告し、除外項目について説明してください。該当する場合、

GHG 排出カテゴリ別に農業/森林を分けます。 

Row 1 

(7.18.2.1) 事業活動 

選択: 
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☑ 農業/林業 

(7.18.2.2) 排出量カテゴリ 

選択: 

☑ 機械的 

(7.18.2.3) 排出量(CO2 換算トン) 

1.4 

(7.18.2.4) 方法論 

該当するすべてを選択 

☑ 地域特有の排出係数 

(7.18.2.5) 説明してください 

GHG排出量は、アサヒの森環境保全事務所で使用した燃料と使用する車両が消費した燃料の合計です。 

[行を追加] 

 

(7.20) スコープ 2 世界総排出量の内訳のうちのどれを記入できるか示してください。 

該当するすべてを選択 

☑ 事業部門別 

(7.20.1) 事業部門別にスコープ 2 全世界総排出量の内訳をお答えください。 
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事業部門 
スコープ 2、ロケーション基準(CO2 換

算トン) 

スコープ 2、マーケット基準(CO2 換算

トン) 

Row 1 日本 117561.982 5627.377 

Row 2 オセアニア 99918.217 0 

Row 3 欧州 148000.027 14053.187 

Row 4 東南アジア 26617.615 2548.098 

[行を追加] 

(7.22) 連結会計グループと回答に含まれる別の事業体の間のスコープ 1 およびスコープ 2 総排出量の内訳をお答えくださ

い。 

連結会計グループ 

(7.22.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

477290.861 

(7.22.2) スコープ 2 排出量、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

392097.841 

(7.22.3) スコープ 2、マーケット基準排出量(CO2 換算トン) 

22228.662 

(7.22.4) 説明してください 
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報告対象範囲は連結である。 

その他すべての事業体 

(7.22.1) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

0 

(7.22.2) スコープ 2 排出量、ロケーション基準(CO2 換算トン) 

0 

(7.22.3) スコープ 2、マーケット基準排出量(CO2 換算トン) 

0 

(7.22.4) 説明してください 

連結対象外の拠点はない。 

[固定行] 

 

(7.23) 貴組織の CDP 回答に含まれる子会社の排出量データの内訳を示すことはできますか。 

選択: 

☑ はい 

(7.23.1) スコープ 1 およびスコープ 2 の総排出量の内訳を子会社別にお答えください。 

Row 1 

(7.23.1.1) 子会社名 
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アサヒグループジャパン株式会社 

(7.23.1.2) 主要活動 

選択: 

☑ アルコール飲料 

(7.23.1.3) この子会社に対して貴組織が提示できる固有 ID を選択してください 

該当するすべてを選択 

☑ 固有 ID はありません 

(7.23.1.12) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

257050.977 

(7.23.1.13) スコープ 2、ロケーション基準排出量(CO2 換算トン) 

117520.125 

(7.23.1.14) スコープ 2、マーケット基準排出量(CO2 換算トン) 

5586.159 

Row 2 

(7.23.1.1) 子会社名 

Asahi Holdings (Australia) Pty Ltd 

(7.23.1.2) 主要活動 

選択: 
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☑ アルコール飲料 

(7.23.1.3) この子会社に対して貴組織が提示できる固有 ID を選択してください 

該当するすべてを選択 

☑ 固有 ID はありません 

(7.23.1.12) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

52317.518 

(7.23.1.13) スコープ 2、ロケーション基準排出量(CO2 換算トン) 

100001.772 

(7.23.1.14) スコープ 2、マーケット基準排出量(CO2 換算トン) 

41.218 

Row 3 

(7.23.1.1) 子会社名 

Asahi Europe & International Ltd 

(7.23.1.2) 主要活動 

選択: 

☑ アルコール飲料 

(7.23.1.3) この子会社に対して貴組織が提示できる固有 ID を選択してください 

該当するすべてを選択 
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☑ 固有 ID はありません 

(7.23.1.12) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

138920.592 

(7.23.1.13) スコープ 2、ロケーション基準排出量(CO2 換算トン) 

147978.532 

(7.23.1.14) スコープ 2、マーケット基準排出量(CO2 換算トン) 

14053.187 

Row 4 

(7.23.1.1) 子会社名 

Asahi Holdings Southeast Asia Sdn. Bhd. 

(7.23.1.2) 主要活動 

選択: 

☑ ノンアルコール飲料 

(7.23.1.3) この子会社に対して貴組織が提示できる固有 ID を選択してください 

該当するすべてを選択 

☑ 固有 ID はありません 

(7.23.1.12) スコープ 1 排出量(CO2 換算トン) 

29001.775 
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(7.23.1.13) スコープ 2、ロケーション基準排出量(CO2 換算トン) 

26597.411 

(7.23.1.14) スコープ 2、マーケット基準排出量(CO2 換算トン) 

2548.098 

[行を追加] 

 

(7.26) 本報告対象期間に販売した製品またはサービス量に応じて、貴組織の排出量を以下に示す顧客に割り当ててくださ

い。 

 

回答要請メンバー 

Row 1 選択: 

☑ Aeon Co., Ltd. 

[行を追加] 

(7.29) 報告年の事業支出のうち何%がエネルギー使用によるものでしたか。 

選択: 

☑ わかりません 

(7.30) 貴組織がどのエネルギー関連活動を行ったか選択してください。 
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貴組織が報告年に次のエネルギー関連活動を実践したかどうかを示します。 

燃料の消費(原料を除く) 選択: 

☑ はい 

購入または取得した電力の消費  選択: 

☑ はい 

購入または取得した熱の消費 選択: 

☑ はい 

購入または取得した蒸気の消費 選択: 

☑ はい 

購入または取得した冷熱の消費 選択: 

☑ はい 

電力、熱、蒸気、または冷熱の生成 選択: 

☑ はい 

[固定行] 

(7.30.1) 貴組織のエネルギー消費量合計 (原料を除く) を MWh 単位で報告してください。 

燃料の消費(原材料を除く) 

(7.30.1.1) 発熱量 

選択: 

☑ HHV （高位発熱量） 
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(7.30.1.2) 再生可能エネルギー源からのエネルギー量（単位：MWh） 

52691.27 

(7.30.1.3) 非再生可能エネルギー源からのエネルギー量（単位：MWh） 

2327730.46 

(7.30.1.5) 総エネルギー量(再生可能+非再生可能) MWh 

2380421.73 

購入または取得した電力の消費 

(7.30.1.2) 再生可能エネルギー源からのエネルギー量（単位：MWh） 

741695.26 

(7.30.1.3) 非再生可能エネルギー源からのエネルギー量（単位：MWh） 

29435.28 

(7.30.1.4) 非再生可能エネルギー源のうちゼロまたはほぼゼロ排出源からの MWh 

0 

(7.30.1.5) 総エネルギー量(再生可能+非再生可能) MWh 

771130.54 

購入または取得した熱の消費 

(7.30.1.2) 再生可能エネルギー源からのエネルギー量（単位：MWh） 
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24544.44 

(7.30.1.3) 非再生可能エネルギー源からのエネルギー量（単位：MWh） 

4194.92 

(7.30.1.5) 総エネルギー量(再生可能+非再生可能) MWh 

28739.36 

購入または取得した蒸気の消費 

(7.30.1.2) 再生可能エネルギー源からのエネルギー量（単位：MWh） 

127291.67 

(7.30.1.3) 非再生可能エネルギー源からのエネルギー量（単位：MWh） 

13662.22 

(7.30.1.5) 総エネルギー量(再生可能+非再生可能) MWh 

140953.89 

購入または取得した冷熱の消費 

(7.30.1.2) 再生可能エネルギー源からのエネルギー量（単位：MWh） 

1027.78 

(7.30.1.3) 非再生可能エネルギー源からのエネルギー量（単位：MWh） 

4291.79 
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(7.30.1.5) 総エネルギー量(再生可能+非再生可能) MWh 

5319.57 

自家生成非燃料再生可能エネルギーの消費 

(7.30.1.2) 再生可能エネルギー源からのエネルギー量（単位：MWh） 

19021.49 

(7.30.1.5) 総エネルギー量(再生可能+非再生可能) MWh 

19021.49 

合計エネルギー消費量 

(7.30.1.2) 再生可能エネルギー源からのエネルギー量（単位：MWh） 

966271.9 

(7.30.1.3) 非再生可能エネルギー源からのエネルギー量（単位：MWh） 

2379314.67 

(7.30.1.4) 非再生可能エネルギー源のうちゼロまたはほぼゼロ排出源からの MWh 

0 

(7.30.1.5) 総エネルギー量(再生可能+非再生可能) MWh 

3345586.57 

[固定行] 
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(7.30.6) 貴組織の燃料消費の用途を選択してください。 

 

貴組織がこのエネルギー用途の活動を行うかどうかを示してください 

発電のための燃料の消費量 選択: 

☑ いいえ 

熱生成のための燃料の消費量 選択: 

☑ はい 

蒸気生成のための燃料の消費量 選択: 

☑ はい 

冷熱生成のための燃料の消費量 選択: 

☑ はい 

コジェネレーションまたはトリジェネレーションのための燃料の消費 選択: 

☑ はい 

[固定行] 

(7.30.7) 貴組織が消費した燃料の量 (原料を除く) を燃料の種類別に MWh 単位で示します。 

持続可能なバイオマス 

(7.30.7.1) 組織によって消費された燃料合計(MWh) 

52622.32 

(7.30.7.3) 熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 
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0 

(7.30.7.4) 蒸気の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

52622.32 

(7.30.7.5) 冷熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.6) 自家コジェネ・トリジェネレーションのために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.7) コメント 

ボイラー燃料用 

その他のバイオマス 

(7.30.7.1) 組織によって消費された燃料合計(MWh) 

0 

(7.30.7.3) 熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.4) 蒸気の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.5) 冷熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 
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0 

(7.30.7.6) 自家コジェネ・トリジェネレーションのために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.7) コメント 

補足事項はありません。 

その他の再生可能燃料(たとえば、再生可能水素)  

(7.30.7.1) 組織によって消費された燃料合計(MWh) 

68.95 

(7.30.7.3) 熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.4) 蒸気の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

68.95 

(7.30.7.5) 冷熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.6) 自家コジェネ・トリジェネレーションのために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.7) コメント 
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補足事項はありません。 

石炭 

(7.30.7.1) 組織によって消費された燃料合計(MWh) 

5176.5 

(7.30.7.3) 熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.4) 蒸気の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

5176.5 

(7.30.7.5) 冷熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.6) 自家コジェネ・トリジェネレーションのために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.7) コメント 

石炭直火蒸溜用 

石油 

(7.30.7.1) 組織によって消費された燃料合計(MWh) 

176617.99 
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(7.30.7.3) 熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

170194.52 

(7.30.7.4) 蒸気の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

6423.47 

(7.30.7.5) 冷熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.6) 自家コジェネ・トリジェネレーションのために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.7) コメント 

ボイラー燃料用 

天然ガス 

(7.30.7.1) 組織によって消費された燃料合計(MWh) 

2145935.97 

(7.30.7.3) 熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.4) 蒸気の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

2140140.07 
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(7.30.7.5) 冷熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.6) 自家コジェネ・トリジェネレーションのために消費された燃料(MWh) 

5795.9 

(7.30.7.7) コメント 

ボイラー燃料用、車両（フォークリフト）の燃料用、コジェネ発電用ほか 

その他の非再生可能燃料(たとえば、非再生可能水素) 

(7.30.7.1) 組織によって消費された燃料合計(MWh) 

0 

(7.30.7.3) 熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.4) 蒸気の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.5) 冷熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.6) 自家コジェネ・トリジェネレーションのために消費された燃料(MWh) 

0 
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(7.30.7.7) コメント 

補足事項はありません。 

燃料合計 

(7.30.7.1) 組織によって消費された燃料合計(MWh) 

2380421.73 

(7.30.7.3) 熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

170194.52 

(7.30.7.4) 蒸気の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

2204431.31 

(7.30.7.5) 冷熱の自家生成のために消費された燃料(MWh) 

0 

(7.30.7.6) 自家コジェネ・トリジェネレーションのために消費された燃料(MWh) 

5795.9 

(7.30.7.7) コメント 

補足事項はありません。 

[固定行] 

 

(7.30.9) 貴組織が報告年に生成、消費した電力、熱、蒸気および冷熱に関する詳細をお答えください。 
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電力 

(7.30.9.1) 総生成量(MWh) 

202677.33 

(7.30.9.2) 組織によって消費される生成量（MWh） 

202677.33 

(7.30.9.3) 再生可能エネルギー源からの総生成量（MWh） 

19021.49 

(7.30.9.4) 組織によって消費される再生可能エネルギー源からの生成量(MWh) 

19021.49 

熱 

(7.30.9.1) 総生成量(MWh) 

170194.52 

(7.30.9.2) 組織によって消費される生成量（MWh） 

170194.52 

(7.30.9.3) 再生可能エネルギー源からの総生成量（MWh） 

0 

(7.30.9.4) 組織によって消費される再生可能エネルギー源からの生成量(MWh) 
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0 

蒸気 

(7.30.9.1) 総生成量(MWh) 

2210227.21 

(7.30.9.2) 組織によって消費される生成量（MWh） 

2210227.21 

(7.30.9.3) 再生可能エネルギー源からの総生成量（MWh） 

52691.27 

(7.30.9.4) 組織によって消費される再生可能エネルギー源からの生成量(MWh) 

52691.27 

冷熱 

(7.30.9.1) 総生成量(MWh) 

0 

(7.30.9.2) 組織によって消費される生成量（MWh） 

0 

(7.30.9.3) 再生可能エネルギー源からの総生成量（MWh） 

0 
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(7.30.9.4) 組織によって消費される再生可能エネルギー源からの生成量(MWh) 

0 

[固定行] 

 

(7.30.14) 報告年における電力/熱/蒸気/冷熱の消費量の国/地域別の内訳を示してください。 

オーストラリア 

(7.30.14.1) 購入した電力の消費量(MWh) 

152156.54 

(7.30.14.2) 自家発電した電力の消費量(MWh) 

564.86 

(7.30.14.3) この電力消費量の一部または全部が、RE100 コミットメントの除外対象となっていますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.14.4) 購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.5) 自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.6) 電気/蒸気/冷熱エネルギー総消費量 (MWh) 
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152721.40 

(7.30.14.7) 除外対象にした電力消費の詳細を記入してください 

補足事項はありません。 

チェコ 

(7.30.14.1) 購入した電力の消費量(MWh) 

68357.55 

(7.30.14.2) 自家発電した電力の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.3) この電力消費量の一部または全部が、RE100 コミットメントの除外対象となっていますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.14.4) 購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

129970.8 

(7.30.14.5) 自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.6) 電気/蒸気/冷熱エネルギー総消費量 (MWh) 

198328.35 
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(7.30.14.7) 除外対象にした電力消費の詳細を記入してください 

補足事項はありません。 

ハンガリー 

(7.30.14.1) 購入した電力の消費量(MWh) 

14987.01 

(7.30.14.2) 自家発電した電力の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.3) この電力消費量の一部または全部が、RE100 コミットメントの除外対象となっていますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.14.4) 購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.5) 自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.6) 電気/蒸気/冷熱エネルギー総消費量 (MWh) 

14987.01 

(7.30.14.7) 除外対象にした電力消費の詳細を記入してください 
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補足事項はありません。 

インドネシア 

(7.30.14.1) 購入した電力の消費量(MWh) 

2928.85 

(7.30.14.2) 自家発電した電力の消費量(MWh) 

305.09 

(7.30.14.3) この電力消費量の一部または全部が、RE100 コミットメントの除外対象となっていますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.14.4) 購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.5) 自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.6) 電気/蒸気/冷熱エネルギー総消費量 (MWh) 

3233.94 

(7.30.14.7) 除外対象にした電力消費の詳細を記入してください 

補足事項はありません。 
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イタリア 

(7.30.14.1) 購入した電力の消費量(MWh) 

46390.82 

(7.30.14.2) 自家発電した電力の消費量(MWh) 

249.59 

(7.30.14.3) この電力消費量の一部または全部が、RE100 コミットメントの除外対象となっていますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.14.4) 購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

17.11 

(7.30.14.5) 自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.6) 電気/蒸気/冷熱エネルギー総消費量 (MWh) 

46657.52 

(7.30.14.7) 除外対象にした電力消費の詳細を記入してください 

補足事項はありません。 

日本 
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(7.30.14.1) 購入した電力の消費量(MWh) 

275587.85 

(7.30.14.2) 自家発電した電力の消費量(MWh) 

196169.74 

(7.30.14.3) この電力消費量の一部または全部が、RE100 コミットメントの除外対象となっていますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.14.4) 購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

6135.32 

(7.30.14.5) 自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.6) 電気/蒸気/冷熱エネルギー総消費量 (MWh) 

477892.91 

(7.30.14.7) 除外対象にした電力消費の詳細を記入してください 

補足事項はありません。 

マレーシア 

(7.30.14.1) 購入した電力の消費量(MWh) 
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41109.94 

(7.30.14.2) 自家発電した電力の消費量(MWh) 

4942.84 

(7.30.14.3) この電力消費量の一部または全部が、RE100 コミットメントの除外対象となっていますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.14.4) 購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.5) 自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.6) 電気/蒸気/冷熱エネルギー総消費量 (MWh) 

46052.78 

(7.30.14.7) 除外対象にした電力消費の詳細を記入してください 

補足事項はありません。 

オランダ 

(7.30.14.1) 購入した電力の消費量(MWh) 

20628.95 
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(7.30.14.2) 自家発電した電力の消費量(MWh) 

4.55 

(7.30.14.3) この電力消費量の一部または全部が、RE100 コミットメントの除外対象となっていますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.14.4) 購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

24566.92 

(7.30.14.5) 自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.6) 電気/蒸気/冷熱エネルギー総消費量 (MWh) 

45200.42 

(7.30.14.7) 除外対象にした電力消費の詳細を記入してください 

補足事項はありません。 

ニュージーランド 

(7.30.14.1) 購入した電力の消費量(MWh) 

6562.18 

(7.30.14.2) 自家発電した電力の消費量(MWh) 
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0 

(7.30.14.3) この電力消費量の一部または全部が、RE100 コミットメントの除外対象となっていますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.14.4) 購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.5) 自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.6) 電気/蒸気/冷熱エネルギー総消費量 (MWh) 

6562.18 

(7.30.14.7) 除外対象にした電力消費の詳細を記入してください 

補足事項はありません。 

ポーランド 

(7.30.14.1) 購入した電力の消費量(MWh) 

69904.29 

(7.30.14.2) 自家発電した電力の消費量(MWh) 

0 
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(7.30.14.3) この電力消費量の一部または全部が、RE100 コミットメントの除外対象となっていますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.14.4) 購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

13963.38 

(7.30.14.5) 自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.6) 電気/蒸気/冷熱エネルギー総消費量 (MWh) 

83867.67 

(7.30.14.7) 除外対象にした電力消費の詳細を記入してください 

補足事項はありません。 

ルーマニア 

(7.30.14.1) 購入した電力の消費量(MWh) 

47244.38 

(7.30.14.2) 自家発電した電力の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.3) この電力消費量の一部または全部が、RE100 コミットメントの除外対象となっていますか。 
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選択: 

☑ いいえ 

(7.30.14.4) 購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.5) 自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.6) 電気/蒸気/冷熱エネルギー総消費量 (MWh) 

47244.38 

(7.30.14.7) 除外対象にした電力消費の詳細を記入してください 

補足事項はありません。 

シンガポール 

(7.30.14.1) 購入した電力の消費量(MWh) 

54.08 

(7.30.14.2) 自家発電した電力の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.3) この電力消費量の一部または全部が、RE100 コミットメントの除外対象となっていますか。 

選択: 

☑ いいえ 
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(7.30.14.4) 購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.5) 自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.6) 電気/蒸気/冷熱エネルギー総消費量 (MWh) 

54.08 

(7.30.14.7) 除外対象にした電力消費の詳細を記入してください 

補足事項はありません。 

スロバキア 

(7.30.14.1) 購入した電力の消費量(MWh) 

8122.93 

(7.30.14.2) 自家発電した電力の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.3) この電力消費量の一部または全部が、RE100 コミットメントの除外対象となっていますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.14.4) 購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 
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359.29 

(7.30.14.5) 自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.6) 電気/蒸気/冷熱エネルギー総消費量 (MWh) 

8482.22 

(7.30.14.7) 除外対象にした電力消費の詳細を記入してください 

補足事項はありません。 

英国  

(7.30.14.1) 購入した電力の消費量(MWh) 

5468.72 

(7.30.14.2) 自家発電した電力の消費量(MWh) 

134.41 

(7.30.14.3) この電力消費量の一部または全部が、RE100 コミットメントの除外対象となっていますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.14.4) 購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 
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(7.30.14.5) 自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.6) 電気/蒸気/冷熱エネルギー総消費量 (MWh) 

5603.13 

(7.30.14.7) 除外対象にした電力消費の詳細を記入してください 

補足事項はありません。 

アメリカ合衆国（米国） 

(7.30.14.1) 購入した電力の消費量(MWh) 

11626.44 

(7.30.14.2) 自家発電した電力の消費量(MWh) 

306.25 

(7.30.14.3) この電力消費量の一部または全部が、RE100 コミットメントの除外対象となっていますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.14.4) 購入した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 

0 

(7.30.14.5) 自家生成した熱、蒸気、冷熱の消費量(MWh) 
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0 

(7.30.14.6) 電気/蒸気/冷熱エネルギー総消費量 (MWh) 

11932.69 

(7.30.14.7) 除外対象にした電力消費の詳細を記入してください 

補足事項はありません。 

[固定行] 

 

(7.30.15) 報告年度において、ゼロ排出またはほぼゼロ排出の排出係数で算定した電力購入の詳細を記載してください。 

Row 1 

(7.30.15.1) 電力消費の国/地域 

選択: 

☑ 日本 

(7.30.15.2) 調達方法 

選択: 

☑ 電力と分離されたエネルギー属性証明(EACs)の調達 

(7.30.15.3) 低炭素技術の種類 

選択: 

☑ 再生可能電力ミックス、具体的にお答えください :太陽光, 水力, 風力等 

(7.30.15.5) 報告年度において選択した調達方法を通じて消費した低炭素電力 (MWh) 
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265316.79 

(7.30.15.6) エネルギー属性証書 (EAC) トラッキング付き 

選択: 

☑ NFC–再生可能[日本] 

(7.30.15.7) 低炭素電力またはエネルギー属性の原産国/地域 (発電) 

選択: 

☑ 日本 

(7.30.15.8) 当該発電設備の運転開始年またはリパワリング実施年を報告できますか。 

選択: 

☑ はい 

(7.30.15.9) 発電施設の運転開始年(たとえば、最初の商業運転またはリパワリングの日付) 

2016 

(7.30.15.10) 時間単位マッチング 

選択: 

☑ 年間電力量マッチング 

(7.30.15.11) 供給契約の開始年 

2022 

(7.30.15.12) 供給契約期間 

選択: 
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☑ 1 年超 5 年以下 

(7.30.15.13) 購入した再生可能電力と関連したエコラベル 

選択: 

☑ Green-e 認証済み (R) 再生可能エネルギー 

(7.30.15.14) コメント 

日本では電力会社と RE100準拠の契約をしている。 

Row 2 

(7.30.15.1) 電力消費の国/地域 

選択: 

☑ ポーランド 

(7.30.15.2) 調達方法 

選択: 

☑ 金融的(仮想的)電力購入契約(バーチャル PPA) 

(7.30.15.3) 低炭素技術の種類 

選択: 

☑ 風力 (技術タイプ不明) 

(7.30.15.5) 報告年度において選択した調達方法を通じて消費した低炭素電力 (MWh) 

69902.36 
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(7.30.15.6) エネルギー属性証書 (EAC) トラッキング付き 

選択: 

☑ その他、具体的にお答えください :契約 

(7.30.15.7) 低炭素電力またはエネルギー属性の原産国/地域 (発電) 

選択: 

☑ ポーランド 

(7.30.15.8) 当該発電設備の運転開始年またはリパワリング実施年を報告できますか。 

選択: 

☑ はい 

(7.30.15.9) 発電施設の運転開始年(たとえば、最初の商業運転またはリパワリングの日付) 

2021 

(7.30.15.10) 時間単位マッチング 

選択: 

☑ 年間電力量マッチング 

(7.30.15.11) 供給契約の開始年 

2021 

(7.30.15.12) 供給契約期間 

選択: 

☑ 1 年超 5 年以下 



 

248 

(7.30.15.13) 購入した再生可能電力と関連したエコラベル 

選択: 

☑ Green-e 認証済み (R) 再生可能エネルギー 

(7.30.15.14) コメント 

ポーランドの KompaniaPiwowarskaSA社ではバーチャル PPAにより、再生可能エネルギーの利用拡大に取り組んでいる。なお、電力調達方法は厳密には複数にわ

たるが、便宜上 1行に集約して開示をしている。 

Row 3 

(7.30.15.1) 電力消費の国/地域 

選択: 

☑ オーストラリア 

(7.30.15.2) 調達方法 

選択: 

☑ 電力と分離されたエネルギー属性証明(EACs)の調達 

(7.30.15.3) 低炭素技術の種類 

選択: 

☑ 太陽光 

(7.30.15.5) 報告年度において選択した調達方法を通じて消費した低炭素電力 (MWh) 

152156.54 

(7.30.15.6) エネルギー属性証書 (EAC) トラッキング付き 
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選択: 

☑ その他、具体的にお答えください :契約 

(7.30.15.7) 低炭素電力またはエネルギー属性の原産国/地域 (発電) 

選択: 

☑ オーストラリア 

(7.30.15.8) 当該発電設備の運転開始年またはリパワリング実施年を報告できますか。 

選択: 

☑ はい 

(7.30.15.9) 発電施設の運転開始年(たとえば、最初の商業運転またはリパワリングの日付) 

2018 

(7.30.15.10) 時間単位マッチング 

選択: 

☑ 年間電力量マッチング 

(7.30.15.11) 供給契約の開始年 

2018 

(7.30.15.12) 供給契約期間 

選択: 

☑ 5 年超 10 年以下 

(7.30.15.13) 購入した再生可能電力と関連したエコラベル 
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選択: 

☑ Green-e 認証済み (R) 再生可能エネルギー 

(7.30.15.14) コメント 

オーストラリアのアサヒビバレッジズ社ではオフサイト PPAにより、再生可能エネルギーの利用拡大に取り組んでいる。 

Row 4 

(7.30.15.1) 電力消費の国/地域 

選択: 

☑ マレーシア 

(7.30.15.2) 調達方法 

選択: 

☑ 第三者が所有する現地設備から購入(オンサイト PPA) 

(7.30.15.3) 低炭素技術の種類 

選択: 

☑ 太陽光 

(7.30.15.5) 報告年度において選択した調達方法を通じて消費した低炭素電力 (MWh) 

41109.94 

(7.30.15.6) エネルギー属性証書 (EAC) トラッキング付き 

選択: 

☑ その他、具体的にお答えください :契約 
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(7.30.15.11) 供給契約の開始年 

2021 

(7.30.15.12) 供給契約期間 

選択: 

☑ 1 年超 5 年以下 

(7.30.15.13) 購入した再生可能電力と関連したエコラベル 

選択: 

☑ Green-e 認証済み (R) 再生可能エネルギー 

(7.30.15.14) コメント 

マレーシアの Etika Beverages Sdn. Bhd.では、オンサイト PPAにより、再生可能エネルギーの利用拡大に取り組んでいる。 

Row 5 

(7.30.15.1) 電力消費の国/地域 

選択: 

☑ ルーマニア 

(7.30.15.2) 調達方法 

選択: 

☑ 金融的(仮想的)電力購入契約(バーチャル PPA) 

(7.30.15.3) 低炭素技術の種類 
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選択: 

☑ 風力 (技術タイプ不明) 

(7.30.15.5) 報告年度において選択した調達方法を通じて消費した低炭素電力 (MWh) 

45629.15 

(7.30.15.6) エネルギー属性証書 (EAC) トラッキング付き 

選択: 

☑ その他、具体的にお答えください :契約 

(7.30.15.7) 低炭素電力またはエネルギー属性の原産国/地域 (発電) 

選択: 

☑ ルーマニア 

(7.30.15.8) 当該発電設備の運転開始年またはリパワリング実施年を報告できますか。 

選択: 

☑ はい 

(7.30.15.9) 発電施設の運転開始年(たとえば、最初の商業運転またはリパワリングの日付) 

2022 

(7.30.15.10) 時間単位マッチング 

選択: 

☑ 年間電力量マッチング 

(7.30.15.11) 供給契約の開始年 
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2022 

(7.30.15.12) 供給契約期間 

選択: 

☑ 1 年超 5 年以下 

(7.30.15.13) 購入した再生可能電力と関連したエコラベル 

選択: 

☑ Green-e 認証済み (R) 再生可能エネルギー 

(7.30.15.14) コメント 

ルーマニアの Ursus Breweries SA社ではバーチャル PPAにより、再生可能エネルギーの利用拡大に取り組んでいる。 

Row 6 

(7.30.15.1) 電力消費の国/地域 

選択: 

☑ オランダ 

(7.30.15.2) 調達方法 

選択: 

☑ 電力と分離されたエネルギー属性証明(EACs)の調達 

(7.30.15.3) 低炭素技術の種類 

選択: 

☑ 風力 (技術タイプ不明) 
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(7.30.15.5) 報告年度において選択した調達方法を通じて消費した低炭素電力 (MWh) 

20423.22 

(7.30.15.6) エネルギー属性証書 (EAC) トラッキング付き 

選択: 

☑ その他、具体的にお答えください :契約 

(7.30.15.7) 低炭素電力またはエネルギー属性の原産国/地域 (発電) 

選択: 

☑ オランダ 

(7.30.15.8) 当該発電設備の運転開始年またはリパワリング実施年を報告できますか。 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.15.10) 時間単位マッチング 

選択: 

☑ 年間電力量マッチング 

(7.30.15.11) 供給契約の開始年 

2022 

(7.30.15.12) 供給契約期間 

選択: 

☑ 1 年超 5 年以下 
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(7.30.15.13) 購入した再生可能電力と関連したエコラベル 

選択: 

☑ Green-e 認証済み (R) 再生可能エネルギー 

(7.30.15.14) コメント 

オランダの Grolsch社では再エネ電力の活用により、再生可能エネルギーの利用拡大に取り組んでいる。 

[行を追加] 

 

(7.30.17) 報告年における貴組織の低炭素熱、蒸気、および冷熱の購入について、国/地域別に詳細をお答えください。 

Row 1 

(7.30.17.1) 調達方法 

選択: 

☑ 熱/蒸気/冷熱供給契約 

(7.30.17.2) 低炭素熱、蒸気、または冷熱を消費した国/地域 

選択: 

☑ オランダ 

(7.30.17.3) エネルギーキャリア 

選択: 

☑ 熱 

(7.30.17.4) 低炭素技術の種類 
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選択: 

☑ 持続可能なバイオマス 

(7.30.17.5) 消費された低炭素熱、蒸気、または冷熱(MWh) 

24544.44 

(7.30.17.6) コメント 

補足事項はありません。 

Row 2 

(7.30.17.1) 調達方法 

選択: 

☑ 熱/蒸気/冷熱供給契約 

(7.30.17.2) 低炭素熱、蒸気、または冷熱を消費した国/地域 

選択: 

☑ チェコ 

(7.30.17.3) エネルギーキャリア 

選択: 

☑ 蒸気 

(7.30.17.4) 低炭素技術の種類 

選択: 

☑ 持続可能なバイオマス 
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(7.30.17.5) 消費された低炭素熱、蒸気、または冷熱(MWh) 

127291.67 

(7.30.17.6) コメント 

補足事項はありません。 

Row 3 

(7.30.17.1) 調達方法 

選択: 

☑ 熱/蒸気/冷熱供給契約 

(7.30.17.2) 低炭素熱、蒸気、または冷熱を消費した国/地域 

選択: 

☑ チェコ 

(7.30.17.3) エネルギーキャリア 

選択: 

☑ 冷熱 

(7.30.17.4) 低炭素技術の種類 

選択: 

☑ 持続可能なバイオマス 

(7.30.17.5) 消費された低炭素熱、蒸気、または冷熱(MWh) 
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1027.78 

(7.30.17.6) コメント 

補足事項はありません。 

[行を追加] 

 

(7.30.18) 報告年における貴組織の再生可能電力の発電について、国/地域別に具体的にお答えください。 

Row 1 

(7.30.18.1) 発電した国/地域 

選択: 

☑ 日本 

(7.30.18.2) 再生可能電力技術の種類 

選択: 

☑ 太陽光 

(7.30.18.4) 報告年にこの施設で発電された再生可能電力の総発電量(MWh) 

12548.15 

(7.30.18.5) 報告年にこの施設から貴組織が消費した再生可能電力(MWh) 

12548.15 

(7.30.18.6) この発電に対して発行されたエネルギー属性証明 

選択: 
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☑ いいえ 

(7.30.18.8) コメント 

補足事項はありません。 

Row 2 

(7.30.18.1) 発電した国/地域 

選択: 

☑ 日本 

(7.30.18.2) 再生可能電力技術の種類 

選択: 

☑ 持続可能なバイオマス 

(7.30.18.4) 報告年にこの施設で発電された再生可能電力の総発電量(MWh) 

1079.51 

(7.30.18.5) 報告年にこの施設から貴組織が消費した再生可能電力(MWh) 

1079.51 

(7.30.18.6) この発電に対して発行されたエネルギー属性証明 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.18.8) コメント 
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補足事項はありません。 

Row 3 

(7.30.18.1) 発電した国/地域 

選択: 

☑ オーストラリア 

(7.30.18.2) 再生可能電力技術の種類 

選択: 

☑ 太陽光 

(7.30.18.4) 報告年にこの施設で発電された再生可能電力の総発電量(MWh) 

564.86 

(7.30.18.5) 報告年にこの施設から貴組織が消費した再生可能電力(MWh) 

564.86 

(7.30.18.6) この発電に対して発行されたエネルギー属性証明 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.18.8) コメント 

補足事項はありません。 

Row 4 
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(7.30.18.1) 発電した国/地域 

選択: 

☑ 英国 

(7.30.18.2) 再生可能電力技術の種類 

選択: 

☑ 太陽光 

(7.30.18.4) 報告年にこの施設で発電された再生可能電力の総発電量(MWh) 

134.41 

(7.30.18.5) 報告年にこの施設から貴組織が消費した再生可能電力(MWh) 

134.41 

(7.30.18.6) この発電に対して発行されたエネルギー属性証明 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.18.8) コメント 

補足事項はありません。 

Row 5 

(7.30.18.1) 発電した国/地域 

選択: 
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☑ イタリア 

(7.30.18.2) 再生可能電力技術の種類 

選択: 

☑ 太陽光 

(7.30.18.4) 報告年にこの施設で発電された再生可能電力の総発電量(MWh) 

249.59 

(7.30.18.5) 報告年にこの施設から貴組織が消費した再生可能電力(MWh) 

249.59 

(7.30.18.6) この発電に対して発行されたエネルギー属性証明 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.18.8) コメント 

補足事項はありません。 

Row 6 

(7.30.18.1) 発電した国/地域 

選択: 

☑ マレーシア 

(7.30.18.2) 再生可能電力技術の種類 
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選択: 

☑ 太陽光 

(7.30.18.4) 報告年にこの施設で発電された再生可能電力の総発電量(MWh) 

3829.07 

(7.30.18.5) 報告年にこの施設から貴組織が消費した再生可能電力(MWh) 

3829.07 

(7.30.18.6) この発電に対して発行されたエネルギー属性証明 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.18.8) コメント 

補足事項はありません。 

Row 7 

(7.30.18.1) 発電した国/地域 

選択: 

☑ インドネシア 

(7.30.18.2) 再生可能電力技術の種類 

選択: 

☑ 太陽光 
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(7.30.18.4) 報告年にこの施設で発電された再生可能電力の総発電量(MWh) 

305.09 

(7.30.18.5) 報告年にこの施設から貴組織が消費した再生可能電力(MWh) 

305.09 

(7.30.18.6) この発電に対して発行されたエネルギー属性証明 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.18.8) コメント 

補足事項はありません。 

Row 8 

(7.30.18.1) 発電した国/地域 

選択: 

☑ アメリカ合衆国（米国） 

(7.30.18.2) 再生可能電力技術の種類 

選択: 

☑ 太陽光 

(7.30.18.4) 報告年にこの施設で発電された再生可能電力の総発電量(MWh) 

306.25 
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(7.30.18.5) 報告年にこの施設から貴組織が消費した再生可能電力(MWh) 

306.25 

(7.30.18.6) この発電に対して発行されたエネルギー属性証明 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.18.8) コメント 

補足事項はありません。 

Row 9 

(7.30.18.1) 発電した国/地域 

選択: 

☑ オランダ 

(7.30.18.2) 再生可能電力技術の種類 

選択: 

☑ 太陽光 

(7.30.18.4) 報告年にこの施設で発電された再生可能電力の総発電量(MWh) 

4.55 

(7.30.18.5) 報告年にこの施設から貴組織が消費した再生可能電力(MWh) 

4.55 
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(7.30.18.6) この発電に対して発行されたエネルギー属性証明 

選択: 

☑ いいえ 

(7.30.18.8) コメント 

補足事項はありません。 

[行を追加] 

 

(7.30.19) 貴組織の再生可能電力調達戦略が、貴組織が操業する国/地域の系統に新たな容量をもたらすことに対してどのよ

うに直接的または間接的に貢献するのかを説明してください。 

アサヒグループは、2040年までの RE100達成を目指し、日本、欧州、オーストラリア、東南アジアの各拠点で再生可能エネルギーの導入を拡大しています。 これ

までの各地域での再生可能エネルギー電力の調達実績は以下の通りです。送電網に対して、直接的または間接的に貢献してまいりました。今後は、追加性のある再

生可能エネルギーをさらに拡大するため、グローバル全体で取り組みを加速させていきます。 ・欧州：ポーランドやルーマニアにおいて、オフサイト PPA（電力

購入契約）による風力発電由来の再生可能エネルギー電力を導入しました。これにより、新たな再生可能エネルギーの拡大に貢献し、送電網への直接的な貢献とな

りました。 ・オーストラリア：オフサイト PPAによる太陽光発電由来の再生可能エネルギー電力を導入しました。これにより、新たな再生可能エネルギーの拡大

に貢献し、送電網への直接的な貢献となりました。 ・日本：国内でオンサイト PPAによる太陽光発電由来の再生可能エネルギー電力を導入しました。これによ

り、新たな再生可能エネルギーの拡大に貢献し、送電網への間接的な貢献となりました。 ・東南アジア：マレーシアにおいて、オンサイト PPAによる太陽光発電

由来の再生可能エネルギー電力を導入しました。これにより、新たな再生可能エネルギーの拡大に貢献し、送電網への間接的な貢献となりました。 

(7.30.20) 報告年に貴組織は再生可能電力の調達に対して障壁や課題に直面しましたか。 

  

(7.30.20.1) 再生可能電力調達の課題 

選択: 

☑ はい、国/地域固有ではない 
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(7.30.20.2) 貴組織が直面した、国/地域固有ではない課題 

アサヒグループは、電力と熱エネルギーを利用して製品を製造しているため、特に日本国内の多くの工場でコージェネレーションシステムを採用し、エネルギー効

率の向上を図ってまいりました。 コージェネレーションシステムを再生可能エネルギー化するには、再生可能エネルギー由来の燃料が必要となりますが、現状では

まだ普及が進んでいないことが課題です。 RE100達成に向け、コージェネレーションシステムの再生可能エネルギー化を中心に検討を進めております。また、再

生可能エネルギーの安定した供給源の確保に向けて、電力会社との調整や長期契約の模索を行っております。 

[固定行] 

 

(7.45) 報告年のスコープ 1 と 2 の全世界総排出量について、単位通貨総売上あたりの CO2 換算トン単位で詳細を説明し、

貴組織の事業に当てはまる追加の原単位指標を記入します。 

Row 1 

(7.45.1) 原単位数値 

1.726e-7 

(7.45.2) 指標分子(スコープ 1 および 2 の組み合わせ全世界総排出量、CO2 換算トン) 

499519.52 

(7.45.3) 指標分母 

選択: 

☑ 売上高合計 

(7.45.4) 指標分母:単位あたりの総量 

2894676000000 

(7.45.5) 使用したスコープ 2 の値 
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選択: 

☑ マーケット基準 

(7.45.6) 前年からの変化率(％) 

19.85 

(7.45.7) 変化の増減  

選択: 

☑ 減少 

(7.45.8) 変化の理由 

該当するすべてを選択 

☑ 再生可能エネルギー消費の変化 

☑ その他の排出量削減活動 

☑ 売上の変化 

(7.45.9) 説明してください 

報告年においては、再生可能エネルギーの調達を積極的に推進するとともに、事業活動における排出量削減に向けた各種施策を実施した。これらの取り組みを通じ

て、特に再生可能エネルギーの調達拡大が Scope 2排出量の削減に大きく寄与し、Scope1,2排出量は前年比で大幅に減少した。 

Row 2 

(7.45.1) 原単位数値 

0.0000489713 

(7.45.2) 指標分子(スコープ 1 および 2 の組み合わせ全世界総排出量、CO2 換算トン) 

499519.52 
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(7.45.3) 指標分母 

選択: 

☑ 製品量(リットル) 

(7.45.4) 指標分母:単位あたりの総量 

10200247325.92 

(7.45.5) 使用したスコープ 2 の値 

選択: 

☑ マーケット基準 

(7.45.6) 前年からの変化率(％) 

18.1 

(7.45.7) 変化の増減  

選択: 

☑ 減少 

(7.45.8) 変化の理由 

該当するすべてを選択 

☑ 再生可能エネルギー消費の変化 

☑ その他の排出量削減活動 

☑ 生産量の変化 

(7.45.9) 説明してください 



 

270 

報告年においては、再生可能エネルギーの調達を積極的に推進するとともに、事業活動における排出量削減に向けた各種施策を実施した。これらの取り組みを通じ

て、特に再生可能エネルギーの調達拡大が Scope 2排出量の削減に大きく寄与し、Scope1,2排出量は前年比で大幅に減少した。 

[行を追加] 

 

(7.52) 貴組織の事業に関連がある、追加の気候関連指標を記入してください。 

Row 1 

(7.52.1) 詳細  

選択: 

☑ 廃棄物 

(7.52.2) 指標値 

0.99 

(7.52.3) 指標分子  

797213.923121477 

(7.52.4) 指標分母（原単位のみ）  

805780.416010047 

(7.52.5) 前年からの変化率(％) 

2.04 

(7.52.6) 変化の増減 

選択: 
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☑ 減少 

(7.52.7) 説明してください 

アサヒグループでは、これまでに培った様々な技術や知見を活用し、副産物の新しい利用に関する研究を進めています。当社グループ独自の強みを活かした環境価

値を創出する取り組みを、事業として拡大します。 また、廃棄物の 3R（リデュース、リユース、リサイクル）をさらに進め、汚染防止の取り組みを推進するとと

もに、2030年までにグループの全生産拠点における埋め立て廃棄物ゼロを目標としています。 今後も副産物・廃棄物再資源化率 100%の達成および継続を目標と

しています。 

[行を追加] 

 

(7.53) 報告年に有効な排出量目標はありましたか。 

該当するすべてを選択 

☑ 総量目標 

(7.53.1) 排出の総量目標とその目標に対する進捗状況の詳細を記入してください。 

Row 1 

(7.53.1.1) 目標参照番号 

選択: 

☑ Abs 1 

(7.53.1.2) これは科学に基づく目標ですか 

選択: 

☑ はい、この目標は科学に基づく目標イニシアチブ（SBTi）の認定を受けている 

(7.53.1.3) 科学に基づく目標イニシアチブ（SBTi）の公式認定レター 
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Asahi Group Holdings Ltd. - Near-Term Approval Letter.pdf 

(7.53.1.4) 目標の野心度 

選択: 

☑ 1.5℃目標に整合済み 

(7.53.1.5) 目標設定日 

12/31/2019 

(7.53.1.6) 目標の対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体 

(7.53.1.7) 目標の対象となる温室効果ガス 

該当するすべてを選択 

☑ メタン(CH4) ☑ ペルフルオロカーボン (PFC) 

☑ 二酸化炭素(CO2) ☑ ハイドロフルオロカーボン (HFC) 

☑ 亜酸化窒素(N2O)  

☑ 六フッ化硫黄(SF6)  

☑ 三フッ化窒素(NF3)  

(7.53.1.8) スコープ 

該当するすべてを選択 

☑ スコープ 1 

☑ スコープ 2 

(7.53.1.9) スコープ 2 算定方法 
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選択: 

☑ マーケット基準 

(7.53.1.11) 基準年の終了日 

12/31/2019 

(7.53.1.12) 目標の対象となる基準年スコープ 1 排出量 (CO2 換算トン) 

558750.872 

(7.53.1.13) 目標の対象となる基準年スコープ 2 排出量 (CO2 換算トン) 

510944.419 

(7.53.1.31) 目標の対象となる基準年のスコープ 3 総排出量 (CO2 換算トン) 

0.000 

(7.53.1.32) すべての選択したスコープの目標の対象となる基準年総排出量 (CO2 換算トン) 

1069695.291 

(7.53.1.33) スコープ 1 の基準年総排出量のうち、目標の対象となる基準年スコープ 1 排出量の割合 

100 

(7.53.1.34) スコープ 2 の基準年総排出量のうち、目標の対象となる基準年スコープ 2 排出量の割合 

100 

(7.53.1.53) 選択した全スコープの基準年総排出量のうち、目標の対象となる基準年排出量の割合 

100 
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(7.53.1.54) 目標の終了日 

12/31/2030 

(7.53.1.55) 基準年からの目標削減率 (%) 

70 

(7.53.1.56) 選択した全スコープの目標で対象とする目標の終了日における総排出量 (CO2 換算トン) 

320908.587 

(7.53.1.57) 目標の対象となる報告年のスコープ 1 排出量 (CO2 換算トン) 

477290.861 

(7.53.1.58) 目標の対象となる報告年のスコープ 2 排出量 (CO2 換算トン) 

22228.662 

(7.53.1.77) すべての選択したスコープの目標の対象となる報告年の総排出量 (CO2 換算トン) 

499519.523 

(7.53.1.78) 目標の対象となる土地関連の排出量 

選択: 

☑ はい、土地関連排出量のみ対象としています (例: FLAG SBT) 

(7.53.1.79) 基準年に対して達成された目標の割合 

76.15 
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(7.53.1.80) 報告年の目標の状況 

選択: 

☑ 進行中 

(7.53.1.82) 目標対象範囲を説明し、除外事項を教えてください 

当社グループは、改訂した 2040年ネットゼロ目標が、パリ協定で示された 1.5ºC目標と科学的に整合する目標であることを保証するために、SBTネットゼロ認定

を取得いたしました。 また、農産物原料などの土地利用で発生する GHG排出量を対象とした FLAG排出量を含めた短期・長期目標においても、日本の企業として

初めて SBT認定を取得いたしました。 対象範囲は、SBTi基準に則り、事業活動に伴う CO2排出量の大部分（Scope1,2は 95％以上、Scope3は 90％以上）を網

羅する組織を対象としています。なお、Scope1-2・Scope3それぞれで規定水準を満たす必要があり、Scope1-2・Scope3において対象企業は異なります。SBTの

目標設定の対象範囲は日本、オセアニア、欧州です。 

(7.53.1.83) 目標の目的 

アサヒグループは、2040年までに GHG排出量ネットゼロを目指す野心的な中長期目標「アサヒカーボンゼロ」を設定しています。また、社会（バリューチェーン

外）のカーボン排出量削減に貢献できるよう「Beyondカーボンニュートラル」の目標を掲げています。この 2つの目標実現のため、第三者保証を活用した科学的

根拠に基づくモニタリング・情報開示の継続と費用対効果を考慮した実効性のある脱炭素移行計画の策定・実行に重点を置き、取り組みを進めています。 当社グル

ープは、改訂した 2040年ネットゼロ目標が、パリ協定で示された 1.5ºC目標と科学的に整合する目標であることを保証するために、SBTネットゼロ認定を取得い

たしました。 また、農産物原料などの土地利用で発生する GHG排出量を対象とした FLAG排出量を含めた短期・長期目標においても、日本の企業として初めて

SBT認定を取得いたしました。 

(7.53.1.84) 目標を達成するための計画、および報告年の終わりに達成された進捗状況 

再エネ電力の導入や、省エネ活動の推進により、約 76%進捗している。 

(7.53.1.85) セクター別脱炭素化アプローチを用いて設定された目標 

選択: 

☑ いいえ 

Row 2 
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(7.53.1.1) 目標参照番号 

選択: 

☑ Abs 2 

(7.53.1.2) これは科学に基づく目標ですか 

選択: 

☑ はい、この目標は科学に基づく目標イニシアチブ（SBTi）の認定を受けている 

(7.53.1.3) 科学に基づく目標イニシアチブ（SBTi）の公式認定レター 

Asahi Group Holdings Ltd. - Net-Zero Approval Letter.pdf 

(7.53.1.4) 目標の野心度 

選択: 

☑ 1.5℃目標に整合済み 

(7.53.1.5) 目標設定日 

12/31/2019 

(7.53.1.6) 目標の対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体 

(7.53.1.7) 目標の対象となる温室効果ガス 

該当するすべてを選択 

☑ メタン(CH4) ☑ ペルフルオロカーボン (PFC) 
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☑ 二酸化炭素(CO2) ☑ ハイドロフルオロカーボン (HFC) 

☑ 亜酸化窒素(N2O)  

☑ 六フッ化硫黄(SF6)  

☑ 三フッ化窒素(NF3)  

(7.53.1.8) スコープ 

該当するすべてを選択 

☑ スコープ 3 

(7.53.1.10) スコープ 3 カテゴリ 

該当するすべてを選択 

☑ スコープ 3、カテゴリ 1 - 購入した製品・サービス 

☑ スコープ 3、カテゴリ 3 - 燃料およびエネルギー関連活動 (スコープ 1 または 2 に含まれない) 

☑ スコープ 3、カテゴリ 4 - 上流の輸送および物流 

☑ スコープ 3、カテゴリ 9 - 下流の輸送および物流 

☑ スコープ 3、カテゴリ 13 - 下流のリース資産 

(7.53.1.11) 基準年の終了日 

12/31/2019 

(7.53.1.14) スコープ 3 カテゴリ 1 の基準年:目標の対象となる購入した製品・サービスによる排出量 (CO2 換算トン) 

4899782.284 

(7.53.1.16) スコープ 3 カテゴリ 3 の基準年:目標の対象となる、燃料およびエネルギー関連活動 (スコープ 1,2 に含まれな

い) による排出量 (CO2 換算トン) 

210483.257 
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(7.53.1.17) スコープ 3 カテゴリ 4 の基準年:目標の対象となる上流の物流による排出量 (CO2 換算トン) 

681757.745 

(7.53.1.22) スコープ 3 カテゴリ 9 の基準年:目標の対象となる下流の物流による排出量 (CO2 換算トン) 

1711362.18 

(7.53.1.26) スコープ 3 カテゴリ 13 の基準年:目標の対象となる下流のリース資産による排出量 (CO2 換算トン) 

640274.745 

(7.53.1.31) 目標の対象となる基準年のスコープ 3 総排出量 (CO2 換算トン) 

8143660.211 

(7.53.1.32) すべての選択したスコープの目標の対象となる基準年総排出量 (CO2 換算トン) 

8143660.211 

(7.53.1.35) スコープ 3 カテゴリ 1 の基準年:スコープ 3 カテゴリ 1 の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる購入し

た製品・サービスによる排出量の割合:購入した製品・サービス(CO2 換算トン) 

100 

(7.53.1.37) スコープ 3 カテゴリ 3 の基準年:スコープ 3 カテゴリ 3 の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる燃料お

よびエネルギー関連活動 (スコープ 1,2 に含まれない) による排出量:燃料およびエネルギー関連活動 (スコープ 1,2 に含ま

れない) (CO2 換算トン) 

100 

(7.53.1.38) スコープ 3 カテゴリ 4 の基準年:スコープ 3 カテゴリ 4 の基準年総排出量のうち、目標の対象となる上流の物
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流による排出量:上流の物流(CO2 換算トン) 

100 

(7.53.1.43) スコープ 3 カテゴリ 9 の基準年:スコープ 3 カテゴリ 9 の基準年総排出量のうち、目標の対象となる下流の物

流による排出量:下流の物流(CO2 換算トン) 

100 

(7.53.1.47) スコープ 3 カテゴリ 13 の基準年:スコープ 3 カテゴリ 13 の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる下流

のリース資産による排出量の割合:下流のリース資産(CO2 換算トン) 

100 

(7.53.1.52) スコープ 3 の基準年総排出量のうち、目標で対象とする基準年スコープ 3 排出量の割合 (全スコープ 3 カテゴ

リ) 

100 

(7.53.1.53) 選択した全スコープの基準年総排出量のうち、目標の対象となる基準年排出量の割合 

100 

(7.53.1.54) 目標の終了日 

12/31/2030 

(7.53.1.55) 基準年からの目標削減率 (%) 

30 

(7.53.1.56) 選択した全スコープの目標で対象とする目標の終了日における総排出量 (CO2 換算トン) 



 

280 

5700562.148 

(7.53.1.59) スコープ 3 カテゴリ 1:目標の対象となる報告年の購入した製品・サービスによる排出量 (CO2 換算トン) 

4102826.037 

(7.53.1.61) スコープ 3 カテゴリ 3:目標の対象となる報告年の燃料およびエネルギー関連活動 (スコープ 1,2 に含まれない) 

による排出量 (CO2 換算トン) 

213214.348 

(7.53.1.62) スコープ 3 カテゴリ 4:目標の対象となる報告年の上流の物流による排出量 (CO2 換算トン) 

669181.274 

(7.53.1.67) スコープ 3 カテゴリ 9:目標の対象となる報告年の下流の物流による排出量 (CO2 換算トン) 

1449700.628 

(7.53.1.71) スコープ 3 カテゴリ 13:目標の対象となる報告年の下流のリース資産による排出量 (CO2 換算トン) 

440576.946 

(7.53.1.76) 目標の対象となる報告年のスコープ 3 排出量 (CO2 換算トン) 

6875499.233 

(7.53.1.77) すべての選択したスコープの目標の対象となる報告年の総排出量 (CO2 換算トン) 

6875499.233 

(7.53.1.78) 目標の対象となる土地関連の排出量 

選択: 
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☑ はい、土地関連および土地関連以外の排出量を対象としています (例: FLAG 目標設定ガイダンス発行前に承認された SBT) 

(7.53.1.79) 基準年に対して達成された目標の割合 

51.91 

(7.53.1.80) 報告年の目標の状況 

選択: 

☑ 進行中 

(7.53.1.82) 目標対象範囲を説明し、除外事項を教えてください 

当社グループは、改訂した 2040年ネットゼロ目標が、パリ協定で示された 1.5ºC目標と科学的に整合する目標であることを保証するために、SBTネットゼロ認定

を取得いたしました。 また、農産物原料などの土地利用で発生する GHG排出量を対象とした FLAG排出量を含めた短期・長期目標においても、日本の企業として

初めて SBT認定を取得いたしました。 対象範囲は、SBTi基準に則り、事業活動に伴う CO2排出量の大部分（Scope1,2は 95％以上、Scope3は 90％以上）を網

羅する組織を対象としています。なお、Scope1-2・Scope3それぞれで規定水準を満たす必要があり、Scope1-2・Scope3において対象企業は異なります。SBTの

目標設定の対象範囲は日本、オセアニア、欧州です。 

(7.53.1.83) 目標の目的 

アサヒグループは、2040年までに GHG排出量ネットゼロを目指す野心的な中長期目標「アサヒカーボンゼロ」を設定しています。また、社会（バリューチェーン

外）のカーボン排出量削減に貢献できるよう「Beyondカーボンニュートラル」の目標を掲げています。この 2つの目標実現のため、第三者保証を活用した科学的

根拠に基づくモニタリング・情報開示の継続と費用対効果を考慮した実効性のある脱炭素移行計画の策定・実行に重点を置き、取り組みを進めています。 当社グル

ープは、改訂した 2040年ネットゼロ目標が、パリ協定で示された 1.5ºC目標と科学的に整合する目標であることを保証するために、SBTネットゼロ認定を取得い

たしました。 また、農産物原料などの土地利用で発生する GHG排出量を対象とした FLAG排出量を含めた短期・長期目標においても、日本の企業として初めて

SBT認定を取得いたしました。 

(7.53.1.84) 目標を達成するための計画、および報告年の終わりに達成された進捗状況 

サプライヤーの方々とのコミュニケーションと働きかけ等により、約 52%進捗している。 

(7.53.1.85) セクター別脱炭素化アプローチを用いて設定された目標 
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選択: 

☑ いいえ 

Row 3 

(7.53.1.1) 目標参照番号 

選択: 

☑ Abs 3 

(7.53.1.2) これは科学に基づく目標ですか 

選択: 

☑ はい、この目標は科学に基づく目標イニシアチブ（SBTi）の認定を受けている 

(7.53.1.3) 科学に基づく目標イニシアチブ（SBTi）の公式認定レター 

Asahi Group Holdings Ltd. - Net-Zero Approval Letter.pdf 

(7.53.1.4) 目標の野心度 

選択: 

☑ 1.5℃目標に整合済み 

(7.53.1.5) 目標設定日 

12/31/2019 

(7.53.1.6) 目標の対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体 
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(7.53.1.7) 目標の対象となる温室効果ガス 

該当するすべてを選択 

☑ メタン(CH4) ☑ ペルフルオロカーボン (PFC) 

☑ 二酸化炭素(CO2) ☑ ハイドロフルオロカーボン (HFC) 

☑ 亜酸化窒素(N2O)  

☑ 六フッ化硫黄(SF6)  

☑ 三フッ化窒素(NF3)  

(7.53.1.8) スコープ 

該当するすべてを選択 

☑ スコープ 1 

☑ スコープ 2 

☑ スコープ 3 

(7.53.1.9) スコープ 2 算定方法 

選択: 

☑ マーケット基準 

(7.53.1.10) スコープ 3 カテゴリ 

該当するすべてを選択 

☑ スコープ 3、カテゴリ 1 - 購入した製品・サービス 

☑ スコープ 3、カテゴリ 3 - 燃料およびエネルギー関連活動 (スコープ 1 または 2 に含まれない) 

☑ スコープ 3、カテゴリ 4 - 上流の輸送および物流 

☑ スコープ 3、カテゴリ 9 - 下流の輸送および物流 

☑ スコープ 3、カテゴリ 13 - 下流のリース資産 
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(7.53.1.11) 基準年の終了日 

12/31/2019 

(7.53.1.12) 目標の対象となる基準年スコープ 1 排出量 (CO2 換算トン) 

558750.872 

(7.53.1.13) 目標の対象となる基準年スコープ 2 排出量 (CO2 換算トン) 

510944.419 

(7.53.1.14) スコープ 3 カテゴリ 1 の基準年:目標の対象となる購入した製品・サービスによる排出量 (CO2 換算トン) 

4899782.284 

(7.53.1.16) スコープ 3 カテゴリ 3 の基準年:目標の対象となる、燃料およびエネルギー関連活動 (スコープ 1,2 に含まれな

い) による排出量 (CO2 換算トン) 

210483.257 

(7.53.1.17) スコープ 3 カテゴリ 4 の基準年:目標の対象となる上流の物流による排出量 (CO2 換算トン) 

681757.745 

(7.53.1.22) スコープ 3 カテゴリ 9 の基準年:目標の対象となる下流の物流による排出量 (CO2 換算トン) 

1711362.18 

(7.53.1.26) スコープ 3 カテゴリ 13 の基準年:目標の対象となる下流のリース資産による排出量 (CO2 換算トン) 

640274.745 
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(7.53.1.31) 目標の対象となる基準年のスコープ 3 総排出量 (CO2 換算トン) 

8143660.211 

(7.53.1.32) すべての選択したスコープの目標の対象となる基準年総排出量 (CO2 換算トン) 

9213355.502 

(7.53.1.33) スコープ 1 の基準年総排出量のうち、目標の対象となる基準年スコープ 1 排出量の割合 

100 

(7.53.1.34) スコープ 2 の基準年総排出量のうち、目標の対象となる基準年スコープ 2 排出量の割合 

100 

(7.53.1.35) スコープ 3 カテゴリ 1 の基準年:スコープ 3 カテゴリ 1 の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる購入し

た製品・サービスによる排出量の割合:購入した製品・サービス(CO2 換算トン) 

100 

(7.53.1.37) スコープ 3 カテゴリ 3 の基準年:スコープ 3 カテゴリ 3 の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる燃料お

よびエネルギー関連活動 (スコープ 1,2 に含まれない) による排出量:燃料およびエネルギー関連活動 (スコープ 1,2 に含ま

れない) (CO2 換算トン) 

100 

(7.53.1.38) スコープ 3 カテゴリ 4 の基準年:スコープ 3 カテゴリ 4 の基準年総排出量のうち、目標の対象となる上流の物

流による排出量:上流の物流(CO2 換算トン) 

100 
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(7.53.1.43) スコープ 3 カテゴリ 9 の基準年:スコープ 3 カテゴリ 9 の基準年総排出量のうち、目標の対象となる下流の物

流による排出量:下流の物流(CO2 換算トン) 

100 

(7.53.1.47) スコープ 3 カテゴリ 13 の基準年:スコープ 3 カテゴリ 13 の基準年の総排出量のうち、目標の対象となる下流

のリース資産による排出量の割合:下流のリース資産(CO2 換算トン) 

100 

(7.53.1.52) スコープ 3 の基準年総排出量のうち、目標で対象とする基準年スコープ 3 排出量の割合 (全スコープ 3 カテゴ

リ) 

100 

(7.53.1.53) 選択した全スコープの基準年総排出量のうち、目標の対象となる基準年排出量の割合 

100 

(7.53.1.54) 目標の終了日 

12/31/2040 

(7.53.1.55) 基準年からの目標削減率 (%) 

90 

(7.53.1.56) 選択した全スコープの目標で対象とする目標の終了日における総排出量 (CO2 換算トン) 

921335.550 

(7.53.1.57) 目標の対象となる報告年のスコープ 1 排出量 (CO2 換算トン) 



 

287 

477290.861 

(7.53.1.58) 目標の対象となる報告年のスコープ 2 排出量 (CO2 換算トン) 

22228.662 

(7.53.1.59) スコープ 3 カテゴリ 1:目標の対象となる報告年の購入した製品・サービスによる排出量 (CO2 換算トン) 

4102826.037 

(7.53.1.61) スコープ 3 カテゴリ 3:目標の対象となる報告年の燃料およびエネルギー関連活動 (スコープ 1,2 に含まれない) 

による排出量 (CO2 換算トン) 

213214.348 

(7.53.1.62) スコープ 3 カテゴリ 4:目標の対象となる報告年の上流の物流による排出量 (CO2 換算トン) 

669181.274 

(7.53.1.67) スコープ 3 カテゴリ 9:目標の対象となる報告年の下流の物流による排出量 (CO2 換算トン) 

1449700.628 

(7.53.1.71) スコープ 3 カテゴリ 13:目標の対象となる報告年の下流のリース資産による排出量 (CO2 換算トン) 

440576.946 

(7.53.1.76) 目標の対象となる報告年のスコープ 3 排出量 (CO2 換算トン) 

6875499.233 

(7.53.1.77) すべての選択したスコープの目標の対象となる報告年の総排出量 (CO2 換算トン) 

7375018.756 
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(7.53.1.78) 目標の対象となる土地関連の排出量 

選択: 

☑ はい、土地関連排出量のみ対象としています (例: FLAG SBT) 

(7.53.1.79) 基準年に対して達成された目標の割合 

22.17 

(7.53.1.80) 報告年の目標の状況 

選択: 

☑ 進行中 

(7.53.1.82) 目標対象範囲を説明し、除外事項を教えてください 

当社グループは、改訂した 2040年ネットゼロ目標が、パリ協定で示された 1.5ºC目標と科学的に整合する目標であることを保証するために、SBTネットゼロ認定

を取得いたしました。 また、農産物原料などの土地利用で発生する GHG排出量を対象とした FLAG排出量を含めた短期・長期目標においても、日本の企業として

初めて SBT認定を取得いたしました。 対象範囲は、SBTi基準に則り、事業活動に伴う CO2排出量の大部分（Scope1,2は 95％以上、Scope3は 90％以上）を網

羅する組織を対象としています。なお、Scope1-2・Scope3それぞれで規定水準を満たす必要があり、Scope1-2・Scope3において対象企業は異なります。SBTの

目標設定の対象範囲は日本、オセアニア、欧州です。 

(7.53.1.83) 目標の目的 

アサヒグループは、2040年までに GHG排出量ネットゼロを目指す野心的な中長期目標「アサヒカーボンゼロ」を設定しています。また、社会（バリューチェーン

外）のカーボン排出量削減に貢献できるよう「Beyondカーボンニュートラル」の目標を掲げています。この 2つの目標実現のため、第三者保証を活用した科学的

根拠に基づくモニタリング・情報開示の継続と費用対効果を考慮した実効性のある脱炭素移行計画の策定・実行に重点を置き、取り組みを進めています。 当社グル

ープは、改訂した 2040年ネットゼロ目標が、パリ協定で示された 1.5ºC目標と科学的に整合する目標であることを保証するために、SBTネットゼロ認定を取得い

たしました。 また、農産物原料などの土地利用で発生する GHG排出量を対象とした FLAG排出量を含めた短期・長期目標においても、日本の企業として初めて

SBT認定を取得いたしました。 

(7.53.1.84) 目標を達成するための計画、および報告年の終わりに達成された進捗状況 
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Scope1,2については、再エネ電力の導入や、省エネ活動の推進により、約 76%進捗している。 Scope3については、サプライヤーの方々とのコミュニケーション

と働きかけ等により、約 52%進捗している。 

(7.53.1.85) セクター別脱炭素化アプローチを用いて設定された目標 

選択: 

☑ いいえ 

[行を追加] 

 

(7.54) 報告年に有効なその他の気候関連目標がありましたか。 

該当するすべてを選択 

☑ 低炭素エネルギー消費または生産を増加または維持するための目標: 

☑ ネットゼロ目標 

(7.54.1) 低炭素エネルギー消費または生産を増加させる目標の詳細を記入してください。 

Row 1 

(7.54.1.1) 目標参照番号 

選択: 

☑ Low 1 

(7.54.1.2) 目標設定日 

10/29/2020 

(7.54.1.3) 目標の対象範囲 

選択: 
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☑ 組織全体 

(7.54.1.4) 目標の種類: エネルギーキャリア 

選択: 

☑ 電力 

(7.54.1.5) 目標の種類: 活動 

選択: 

☑ 消費 

(7.54.1.6) 目標の種類: エネルギー源 

選択: 

☑ 再生可能エネルギー源のみ 

(7.54.1.7) 基準年の終了日 

12/31/2019 

(7.54.1.8) 基準年の選択したエネルギーキャリアの消費量または生産量(MWh) 

824088.088136958 

(7.54.1.9) 基準年の低炭素または再生可能エネルギーの割合(%) 

0 

(7.54.1.10) 目標の終了日 

12/31/2040 
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(7.54.1.11) 目標終了日の低炭素または再生可能エネルギーの割合 

100 

(7.54.1.12) 報告年の低炭素または再生可能エネルギーの割合(%) 

78.12 

(7.54.1.13) 基準年に対して達成された目標の割合 

78.12 

(7.54.1.14) 報告年の目標の状況  

選択: 

☑ 進行中 

(7.54.1.16) この目標は排出量目標の一部ですか 

RE100目標は、CO₂排出量削減目標の達成に向けた取り組みの一つとして位置づけられており、再生可能エネルギーの導入によって、CO2排出量削減の中長期目

標「アサヒカーボンゼロ」の達成に大きく寄与するものです。 

(7.54.1.17) この目標は包括的なイニシアチブの一部ですか 

該当するすべてを選択 

☑ RE100 

(7.54.1.19) 目標対象範囲を説明し、除外事項を教えてください 

除外範囲はありません 

(7.54.1.20) 目標の目的 



 

292 

事業活動で使用する電力について再生可能エネルギーへの転換を進め、化石燃料由来の CO₂排出量を削減することを目的としています。これにより、事業活動に伴

う温室効果ガス排出量の削減を推進し、2040年の「アサヒカーボンゼロ」の実現に貢献するとともに、脱炭素社会および持続可能な社会の実現を目指します。 

(7.54.1.21) 目標を達成するための計画、および報告年の終わりに達成された進捗状況 

事業活動で使用する電力について、再生可能エネルギー由来の電力への切り替えを段階的に進め、RE100目標の達成に向けて再生可能エネルギーの調達・導入を拡

大しています。2025年時点では、使用電力の約 78%を再生可能エネルギー由来の電力に切り替えており、目標達成に向けて順調に進捗しています。今後も再生可

能エネルギーの導入・調達を継続し、目標の達成を目指します。 

[行を追加] 

 

(7.54.3) ネットゼロ目標の詳細を記入してください。 

Row 1 

(7.54.3.1) 目標参照番号  

選択: 

☑ NZ1 

(7.54.3.2) 目標設定日 

12/31/2021 

(7.54.3.3) 目標の対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体 

(7.54.3.4) このネットゼロ目標に関連する目標 

該当するすべてを選択 

☑ Abs1 
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☑ Abs2 

(7.54.3.5) ネットゼロを達成する目標最終日 

12/31/2040 

(7.54.3.6) これは科学に基づく目標ですか 

選択: 

☑ はい、この目標は科学に基づく目標イニシアチブ（SBTi）の認定を受けている 

(7.54.3.7) 科学に基づく目標イニシアチブ（SBTi）の公式認定レター 

Asahi Group Holdings Ltd. - Net-Zero Approval Letter.pdf 

(7.54.3.8) スコープ 

該当するすべてを選択 

☑ スコープ 1 

☑ スコープ 2 

☑ スコープ 3 

(7.54.3.9) 目標の対象となる温室効果ガス 

該当するすべてを選択 

☑ メタン(CH4) ☑ ペルフルオロカーボン (PFC) 

☑ 二酸化炭素(CO2) ☑ ハイドロフルオロカーボン (HFC) 

☑ 亜酸化窒素(N2O)  

☑ 六フッ化硫黄(SF6)  

☑ 三フッ化窒素(NF3)  

(7.54.3.10) 目標対象範囲を説明し、除外事項を教えてください 
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SBTの目標設定の対象範囲は日本、オセアニア、欧州である。 

(7.54.3.11) 目標の目的 

アサヒグループは、気候変動への中長期のネットゼロ目標として、「アサヒカーボンゼロ」を設定している。「アサヒカーボンゼロ」は、2040年に Scope1,2およ

び Scope3にてグループ全体の GHG排出量“ゼロ”を目指すものであり、2030年に Scope1,2において 70%削減、Scope3において 30%削減を目標とするものであ

る。 

(7.54.3.12) 目標終了時に恒久的炭素除去によって残余排出量をニュートラル化するつもりがありますか。 

選択: 

☑ はい 

(7.54.3.13) 貴組織のバリューチェーンを越えて排出量を軽減する計画がありますか 

選択: 

☑ はい、報告年にすでにこれに取り組みました 

(7.54.3.14) ニュートラル化やバリューチェーンを越えた軽減のために炭素クレジットの購入やキャンセルをする意図があ

りますか 

該当するすべてを選択 

☑ はい、バリューチェーンを越えた軽減のために現在、炭素クレジットの購入・キャンセルを行っています。 

(7.54.3.15) 目標終了時のニュートラル化のための中間目標や短期投資の計画 

アサヒグループではカーボンニュートラルの実現に向けたマイルストーンとして、2030年までに 2019年度比 Scope1,2を 70％、Scope3を 30%削減するという目

標を掲げている。 

(7.54.3.16) 貴組織のバリューチェーンを越えて排出量を軽減するための行動について説明してください 

バリューチェーンを超えた排出量削減を目指した「Beyondカーボンニュートラル」という目標を新たに設定している。 
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(7.54.3.17) 報告年の目標の状況 

選択: 

☑ 進行中 

(7.54.3.19) 目標のレビュープロセス 

排出量削減目標やネットゼロ目標については、当社グループの取り組み状況や社会的動向も踏まえ、適宜見直しを実施する。実際に、2023年度は Scope1，2，3

のネットゼロ目標の達成年を 2040年へと 10年前倒しした。アサヒグループでは事業・社会へのインパクトの最大化を目指して、環境への取り組みをさらに加速す

るため「アサヒグループ環境ビジョン 2050」を 2023年 2月に改定した。「プラネットポジティブ」を掲げる同ビジョンのもと、2050年に向けたロードマップも

策定し、施策を推進している。 

[行を追加] 

 

(7.55) 報告年内に実施した排出量削減の取り組みがありましたか。これには、計画段階及び実行段階のものを含みます。 

 

報告年中に実施されていた排出削減イニシアチブ 

 選択: 

☑ はい 

[固定行] 

(7.55.1) 各段階のイニシアチブの総数を示し、実施段階のイニシアチブについては推定排出削減量 (CO2 換算) もお答えく

ださい。 
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イニシアチブの数  年間推定 CO2 削減量（メートルトン CO2e） 

調査中 0 🔒  

実施予定 0 0 

実施開始 0 0 

実施済み 6 298286.58 

実施できず 0 🔒  

[固定行] 

(7.55.2) 報告年に実施されたイニシアチブの詳細を以下の表に記入してください。 

Row 1 

(7.55.2.1) イニシアチブのカテゴリとイニシアチブの種類 

低炭素エネルギー消費 

☑ 低炭素電力ミックス 

 

(7.55.2.2) 推定年間 CO2 換算排出削減量(CO2 換算トン) 

111934.6 

(7.55.2.3) 排出量低減が起こっているスコープまたはスコープ 3 カテゴリ 
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該当するすべてを選択 

☑ スコープ 2(マーケット基準) 

(7.55.2.4) 自発的/義務的 

選択: 

☑ 自主的 

(7.55.2.5) 年間経費節減額 (通貨単位は 1.2 での指定に従う) 

0 

(7.55.2.6) 必要投資額 (通貨単位は 1.2 での指定に従う) 

0 

(7.55.2.7) 投資回収期間 

選択: 

☑ ペイバックなし  

(7.55.2.8) 取り組みの推定活動期間 

選択: 

☑ 継続中 

(7.55.2.9) コメント  

日本における低炭素電力の調達の合計 

Row 2 
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(7.55.2.1) イニシアチブのカテゴリとイニシアチブの種類 

低炭素エネルギー消費 

☑ 風力 

 

(7.55.2.2) 推定年間 CO2 換算排出削減量(CO2 換算トン) 

44496.08 

(7.55.2.3) 排出量低減が起こっているスコープまたはスコープ 3 カテゴリ 

該当するすべてを選択 

☑ スコープ 2(マーケット基準) 

(7.55.2.4) 自発的/義務的 

選択: 

☑ 自主的 

(7.55.2.5) 年間経費節減額 (通貨単位は 1.2 での指定に従う) 

0 

(7.55.2.6) 必要投資額 (通貨単位は 1.2 での指定に従う) 

0 

(7.55.2.7) 投資回収期間 

選択: 

☑ ペイバックなし  
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(7.55.2.8) 取り組みの推定活動期間 

選択: 

☑ 継続中 

(7.55.2.9) コメント  

ポーランドにおける低炭素電力の調達の合計 

Row 3 

(7.55.2.1) イニシアチブのカテゴリとイニシアチブの種類 

低炭素エネルギー消費 

☑ 太陽光発電 

 

(7.55.2.2) 推定年間 CO2 換算排出削減量(CO2 換算トン) 

99348.78 

(7.55.2.3) 排出量低減が起こっているスコープまたはスコープ 3 カテゴリ 

該当するすべてを選択 

☑ スコープ 2(マーケット基準) 

(7.55.2.4) 自発的/義務的 

選択: 

☑ 自主的 

(7.55.2.5) 年間経費節減額 (通貨単位は 1.2 での指定に従う) 
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0 

(7.55.2.6) 必要投資額 (通貨単位は 1.2 での指定に従う) 

0 

(7.55.2.7) 投資回収期間 

選択: 

☑ ペイバックなし  

(7.55.2.8) 取り組みの推定活動期間 

選択: 

☑ 継続中 

(7.55.2.9) コメント  

オーストラリアにおける低炭素電力の調達の合計 

Row 4 

(7.55.2.1) イニシアチブのカテゴリとイニシアチブの種類 

低炭素エネルギー生成 

☑ 太陽光発電  
 

(7.55.2.2) 推定年間 CO2 換算排出削減量(CO2 換算トン) 

24049.31 

(7.55.2.3) 排出量低減が起こっているスコープまたはスコープ 3 カテゴリ 
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該当するすべてを選択 

☑ スコープ 2(マーケット基準) 

(7.55.2.4) 自発的/義務的 

選択: 

☑ 自主的 

(7.55.2.5) 年間経費節減額 (通貨単位は 1.2 での指定に従う) 

0 

(7.55.2.6) 必要投資額 (通貨単位は 1.2 での指定に従う) 

0 

(7.55.2.7) 投資回収期間 

選択: 

☑ ペイバックなし  

(7.55.2.8) 取り組みの推定活動期間 

選択: 

☑ 継続中 

(7.55.2.9) コメント  

マレーシアにおける低炭素電力の調達の合計 

Row 5 
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(7.55.2.1) イニシアチブのカテゴリとイニシアチブの種類 

低炭素エネルギー生成 

☑ 風力 

 

(7.55.2.2) 推定年間 CO2 換算排出削減量(CO2 換算トン) 

9850.71 

(7.55.2.3) 排出量低減が起こっているスコープまたはスコープ 3 カテゴリ 

該当するすべてを選択 

☑ スコープ 2(マーケット基準) 

(7.55.2.4) 自発的/義務的 

選択: 

☑ 自主的 

(7.55.2.5) 年間経費節減額 (通貨単位は 1.2 での指定に従う) 

0 

(7.55.2.6) 必要投資額 (通貨単位は 1.2 での指定に従う) 

0 

(7.55.2.7) 投資回収期間 

選択: 

☑ ペイバックなし  
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(7.55.2.8) 取り組みの推定活動期間 

選択: 

☑ 継続中 

(7.55.2.9) コメント  

ルーマニアにおける低炭素電力の調達の合計 

Row 6 

(7.55.2.1) イニシアチブのカテゴリとイニシアチブの種類 

低炭素エネルギー消費 

☑ 風力 

 

(7.55.2.2) 推定年間 CO2 換算排出削減量(CO2 換算トン) 

8607.08 

(7.55.2.3) 排出量低減が起こっているスコープまたはスコープ 3 カテゴリ 

該当するすべてを選択 

☑ スコープ 2(マーケット基準) 

(7.55.2.4) 自発的/義務的 

選択: 

☑ 自主的 

(7.55.2.5) 年間経費節減額 (通貨単位は 1.2 での指定に従う) 
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0 

(7.55.2.6) 必要投資額 (通貨単位は 1.2 での指定に従う) 

0 

(7.55.2.7) 投資回収期間 

選択: 

☑ ペイバックなし  

(7.55.2.8) 取り組みの推定活動期間 

選択: 

☑ 継続中 

(7.55.2.9) コメント  

オランダにおける低炭素電力の調達の合計 

[行を追加] 

 

(7.55.3) 排出削減活動への投資を促進するために貴組織はどのような方法を使っていますか。 

Row 1 

(7.55.3.1)  手法  

選択: 

☑ 省エネの専用予算 

(7.55.3.2) コメント  
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アサヒグループでは、Scope1と Scope2の主な排出源である工場やオフィスにおけるエネルギー使用量削減のため、「省エネ設備投資」として予算を計上してお

ります。 省エネ設備投資案件の優先順位は以下の通りです。 ①固定資産の設備耐用年数を超え、エネルギー効率が低下した設備を、設備の老朽化更新とエネルギ

ー効率向上を目的として更新・改修します。 ②投資回収年数が 5年以下の、採算性を考慮した設備投資を行います。 ③投資回収年数は 5年以上ですが、安全性の

向上や品質向上など、複合的な付加価値の向上を考慮した設備投資を行います。 

Row 2 

(7.55.3.1)  手法  

選択: 

☑ その他の排出量削減活動の専用予算 

(7.55.3.2) コメント  

アサヒグループでは、Scope1と Scope2の主な排出源である工場やオフィスにおけるエネルギー使用量削減のため、「省エネ設備投資」として予算を計上してお

ります。 排出量削減活動に関する案件の優先順位は以下の通りです。 ①固定資産の設備耐用年数を超え、エネルギー効率が低下した設備を、設備の老朽化更新と

エネルギー効率向上を目的として更新・改修します。 ②投資回収年数が 5年以下の、採算性を考慮した設備投資を行います。 ③投資回収年数は 5年以上ですが、

安全性の向上や品質向上など、複合的な付加価値の向上を考慮した設備投資を行います。 

Row 3 

(7.55.3.1)  手法  

選択: 

☑ 財務最適化計算 

(7.55.3.2) コメント  

アサヒグループでは、Scope1と Scope2の主な排出源である工場やオフィスにおけるエネルギー使用量削減のため、「省エネ設備投資」として予算を計上してお

ります。財務最適化に関する案件の優先順位は以下の通りです。①固定資産の設備耐用年数を超え、エネルギー効率が低下した設備を、設備の老朽化更新とエネル

ギー効率向上を目的として更新・改修します。②投資回収年数が 5年以下の、採算性を考慮した設備投資を行います。③投資回収年数は 5年以上ですが、安全性

の向上や品質向上など、複合的な付加価値の向上を考慮した設備投資を行います。 

[行を追加] 
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(7.67) 貴組織所有の土地に対して、気候変動緩和や適応のプラスになる農業または森林管理活動を実施していますか。 

選択: 

☑ はい 

(7.67.1) 自組織の土地に対して実施した、気候変動緩和や適応の便益のある農業または森林管理慣行を明記し、分かる場

合には対応する排出量を記入します。 

Row 1 

(7.67.1.1) 管理活動参照番号 

選択: 

☑ MP1 

(7.67.1.2) 管理活動 

選択: 

☑ 植林 

(7.67.1.3) 管理活動の内容 

アサヒグループの社有林「アサヒの森」は、広島県庄原市と三次市の大小 15ヵ所に点在しています。その総面積は 2,173ヘクタールです。（森林管理面積は

2,576ha） 

(7.67.1.4) 気候変動に関連する主な恩恵 

選択: 

☑ 排出量削減(緩和) 
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(7.67.1.6) 説明してください 

「アサヒの森」はヒノキやスギなどの人工林を造成する一方で、広葉樹を主体とする自然林については、自然のままの生態系を保護し、維持しています。なお、推

定削減量は非開示としています。 

[行を追加] 

 

(7.69) 7.67.1 で開示した、貴組織の土地に対して実施した管理慣行に、気候変動緩和/適応以外の他の効果があるかどうか

知っていますか。 

選択: 

☑ はい 

(7.69.1) 気候変動緩和/適応以外のその他の影響を及ぼす管理慣行と、貴組織の管理対応について詳細を記入してくださ

い。 

Row 1 

(7.69.1.1) 管理活動参照番号 

選択: 

☑ MP1 

(7.69.1.2) 全体的な影響  

選択: 

☑ 好影響 

(7.69.1.3) 以下のうちのどれが影響を受けましたか 

該当するすべてを選択 
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☑ 生物多様性 

(7.69.1.4) 影響の詳細 

当社の実地観測・調査の結果、これまでに植物 668種、鳥類 60種が確認されています。このうち植物 4種、鳥類 12 種は環境省や広島県のレッドデータブック、

国の天然記念物や種の保存法で指定された種である重要種に指定されています。これらの数値は、スギ、ヒノキ植林地が中心の環境としては、大きな値です。ま

た、植物、動物ともに外来種が少なく、日本在来の生物が多く見られています。 

(7.69.1.5) これらの影響に対して何らかの対応を取りましたか 

選択: 

☑ はい 

(7.69.1.6) 対応の詳細 

アサヒの森は、植林地ではあるが、計画的な間伐が行われ適切に管理している。この結果、林内は明るく、光が射し込み、下層植生も豊かになっている。 こうした

多様な植物の存在は、植物を食物や生活環境の一部として利用する昆虫や動物など多様な生き物の生息を支えている。 また、アサヒグループは、環境省を含めた

17団体を発起人として設立された「生物多様性のための 30by30アライアンス」に参画している。「生物多様性のための 30by30アライアンス」は、2030年までに

陸と海の 30％の保全を目指す国際的な目標である「30by30目標」の国内達成に向け、各種施策を実行的に進めていくための有志連合として設立されたものであ

る。「30by30目標」達成のための主要施策として、国立公園等の保護地域の拡張と管理の質の向上や、保護地域以外で生物多様性保全に資する地域（OECM：民

間等の取り組みにより保全が守られている地域や保全を目的しない管理が結果として自然環境を守ることにも貢献している地域）の設定・管理、生物多様性の重要

性や保全活動の効果の「見える化」等が掲げている。アサヒグループは、「自然の恵み」を享受して事業を行う企業として、自然環境保全や生物多様性に貢献につ

いても取り組んでいる。具体的には、広島県庄原市と三次市に広がる社有林「アサヒの森」では、80年以上にわたり豊かな森づくりを目指し、責任ある森林経営

を行っている。適正な管理を行うことで、洪水の緩和や水資源の貯留、水質を浄化する水源涵養機能や、野生動物の生息・生育の場として生物多様性を保全する機

能などを高めている。今後は「アサヒの森」のＯＥＣＭ認定取得と、「30by30目標」達成への貢献を目指す。 

[行を追加] 

 

(7.74) 貴組織の製品やサービスを低炭素製品に分類していますか。 

選択: 

☑ いいえ 
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(7.79) 貴組織では、報告年内にプロジェクトベースの炭素クレジットを償却しましたか。 

選択: 

☑ いいえ 
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C9. 環境パフォーマンス - ウォーター 
(9.1) 水関連データの中で開示対象から除外されるものはありますか。 

選択: 

☑ はい 

(9.1.1) 除外項目についての詳細を記載してください。 

Row 1 

(9.1.1.1) 除外 

選択: 

☑  国/地理的エリア  

(9.1.1.2) 除外の詳細  

欧州、東南アジアの営業所などの非製造拠点の日常用水について報告量から除外しています。 

(9.1.1.3) 除外理由 

選択: 

☑ 組織内部の水衛生 (WASH) サービスのために使用される水  

(9.1.1.4) データが収集および/または報告されていない主な理由  

選択: 

☑ 重要でないか、関連性がないと判断した 
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(9.1.1.7) 除外対象となる国/地域および河川流域 

チェコ 

☑ 不明 

 

ハンガリー 

☑ 不明 

 

インドネシア 

☑ 不明 

 

イタリア 

☑ 不明 

 

マレーシア 

☑ 不明 

 

オランダ 

☑ 不明 

 

ポーランド 

☑ 不明 

 

ルーマニア 

☑ 不明 

 

シンガポール 

☑ 不明 

 

スロバキア 

☑ 不明 

 

英国 
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☑ 不明 

 

(9.1.1.8) 除外が占める推定水量 (メガリットル) 

371.25 

(9.1.1.9) 総水量に占める推定割合 

1 

(9.1.1.10) 説明してください 

欧州、東南アジアの営業所などの非製造拠点の日常用水については報告量から除外しています。非製造拠点の水使用量は全社的な水使用量の 1%未満であり、製造

拠点に比べて極めて微量です。また、これらは上下水道・衛生（WASH）サービスに該当するため、重大な除外ではないと考えています。 

[行を追加] 

 

(9.2) 貴組織の事業活動全体で、次の水に関する側面のどの程度の割合を定期的に測定・モニタリングしていますか。 

取水量 – 総量 

(9.2.1) 拠点/施設/事業活動に占める割合 (%) 

選択: 

☑ 100% 

(9.2.2) 測定頻度 

選択: 

☑  少なくとも四半期に 1 回 

(9.2.3) 測定方法 
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総取水量は四半期に一回各施設で流量計で測定・モニタリングしたものを集計している。 

(9.2.4) 説明してください  

アサヒグループホールディングスは、酒類、飲料、食品、という事業を展開しており、その事業にあっては水データの把握は不可欠であると認識している。 総取水

量は、水資源の利用者としてのアサヒグループが、組織としての相対的規模がどの程度であるかを表す重要な指標であり、水利用の効率性や利用に関連する計算を

行う上での基準値として活用している。当該データの保管・収集・記録は、アサヒグループの水資源利用に関連する影響やリスクの全体規模を把握する一環とし

て、「アサヒグループ環境データ管理システム」などにて実施している。 また、日々の取水については流量計を用いて取水量を計測している。水の効率的利用に向

けて、モニタリング、改善の努力を体系的に進めることが、水の消費コストに直結するものと認識している。 

取水量 – 水源別の量  

(9.2.1) 拠点/施設/事業活動に占める割合 (%) 

選択: 

☑ 100% 

(9.2.2) 測定頻度 

選択: 

☑  少なくとも年 1 回 

(9.2.3) 測定方法 

水源別の取水量は、各施設で把握・記録されている。基本的には、流量計を用いて毎日取水量を計測している。 

(9.2.4) 説明してください  

アサヒグループホールディングスは、酒類、飲料、食品、という事業を展開しており、その事業にあっては水データの把握は不可欠であると認識している。当該デ

ータの保管・収集・記録は、アサヒグループの水資源利用に関連する影響やリスクの全体規模を把握する一環として、「アサヒグループ環境データ管理システム」

などにて実施している。また、日々の取水については流量計を用いて取水量を計測している。 

取水の水質 
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(9.2.1) 拠点/施設/事業活動に占める割合 (%) 

選択: 

☑ 100% 

(9.2.2) 測定頻度 

選択: 

☑ 常時 

(9.2.3) 測定方法 

取水の質を水サンプリングテストおよび養魚を用いて、測定している。モニタリングしている水質要素は pH・BOD・温度等が挙げられる。 

(9.2.4) 説明してください  

アサヒグループホールディングスは、酒類・飲料・食品という事業を展開している。水は酒類・飲料の原料になるだけでなく、工場での洗浄にも用いることから、

取水の水質および取水データの把握は不可欠であると認識している。 取水の水質は、pH・温度・濁度などの測定およびモニタリングを行っている。当該データの

保管・収集・記録は、アサヒグループの水資源利用に関連する影響やリスクの全体規模を把握する一環として、データ管理を実施している。 

排水量 – 総量 

(9.2.1) 拠点/施設/事業活動に占める割合 (%) 

選択: 

☑ 100% 

(9.2.2) 測定頻度 

選択: 

☑  少なくとも年 1 回 
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(9.2.3) 測定方法 

各施設では排水量を流量計で毎日測定し、グループ全体の排水総量を年に一度集計している。 

(9.2.4) 説明してください  

アサヒグループホールディングスは、酒類・飲料・食品・国際という事業を展開している。 放流先別に排水量を把握することによって、アサヒグループの水資源利

用に関連する影響やリスクの全体規模を把握することができるため、放流先別排水量のデータの把握は不可欠であると認識している。当該データの保管・収集・記

録は、アサヒグループの水資源利用に関連する影響やリスクの全体規模を把握する一環として、「アサヒグループ環境データ管理システム」などにて実施してい

る。 

排水量 – 放流先別排水量 

(9.2.1) 拠点/施設/事業活動に占める割合 (%) 

選択: 

☑ 100% 

(9.2.2) 測定頻度 

選択: 

☑  少なくとも年 1 回 

(9.2.3) 測定方法 

排水の放流先を記録し、各施設では排水量を流量計で毎日測定し、年に一度集計している。 

(9.2.4) 説明してください  

アサヒグループホールディングスは、酒類・飲料・食品・国際という事業を展開している。 放流先別に排水量を把握することによって、アサヒグループの水資源利

用に関連する影響やリスクの全体規模を把握することができるため、放流先別排水量のデータの把握は不可欠であると認識している。当該データの保管・収集・記

録は、アサヒグループの水資源利用に関連する影響やリスクの全体規模を把握する一環として、「アサヒグループ環境データ管理システム」などにて実施してい
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る。 

排水量 – 処理方法別排水量 

(9.2.1) 拠点/施設/事業活動に占める割合 (%) 

選択: 

☑ 100% 

(9.2.2) 測定頻度 

選択: 

☑  少なくとも年 1 回 

(9.2.3) 測定方法 

各施設で各処理方法で排水している量を記録し、処理方法別の排水量を測定し、グループ全体の処理方法別排水量を年に一度集計している。 

(9.2.4) 説明してください  

アサヒグループホールディングスは、酒類・飲料・食品・国際という事業を展開している。処理方法別に排水量を把握することによって、アサヒグループの水資源

利用に関連する影響やリスクの全体規模を把握することができるため、処理方法別排水量のデータの把握は不可欠であると認識している。当該データの保管・収

集・記録は、アサヒグループの水資源利用に関連する影響やリスクの全体規模を把握する一環として、「アサヒグループ環境データ管理システム」などにて実施し

ている。 

排水水質 - 排出水標準項目別 

(9.2.1) 拠点/施設/事業活動に占める割合 (%) 

選択: 

☑ 100% 
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(9.2.2) 測定頻度 

選択: 

☑  少なくとも年 1 回 

(9.2.3) 測定方法 

pH検査と工場ごとの管理システムを導入し、標準的な排水の基準別水質を測定している。 

(9.2.4) 説明してください  

アサヒグループホールディングスは、酒類・飲料・食品という事業を展開している。 排水基準別に水質を把握することによって、アサヒグループの水資源利用に関

連する影響やリスクを把握することができるため、標準的排水基準別の排水の質データを把握することは不可欠であると認識している。排水質のモニタリングに際

しては、法令等で定められている排水基準をオーバーしないよう、自主基準を設け、自主基準をオーバーする前段でアラートが発せられる仕組みを採用している。 

排水の質 - 水への排出(硝酸塩、リン酸塩、殺虫剤および/またはその他の優先有害物質)  

(9.2.1) 拠点/施設/事業活動に占める割合 (%) 

選択: 

☑ 100% 

(9.2.2) 測定頻度 

選択: 

☑ 毎日 

(9.2.3) 測定方法 

pH検査と工場ごとの管理システムを導入し、標準的な排水の基準別水質を測定している。 

(9.2.4) 説明してください  
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アサヒグループホールディングスは、酒類・飲料・食品という事業を展開している。 排水基準別に水質を把握することによって、アサヒグループの水資源利用に関

連する影響やリスクを把握することができるため、標準的排水基準別の排水の質データを把握することは不可欠であると認識している。排水質のモニタリングに際

しては、法令等で定められている排水基準をオーバーしないよう、自主基準を設け、自主基準をオーバーする前段でアラートが発せられる仕組みを採用している。 

排水水質 – 温度 

(9.2.1) 拠点/施設/事業活動に占める割合 (%) 

選択: 

☑ 100% 

(9.2.2) 測定頻度 

選択: 

☑ 毎日 

(9.2.3) 測定方法 

温度計を用いて測定しており、排水の温度を把握している。 

(9.2.4) 説明してください  

アサヒグループホールディングスは、酒類・飲料・食品という事業を展開している。 排水の質、特に温度を把握することによって、アサヒグループの水資源利用に

関連する影響やリスクを把握することができるため、温度データの把握は不可欠であると認識している。当社グループでは、当該データの保管・収集・記録は、ア

サヒグループの水資源利用に関連する影響やリスクの全体規模を把握する一環として、データ管理を実施している。 

水消費量 – 総量 

(9.2.1) 拠点/施設/事業活動に占める割合 (%) 

選択: 

☑ 100% 
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(9.2.2) 測定頻度 

選択: 

☑  少なくとも年 1 回 

(9.2.3) 測定方法 

取水量と排水量の差分をモニタリングし、水消費量の測定を行いモニタリングしている。取水量と排水量を流量計を用いて、測定している。 

(9.2.4) 説明してください  

アサヒグループホールディングスは、酒類・飲料・食品という事業を展開している。水消費量の総量は、水資源の利用者としてのアサヒグループが、組織としての

相対的規模がどの程度であるかを表す重要な指標であり、また、水利用の効率性や利用に関連する計算を行う上での基準値として活用できるため、データの把握は

不可欠であると認識している。水の効率的利用に向けて、モニタリング、改善の努力を体系的に進めることが、水の消費コストに直結するものと認識している。当

該データの保管・収集・記録は、アサヒグループの水資源利用に関連する影響やリスクの全体規模を把握する一環として、「アサヒグループ環境データ管理システ

ム」などにて実施している。 

リサイクル水/再利用水  

(9.2.1) 拠点/施設/事業活動に占める割合 (%) 

選択: 

☑ 100% 

(9.2.2) 測定頻度 

選択: 

☑  少なくとも年 1 回 

(9.2.3) 測定方法 

流量計を用いてリサイクル水・再利用水の水量を把握し,モニタリングを行っている。 
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(9.2.4) 説明してください  

アサヒグループホールディングスは、酒類・飲料・食品という事業を展開している。 水は酒類・飲料の商品の原料として非常に重要であり、そのリサイクル水・再

利用水を把握することは必要不可欠と考えているため、データの把握は不可欠であると認識している。当該データの保管・収集・記録は、アサヒグループの水資源

利用に関連する影響やリスクの全体規模を把握する一環として、データ管理を実施している。 

完全に管理された上下水道・衛生（WASH）サービスを全従業員に提供 

(9.2.1) 拠点/施設/事業活動に占める割合 (%) 

選択: 

☑ 100% 

(9.2.2) 測定頻度 

選択: 

☑  少なくとも年 1 回 

(9.2.3) 測定方法 

労働協約や就業規則に基づいて、安全で衛生的な環境の維持・整備に努めており、pH・濁度などの測定・モニタリングを行っている。 

(9.2.4) 説明してください  

アサヒグループの事業において、すべての従業員に対して、職場での安全・健康を確保することは、会社の重要な責任のひとつとして捉えているため、完全に管理

された上下水道・衛生(WASH)サービスを全従業員に提供することは必要不可欠であると認識している。当該データの保管・収集・記録は、アサヒグループの水資

源利用に関連する影響やリスクの全体規模を把握する一環として、データ管理を実施している。 

[固定行] 

 

(9.2.2) 貴組織の事業全体で、取水、排水、消費した水の合計量と、前報告年比、また今後予測される変化についてご記載

ください。 
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総取水量 

(9.2.2.1) 水量 (メガリットル) 

37125.32 

(9.2.2.2) 前報告年との比較 

選択: 

☑ ほぼ同じ 

(9.2.2.3) 前報告年との変化/無変化の主な理由 

選択: 

☑ 効率性の向上/低下  

(9.2.2.4) 5 年間の予測 

選択: 

☑ 少ない 

(9.2.2.5) 将来予測の主な根拠 

選択: 

☑ 効率性の向上/低下  

(9.2.2.6) 説明してください 

【前年度比較について】 当社は、水量の変更について、以下の基準を使用し、変化を評価している： ・0からプラスマイナス 5% 「ほぼ同じ」 ・プラスマイナス

5から 15% 「多い」若しくは「少ない」 ・プラスマイナス 15%以上 「大幅に多い」若しくは「大幅に少ない」 。 前年度では、取水量が 38,907メガリットルであ

った。報告年度においては、生産時の水使用量を抑える取り組みを実施したことにより、総取水量が 37,125メガリットルであり、前年度比が「ほぼ同じ」であ

る。 「アサヒグループ環境ビジョン 2050」の取り組みテーマの内、「持続可能な水資源」の達成が含まれている。持続可能な水資源を実現する為に、グループ全
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体の水使用量を削減する目標がある上、グループ会社毎の取り組みや商品の１kl製造にあたっての水使用効率等にも取り組んでいる。今後、アサヒグループの様々

な水管理取り組みにより、製造プロセスで使用される水の効率性が向上されると考えているため、今後の取水量は減ると予想している。 

総排水量 

(9.2.2.1) 水量 (メガリットル) 

23708.47 

(9.2.2.2) 前報告年との比較 

選択: 

☑ 少ない 

(9.2.2.3) 前報告年との変化/無変化の主な理由 

選択: 

☑ 効率性の向上/低下  

(9.2.2.4) 5 年間の予測 

選択: 

☑ 少ない 

(9.2.2.5) 将来予測の主な根拠 

選択: 

☑ 効率性の向上/低下  

(9.2.2.6) 説明してください 

【前年度比較について】 当社は、水量の変更について、以下の基準を使用し、変化を評価している： ・0からプラスマイナス 5% 「ほぼ同じ」 ・プラスマイナス
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5から 15% 「多い」若しくは「少ない」 ・プラスマイナス 15%以上 「大幅に多い」若しくは「大幅に少ない」。 前年度では、排水量が 25,077メガリットルであ

った。報告年度においては、生産時の水使用量を抑える取り組みを実施したことにより、総排水量が 23,708メガリットルであり、前年度比が「少ない」である。

「アサヒグループ環境ビジョン 2050」の取り組みテーマの内、「持続可能な水資源」の達成が含まれている。持続可能な水資源を実現する為に、グループ全体の

水使用量を削減する目標がある上、グループ会社毎の取り組みや商品の１kl製造にあたっての水使用効率等にも取り組んでいる。今後、アサヒグループの様々な水

管理取り組みにより、製造プロセスで使用される水の効率性が向上されると考えているため、今後の排水量は減ると予想している。 

総消費量 

(9.2.2.1) 水量 (メガリットル) 

13416.85 

(9.2.2.2) 前報告年との比較 

選択: 

☑ ほぼ同じ 

(9.2.2.3) 前報告年との変化/無変化の主な理由 

選択: 

☑ 効率性の向上/低下  

(9.2.2.4) 5 年間の予測 

選択: 

☑ 少ない 

(9.2.2.5) 将来予測の主な根拠 

選択: 

☑ 効率性の向上/低下  
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(9.2.2.6) 説明してください 

【前年度比較について】 当社は、水量の変更について、以下の基準を使用し、変化を評価している： ・0からプラスマイナス 5% 「ほぼ同じ」 ・プラスマイナス

5から 15% 「多い」若しくは「少ない」 ・プラスマイナス 15%以上 「大幅に多い」若しくは「大幅に少ない」。 前年度では、水消費量が 13,830メガリットルで

あった。報告年度においては、生産時の水使用量を抑える取り組みを実施したことにより、消費量が 13,416メガリットルであり、前年度比が「ほぼ同じ」であ

る。 「アサヒグループ環境ビジョン 2050」の取り組みテーマの内、「持続可能な水資源」の達成が含まれている。持続可能な水資源を実現する為に、グループ全

体の水使用量を削減する目標がある上、グループ会社毎の取り組みや商品の１kl製造にあたっての水使用効率等にも取り組んでいる。今後、アサヒグループの様々

な水管理取り組みにより、製造プロセスで使用される水の効率性が向上されると考えているため、今後の消費量は減ると予想している。 

[固定行] 

 

(9.2.4) 水ストレス下にある地域から取水を行っていますか。また、その量、前報告年比、今後予測される変化はどのよう

なものですか。 

  

(9.2.4.1) 取水は水ストレス下にある地域からのものです 

選択: 

☑ はい 

(9.2.4.2) 水ストレス下にある地域からの取水量 (メガリットル) 

6512.31 

(9.2.4.3) 前報告年との比較 

選択: 

☑ 少ない 

(9.2.4.4) 前報告年との変化/無変化の主な理由 

選択: 
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☑ 効率性の向上/低下  

(9.2.4.5) 5 年間の予測 

選択: 

☑ 少ない 

(9.2.4.6) 将来予測の主な根拠 

選択: 

☑ 効率性の向上/低下  

(9.2.4.7) 水ストレス化にある地域からの取水量の全体における割合 

17.54 

(9.2.4.8) 確認に使ったツール 

特定に使用したツール 

☑ WRI Aqueduct 

☑ WWF 水リスクフィルター  
 

(9.2.4.9) 説明してください 

アサヒグループでは、世界資源研究所（WRI）が提供する水リスク地図「WRI Aqueduct」を活用し、各生産拠点の水リスクを評価しています。 「WRI Aqueduct」

は、リスクレベルを 5段階（5: extremely high〜1: low）で示しており、このうち「水ストレス」が「Medium - High risk」以上と表示される地域を「物理的な水不

足、水質、水の利用しやすさに関するリスクが高いエリア」と定義しています。 今後も、生産拠点や原料の調達先について、5年に一度を目安に「WRI 

Aqueduct」などを活用した水リスク調査を実施していく予定です。水リスクが高い生産拠点が特定された場合は、そのリスク内容や社会状況に応じて、適切な対策

を講じてまいります。 【前年度比較について】 当社は、水量の変化を以下の基準で評価しています。 ・0%からプラスマイナス 5%：「ほぼ同じ」 ・プラスマイナ

ス 5%から 15%：「多い」もしくは「少ない」 ・プラスマイナス 15%以上：「大幅に多い」もしくは「大幅に少ない」。 前年度の水ストレス地域下における取水

量は 6,880メガリットルであり、今年度は 6,512メガリットルとなり、前年度と比較して「少ない」結果となりました。 【今後の見通し】 「アサヒグループ環境

ビジョン 2050」の取り組みテーマには、「持続可能な水資源」の達成が含まれています。持続可能な水資源を実現するため、グループ全体での水使用量削減を目
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標に掲げ、グループ会社ごとの取り組みや、商品 1キロリットル製造あたりの水使用効率の向上にも取り組んでおります。 今後、こうした水管理の様々な取り組み

を通じて、製造プロセスにおける水の効率性がさらに向上すると考えております。そのため、将来的な取水量は減少していくと予想しています。 

[固定行] 

 

(9.2.6) 貴組織に重大な影響を持つ、調達したコモディティのうち、水ストレス下にある地域に由来する割合はいくらです

か。 

その他穀物 (例: 大麦、オーツ麦)  

(9.2.6.1) 水ストレス下にある地域から調達したこのコモディティの割合を把握している 

選択: 

☑ はい  

(9.2.6.2) 水ストレス下にある地域から調達した農業コモディティ総量の割合 

選択: 

☑ 1～10 

(9.2.6.3) 5 年間の予測 

選択: 

☑ ほぼ同じ 

(9.2.6.4) 組織内における当該指標の活用 

該当するすべてを選択 

☑ リスク管理手続に組み込む 

☑ 水ストレスの管理および緩和に関する戦略に活用する 

(9.2.6.5) 説明してください 
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WRIの Aqueductを用いて原料の水リスクを調査した結果、麦芽原料について、現在の水ストレスが「高い（High）」以上に該当する生産地のサプライヤーからの

調達量は、麦芽原料の総調達量の約 9.8%を占めることを把握しています。 【水ストレス地域下からの原材料調達に関する将来の動向】 水ストレス下にある地域か

ら調達した農作物の総量割合は、調達先に大きく影響されると考えており、様々な要因によって地域別の調達割合が変化すれば、水ストレスが高い地域からの調達

割合も将来的に変化する可能性がありますが、向こう数年は当社が必要とする調達量に変化は無いと考えています。 【指標の活用方法】 当社グループの商品は、

世界中で生産される多種多様な農産物原料を用いているため、それらの水リスクを把握することも不可欠と考え、農産物原料の水リスクの把握と低減に努めていく

必要があることから、水ストレス下の原材料生産地からの調達量は常に注視し適切な対策を講じています。 アサヒグループでは、持続可能なサプライチェーン構築

に向けて、サプライヤーに対し以下の取り組みを実施しています。 ・サプライヤーとの情報共有：当社グループの事業継続に欠かせない農産物原料について、気候

変動、水資源（水リスク）、生物多様性の環境問題に結び付く可能性が高い生産地の確認を進めました。また、人権問題についても、サプライヤーを取り巻く社会

の状況を考慮して、現地で調査が必要なサプライヤーの確認を開始しています。これらのリスク評価に基づいて、農産物原料調達への影響が大きいと考えられる原

料サプライヤーと、環境リスク、人権リスクの情報共有を進めています。今後、サプライヤーと一層の情報共有の強化を図りながら、逐次、現地情報の確認を行っ

ていきます。 ・サプライヤーの研修：サプライヤーの皆さまとともに環境や社会的責任に対する取り組みを進めるにあたり、当社グループの環境・社会面の方針や

現在の ESGを巡る社会情勢についてサプライヤーの皆さまに理解を深めていただくために研修を適宜実施しています。 ・サプライヤー品質監査：当社グループで

は、サプライヤーの皆さまに対して定期的に品質に関する監査を実施しています。製造工程での工程管理や品質管理、衛生管理、そして従業員の安全管理などにつ

いて確認することにより、サプライヤーの皆さまがこれらの項目についてどのように取り組んでいるかを把握しています。 今後、サプライヤーと一層の情報共有の

強化を図りながら、逐次、現地情報の確認を行っていきます。 

[固定行] 

 

(9.2.7) 水源別の総取水量をお答えください。 

雨水、湿地帯の水、河川、湖水を含む淡水の地表水) 

(9.2.7.1) 事業への関連性(relevance) 

選択: 

☑ 関連性がある 

(9.2.7.2) 水量 (メガリットル) 

2116.76 

(9.2.7.3) 前報告年との比較 
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選択: 

☑ 少ない 

(9.2.7.4) 前報告年との変化/無変化の主な理由 

選択: 

☑ 効率性の向上/低下  

(9.2.7.5) 説明してください 

当社は、水量の変化を以下の基準で評価しております。 ・0%からプラスマイナス 5%: 「ほぼ同じ」 ・プラスマイナス 5%から 15%: 「多い」もしくは「少な

い」 ・プラスマイナス 15%以上: 「大幅に多い」もしくは「大幅に少ない」。 アサヒグループの商品は、特にビールやカルピスなどの飲料の製造において、淡水

の地表水（雨水、湿地帯の水、河川、湖水など）が不可欠です。 生産時の水使用量を抑える取り組みを実施していることで、昨年度と比較し「少ない」水準となり

ました。 

汽水の地表水/海水 

(9.2.7.1) 事業への関連性(relevance) 

選択: 

☑ 関連性がない 

(9.2.7.5) 説明してください 

アサヒグループは、操業において汽水（河口付近の淡水と海水が混じった水）や海水を使用しておりません。 その理由は、アサヒグループが取水にあたり生態系の

保全などを念頭に置いていることに加え、商品の製造には淡水の地表水、地下水、または第三者機関からの取水のみを使用しているためです。 なお、汽水や海水を

使用していない状況は、前年から変わっておりません。 

地下水 - 再生可能 

(9.2.7.1) 事業への関連性(relevance) 
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選択: 

☑ 関連性がある 

(9.2.7.2) 水量 (メガリットル) 

13691.69 

(9.2.7.3) 前報告年との比較 

選択: 

☑ 少ない 

(9.2.7.4) 前報告年との変化/無変化の主な理由 

選択: 

☑ 効率性の向上/低下  

(9.2.7.5) 説明してください 

当社は、水量の変化を以下の基準で評価しております。 ・0%からプラスマイナス 5%: 「ほぼ同じ」 ・プラスマイナス 5%から 15%: 「多い」もしくは「少な

い」 ・プラスマイナス 15%以上: 「大幅に多い」もしくは「大幅に少ない」。 アサヒグループの商品は、特にビールやカルピスなどの飲料の製造において、再生

可能な地下水が不可欠です。地下水からの取水は、商品の製造に必要不可欠なものです。生産時の水使用量を抑える取り組みを実施していることで、昨年度と比較

し「少ない」水準となりました。 

地下水 - 非再生可能 

(9.2.7.1) 事業への関連性(relevance) 

選択: 

☑ 関連性がない 

(9.2.7.5) 説明してください 
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アサヒグループは、操業において再生不可能な地下水を使用しておりません。 その理由は、当社が取水にあたり生態系の保全などを念頭に置いていることに加え、

商品の製造には淡水の地表水、再生可能な地下水、または第三者機関からの取水のみを使用しているためです。 

随伴水/混入水 

(9.2.7.1) 事業への関連性(relevance) 

選択: 

☑ 関連性がない 

(9.2.7.5) 説明してください 

日本国内では、2017年までフリーズドライ製造において、原料を凍結乾燥させる際に発生する随伴水・混入水を回収し、製造設備の冷却に利用していました。 し

かし、この冷却対象設備を使わなくなったことや、回収した水の水質が悪く、かえって汚染源となる可能性があったことから、この利用方法を中止いたしました。 

このプロセス以外では、アサヒグループの設備内で随伴水・混入水を利用していることはございません。 

第三者の水源  

(9.2.7.1) 事業への関連性(relevance) 

選択: 

☑ 関連性がある 

(9.2.7.2) 水量 (メガリットル) 

21292.67 

(9.2.7.3) 前報告年との比較 

選択: 

☑ 少ない 
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(9.2.7.4) 前報告年との変化/無変化の主な理由 

選択: 

☑ 効率性の向上/低下  

(9.2.7.5) 説明してください 

当社は、水量の変化を以下の基準で評価しております。 ・0%からプラスマイナス 5%: 「ほぼ同じ」 ・プラスマイナス 5%から 15%: 「多い」もしくは「少な

い」 ・プラスマイナス 15%以上: 「大幅に多い」もしくは「大幅に少ない」。 アサヒグループの商品は、特にビールやカルピスなどの飲料の製造において、第三

者の水源からの取水が不可欠です。 生産時の水使用量を抑える取り組みを実施していることで、昨年度と比較し「少ない」水準となりました。 

[固定行] 

 

(9.2.8) 放流先別の総排水量をお答えください。 

淡水の地表水 

(9.2.8.1) 事業への関連性(relevance) 

選択: 

☑ 関連性がある 

(9.2.8.2) 水量 (メガリットル) 

8072.24 

(9.2.8.3) 前報告年との比較 

選択: 

☑ 少ない 

(9.2.8.4) 前報告年との変化/無変化の主な理由 
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選択: 

☑ 効率性の向上/低下  

(9.2.8.5) 説明してください 

当社は、水量の変化を以下の基準で評価しております。 ・0%からプラスマイナス 5%：「ほぼ同じ」 ・プラスマイナス 5%から 15%：「多い」もしくは「少な

い」 ・プラスマイナス 15%以上：「大幅に多い」もしくは「大幅に少ない」 淡水の地表水は、主に商品の製造工程で排出されるものであるため、「関連がある」

と判断しています。生産時の水使用量を抑える取り組みを実施していることで、それに伴い排水量も抑えられました。これにより、最終的な排水量は昨年度と比較

し「少ない」水準となりました。 

汽水の地表水/海水 

(9.2.8.1) 事業への関連性(relevance) 

選択: 

☑ 関連性がある 

(9.2.8.2) 水量 (メガリットル) 

98.1 

(9.2.8.3) 前報告年との比較 

選択: 

☑ 大幅に少ない 

(9.2.8.4) 前報告年との変化/無変化の主な理由 

選択: 

☑ 効率性の向上/低下  

(9.2.8.5) 説明してください 
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当社は、水量の変化を以下の基準で評価しております。 ・0%からプラスマイナス 5%: 「ほぼ同じ」 ・プラスマイナス 5%から 15%: 「多い」もしくは「少な

い」 ・プラスマイナス 15%以上: 「大幅に多い」もしくは「大幅に少ない」 汽水の地表水・海水への排水は、主に商品の製造工程で排出されるものであるため、

「関連がある」と判断しています。 この汽水の地表水・海水への排水は、日本国内でのみ発生しています。生産時の水使用量を抑える取り組みを実施していること

で、それに伴い排水量も大幅に抑えられました。これにより、最終的な排水量は昨年度と比較し「大幅に少ない」水準となりました。 

地下水 

(9.2.8.1) 事業への関連性(relevance) 

選択: 

☑ 関連性がない 

(9.2.8.5) 説明してください 

当社グループは、操業において地下水への排水は行っておりません。 当社の排水先は、淡水の地表水、汽水・海水、および第三者の放流先のみです。 地下水への

排水は前年と同様に行っておりません。今後の増減についても同様で、地下水への排水はないと予測されます。 

第三者の放流先 

(9.2.8.1) 事業への関連性(relevance) 

選択: 

☑ 関連性がある 

(9.2.8.2) 水量 (メガリットル) 

15538.13 

(9.2.8.3) 前報告年との比較 

選択: 

☑ 少ない 
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(9.2.8.4) 前報告年との変化/無変化の主な理由 

選択: 

☑ 効率性の向上/低下  

(9.2.8.5) 説明してください 

当社は、水量の変化を以下の基準で評価しております。 ・0%からプラスマイナス 5%：「ほぼ同じ」 ・プラスマイナス 5%から 15%：「多い」もしくは「少な

い」 ・プラスマイナス 15%以上：「大幅に多い」もしくは「大幅に少ない」 第三者の放流先への排水は、主に商品の製造工程で発生するため、「関連がある」と

判断しています。生産時の水使用量を抑える取り組みを実施していることで、それに伴い排水量も抑えられました。これにより、最終的な排水量は昨年度と比較し

「少ない」水準となりました。 

[固定行] 

 

(9.2.9) 環境へ排出する前に、廃水が (貴組織または第三者により) どの最高水準まで処理されているかを示してください。 

四次処理 

(9.2.9.1) 水量 (メガリットル) 

0 

(9.2.9.6) 説明してください 

当社グループの操業においては、生産活動における排水は微小な汚染物質の除去なども含めて三次処理としての区分で整理・把握をしており、四次処理としての区

分では行っておりません。したがって、四次処理に該当する排水は「0」とし、三次処理の水量に含める形としております。 

三次処理(高度処理) 

(9.2.9.1) 水量 (メガリットル) 

11130.64 
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(9.2.9.2) 前報告年との処理済み量の比較 

選択: 

☑ 少ない 

(9.2.9.3) 前報告年との変化/無変化の主な理由 

選択: 

☑ 効率性の向上/低下  

(9.2.9.4) 地域の規制基準に準拠して処理された排水量の割合 

選択: 

☑ 100 

(9.2.9.5) 地域の規制基準を超えて適切な処理水準を決定する際に考慮した要因 

該当するすべてを選択 

☑ 社内で策定した水質基準またはガイドライン 

☑ 排水の影響 

(9.2.9.6) 説明してください 

当社は操業国の関連規制の遵守を前提とし適切な処理を施し排水しております。日本における生産拠点については、水質汚濁防止法を遵守した処理を行っておりま

す。具体的には、二次処理後に残った懸濁成分、コロイド成分、溶存成分（栄養塩、重金属、無機物、その他の汚染物質）を除去するために、必要な追加処理を実

施しています。 当社は、水量の変化を以下の基準で評価しております。 ・0%からプラスマイナス 5%：「ほぼ同じ」 ・プラスマイナス 5%から 15%：「多い」も

しくは「少ない」 ・プラスマイナス 15%以上：「大幅に多い」もしくは「大幅に少ない」。 生産時の水使用量を抑える取り組みを実施しており、それに伴い排水

量も抑えられました。これにより、最終的な排水処理量は昨年比で「少ない」水準となりました。 【今後の傾向】 アサヒグループは、事業による環境負荷をゼロ

にし、循環を通じて地球環境への価値を最大化する「プラネットポジティブ」を達成する覚悟を持ち、「アサヒグループ環境ビジョン 2050」を定めています。こ

の取り組みの柱の一つである「水資源」では、「人と自然のための健全な水環境」の実現を目指しております。 持続可能な水資源を実現するため、グループ全体で

の水使用量削減を目標に掲げており、グループ会社ごとの取り組みや、商品 1キロリットル製造あたりの水使用効率の向上などにも取り組んでおります。 今後、ア

サヒグループのさまざまな水管理の取り組みにより、製造プロセスで使用される水の効率性が向上すると考えております。そのため、今後の排水量は減少し、それ
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に伴って三次処理の排水量も「少ない」となると予想しております。 

二次処理 

(9.2.9.1) 水量 (メガリットル) 

6991.19 

(9.2.9.2) 前報告年との処理済み量の比較 

選択: 

☑ ほぼ同じ 

(9.2.9.3) 前報告年との変化/無変化の主な理由 

選択: 

☑ 効率性の向上/低下  

(9.2.9.4) 地域の規制基準に準拠して処理された排水量の割合 

選択: 

☑ 100 

(9.2.9.5) 地域の規制基準を超えて適切な処理水準を決定する際に考慮した要因 

該当するすべてを選択 

☑ 社内で策定した水質基準またはガイドライン 

☑ 排水の影響 

(9.2.9.6) 説明してください 

当社は操業国の関連規制の遵守を前提とし適切な処理を施し排水しております。日本における生産拠点については、水質汚濁防止法を遵守した処理を行っておりま
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す。具体的には、二次処理後に残った懸濁成分、コロイド成分、溶存成分（栄養塩、重金属、無機物、その他の汚染物質）を除去するために、必要な追加処理を実

施しています。 当社は、水量の変化を以下の基準で評価しております。 ・0%からプラスマイナス 5%：「ほぼ同じ」 ・プラスマイナス 5%から 15%：「多い」も

しくは「少ない」 ・プラスマイナス 15%以上：「大幅に多い」もしくは「大幅に少ない」 。生産時の水使用量を抑える取り組みを実施しており、それに伴い排水

量も抑えられました。これにより、最終的な排水処理量は昨年比で微減したものの「ほぼ同じ」水準となりました。 【今後の傾向】 アサヒグループは、事業によ

る環境負荷をゼロにし、循環を通じて地球環境への価値を最大化する「プラネットポジティブ」を達成する覚悟を持ち、「アサヒグループ環境ビジョン 2050」を

定めています。この取り組みの柱の一つである「水資源」では、「人と自然のための健全な水環境」の実現を目指しております。 持続可能な水資源を実現するた

め、グループ全体での水使用量削減を目標に掲げており、グループ会社ごとの取り組みや、商品 1キロリットル製造あたりの水使用効率の向上などにも取り組んで

おります。 今後、アサヒグループのさまざまな水管理の取り組みにより、製造プロセスで使用される水の効率性が向上すると考えております。そのため、今後の排

水量は減少し、それに伴って三次処理の排水量も「少ない」となると予想しております。 

一次処理のみ 

(9.2.9.1) 水量 (メガリットル) 

2957.86 

(9.2.9.2) 前報告年との処理済み量の比較 

選択: 

☑ 多い 

(9.2.9.3) 前報告年との変化/無変化の主な理由 

選択: 

☑ 事業活動の拡大/縮小 

(9.2.9.4) 地域の規制基準に準拠して処理された排水量の割合 

選択: 

☑ 100 

(9.2.9.5) 地域の規制基準を超えて適切な処理水準を決定する際に考慮した要因 
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該当するすべてを選択 

☑ 社内で策定した水質基準またはガイドライン 

☑ 排水の影響 

(9.2.9.6) 説明してください 

当社は操業国の関連規制の遵守を前提とし適切な処理を施し排水しております。日本における生産拠点については、水質汚濁防止法を遵守した処理を行っておりま

す。具体的には、二次処理後に残った懸濁成分、コロイド成分、溶存成分（栄養塩、重金属、無機物、その他の汚染物質）を除去するために、必要な追加処理を実

施しています。 当社は、水量の変化を以下の基準で評価しております。 ・0%からプラスマイナス 5%：「ほぼ同じ」 ・プラスマイナス 5%から 15%：「多い」も

しくは「少ない」 ・プラスマイナス 15%以上：「大幅に多い」もしくは「大幅に少ない」。該当拠点の活動量変化により、最終的な排水処理量は昨年比で「多

い」水準となりました。一方で、生産時の水使用量を抑える取り組みを実施しており、それに伴い全体での総排水量は抑えられました。【今後の傾向】 アサヒグル

ープは、事業による環境負荷をゼロにし、循環を通じて地球環境への価値を最大化する「プラネットポジティブ」を達成する覚悟を持ち、「アサヒグループ環境ビ

ジョン 2050」を定めています。この取り組みの柱の一つである「水資源」では、「人と自然のための健全な水環境」の実現を目指しております。 持続可能な水資

源を実現するため、グループ全体での水使用量削減を目標に掲げており、グループ会社ごとの取り組みや、商品 1キロリットル製造あたりの水使用効率の向上など

にも取り組んでおります。 今後、アサヒグループのさまざまな水管理の取り組みにより、製造プロセスで使用される水の効率性が向上すると考えております。その

ため、今後の排水量は減少し、それに伴って三次処理の排水量も「少ない」となると予想しております。 

処理なし 

(9.2.9.1) 水量 (メガリットル) 

2623.23 

(9.2.9.2) 前報告年との処理済み量の比較 

選択: 

☑ ほぼ同じ 

(9.2.9.3) 前報告年との変化/無変化の主な理由 

選択: 

☑ 事業活動に変化なし/最小限の変化 
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(9.2.9.4) 地域の規制基準に準拠して処理された排水量の割合 

選択: 

☑ 100 

(9.2.9.6) 説明してください 

一部拠点において発生する少量の未処理および処理状況が不明な排水量につきましては、実態に即して適切に管理・報告を行うとともに、今後はモニタリング体制

の整備と改善に向けた検討を進めてまいります。 

不明 

(9.2.9.1) 水量 (メガリットル) 

5.58 

(9.2.9.6) 説明してください 

一部拠点において発生する少量の未処理および処理状況が不明な排水量につきましては、実態に即して適切に管理・報告を行うとともに、今後はモニタリング体制

の整備と改善に向けた検討を進めてまいります。 

[固定行] 

 

(9.2.10) 報告年における硝酸塩、リン酸塩、殺虫剤、およびその他の優先有害物質の水域への貴組織の排出量について具

体的にお答えください。 

  

(9.2.10.1) 報告年の水域への排出量 (トン) 

298.3 

(9.2.10.2) 含まれる物質のカテゴリ  



 

340 

該当するすべてを選択 

☑ 硝酸塩 

☑ リン酸塩 

(9.2.10.4) 説明してください 

アサヒグループは各生産拠点で排水を確認しており、各拠点では、排水の質を水サンプリングと工場ごとの管理システムを通じて、有機物質が水中に含まれていな

いかを管理しています。欧州では排水で硝酸塩、リン酸塩等の有害物質の排出量を確認しています。水管理を強化し、今後有害物質の排出を低減するように取り組

んでいきます。 

[固定行] 

 

(9.3) 直接操業およびバリューチェーン上流において、水に関連する重大な依存、インパクト、リスク、機会を特定した施

設の数はいくつですか。  

直接操業 

(9.3.1) バリューチェーン上の段階における施設の特定 

選択: 

☑ はい、当組織はこのバリューチェーン段階を評価し、水関連の重大な依存、インパクト、リスクおよび機会を有する施設を特定しました  

(9.3.2) 特定された施設の総数 

1 

(9.3.3) 直接操業を行う施設の割合  

選択: 

☑ 1-25 

(9.3.4) 説明してください 
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アサヒグループでは、重大な影響を及ぼす水関連リスクとして、「水需要の逼迫に伴う水供給の規制や価格高騰に起因する生産能力の低下および売上の減少」を特

定しています。 当社は、酒類と飲料をグループ全体の主力事業としており、実際に 2024年における日本国内の売上のうち約 9割を占めています。また、ヨーロッ

パ、オセアニア、東南アジアを中心とする海外でも販売を行っています。このため、酒類や飲料の原料である水は、当社にとって必要不可欠な資源です。 このリス

クの背景には、近年、気候変動や人口増加によって世界各地で水不足が発生しているという事実があります。上記のように世界に多くの拠点を持つ当社では、各拠

点の水リスク評価に努めています。 実際に WRIが提供する「WRI Aqueduct」を活用して水リスク評価をしたところ、当社が保有するイタリアの Bari工場は「総

合的に渇水などの水リスクが高いエリア」であるという結果が出ました。イタリアは国際的な拠点の中でも特に生産量と売上高が多いため、このリスクは当社全体

に重大な影響を与えると捉えています。 

バリューチェーン上流 

(9.3.1) バリューチェーン上の段階における施設の特定 

選択: 

☑ はい、当組織はこのバリューチェーン段階を評価し、水関連の重大な依存、インパクト、リスクおよび機会を有する施設を特定しました  

(9.3.2) 特定された施設の総数 

2 

(9.3.4) 説明してください 

アサヒグループは、安全で安心な商品・サービスを提供するため、各種法令や「アサヒグループ持続可能な調達基本方針」、社内ガイドラインに沿って CSR調達

を推進しています。 主要製品の主原料が農産物であるため、サプライヤーの皆様の水使用量と水リスクの評価は、当社とサプライヤー双方にとって極めて重要だと

考えています。そのため、2017年から 2022年までに延べ 155工場に対して品質監査を実施し、水使用量と水リスクの評価を行っています。 サプライヤー（工

場）が水の安全保障に与える影響を評価するため、調達金額や水への依存度、水質への影響などについて 3つの質問と、その詳細を通じて水リスクのヒアリングを

実施しています。 質問内容は以下の通りです。 ①5年前に比べ水道料金は何%変化していますか。 ②水不足により原料調達に支障をきたしていますか。Yesの場

合、どのような対応をとられていますか。 ③水不足により工場稼働に支障をきたしていますか。Yesの場合、どのような対応をとられていますか。 上記の質問に

対する回答に基づいて、サプライヤーの総合的な水リスクを判断しています。今後、水リスクの存在が明確になった場合には、その内容や社会状況に応じて適切な

対策を講じていく方針です。 【重大な影響の定義について】 重大な影響を及ぼすサプライヤーの基準として、上記の質問のうち 2つ以上に「はい」と回答したサ

プライヤーを、重要な影響を及ぼしうると評価しています。 水リスク評価を実施した全 155工場のうち、「③：水不足による工場稼働への支障」では全工場が

「いいえ」と回答しました。一方で、「①：水道料金の調査」と「2：水不足による原料調達への支障」の両項目に「はい」と回答した工場が 2工場ありました。

実際に「②：水不足による原料調達への支障」に関しては、「はい」と回答した両工場において、過去に深刻な干ばつが発生しています。以上から、これら 2工場

が重要な影響を及ぼすサプライヤーに該当すると判断しています。 
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[固定行] 

 

(9.3.1) 質問 9.3 で挙げた各施設について、地理座標、水会計データ、前報告年との比較内容を記入してください。  

Row 1 

(9.3.1.1) 施設参照番号 

選択: 

☑ 施設 1 

(9.3.1.2) 施設名(任意) 

Bari 

(9.3.1.3) バリューチェーンの段階 

選択: 

☑ 直接操業  

(9.3.1.4) この施設で特定された依存、インパクト、リスクおよび/または機会 

該当するすべてを選択 

☑ 依存  

☑ インパクト 

☑ リスク 

(9.3.1.5) 報告年での取水量または排水量 

選択: 

☑ はい、取水量と排水量 



 

343 

(9.3.1.7) 国/地域および河川流域 

イタリア 

☑ その他、具体的にお答えください :Bradano River 
 

(9.3.1.8) 緯度 

41.095795 

(9.3.1.9) 経度 

16.844073 

(9.3.1.10) 水ストレス下にある地域にある 

選択: 

☑ はい 

(9.3.1.13) 本施設における総取水量(メガリットル) 

564.1 

(9.3.1.14) 前報告年との総取水量の比較 

選択: 

☑ 少ない 

(9.3.1.15) 淡水地表水(雨水、湿地帯、河川および湖からの水を含む)からの取水量 

1.32 

(9.3.1.16) 汽水の地表水/海水からの取水量 
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0 

(9.3.1.17) 地下水からの取水量 - 再生可能 

0 

(9.3.1.18) 地下水からの取水量 - 非再生可能 

0 

(9.3.1.19) 随伴水/混入水からの取水量 

0 

(9.3.1.20) 第三者水源からの取水量 

562.78 

(9.3.1.21) 本施設における総排水量(メガリットル) 

262.88 

(9.3.1.22) 前報告年との総排水量の比較  

選択: 

☑ 少ない 

(9.3.1.23) 淡水の地表水への排水 

0 

(9.3.1.24) 汽水の地表水/海水への排水 

0 
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(9.3.1.25) 地下水への排水 

0 

(9.3.1.26) 第三者の放流先への排水 

262.88 

(9.3.1.27) 当該施設における水総消費量 (メガリットル)  

301.22 

(9.3.1.28) 前報告年との総消費量の比較  

選択: 

☑ 少ない 

(9.3.1.29) 説明してください 

2025年度は総取水量、総消費量ともに昨年より少ない水準となりました。 

[行を追加] 

 

(9.3.2) 質問 9.3.1 で挙げた貴組織が直接操業している施設について、第三者検証を受けている水会計データの比率をお答

えください。 

取水量 – 総量  

(9.3.2.1) 検証率(%) 

選択: 

☑ 76-100 
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(9.3.2.2) 使用した検証基準 

該当するすべてを選択 

☑ ISAE 3000 

取水 – 水源別取水量 

(9.3.2.1) 検証率(%) 

選択: 

☑ 76-100 

(9.3.2.2) 使用した検証基準 

該当するすべてを選択 

☑ ISAE 3000 

取水量 – 標準水質パラメータ別の水質 

(9.3.2.1) 検証率(%) 

選択: 

☑ 関連性がない 

(9.3.2.3) 説明してください 

現在、取水量の水質は検証していませんが、検証項目として追加することを検討していきます。 

排水量 – 総量 

(9.3.2.1) 検証率(%) 
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選択: 

☑ 76-100 

(9.3.2.2) 使用した検証基準 

該当するすべてを選択 

☑ ISAE 3000 

排水量 – 放流先別の量 

(9.3.2.1) 検証率(%) 

選択: 

☑ 76-100 

(9.3.2.2) 使用した検証基準 

該当するすべてを選択 

☑ ISAE 3000 

排水量 – 最終処理レベル別の量  

(9.3.2.1) 検証率(%) 

選択: 

☑ 関連性がない 

(9.3.2.3) 説明してください 

現在、最終処理レベル別の排水量は検証していませんが、検証項目として追加することを検討していきます。 

排水 - 標準水質項目別の水質 
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(9.3.2.1) 検証率(%) 

選択: 

☑ 関連性がない 

(9.3.2.3) 説明してください 

現在、排水量の水質は検証していませんが、検証項目として追加することを検討していきます。 

水消費量 – 総量 

(9.3.2.1) 検証率(%) 

選択: 

☑ 関連性がない 

(9.3.2.3) 説明してください 

前述の生産拠点を対象とした水使用量の総量は検証していませんが、検証項目として追加することを検討していきます。 

[固定行] 

 

(9.5) 貴組織の総取水効率の数値を記入してください。 

 

売上 (通貨) 総取水量効率 予測される将来の傾向 

  2894676000000 77970398.64 売上収益は増収傾向であり、かつ水使用量の削減は引き続き行っていくこ

とから、水使用効率の向上が想定されます。 
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[固定行] 

(9.9) 貴組織にとって重要な、調達している農業コモディティごとに、水量原単位に関する情報を提供してください。 

その他穀物 (例: 大麦、オーツ麦) 

(9.9.1) 調達しているこの農業コモディティの水量原単位情報を収集/測定している 

選択: 

☑ いいえ、現時点ではありませんが、今後 2 年以内にデータ収集/算出する予定です 

(9.9.8) 説明してください  

当社グループでは調達している原材料コモディティごとの水量原単位に関する情報はまだ収集・把握できておりません。 この指標が、気候、土壌、農業慣行など多

様な要因によって影響を受けること、そしてそのモニタリングが持続可能な調達において重要であることは認識しており、「アサヒグループ環境ビジョン 2050」

の下、環境・人権に配慮した農産物原料の調達を推進し、生産地までのトレーサビリティを確保することを目指しております。 今後、主要な原材料コモディティに

おける水使用量の把握に努め、その削減に向けた取り組みを検討してまいります。 

[行を追加] 

 

(9.13) 規制当局により有害と分類される物質を含んだ貴組織の製品はありますか。 

 

製品が有害物質を含む コメント 

  選択: 

☑ いいえ 

補足事項はありません。 

[固定行] 
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(9.14) 貴組織が現在製造や提供をしている製品および/またはサービスの中で、水に対するインパクトを少なくしているも

のはありますか。 

  

(9.14.1) 水に対するインパクトが少ないと分類した製品および/またはサービス 

選択: 

☑ はい 

(9.14.2) 水影響が低いと評価したバリューチェーン段階 

該当するすべてを選択 

☑ 直接操業 

(9.14.3) 水影響の評価に使用した指標 

水量 

☑ 従来の工程よりも取水量/消費量が少ない 

 

(9.14.4) 製品/サービスを水影響が低いと分類するために認証基準を使用しましたか。 

選択: 

☑ いいえ 

(9.14.5) 水に対するインパクトが少ないと分類するために使用した定義 

製品の製造工程において高い水利用効率を実現している製品を「水資源への影響が少ない」製品と定義しています。具体的には、アサヒグループの自社工場（酒

類・飲料）のうち、水使用量原単位が目標値であるグローバル平均 3.2m³/kl以下に抑えられている生産拠点から提供される製品がこれに該当します。 

(9.14.7) 説明してください 
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アサヒグループでは、水を扱う全ての拠点で、水使用効率の向上に取り組んでいます。例えば、アサヒビール（株）では、工場のタンク・配管などの洗浄・殺菌時

の水使用量の削減や、工程からの回収水・膜処理水の有効利用により、水使用の効率化・水使用量の削減を進めています。また、アサヒ飲料（株）の各工場でも、

貴重な水資源を有効活用するため、さまざまな節水の取り組みを行っています。缶製造ラインでは殺菌工程で使用した水を処理・回収することで再利用を進めると

ともに、PET製造ラインではライン更新に伴う殺菌方式の変更により、同工程の水の使用量を従来比 50%以上削減するなど、継続的な節水に取り組んでいます。 

[固定行] 

 

(9.15) 水質汚染、取水量、WASH、その他の水関連カテゴリと関連する目標があるか否かを教えてください。 

 

このカテゴリで設定された目標 
ネイチャーSBTs ガイダンスに基づき本目標カテゴリで設定

した科学的根拠に基づく目標 

水質汚染 選択: 

☑ はい 

選択: 

☑ いいえ、そして今後 2 年以内に行う予定はありませ

ん 

取水量 選択: 

☑ はい 

選択: 

☑ いいえ、そして今後 2 年以内に行う予定はありませ

ん 

水衛生(WASH)サービス 選択: 

☑ はい 

🔒  

その他 選択: 

☑ はい 

🔒  

[固定行] 

(9.15.1) 貴組織の水関連の目標およびそれに対する進捗状況を具体的にお答えください。 

Row 1 
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(9.15.1.1) 目標参照番号 

選択: 

☑ 水関連目標 1 

(9.15.1.2) 目標の対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体 (直接操業のみ) 

(9.15.1.3) 目標のカテゴリおよび定量指標 

取水量 

☑ 1 生産単位あたりの取水量の削減  

 

(9.15.1.4) 目標設定日 

12/31/2022 

(9.15.1.5) 基準年の終了日 

12/31/2022 

(9.15.1.6) 基準年の数値 

0 

(9.15.1.7) 目標年の終了日 

12/31/2030 

(9.15.1.8) 目標年の数値 
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100 

(9.15.1.9) 報告年の数値 

50 

(9.15.1.10) 報告年の目標の状況 

選択: 

☑ 進行中 

(9.15.1.11) 基準年に対して達成された目標の割合 

50 

(9.15.1.12) 本目標と整合している、または本目標が支持している国際環境条約/イニシアチブ/枠組み 

本目標と整合している、または本目標が支持している国際環境条約/イニシアチブ/枠組み 

☑ 昆明・モントリオール生物多様性枠組み 

☑ 持続可能な開発目標 6 

 

(9.15.1.13) 目標対象範囲を説明し、除外事項を教えてください 

アサヒグループは、人と自然のための健全な水環境実現のため、「水使用量の削減」というグローバル共通の目標を掲げている。また、酒類や飲料を製造する自社

工場では、水使用量原単位が 3.2m³/kl以下となるように目指しており、さまざまな取り組みを行っている。 対象会社：アサヒビール（株）、アサヒ飲料（株）、

Asahi Europe and International Ltd.、Asahi Holdings (Australia) Pty Ltd.、Asahi Holdings Southeast Asia Sdn. Bhd. 

(9.15.1.14) 目標を達成するための計画、および報告年の終わりに達成された進捗状況  

アサヒグループは、「アサヒグループ環境ビジョン 2050」の取り組みの 4つの柱の 1つとして「水資源」を設定している。 水や農産物など自然の恵みを享受し商

品・サービスを提供している企業として、水資源の持続可能性を高める活動をグローバルで推進している。2030年までに水使用量の原単位グローバル平均

3.2m3/kl、優先流域平均 2.7m3/kl以下とするグローバル目標のもと、水使用量適正化による水循環促進、 適切な水質・水量の維持による生態系の保全などへの取り



 

354 

組みを強化していく。 

(9.15.1.18) 目標に関する追加情報  

アサヒグループは、「アサヒグループ環境ビジョン 2050」の取り組みの 4つの柱の 1つとして「水資源」を設定している。 水や農産物など自然の恵みを享受し商

品・サービスを提供している企業として、水資源の持続可能性を高める活動をグローバルで推進しており、「2030年までに水使用量の原単位グローバル平均

3.2m3/kl、優先流域平均 2.7m3/kl以下とする」グローバル目標を設定している。 報告年度においては、目標の対象拠点に対し、約 50%ほどの拠点がグローバル平

均 3.2m3/klを達成することが出来た。 今後も目標達成に向けて、水使用量適正化による水循環促進、 適切な水質・水量の維持による生態系の保全などへの取り組

みを強化していく。 ※CDP回答においては、全拠点が水使用量の原単位グローバル平均 3.2m3/klを達成することを 100%と見なし、報告年における達成拠点数が

全拠点に対しどれほどの割合を占めるのかを報告年数値として回答している。 

Row 2 

(9.15.1.1) 目標参照番号 

選択: 

☑ 水関連目標 2 

(9.15.1.2) 目標の対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体 (直接操業のみ) 

(9.15.1.3) 目標のカテゴリおよび定量指標 

水質汚染  

☑ 安全に処理される廃水の割合拡大(%) 

 

(9.15.1.4) 目標設定日 

12/31/2022 
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(9.15.1.5) 基準年の終了日 

12/31/2022 

(9.15.1.6) 基準年の数値 

0 

(9.15.1.7) 目標年の終了日 

12/31/2030 

(9.15.1.8) 目標年の数値 

100 

(9.15.1.9) 報告年の数値 

100 

(9.15.1.10) 報告年の目標の状況 

選択: 

☑ 達成済み 

(9.15.1.11) 基準年に対して達成された目標の割合 

100 

(9.15.1.12) 本目標と整合している、または本目標が支持している国際環境条約/イニシアチブ/枠組み 

本目標と整合している、または本目標が支持している国際環境条約/イニシアチブ/枠組み 

☑ 昆明・モントリオール生物多様性枠組み 
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☑ 持続可能な開発目標 6 

 

(9.15.1.13) 目標対象範囲を説明し、除外事項を教えてください 

アサヒグループは、グループ理念 “Asahi Group Philosophy”のもと、事業を通じた持続可能な社会への貢献を目指しており、その実現に向けてサステナビリティと

経営の統合を進めている。 アサヒグループホールディングスは“TNFD EarlyAdopterとして登録している。また自然資本に関わるリスク・機会の分析には、TNFD

が推奨する LEAPフレームワークを活用し、TCFDと統合したうえで独自の手法で分析している。 また、TNFDのガイドラインが推奨しているとおり、自然への依

存と影響、自然関連リスク、事業機会などに関連した指標の各実績を報告しており、その中で土壌への汚染物質放出(排水)について報告している。 

(9.15.1.15) この目標の達成または維持に最も貢献した行動  

アサヒグループは、グループ理念 “Asahi Group Philosophy”のもと、事業を通じた持続可能な社会への貢献を目指しており、その実現に向けてサステナビリティと

経営の統合を進めている。 アサヒグループホールディングス（株）は“TNFD EarlyAdopterとして登録している。また自然資本に関わるリスク・機会の分析には、

TNFDが推奨する LEAPフレームワークを活用し、TCFDと統合したうえで独自の手法で分析している。 また、TNFDのガイドラインが推奨しているとおり、自然

への依存と影響、自然関連リスク、事業機会などに関連した指標の各実績を報告しており、その中で土壌への汚染物質放出(排水)について報告している。 日本国内

工場・本社では、処理したのち下水または河川に排水しており、排水を通じた土壌への汚染物質放出はしていない。 

(9.15.1.18) 目標に関する追加情報  

アサヒグループは、グループ理念 “Asahi Group Philosophy”のもと、事業を通じた持続可能な社会への貢献を目指しており、その実現に向けてサステナビリティと

経営の統合を進めている。 アサヒグループホールディングス（株）は“TNFD EarlyAdopterとして登録している。また自然資本に関わるリスク・機会の分析には、

TNFDが推奨する LEAPフレームワークを活用し、TCFDと統合したうえで独自の手法で分析していく。 また、TNFDのガイドラインが推奨しているとおり、自然

への依存と影響、自然関連リスク、事業機会などに関連した指標の各実績を報告しており、その中で土壌への汚染物質放出(排水)について報告している。 日本国内

工場・本社では、処理したのち下水または河川に排水しており、排水を通じた土壌への汚染物質放出はしていないことから、報告年度においても水質汚染に係る土

壌汚染、さらには規制違反等は生じていない。 

Row 3 

(9.15.1.1) 目標参照番号 

選択: 

☑ 水関連目標 3 
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(9.15.1.2) 目標の対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体 (直接操業のみ) 

(9.15.1.3) 目標のカテゴリおよび定量指標 

上下水道・衛生(WASH)サービス  

☑ 石鹸と水を供えた手洗い施設を含む安全に管理された衛生サービスを使用する従業員の割合の増加  
 

(9.15.1.4) 目標設定日 

12/31/2022 

(9.15.1.5) 基準年の終了日 

12/31/2022 

(9.15.1.6) 基準年の数値 

0 

(9.15.1.7) 目標年の終了日 

12/31/2030 

(9.15.1.8) 目標年の数値 

100 

(9.15.1.9) 報告年の数値 
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14 

(9.15.1.10) 報告年の目標の状況 

選択: 

☑ 進行中 

(9.15.1.11) 基準年に対して達成された目標の割合 

14 

(9.15.1.12) 本目標と整合している、または本目標が支持している国際環境条約/イニシアチブ/枠組み 

本目標と整合している、または本目標が支持している国際環境条約/イニシアチブ/枠組み 

☑ 持続可能な開発目標 6 

 

(9.15.1.13) 目標対象範囲を説明し、除外事項を教えてください 

アサヒグループは、「アサヒグループ環境ビジョン 2050」の取り組みの 4つの柱の 1つとして「水資源」を設定している。 「水リスクのある生産拠点流域におけ

る課題改善への貢献」に向けて、生産拠点とその流域のリスク調査を実施し、リスク低減の対応策を実施している。また、アサヒグループの商品は、世界中で生産

される多種多様な農産物原料を用いているため、それらの水リスクを把握することも不可欠と考え、農産物原料の水リスクの把握と低減に努めている。今後、現在

実施している水源保全活動の拡大や、ほかの組織との協働などにより、流域課題の改善に貢献していく。 対象会社：Asahi Europe and International Ltd.、Asahi 

Holdings (Australia)、Pty Ltd.、Asahi Holdings Southeast Asia Sdn. Bhd. 

(9.15.1.14) 目標を達成するための計画、および報告年の終わりに達成された進捗状況  

アサヒグループは、「アサヒグループ環境ビジョン 2050」の取り組みの 4つの柱の 1つとして「水資源」を設定している。 「水リスクのある生産拠点流域におけ

る課題改善への貢献」に向けて、生産拠点とその流域のリスク調査を実施し、リスク低減の対応策を実施している。また、アサヒグループの商品は、世界中で生産

される多種多様な農産物原料を用いているため、それらの水リスクを把握することも不可欠と考え、農産物原料の水リスクの把握と低減に努めている。今後、現在

実施している水源保全活動の拡大や、ほかの組織との協働などにより、流域課題の改善に貢献している。 

(9.15.1.18) 目標に関する追加情報  
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アサヒグループは、持続可能な水資源の実現のためには、流域での水課題を改善することが不可欠であると考え、「2030年までに水リスクの高い地域にある生産

拠点 100%で、流域の各課題改善に貢献する取り組みを実施する」という目標を掲げている。水の課題は地域ごとに異なるため、各生産拠点・流域の水リスク調査

を実施して流域の課題を把握し、改善のための取り組みを進めている。 水リスクの高い地域とする判断基準は水量、水質、Water Sanitation and Hygiene (WASH)

などに関するリスクのある流域または世界的に認知されている流域（例えば CEOWater Mandate priority basins）を加味し、選定している。 アサヒグループの生産

拠点・流域の水リスク評価は、世界資源研究所（WRI）、世界自然保護基金（WWF）が提供している水リスクを示した世界地図・情報「WRI Aqueduct」「WWF 

Water Risk Filter」や、生物多様性のリスクを評価する「Integrated Biodiversity Assessment Tool (IBAT)」を活用し、水量、水質、Water Sanitation and Hygiene 

(WASH)などに関するリスクのある流域を特定したうえで、各生産拠点における詳細な水リスク調査を実施して評価している。あわせて、世界的に認知されている

流域（例えば CEO Water Mandate priority basins）を加味した結果、7生産拠点を水リスクの高い地域にある生産拠点と特定した。特定した 7拠点では、ほかの組

織との協働や、2030年までに各流域の課題改善に貢献するため取り組み（Water stewardship）を進めていく。 報告年度においては、目標達成に向けた現状の把握

に努め、全体の進捗において約 14%進んでいると認識している。 また、今後も生産拠点や原料調達元について、定期的に水リスク評価ツールを活用した水リスク

調査、各生産拠点の詳細なリスクについての調査を実施していきます。そして新しく水リスクが高い生産拠点が判明した場合はそのリスク内容や社会状況に応じて

適切な対策を講じていく。 

Row 4 

(9.15.1.1) 目標参照番号 

選択: 

☑ 水関連目標 4 

(9.15.1.2) 目標の対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体 (直接操業のみ) 

(9.15.1.3) 目標のカテゴリおよび定量指標 

上下水道・衛生(WASH)サービス  

☑ 安全に管理された飲料水サービスを利用する従業員の割合の増加 

 

(9.15.1.4) 目標設定日 
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12/31/2022 

(9.15.1.5) 基準年の終了日 

12/31/2022 

(9.15.1.6) 基準年の数値 

0 

(9.15.1.7) 目標年の終了日 

12/31/2030 

(9.15.1.8) 目標年の数値 

100 

(9.15.1.9) 報告年の数値 

100 

(9.15.1.10) 報告年の目標の状況 

選択: 

☑ 達成済み 

(9.15.1.11) 基準年に対して達成された目標の割合 

100 

(9.15.1.12) 本目標と整合している、または本目標が支持している国際環境条約/イニシアチブ/枠組み 

本目標と整合している、または本目標が支持している国際環境条約/イニシアチブ/枠組み 
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☑ 持続可能な開発目標 6 

 

(9.15.1.13) 目標対象範囲を説明し、除外事項を教えてください 

アサヒグループは、「ピープルステートメント」を定め、世界各国・各地域の多様な従業員が安全な職場環境で、健康でいきいきと働き、一人ひとりがともに成長

できる環境づくりに努めている。従業員個人及びチームで成長する機会にあふれ、失敗に寛容な学習する企業風土づくりを推進している。 「ピープルステートメン

ト」において、「セーフティ＆ウエルビーイング」として、以下を定めている。 ･私たちは、社員の健康、安全、ウェルビーイングを常に最優先事項と位置付け

る。 ･私たちが生活し、働く、地球とコミュニティのウエルビーイングを尊重し、貢献する。 

(9.15.1.15) この目標の達成または維持に最も貢献した行動  

アサヒグループでは、長年にわたり、あらゆる従業員が安全で健康に、いきいきと働ける職場環境の整備を進めてきた。その取り組みが評価され、社外から各種評

価を受けている。健康経営優良法人制度とは、地域の健康課題に即した取り組みや日本健康会議が進める健康増進の取り組みをもとに、特に優良な健康経営を実践

している法人を顕彰する制度である。アサヒグループホールディングス（株）は 2017年から 2025年まで 9年連続で「健康経営優良法人ホワイト 500」に選定さ

れた。また、従業員などの健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に取り組んでいる企業を経済産業省と東京証券取引所が共同で選定する「健康経営銘柄」に、過

去 6回選ばれた。 

(9.15.1.18) 目標に関する追加情報  

アサヒグループは、「ピープルステートメント」を定め、世界各国・各地域の多様な従業員が安全な職場環境で、健康でいきいきと働き、一人ひとりがともに成長

できる環境づくりに努めている。従業員個人及びチームで成長する機会にあふれ、失敗に寛容な学習する企業風土づくりを推進している。 「ピープルステートメン

ト」において、「セーフティ＆ウエルビーイング」として、以下を定めている。 ･私たちは、社員の健康、安全、ウエルビーイングを常に最優先事項と位置付け

る。 ･私たちが生活し、働く、地球とコミュニティのウエルビーイングを尊重し、貢献する。 また、セーフティ＆ウエルビーイングステートメントの方針として以

下を掲げている。 「私たちは、アサヒグループで働く全ての人々と関連するコミュニティを大切にする。また、健康、セーフティ＆ウエルビーイングが重要だと考

え、行動することでビジネスを継続していく。安心・安全で社員一人ひとりが心身共に健康で活躍できる職場をつくり、個人が自分らしさを発揮して、その個性が

尊重され、受け入れられるインクルーシブな企業風土を醸成する。健康、セーフティ＆ウエルビーイングを常に最優先とする企業グループを目指す。」 その中で、

当社の労働環境において安全･衛生的な飲料水等の提供は必須であると考えており、常に全従業員に対して飲料水等にアクセス可能となる環境を整えている。 

[行を追加] 
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C10. 環境パフォーマンス - プラスチック 
(10.1) プラスチック関連の目標を設定していますか。 

 

定量的目標があるか 

  選択: 

☑ はい 

[固定行] 

(10.1.1) プラスチック関連目標の詳細を記載してください。 

(10.1.1.1) 目標参照番号 

選択: 

☑ プラスチック関連目標 1 

(10.1.1.2)  目標の対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体 (直接操業のみ) 

(10.1.1.3) 目標のカテゴリおよび定量指標 

プラスチックパッケージ 

☑ リサイクルを前提に設計されたプラスチック包装の割合を増加させる 
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(10.1.1.4)  目標設定日 

07/06/2020 

(10.1.1.5)  基準年の終了日 

12/31/2019 

(10.1.1.6) 基準年の数値 

0 

(10.1.1.7) 目標の終了日 

12/31/2025 

(10.1.1.8)  目標年の数値 

100 

(10.1.1.9)  報告年の数値 

99.5 

(10.1.1.10)  報告年における目標の状況 

選択: 

☑ 有効期限切れ 

(10.1.1.11)  基準年に対して達成された目標の割合 

99.5 
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(10.1.1.12) 本目標と整合している、または本目標が支持している国際環境条約/イニシアチブ/枠組み 

なし、整合性の有無を評価していない 

☑ なし、整合性の有無を評価していない 

 

(10.1.1.13)  目標対象範囲を説明し、除外事項を教えてください 

グループ全体（共通） （AB、ASD、AEI、ABev、AHSEA） 

Row 2 

(10.1.1.1) 目標参照番号 

選択: 

☑ プラスチック関連目標 2 

(10.1.1.2)  目標の対象範囲 

選択: 

☑ 組織全体 (直接操業のみ) 

(10.1.1.3) 目標のカテゴリおよび定量指標 

プラスチックパッケージ 

☑ リサイクルを前提に設計されたプラスチック包装の割合を増加させる 

 

(10.1.1.4)  目標設定日 

01/21/2022 



 

365 

(10.1.1.5)  基準年の終了日 

12/31/2019 

(10.1.1.6) 基準年の数値 

0 

(10.1.1.7) 目標の終了日 

12/31/2030 

(10.1.1.8)  目標年の数値 

100 

(10.1.1.9)  報告年の数値 

37 

(10.1.1.10)  報告年における目標の状況 

選択: 

☑ 進行中 

(10.1.1.11)  基準年に対して達成された目標の割合 

37 

(10.1.1.12) 本目標と整合している、または本目標が支持している国際環境条約/イニシアチブ/枠組み 

なし、整合性の有無を評価していない 

☑ なし、整合性の有無を評価していない 
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(10.1.1.13)  目標対象範囲を説明し、除外事項を教えてください 

グループ全体（共通）（ASD、AEI、ABev、AHSEA) 

[行を追加] 

 

(10.2) 貴組織が次の活動に従事しているか否かをお答えください。 

プラスチックポリマーの製造・販売 (プラスチックコンバーターを含む) 

(10.2.1) 活動の適用 

選択: 

☑ いいえ 

耐久プラスチック製品および/または部品の生産/商品化 (混合材料を含む) 

(10.2.1) 活動の適用 

選択: 

☑ いいえ 

耐久プラスチック製品および/または部品（混合材料を含む） の使用 

(10.2.1) 活動の適用 

選択: 

☑ いいえ 

プラスチックパッケージの生産/商品化 
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(10.2.1) 活動の適用 

選択: 

☑ はい 

プラスチック包装の使用 

(10.2.1) 活動の適用 

選択: 

☑ はい 

(10.2.2) プラスチック包装の使用 

該当するすべてを選択 

☑ プラスチックで包装された商品/製品の生産/商業化 

廃棄物管理の提供 

(10.2.1) 活動の適用 

選択: 

☑ いいえ 

その他の特定されていないプラスチック関連活動 

(10.2.1) 活動の適用 

選択: 

☑ いいえ 

[固定行] 
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(10.5) 販売および/または使用したプラスチックパッケージの総重量とそれに含まれる原料を具体的にお答えください。 

(10.5.12) 説明してください 

容器包装は、お客様に価値ある商品を提供するうえで重要な役割を担っています。品質保持や輸送強度を担保するとともに、デザインや表示によりコミュニケーシ

ョン手段としての機能を果たすほか、使いやすさ、原料資源の持続可能性が求められています。一方で、不適切に廃棄されたプラスチック製の容器包装による海洋

汚染や、河川・海で生息する動植物がプラスチックを取り込んでしまうというような悪影響が喫緊の社会課題となっています。また、化石燃料由来の資源やバージ

ン材（新品の素材だけを使って製造した材料）から製造した容器包装に起因する CO2排出量は、Scope3において大きな割合を占めています。 アサヒグループ

は、環境負荷低減に寄与しない容器包装への規制や、リサイクル素材やバイオ由来の素材の需要増加に伴うコスト増加、素材不足への対応が遅延することによる調

達への影響を想定しています。また、プラスチックに対する消費者の忌避感によって売上が減少するリスクがある一方、リサイクル素材やバイオ由来の素材の積極

的な使用は、より環境負荷が低い商品を買いたいというお客様のニーズに応え、売上が拡大することにもつながります。 容器包装にリサイクル素材やバイオ由来の

素材を使用することは、化石由来原料の使用量と CO2排出量の削減につながり、気候変動問題への対応にも寄与します。また、リサイクルのバリューチェーン※

の一端を担い、リサイクル素材の導入や品質の向上、需給の安定化に努めることで、長期的には廃棄物発生をなくし、資源が循環する社会の構築に貢献します。 

[固定行] 
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C11. 環境パフォーマンス - 生物多様性 
(11.2) 生物多様性関連のコミットメントを進展させるために、貴組織は本報告年にどのような行動を取りましたか。 

  

(11.2.1) 生物多様性関連コミットメントを進展させるために報告対象期間に取った行動 

選択: 

☑ はい、生物多様性関連コミットメントを進展させるために措置を講じています  

(11.2.2) 生物多様性関連コミットメントを進展させるために講じた措置の種類 

該当するすべてを選択 

☑ 陸域／水域の管理  

☑ 種の保全・管理  

[固定行] 

 

(11.3) 貴組織は、生物多様性関連活動全体の実績をモニタリングするために、生物多様性指標を使用していますか。 

 

貴組織は生物多様性実績をモニタリングするために指

標を使用していますか。  

生物多様性実績をモニタリングするために使用した指

標  

  選択: 

☑ はい、指標を使用しています  

該当するすべてを選択 

☑ 対応の指標  

[固定行] 
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C13. 追加情報および最終承認 
(13.1) CDP への回答に含まれる環境情報 (質問 7.9.1/2/3、8.9.1/2/3/4、および 9.3.2 で報告されていないもの) が第三者に

よって検証または保証されているかどうかをお答えください。 

 

CDP への回答に含まれるその他の環境情報は、第三者によって検証または保証さ

れている 

 選択: 

☑ はい 

[固定行] 

(13.1.1) CDP 質問書への回答のどのデータ・ポイントが第三者によって検証または保証されており、どの基準が使用され

ていますか。  

Row 1 

(13.1.1.1) データが検証/保証されている環境課題 

該当するすべてを選択 

☑ 気候変動 

(13.1.1.2) 検証または保証を受けた開示モジュールとデータ 

環境パフォーマンス - 気候変動 

☑ 電気/蒸気/熱/冷熱の消費 
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(13.1.1.3) 検証/保証基準 

 一般的な基準 

☑ ISAE 3000  
 

(13.1.1.4) 第三者検証/保証プロセスの詳細 

アサヒグループは GHG排出量以外にも、エネルギー消費量（電気、熱、燃料）（MWh）、取水量（m3）、排水量（m3）について、第三者検証を受けています。 

Row 2 

(13.1.1.1) データが検証/保証されている環境課題 

該当するすべてを選択 

☑ 水セキュリティ 

(13.1.1.2) 検証または保証を受けた開示モジュールとデータ 

環境パフォーマンス - 水セキュリティ 

☑ 水消費 – 総消費量 

☑ 排水 – 総排水量 

 

(13.1.1.3) 検証/保証基準 

 一般的な基準 

☑ ISAE 3000  
 

(13.1.1.4) 第三者検証/保証プロセスの詳細 



 

372 

アサヒグループは GHG排出量以外にも、エネルギー消費量（電気、熱、燃料）（MWh）、取水量（m3）、排水量（m3）について、第三者検証を受けています。 

[行を追加] 

 

(13.3) CDP 質問書への回答を最終承認した人物に関する以下の情報を記入します。 

  

(13.3.1) 役職 

Group Chief Corporate Affairs Officer, Executive Officer 

(13.3.2) 職種 

選択: 

☑ 最高サステナビリティ責任者(CSO) 

[固定行] 

 

(13.4) CDP が、優先流域における協働的な行動を促進するため、Water Action Hub のコンテンツ作成を支援する目的で、

Pacific Institute と連絡先の詳細を共有することについて、同意するかどうかを示してください。 

選択: 

☑ はい、CDP は情報開示提出責任者の連絡先情報を Pacific Institute と共有することができます 
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